
特定個人情報保護評価書（全項目評価書）

 公表日

墨田区長

 個人情報保護委員会　承認日　【行政機関等のみ】

特記事項

[令和６年10月　様式４]

 個人のプライバシー等の権利利益の保護の宣言

 評価書名

地方税・森林環境税に関する事務 全項目評価書

評価書番号

2

墨田区は、地方税に関する事務における特定個人情報ファイルの取扱いに
当たり、特定個人情報ファイルの取扱いが個人のプライバシー等の権利利
益に影響を及ぼしかねないことを認識し、特定個人情報の漏えいその他の
事態を発生させるリスクを軽減させるために適切な措置を講じ、もって個人
のプライバシー等の権利利益の保護に取り組んでいることを宣言する。

 評価実施機関名
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項目一覧

Ⅰ　基本情報

　（別添２） 特定個人情報ファイル記録項目

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策

　（別添３）　変更箇所

Ⅵ　評価実施手続

Ⅴ　開示請求、問合せ

Ⅳ　その他のリスク対策

　（別添１） 事務の内容
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１　個人住民税・森林環境税の賦課業務
【概要】
・地方税法、森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律に基づき、国税庁・住民から提出された申
告や、給与支払者・年金保険者から提出された支払報告書等を基に住民税額を計算し賦課する。
・住民からの申請に基づき、税情報から課税・非課税証明書を発行する。
【処理の流れ】
① 国税庁・他自治体・給与支払者・年金保険者・住民から申告情報を取得する。
② eLTAXにて受信した電子申告等データを住民税システムに取込を行う。
③ ①・②で取得した申告情報の入力を行う。一部の単純・反復的な内容については、RPAツールにより
入力させる。
④ ①・②で取得した課税資料を課税原票管理システムに登録し、課税資料の画像を随時閲覧できるよ
うにする。
⑤ 当初課税時においては大量の給与支払報告書等が届くため、課税原票管理システムで登録後に
OCR処理し、データ化させる。
⑥ ⑤で取得した給与支払報告書等のデータを住民税システムに取込を行う。
⑦ 賦課に必要な情報（生活保護・障害等）を照会し取得する。
　　（対象者が区内在住の場合は団体内統合宛名システム経由、区外在住の場合は中間サーバー経
由）
⑧ 団体内統合宛名システム経由で住基情報を取得する。住民登録がなく、個人番号が特定できない者
は、本人、勤務先又は住民基本台帳ネットワークシステムに照会し、所在地及び個人番号を特定する。
⑨ eLTAXにて送信する回送資料データや税額通知データ等をeLTAX各種システムに格納する。
⑩ 他自治体の資料については当該自治体へ回送する。
⑪ 課税決定者への納税通知、給与支払者・年金保険者への税額通知等を通知する。
⑫ 作成された賦課情報を団体内統合宛名システム経由で中間サーバーへ提供する。
⑬ 作成された賦課情報を団体内統合宛名システム経由で庁内各業務システムへ移転する。
⑭ 賦課情報に基づき、申請に応じて課税・非課税証明書を発行する。
⑮ 減免申請者に対し、減免決定を行い、決定通知書を送付する。この処理において、必要が生じた場
合、団体内統合宛名システム又は住民基本台帳ネットワークに照会し、所在地及び個人番号を特定す
る。また、必要に応じて、団体内統合宛名システム又は情報提供ネットワークシステムを介して生活保護
関係情報等を取得する。

２　軽自動車税賦課関連業務
【概要】
　地方税法に基づき、墨田区に主たる定置場のある軽自動車等について、4月1日現在の所有者に対し
て車種等により区分され、定められた軽自動車税種別割を賦課する。
【処理の流れ】
①住民や全国軽自動車協会連合会からの軽自動車税（種別割）申告（報告）書兼標識交付申請書等の
提出（四輪等の申告は電子申告（地方税共同機構から軽OSS連携システム経由も選択可））を受け、そ
れを基に課税情報を入力・管理する。また、住民からの申告書の提出に対し、標識交付証明書を交付す
る。地方公共団体情報システム機構から軽自動車検査情報市区町村提供システム経由で軽自動車検
査情報を取得する。
②住民等から軽自動車税（種別割）廃車申告書兼標識返納書等の提出を受け、車両情報等を取得し軽
自動車税システムから車両情報等を抹消する。
③他自治体の申告書等については、当該自治体へ回送する。
④上記の手続きにより把握した4月1日現在の所有者等（納税義務者）に対し、賦課情報を作成する。
⑤納税義務者に税額を通知する。墨田区に住民登録がなく住所地が特定できない場合は、住民票関係
情報を住民基本台帳ネットワークシステム経由で取得する。
⑥減免申請者に対し、減免決定を行い、決定通知書を送付する。この処理において、必要が生じた場
合、団体内統合宛名システム又は住民基本台帳ネットワークに照会し、所在地及び個人番号を特定す
る。また、必要に応じて、団体内統合宛名システム又は情報提供ネットワークシステムを介して生活保護
関係情報等を取得する。

Ⅰ　基本情報
 １．特定個人情報ファイルを取り扱う事務

 ①事務の名称 地方税・森林環境税に関する事務

 ②事務の内容　※
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３　収納関連業務
【概要】
　地方税法、森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律に基づき賦課された個人住民税・森林環境
税及び軽自動車税の収納情報を管理する。
【処理の流れ】
①住民票関係情報を団体内統合宛名システム経由で取得する。墨田区に住民登録がなく住所地が特
定できない場合は、住民票関係情報を住民基本台帳ネットワークシステム経由で取得する。
②個人住民税・森林環境税及び軽自動車税の賦課情報を各システムから取得する。
③指定金融機関、収納代行業者、eLTAX等から住民等が納付、納入した情報を取得する。また納付書
発行データ等を共通納税システムを経由して送付する。
④過納付又は誤納付が発生した場合は、住民等に通知し、還付又は充当を行う。また、住民より公的給
付支給等口座登録簿関係資料に登録された公金受取口座での還付金受取の意思表示がある場合は、
情報提供ネットワークシステムを介して公金受取口座情報を取得し、処理する。
⑤納期限までに完納とならない場合は、地方税法、森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律に基
づき住民等に督促状を発送する。
⑥収納情報に基づき、申請に応じて各税目の納税証明書を発行する。
⑦軽自動車税納付確認システムを経由して納付情報の登録・照会を行う。

４　滞納整理関連業務
【概要】
　地方税法、国税徴収法。森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律に基づき、個人住民税・森林
環境税及び軽自動車税等の滞納情報を管理する。
【処理の流れ】
①個人住民税・森林環境税及び軽自動車税の賦課・収納情報等を各システムから取得する。
②滞納者に納税催告書等を発送する。墨田区に住民登録がない者については、住民票関連情報を住
民基本台帳ネットワークシステム経由で取得する。
③納税交渉により分割納付又は徴収猶予となった場合、その情報を記録する。
④地方税法、国税徴収法、森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律に基づき、実態調査又は財
産調査を行った場合、その情報を記録する。

１　個人住民税・森林環境税の賦課事務に関する処理を行う。
・当初課税処理：年度当初の賦課決定
・例月課税処理：年度当初の賦課決定後の課税処理
・確定申告受付処理：年度当初の区申告書等のデータ作成
・課税照会処理：個人、事業所の課税内容照会
・一括異動処理：収納、所得情報の決裁処理
・一括発行処理：納税通知書・納付書等の発行、調定表等の帳票作成
・データ取込処理：電子データ化された確定申告書、給与支払報告書等の取込
・年金特徴処理：年金特徴（公的年金からの特別徴収）の判定、税額通知データ等の作成
・税照会証明処理：課税・非課税証明書の発行

２　軽自動車税の賦課事務に関する処理を行う。
・車両情報等の登録及び抹消並びに照会
・納税義務者に対する賦課

３　個人住民税・森林環境税及び軽自動車税の収納事務に関する処理を行う。
・各税目において賦課した税額の収納管理
・過誤納金又は未納金が発生した場合の還付及び充当若しくは督促状の発行
・収納情報に基づく、納税証明書の発行

 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

 ①システムの名称 住民税システム

 ②システムの機能

 ③対象人数 [ 30万人以上

 ２．特定個人情報ファイルを取り扱う事務において使用するシステム

 システム1

＜選択肢＞
1) 1,000人未満
3) 1万人以上10万人未満
5) 30万人以上

2) 1,000人以上1万人未満
4) 10万人以上30万人未満

]

○

[ ○ ] 宛名システム等 [

[ ] その他 （

] 庁内連携システム

）

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ] 既存住民基本台帳システム
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] 既存住民基本台帳システム

] 庁内連携システム

 システム2～5

 システム2

 ①システムの名称 課税原票管理システム

 ②システムの機能

１　課税資料や電子申告データをデジタルイメージ化し、基幹税務システムと連動させることにより、課税
事務の
　効率化や問合せに対する迅速化を図る。
・課税資料、電子申告データの画像データ化
・画像データの管理、検索、出力
・基幹税務システムとの連携
・他市回送する課税資料の一括印刷

２　給与所得者異動届出書等に記載された文字をOCR機能によりデータ化し、別途のシステム（RPA
ツール）で自動入力をさせることで業務の効率化を図る。
・OCR処理による給与所得者異動届出書等のデータ化
・不読判定としたデータの修正
・OCR処理結果等のファイル出力
・宛名番号一括登録機能

３　紙媒体の給与支払報告書に記載された文字をAI-OCR機能によりデータ化させることで、給与支払報
告書のデータ作成を内製化させる。
・OCR処理による紙媒体の給与支払報告書のデータ化機能
・OCR処理後のエラー修正
・OCR処理結果等のファイル出力
・AIエンジンのアップグレード

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [
 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ○

[ ○ ] 宛名システム等 [

] 庁内連携システム

 システム3

 ①システムの名称 地方税ポータルシステム（eLTAX（エルタックス））

 ②システムの機能

地方税に関する手続のうち、電子申告が可能なものについて以下の機能別に処理する。
○審査システム
・利用届出データの審査、管理
・電子申告データ（給与支払報告書、年金支払報告書等）の審査、管理
・住登外課税データの送受信
・特別徴収税額通知データの送信
・年金特別徴収に関する各通知データの送受信
・共通納税システム
○データ連携システム
　基幹税務システムとのデータ連携
 ※基幹システムへの取込はネットワーク経由ではなく媒体で取込する。
・共通納税インターフェースシステム（共通納税IFS）、軽OSS連携システム
○国税連携システム
・国税連携データ（所得税確定申告書、法定調書、扶養是正情報等）の送受信、検索、出力
・団体間回送（他自治体へ電子データを回送）

○

[ ] その他 （ ）

] 税務システム

 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [

[ ○ ] その他 （ 媒体での連携のため、他システムとの接続はしていない。 ）

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ] 既存住民基本台帳システム
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] 既存住民基本台帳システム

] 庁内連携システム

 システム4

 ①システムの名称 滞納管理システム

 ②システムの機能

個人住民税・森林環境税及び軽自動車税の滞納整理事務に関する処理を行う。
・各税目において滞納となった未納税額の滞納管理
・滞納者に対する各種通知書等の発行

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [

 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ○

[ ○ ] 宛名システム等 [

] 庁内連携システム

 システム5

 ①システムの名称 団体内統合宛名システム

 ②システムの機能

・評価実施機関における住民（住民登録外者含む）の宛名項目（氏名・性別・生年月日・住所・個人番号
等）の管理
・各システムの宛名番号から団体内統合宛名番号を管理
・符号付番の際、符号と紐付ける団体内統合宛名番号を中間サーバーへ送信
・中間サーバーとのデータ連携

[ ] その他 （ ）

] 税務システム

 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [ ○

[ ○ ] その他 （ 中間サーバー、各業務システム ）

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ○ ] 既存住民基本台帳システム
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] 庁内連携システム

 システム6～10

 システム6

 ①システムの名称 中間サーバー

 ②システムの機能

中間サーバーは、情報提供ネットワークシステム（インターフェイスシステム）、既存システム、団体内統
合宛名システム等の各システムとデータの受け渡しを行うことで、符号の取得（※１）や各情報保有機関
で保有する特定個人情報の照会と提供等の業務を実現する。
（※１）セキュリティの観点により、特定個人情報の照会と提供の際は、「個人番号」を直接利用せず「符
号」を取得して利用する。
○符号管理機能
　情報保有機関内で個人を特定するために利用する「団体内統合宛名番号」と、情報照会、情報提供に
用いる個人の識別子である「符号」とを紐付け、その情報を保管・管理する機能
○情報照会機能
　情報提供ネットワークシステムを介して、特定個人情報（連携対象）の情報照会及び情報提供受領（照
会した情報の受領）を行う機能
※情報提供ネットワークシステムを通じて口座登録・連携ファイル関係情報を取得する機能を含む
○情報提供機能
　情報提供ネットワークシステムを介して、情報照会要求の受領及び当該特定個人情報（連携対象）の
提供を行う機能
○既存システム接続機能
　中間サーバーと既存システム、団体内統合宛名システム及び住基システムとの間で情報照会内容、
情報提供内容、特定個人情報（連携対象）、符号取得のために情報等について連携するための機能
○情報提供等記録管理機能
　特定個人情報（連携対象）の照会、又は提供があった旨の情報提供等記録を生成し、管理する機能
○情報提供データベース管理機能
　特定個人情報（連携対象）を副本として、保持・管理する機能
○データ送受信機能
　中間サーバーと情報提供ネットワークシステム（インターフェイスシステム）との間で情報照会、情報提
供、符号取得のための情報等について連携するための機能
○セキュリティ管理機能
　セキュリティを管理する機能
○職員認証・権限管理機能
　中間サーバーを利用する職員の認証と職員に付与された権限に基づいた各種機能や特定個人情報
（連携対象）へのアクセス制御を行う機能
○システム管理機能
　バッチの状況管理、業務統計情報の集計、稼働状況の通知、保管期限切れ情報の削除を行う機能

 ③他のシステムとの接続

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ○ ] 宛名システム等 [

[ ] その他 （ ）

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ] 既存住民基本台帳システム

] 既存住民基本台帳システム

] 庁内連携システム

 システム7

 ①システムの名称 住民基本台帳ネットワークシステム

 ②システムの機能

①本人情報検索
　統合端末において入力された４情報（氏名、住所、性別、生年月日）の組合せをキーに本人確認情報
の検索を行い、検索条件に該当する本人確認情報の一覧を画面上に表示する。
②機構への情報照会
　全国サーバーに対して住民票コード、個人番号又は４情報の組合せをキーとした本人確認情報照会要
求を行い、該当する個人の本人確認情報を受領する。

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [
 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [

[ ○ ] その他 （ 媒体での連携のため、他システムとの接続はしていない。 ）

] 税務システム
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] 庁内連携システム

 システム8

 ①システムの名称 RPAツール

 ②システムの機能

システムで作成したシナリオにより、個人住民税・森林環境税の賦課業務、軽自動車税賦課関連業務、
収納関連業務の内、単純・反復的な入力をパソコンに代替させることで、業務改善の実現を図る。

 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ○ ] 宛名システム等 [ ○

[ ] その他 （ ）

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ] 既存住民基本台帳システム

 システム11～15

 システム16～20

 ３．特定個人情報ファイル名

１　住民税賦課情報ファイル
２　軽自動車税賦課情報ファイル
３　収納管理情報ファイル
４　滞納整理情報ファイル
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 ５．個人番号の利用　※

 法令上の根拠

・行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律(以下「番号法」という。）
第9条第1項　別表の24の項
・番号法第9条第2項
・番号法第9条第4項
・墨田区行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する条例　第4条第1項及
び別表第2の1の項

 ６．情報提供ネットワークシステムによる情報連携 ※

 ①実施の有無 [ 実施する

 ４．特定個人情報ファイルを取り扱う理由

 ①事務実施上の必要性

１　住民税賦課情報ファイル
　　住民税・森林環境税の賦課決定において、住民の税情報を正確に把握する必要がある。
２　軽自動車税賦課情報ファイル
　　軽自動車税の賦課決定において、納税義務者の車両情報等を正確に把握する必要がある。
３　収納管理情報ファイル
　　個人住民税・森林環境税及び軽自動車税の徴収及び滞納処分にあたり、納税義務者の収納状況を
　正確に把握する必要がある。
４　滞納整理情報ファイル
　　個人住民税・森林環境税及び軽自動車税の滞納処分にあたり、納税義務者の滞納状況及び各種調
　査結果等を正確に把握する必要がある。

 ②実現が期待されるメリット

・正確な税情報を把握することにより、賦課が正しく行われ、公平・公正な課税につながる。
・正確な収納状況を把握することにより、徴収及び滞納処分が正しく行われ、公平・公正な税負担につな
がる。
・障害者関係情報、生活保護関係情報、地方税関係情報等の活用により、減免申請等に必要であった
添付書類の削減が図られることから、納税者の利便性の向上及び事務の効率化につながる。

]

＜選択肢＞
1) 実施する
2) 実施しない
3) 未定

 ８．他の評価実施機関

なし

 ②法令上の根拠

【情報照会】
・番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　48の項
【情報提供】
・番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表第三欄
（情報提供者）が「市町村長」の項のうち第四欄（利用特定個人情報）に「地方税関係情報」が含まれる
項

 ７．評価実施機関における担当部署

 ①部署 区民部税務課

 ②所属長の役職名 税務課長
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 （別添1） 事務の内容

別紙１のとおり

（備考）
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 ⑥事務担当部署 区民部税務課

 その妥当性

・識別情報：対象者を正確に特定するために記録
・連絡先等情報：対象者の賦課期日時点での世帯情報及び税額通知の送付先の把握のために記録
・国税関係情報：対象者の所得税に係る情報に基づき、住民税・森林環境税の賦課を行うために記録
・地方税関係情報：算出した住民税額・森林環境税額に基づき、納税通知書・証明書等の帳票印刷を行
うために記録
・障害者福祉関係情報：障害者福祉関連の給付情報に基づき、非課税判定、減免額及び控除額の算出
を行うために記録
・生活保護関係情報：生活保護関連の給付情報に基づき、非課税判定、減免額及び控除額の算出を行
うために記録
・年金関係情報：対象者の年金所得に係る情報に基づき、住民税・森林環境税の賦課及び年金特徴税
額の計算を行うために記録
・介護・高齢者福祉関係情報：対象者の介護保険に係る被保険者情報に基づき、年金特徴対象者判定
を行うために記録

 全ての記録項目 別添２を参照。

 ⑤保有開始日 平成２７年１０月

[ ] その他 （ ）

[ ] 学校・教育関係情報

[ ] 災害関係情報

[ ] 雇用・労働関係情報 [ ○ ] 年金関係情報

] 国税関係情報 [ ○ ] 地方税関係情報

・連絡先等情報

[ ○ ] 4情報（氏名、性別、生年月日、住所） [ ○ ] 連絡先（電話番号等）

○ ] 障害者福祉関係情報

[ ○ ] 生活保護・社会福祉関係情報 [ ○ ] 介護・高齢者福祉関係情報

[ ] 健康・医療関係情報

[ ] 医療保険関係情報 [ ] 児童福祉・子育て関係情報 [

[ ○ ] 個人番号対応符号 [ ○ ] その他識別情報（内部番号）

2） 10項目以上50項目未満
3） 50項目以上100項目未満 4） 100項目以上

 主な記録項目　※

・識別情報

[ ○ ] 個人番号

 その必要性 住民税・森林環境税の適正な賦課を行うために特定個人情報が必要となる。

 ④記録される項目

＜選択肢＞

[ 100項目以上 ]
1） 10項目未満

[ ○ ] その他住民票関係情報

・業務関係情報

[ ○

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
 １．特定個人情報ファイル名

１　住民税賦課情報ファイル

 ２．基本情報

 ①ファイルの種類　※

＜選択肢＞

[ システム用ファイル ]

2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ③対象となる本人の範囲　※ 納税義務者及び被扶養者、その他課税調査対象者

1） システム用ファイル
2） その他の電子ファイル（表計算ファイル等）

 ②対象となる本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ]
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2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ⑦使用の主体

 使用部署
※

区民部税務課

 使用者数

＜選択肢＞

[ 50人以上100人未満 ]
1） 10人未満

 ⑤本人への明示
住民税・森林環境税の賦課に必要な各種情報については、地方税法第317条の2の条文、番号法の別
表第24項に規定されている。

 ⑥使用目的　※ 各種申告書の受付、本人確認、正確な住民税・森林環境税額の算出・通知

 変更の妥当性

住民基本台帳ネットワークシステム ）

 ③入手の時期・頻度

○当初賦課時（１月～４月）に入手
・申告情報（確定申告書等）：１月～４月にかけて複数回入手
・生活保護関係情報：１月に入手
・１月１日現在住民データ：１月に入手
・年金特別徴収対象者情報、介護・高齢者福祉関係情報：５月に入手
○個別的に対応する事務に際して入手
・当初賦課以降の新規賦課、税額更正に関する申告情報：随時入手
・年金特別徴収通知ファイル：毎月入手
・本人確認情報、障害者福祉関係情報及び生活保護関係情報：減免の都度、随時入手

 ④入手に係る妥当性

申告情報については、制度上定められた時期・頻度・方法にて、国税庁・年金保険者・給与支払者・住民
からの情報提供を受けている。住民基本台帳法（以下、「住基法」という。）第７条に規定する事項、障害
者福祉関係情報、生活保護関係情報及び介護・高齢者福祉関係情報については、本人情報確認の事
務効率化のため、団体内統合宛名システム、情報提供ネットワークシステム等を利用して入手する。な
お、区外在住者等の本人確認情報の入手は、住民基本台帳ネットワークシステムにより行う。

[ ○ ] 庁内連携システム

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム

○ ] 地方公共団体・地方独立行政法人 （
情報提供ネットワークシステム又は住民基本台
帳ネットワークシステムを利用する機関等

）

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。） [ ] フラッシュメモリ

[ ] 電子メール [ ○ ] 専用線
 ②入手方法

[ ○ ] 紙 [ ○

[ ○ ] その他 （

（ 障害者福祉課、生活福祉課、介護保険課 ）

[ ○ ] 行政機関・独立行政法人等 （ ）

 ３．特定個人情報の入手・使用

 ①入手元　※

[ ○ ] 本人又は本人の代理人

[ ○ ] 評価実施機関内の他部署

[ ] その他 （ ）

[ ○ ] 民間事業者 （ 年金保険者、給与支払者 ）

[
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 ⑨使用開始日 平成28年1月1日

 ⑧使用方法　※

１　各種申告書の受付に関する事務
・住民基本台帳から、申告者の個人番号、賦課期日時点での住所、世帯情報等を把握する。
・国税庁、年金保険者、給与支払者、住民から申告情報を取得する。
・申告情報の他に、賦課に必要な情報（生活保護、障害等）を照会し取得する。
２　住民税・森林環境税の賦課決定に関する事務
・上記１で取得した各種情報に基づき、住民等に対する住民税・森林環境税賦課額を決定する。
・決定した住民税・森林環境税賦課情報を外部委託業者へ提供し、税額通知関係書類の印刷、封入封
緘を委託する。（大量に処理する当初課税時のみ外部委託し、当初課税時以外は職員が行う。）
・課税決定者（普通徴収対象者）、年金保険者・給与支払者（特別徴収対象者）へ税額を通知する。納税
通知等が宛先不明等により返戻された場合は、住民基本台帳ネットワークに照会し、再送付する。
３　更正、異動に関する事務
・更正の必要が生じた場合には地方税等関係情報の税額を更正する。
・特別徴収義務者から異動の届出があった場合には徴収方法の変更を行う。
４　税証明の発行に関する事務
・住民税・森林環境税賦課情報に基づき、申請に応じて課税・非課税証明書を発行する。

 情報の突合　※
情報の突合：住基法第７条に規定する事項、各種申告情報、障害者福祉関係情報、生活保護関係情報
及び介護・高齢者福祉関係情報を突合し、課税・非課税及び税額を決定する。（上記１、２、３）

 情報の統計分析
※

課税状況の分析のため、「市町村税課税状況等の調」に供する集計等の各種統計処理を行っている
が、特定の個人を判別するような情報の統計や分析は行っていない。

 権利利益に影響を
与え得る決定　※

所得額、各種控除額に基づき、住民税・森林環境税額を決定・更正する。
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 ⑨再委託事項

]
1） 再委託する 2） 再委託しない

 ⑧再委託の許諾方法

 ⑤委託先名の確認方法 全項目評価書の公表による。

 ⑥委託先名 株式会社　ジーシーシー

再
委
託

 ⑦再委託の有無　※

＜選択肢＞

[ 再委託しない

[ ] その他 （ ）

[ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ ○ ] 専用線 [ ] 電子メール

 ③委託先における取扱者数

＜選択肢＞

[ 10人以上50人未満 ]
1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 対象となる本人の
範囲　※

納税義務者及び被扶養者並びにその他課税調査対象者

 その妥当性
システムの運用・保守及び法制度改正に伴うシステム改修等を行った場合、システム本番稼働前に正し
く動作することを確認する必要がある。

 対象となる本人の
数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

＜選択肢＞

[ 特定個人情報ファイルの全体 ]
1） 特定個人情報ファイルの全体
2） 特定個人情報ファイルの一部

（ 2 ）　件

 委託事項1 住民税システムの運用管理

 ①委託内容
・住民税システムの運用・保守業務
・法制度改正に伴う税務システムの改修作業
・特別区民税・都民税申告書、納税通知書等各種帳票の印字及び封入・封緘

 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

 委託の有無　※
[ 委託する ]

＜選択肢＞
1） 委託する 2） 委託しない
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 ⑨再委託事項

]
1） 再委託する 2） 再委託しない

 ⑧再委託の許諾方法

 ⑤委託先名の確認方法

 ⑥委託先名

再
委
託

 ⑦再委託の有無　※

＜選択肢＞

[

[ ] その他 （ ）

[ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ ] 専用線 [ ] 電子メール

 ③委託先における取扱者数

＜選択肢＞

[ ]
1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 対象となる本人の
範囲　※

 その妥当性

 対象となる本人の
数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ ]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

＜選択肢＞

[ ]
1） 特定個人情報ファイルの全体
2） 特定個人情報ファイルの一部

 委託事項2～5

 委託事項2 削除

 ①委託内容
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 委託事項16～20

 委託事項11～15

 委託事項6～10

 ⑨再委託事項

]
1） 再委託する 2） 再委託しない

 ⑧再委託の許諾方法

 ⑤委託先名の確認方法 全項目評価書の公表による。

 ⑥委託先名 株式会社ＴＫＣ

再
委
託

 ⑦再委託の有無　※

＜選択肢＞

[ 再委託しない

[ ] その他 （ ）

[ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ ○ ] 専用線 [ ] 電子メール

 ③委託先における取扱者数

＜選択肢＞

[ 10人以上50人未満 ]
1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 対象となる本人の
範囲　※

公的年金等受給者、所得税確定申告者、ｅＬＴＡＸ利用事業所の申告者

 その妥当性 地方税共同機構から伝送される範囲となる。

 対象となる本人の
数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

＜選択肢＞

[ 特定個人情報ファイルの一部 ]
1） 特定個人情報ファイルの全体
2） 特定個人情報ファイルの一部

 委託事項3 ｅＬＴＡＸの運用管理

 ①委託内容 ｅＬＴＡＸの運用管理及びデータ保管に関する委託
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 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途
健康保険法第五条第二項の規定により厚生労働大臣が行うこととされた健康保険に関する事務又は同
法による保険医若しくは保険薬剤師の登録に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人以上10万人未満

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　1の項

[ ○ ] 移転を行っている （ 67 ） 件

 ５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）

 提供・移転の有無
[ ○ ] 提供を行っている （ 63 ） 件

[ ] 行っていない

 提供先1 厚生労働大臣
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 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 健康保険法による保険給付の支給に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 提供先3 健康保険組合

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　3の項

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 健康保険法による保険給付の支給に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 提供先2～5

 提供先2 全国健康保険協会

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　2の項
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 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途
船員保険法による保険給付又は雇用保険法等の一 部を改正する法律附則第三十九条の規定によりな
お従前の例によるものとされた平成十九年法律第三十号第四条の規定による改正前の船員保険法に
よる保険給付の支給に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 提供先5 全国健康保険協会

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　7の項

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 船員保険法第4条第2項の規定により厚生労働大臣が行うこととされた船員保険に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 提供先4 厚生労働大臣

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　5の項
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 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 児童福祉法による小児慢性特定疾病医療費の支給に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 提供先7 都道府県知事

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　13の項

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途
児童福祉法による養育里親若しくは養子縁組里親の登録、里親の認定又は障害児入所給付費、高額
障害児入所給付費若しくは特定入所障害児食費等給付費の支給に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 提供先6～10

 提供先6 都道府県知事

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　11の項
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 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 児童福祉法による負担能力の認定又は費用の徴収に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 提供先9 都道府県知事又は市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　20の項

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途
児童福祉法による障害児通所給付費、特例障害児通所給付費、高額障害児通所給付費、障害児相談
支援給付費若しくは特例障害児相談支援給付費の支給又は障害福祉サービスの提供に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 提供先8 市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　15の項
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 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 予防接種法による給付の支給又は実費の徴収に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 提供先10 市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　28の項
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 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 生活保護法による保護の決定及び実施又は徴収金の徴収に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 提供先12 都道府県知事等

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　42の項

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律による入院措置又は費用の徴収に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 提供先11～15

 提供先11 都道府県知事

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　39の項
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 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途
地方税法その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づく条例による地方税の賦課徴収に関
する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 提供先14 都道府県知事

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　49の項

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途
地方税法その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づく条例による地方税の賦課徴収および
森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律に基づく森林環境税の賦課徴収に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 提供先13 市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　48の項

24



 ⑦時期・頻度

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途

 ③提供する情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[

 提供先15 削除

 ①法令上の根拠
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 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 私立学校教職員共済法による短期給付又は年金である給付の支給に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 提供先17 日本私立学校振興・共済事業団

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　57の項

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 公営住宅法による公営住宅の管理に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 提供先16～20

 提供先16 公営住宅法第2条第16号に規定する事業主体である都道府県知事又は市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　53の項
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 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途
特別支援学校への就学奨励に関する法律による特別支援学校への就学のため必要な経費の支弁に関
する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 提供先19 文部科学大臣又は都道府県教育委員会

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　59の項

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 厚生年金保険法による年金である保険給付又は一時金の支給に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 提供先18 厚生労働大臣又は共済組合等

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　58の項
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 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②移転先における用途
児童福祉法による障害児通所給付費、特例障害児通所給付費、高額障害児通所給付費、障害児相談
支援給付費若しくは特例障害児相談支援給付費の支給、障害福祉サービスの提供に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 移転先1 福祉保健部障害者福祉課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する
条例

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 学校保健安全法による医療に要する費用についての援助に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 提供先20 都道府県教育委員会又は市町村教育委員会（提供先２１以降は別紙２に掲載）

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　63の項
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 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②移転先における用途 国民健康保険法による保険給付の支給又は保険料の徴収に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人以上10万人未満

 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

 移転先3 区民部国保年金課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する
条例

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②移転先における用途 生活保護法による保護の決定及び実施又は徴収金の徴収に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人以上10万人未満

 移転先2～5

 移転先2 福祉保健部生活福祉課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する
条例
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 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②移転先における用途 特別児童扶養手当等の支給に関する法律による特別児童扶養手当の支給に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人以上10万人未満

 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

 移転先5 子ども・子育て支援部子育て支援課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する
条例

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②移転先における用途 児童扶養手当法による児童扶養手当の支給に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人以上10万人未満

 移転先4 子ども・子育て支援部子育て支援課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する
条例
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 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②移転先における用途 児童手当法による児童手当又は旧特例給付の支給に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人以上10万人未満

 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

 移転先7 子ども・子育て支援部子育て支援課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する
条例

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②移転先における用途
特別児童扶養手当等の支給に関する法律による障害児福祉手当若しくは特別障害者手当又は昭和六
十年法律第三十四号附則第九十七条第一項の福祉手当の支給に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人未満

 移転先6～10

 移転先6 福祉保健部障害者福祉課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する
条例
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 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②移転先における用途 中国残留邦人等支援給付等の支給に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人未満

 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

 移転先9 福祉保健部生活福祉課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する
条例

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ②移転先における用途 高齢者の医療の確保に関する法律による後期高齢者医療給付の支給又は保険料の徴収に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人以上10万人未満

 移転先8 区民部国保年金課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する
条例
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 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②移転先における用途
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律による自立支援給付の支給又は地域
生活支援事業の実施に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人未満

 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

 移転先11～15

 移転先11 福祉保健部障害者福祉課、福祉保健部保健衛生担当保健予防課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する
条例

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②移転先における用途 介護保険法による保険給付の支給、地域支援事業の実施又は保険料の徴収に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人以上10万人未満

 移転先10 福祉保健部介護保険課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する
条例
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 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②移転先における用途
①生計困難者等に対する介護保険サービスの利用料の減額に関する事務
②高齢者軽度生活援助サービス事業に関する事務
③介護軽度者に対するホームヘルプサービス事業に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人未満

 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

 移転先13 福祉保健部介護保険課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する
条例

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②移転先における用途

①子ども・子育て支援法による子どものための教育・保育給付の支給若しくは子育てのための施設等利
用給付の支給又は地域子ども・子育て支援事業の実施に関する事務
②墨田区特別保育の利用に関する条例による休日保育、年末保育、一時保育及び緊急一時保育の利
用に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 移転先12 子ども・子育て支援部子ども施設課、子育て支援総合センター

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する
条例
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 ⑦時期・頻度 随時

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②移転先における用途 墨田区私立幼稚園等の園児等の保護者に対する補助金交付要綱による補助金の交付に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人未満

 ⑦時期・頻度 随時

 移転先15 子ども・子育て支援部子ども施設課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する
条例

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②移転先における用途 認証保育所保育料負担軽減助成事務、助成申請者の状況把握

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人未満

 移転先14 子ども・子育て支援部子ども施設課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する
条例
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 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②移転先における用途 墨田区子どもの医療費の助成に関する条例による医療費の助成に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人以上10万人未満

 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

 移転先17 子ども・子育て支援部子育て支援課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する
条例

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②移転先における用途 墨田区ひとり親家庭等の医療費の助成に関する条例による医療費の助成に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人未満

 移転先16～20

 移転先16 子ども・子育て支援部子育て支援課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する
条例
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 ⑦時期・頻度 申請時

）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②移転先における用途 墨田区児童養育家庭ホームヘルプサービス事業要綱によるホームヘルパーの派遣に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人未満

] 紙

[ ] その他 （

 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

 移転先19 子ども・子育て支援部子育て支援総合センター

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する
条例

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②移転先における用途 墨田区児童育成手当条例による児童育成手当の支給に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人未満

 移転先18 子ども・子育て支援部子育て支援課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する
条例
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9） 20年以上
10） 定められていない

 その妥当性 地方税法に基づき、墨田区における保存年限を7年としているため。

2） 1年 3） 2年

[ 6年以上10年未満 ]
4） 3年 5） 4年 6） 5年
7） 6年以上10年未満 8） 10年以上20年未満

 ６．特定個人情報の保管・消去

 ①保管場所　※

＜墨田区における措置＞
・住民記録管理システムにおいてはサービス利用方式を導入している。システム本体は外部データセン
ターで稼働しており、厳格な入退室管理(IDカード、生体認証、監視カメラ、赤外線センサー)が行われて
いる。
※　「住民記録管理システム」は、住民基本台帳、国民健康保険、住民税等の情報が包含されている
パッケージシステムであるため、当区の評価書内の当該情報に係るデータの保管場所については「住民
記録管理システム」という表記で統一する。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバー・プラットフォームはデータセンターに設置しており、データセンターへの入館及びサー
バー室への入室を行う際は、警備員などにより顔写真入りの身分証明書と事前申請との照合を行う。
・特定個人情報は、サーバー室に設置された中間サーバーのデータベース内に保存され、バックアップ
もデータベース上に保存される。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウド事
業者が実施する。なお、クラウド事業者はISMAPのリストに登録されたクラウドサービス事業者であり、セ
キュリティ管理策が適切に実施されているほか、次を満たすものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受けていること。
・日本国内でのデータ保管を条件としていること。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理するデータセンター内のデータベースに保存され、バックアッ
プも日本国内に設置された複数のデータセンターのうち本番環境とは別のデータセンター内に保存され
る。

 ②保管期間

 期間

＜選択肢＞
1） 1年未満

] 紙

[ ] その他 （ ）

[ ] フラッシュメモリ [

○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

 ⑦時期・頻度 申請時

 ②移転先における用途 墨田区緊急一時保育実施要綱による緊急一時保育の実施に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人未満

 移転先20 子ども・子育て支援部子育て支援総合センター（移転先２１以降は別紙３に掲載）

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する
条例

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥移転方法

[
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 ７．備考

 ③消去方法

＜墨田区における措置＞
・保存年限を経過した申告書及び帳票等の紙媒体については、外部事業者による溶解処理にて廃棄す
る。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
・特定個人情報の消去は、地方公共団体からの操作によって実施されるため、通常、中間サーバー・プ
ラットフォームの事業者が特定個人情報を消去することはない。
・ディスク交換やハード更改等の際は、中間サーバー・プラットフォームの事業者において、保存された
情報が読み出しできないよう、物理的破壊により消去する。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作によって実施される。地方公共団体の業務データ
は国及びガバメントクラウドのクラウド事業者にはアクセスが制御されているため特定個人情報を消去
することはない。
②クラウド事業者がHDDやSSDなどの記録装置等を障害やメンテナンス等により交換する際にデータの
復元がなされないよう、クラウド事業者において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等にしたがって確実に
データを消去する。
③既存システムについては、地方公共団体が委託した開発事業者が既存の環境からガバメントクラウド
へ移行することになるが、移行に際しては、データ抽出及びクラウド環境へのデータ投入、並びに利用し
なくなった環境の破棄等を実施する。
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Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
 １．特定個人情報ファイル名

２　軽自動車税賦課情報ファイル

 ２．基本情報

 ①ファイルの種類　※

＜選択肢＞

[ システム用ファイル ]

2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ③対象となる本人の範囲　※ 墨田区に主たる定置場のある軽自動車等の所有者

1） システム用ファイル
2） その他の電子ファイル（表計算ファイル等）

 ②対象となる本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人以上10万人未満 ]

[ ○ ] 個人番号対応符号 [ ○ ] その他識別情報（内部番号）

2） 10項目以上50項目未満
3） 50項目以上100項目未満 4） 100項目以上

 主な記録項目　※

・識別情報

[ ○ ] 個人番号

 その必要性 軽自動車税の適正な賦課を行うにあたり、特定個人情報を保有する必要がある

 ④記録される項目

＜選択肢＞

[ 100項目以上 ]
1） 10項目未満

[ ○ ] その他住民票関係情報

・業務関係情報

[ ] 国税関係情報 [ ○ ] 地方税関係情報

・連絡先等情報

[ ○ ] 4情報（氏名、性別、生年月日、住所） [ ○ ] 連絡先（電話番号等）

○ ] 障害者福祉関係情報

[ ○ ] 生活保護・社会福祉関係情報 [ ] 介護・高齢者福祉関係情報

[ ] 健康・医療関係情報

[ ] 医療保険関係情報 [ ] 児童福祉・子育て関係情報 [

 その妥当性

○識別情報：対象者を正確に特定するために記録
○連絡先等情報：①賦課に際し課税要件を確認するため、②税額の通知に際し送付先確認のため、
③本人への連絡等のために記録
○業務関係情報
・地方税関係情報：税額通知、証明書発行等の帳票印刷を行うために記録
・障害者福祉関係情報：軽自動車税の減免を行うために記録
・生活保護関係情報：軽自動車税の減免を行うために記録

 全ての記録項目 別添２を参照。

 ⑤保有開始日 平成27年10月

[ ] その他 （ ）

[ ] 学校・教育関係情報

[ ] 災害関係情報

[ ] 雇用・労働関係情報 [ ] 年金関係情報

 ⑥事務担当部署 区民部税務課
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（ 生活福祉課、障害者福祉課 ）

[ ○ ] 行政機関・独立行政法人等 （
情報提供ネットワークシステム又は住民基本台帳ネッ
トワークシステムを利用する機関

）

 ３．特定個人情報の入手・使用

 ①入手元　※

[ ○ ] 本人又は本人の代理人

[ ○ ] 評価実施機関内の他部署

[ ] その他 （ ）

[ ○ ] 民間事業者 （ 企業 ）

[ ○ ] 地方公共団体・地方独立行政法人 （
情報提供ネットワークシステム又は住民基本台
帳ネットワークシステムを利用する機関

）

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。） [ ] フラッシュメモリ

[ ] 電子メール [ ] 専用線
 ②入手方法

[ ○ ] 紙 [

[ ○ ] その他 （

 ⑤本人への明示
・軽自動車税の賦課に必要な各種情報については、地方税法第463条の19及び番号法第19条第8号に
基づく主務省令第2条の表48の項に規定されている。

 ⑥使用目的　※ 各種申告書の受付、軽自動車税額の算出・通知

 変更の妥当性

住民基本台帳ネットワークシステム ）

 ③入手の時期・頻度

○定期的に入手する情報
・住基法第７条に規定する事項：住民基本台帳更新の都度、随時入手
・軽自動車税（環境性能割・種別割）申告書（報告書）情報：毎月2回入手

○個別的な対応に際し入手する情報
・本人確認情報、障害者福祉関係情報及び生活保護関係情報：減免の都度、随時入手

 ④入手に係る妥当性

・申告書情報については、納税義務者が住民等であるため、住民等の申告から入手する。
・住基法第７条に規定する事項、障害者福祉関係情報及び生活保護関係情報については、本人情報確
認等の事務効率化のため、庁内連携システム又は情報提供ネットワークシステム等を利用して入手す
る。なお、他自治体等からの本人確認情報の入手は、住民基本台帳ネットワークシステムにより行う。

[ ○ ] 庁内連携システム

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム

 ⑧使用方法　※

１  各種申告書等の受付に関する事務
・各種申告書から住民等の車両情報等を取得する。必要に応じて、住民基本台帳ネットワークシステム
に照会をする。
２  軽自動車税の賦課、通知に関する事務
・賦課期日時点の申告情報から賦課情報を作成する。
・納税通知書の印刷委託事業者に賦課情報を提供する。
３  更正に関する事務
・必要に応じて税額更正等を行う。

 情報の突合　※
・申告情報と住基法第７条に規定する事項を突合して、税額の通知に必要な情報を作成する。
・申告情報と障害者福祉関係情報・生活保護関係情報を突合して、減免者を確認する。

 情報の統計分析
※

車両台数の集計及び調定税額の集計等は行っているが、特定の個人を判別するような情報の統計や
分析は行っていない。

 権利利益に影響を
与え得る決定　※

車両の所有状況や障害者福祉関係情報・生活保護関係情報に基づき、軽自動車税額を決定・更正す
る。

2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ⑦使用の主体

 使用部署
※

区民部税務課、各出張所

 使用者数

＜選択肢＞

[ 100人以上500人未満 ]
1） 10人未満

 ⑨使用開始日 平成28年1月1日
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 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

＜選択肢＞

[ 特定個人情報ファイルの全体 ]
1） 特定個人情報ファイルの全体
2） 特定個人情報ファイルの一部

（ 1 ）　件

 委託事項1 軽自動車税システムの運用管理

 ①委託内容
・軽自動車税システムの運用・保守業務
・法制度改正に伴う軽自動車税システムの改修作業
・軽自動車税納税通知書等各種帳票の印字及び封入・封緘

 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

 委託の有無　※
[ 委託する ]

＜選択肢＞
1） 委託する 2） 委託しない

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 対象となる本人の
範囲　※

墨田区に主たる定置場のある軽自動車等の所有者

 その妥当性
システムの運用、保守及び法制度改正に伴うシステム改修等を行った場合、システム本番稼働前に正し
く動作することを確認する必要がある。

 対象となる本人の
数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人以上10万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ ○ ] 専用線 [ ] 電子メール

 ③委託先における取扱者数

＜選択肢＞

[ 10人以上50人未満 ]
1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満

 ⑤委託先名の確認方法 全項目評価書の公表による。

 ⑥委託先名 株式会社  ジーシーシー

再
委
託

 ⑦再委託の有無　※

＜選択肢＞

[ 再委託しない

[ ] その他 （ ）

[ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

 ⑨再委託事項

]
1） 再委託する 2） 再委託しない

 ⑧再委託の許諾方法
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 委託事項2～5

 委託事項6～10

 委託事項11～15

 委託事項16～20

[ ○ ] 行っていない

 提供先1

 ①法令上の根拠

[ ] 移転を行っている （ ） 件

 ５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）

 提供・移転の有無
[ ] 提供を行っている （ ） 件

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途

 ③提供する情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[

 ⑦時期・頻度

 提供先2～5

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 提供先6～10

 提供先11～15

 提供先16～20
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 移転先1

 ①法令上の根拠

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

 ⑥移転方法

[ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②移転先における用途

 ③移転する情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[

 ⑦時期・頻度

 移転先2～5

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 移転先6～10

 移転先11～15

 移転先16～20
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 ６．特定個人情報の保管・消去

 ①保管場所　※

＜墨田区における措置＞
・住民記録管理システムにおいてはサービス利用方式を導入している。システム本体は外部データセン
ターで稼働しており、厳格な入退室管理(IDカード、生体認証、監視カメラ、赤外線センサー)が行われて
いる。
※　「住民記録管理システム」は、住民基本台帳、国民健康保険、住民税等の情報が包含されている
パッケージシステムであるため、当区の評価書内の当該情報に係るデータの保管場所については「住民
記録管理システム」という表記で統一する。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバー・プラットフォームはデータセンターに設置しており、データセンターへの入館及びサー
バー室への入室を行う際は、警備員などにより顔写真入りの身分証明書と事前申請との照合を行う。
・特定個人情報は、サーバー室に設置された中間サーバーのデータベース内に保存され、バックアップ
もデータベース上に保存される。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウド事
業者が実施する。なお、クラウド事業者はISMAPのリストに登録されたクラウドサービス事業者であり、セ
キュリティ管理策が適切に実施されているほか、次を満たすものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受けていること。
・日本国内でのデータ保管を条件としていること。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理するデータセンター内のデータベースに保存され、バックアッ
プも日本国内に設置された複数のデータセンターのうち本番環境とは別のデータセンター内に保存され
る。

 ②保管期間

 期間

＜選択肢＞
1） 1年未満

 ③消去方法

＜墨田区における措置＞
・保存年限を経過した申告書及び帳票等の紙媒体については、外部事業者による溶解処理にて廃棄す
る。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
・特定個人情報の消去は、地方公共団体からの操作によって実施されるため、通常、中間サーバー・プ
ラットフォームの事業者が特定個人情報を消去することはない。
・ディスク交換やハード更改等の際は、中間サーバー・プラットフォームの事業者において、保存された
情報が読み出しできないよう、物理的破壊により完全に消去する。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作によって実施される。地方公共団体の業務データ
は国及びガバメントクラウドのクラウド事業者にはアクセスが制御されているため特定個人情報を消去
することはない。
②クラウド事業者がHDDやSSDなどの記録装置等を障害やメンテナンス等により交換する際にデータの
復元がなされないよう、クラウド事業者において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等にしたがって確実に
データを消去する。
③既存システムについては、地方公共団体が委託した開発事業者が既存の環境からガバメントクラウド
へ移行することになるが、移行に際しては、データ抽出及びクラウド環境へのデータ投入、並びに利用し
なくなった環境の破棄等を実施する。

 ７．備考

9） 20年以上
10） 定められていない

 その妥当性 地方税法に基づき、墨田区における保存年限を7年としているため。

2） 1年 3） 2年

[ 6年以上10年未満 ]
4） 3年 5） 4年 6） 5年
7） 6年以上10年未満 8） 10年以上20年未満
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Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
 １．特定個人情報ファイル名

３　収納管理情報ファイル

 ２．基本情報

 ①ファイルの種類　※

＜選択肢＞

[ システム用ファイル ]

2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ③対象となる本人の範囲　※ 個人住民税・森林環境税、軽自動車税の納税義務者

1） システム用ファイル
2） その他の電子ファイル（表計算ファイル等）

 ②対象となる本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ]

[ ○ ] 個人番号対応符号 [ ○ ] その他識別情報（内部番号）

2） 10項目以上50項目未満
3） 50項目以上100項目未満 4） 100項目以上

 主な記録項目　※

・識別情報

[ ○ ] 個人番号

 その必要性 個人住民税・森林環境税、軽自動車税の適正な収納管理を行うにあたり、特定個人情報が必要なため

 ④記録される項目

＜選択肢＞

[ 100項目以上 ]
1） 10項目未満

[ ○ ] その他住民票関係情報

・業務関係情報

[ ] 国税関係情報 [ ○ ] 地方税関係情報

・連絡先等情報

[ ○ ] 4情報（氏名、性別、生年月日、住所） [ ○ ] 連絡先（電話番号等）

] 障害者福祉関係情報

[ ] 生活保護・社会福祉関係情報 [ ] 介護・高齢者福祉関係情報

[ ] 健康・医療関係情報

[ ] 医療保険関係情報 [ ] 児童福祉・子育て関係情報 [

 その妥当性

○識別情報：対象者を正確に特定するために記録
○連絡先等情報：督促状及び還付・充当の通知等の発送に際し送付先確認のため、本人への連絡等の
ために記録
○業務関係情報：個人住民税・森林環境税及び軽自動車税の算出税額を把握するために記録
〇その他：（口座登録・連携ファイル関係情報）：公金受取口座での還付金受取を意思表示した住民への
還付事務のために保有

 全ての記録項目 別添２を参照。

 ⑤保有開始日 平成27年10月

[ ○ ] その他 （ 口座登録・連携ファイル関係情報 ）

[ ] 学校・教育関係情報

[ ] 災害関係情報

[ ] 雇用・労働関係情報 [ ] 年金関係情報

 ⑥事務担当部署 区民部税務課
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（ ）

[ ○ ] 行政機関・独立行政法人等 （ デジタル庁 ）

 ３．特定個人情報の入手・使用

 ①入手元　※

[ ] 本人又は本人の代理人

[ ] 評価実施機関内の他部署

[ ○ ] その他 （ 賦課情報システム ）

[ ] 民間事業者 （ ）

[ ] 地方公共団体・地方独立行政法人 （ ）

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。） [ ] フラッシュメモリ

[ ] 電子メール [ ] 専用線
 ②入手方法

[ ] 紙 [

[ ○ ] その他 （

 ⑤本人への明示
個人住民税・森林環境税及び軽自動車税の収納管理に必要な各種情報については、番号法第19条第8
号に基づく主務省令第2条の表48の項に規定されている。

 ⑥使用目的　※ 個人住民税・森林環境税・軽自動車税の適正な収納管理及び公金受取口座への還付事務

 変更の妥当性

賦課情報システム、住民基本台帳ネットワークシステム ）

 ③入手の時期・頻度
１住基法第７条に規定する事項：住民基本台帳更新の都度、随時入手
２公金受取口座による還付金の受取を意思表示した住民に係る口座登録・連携ファイル関連情報の取
得事務　還付金発生の都度入手

 ④入手に係る妥当性
１住基法第７条に規定する事項については、本人情報確認等の事務効率化のため、団体内統合宛名シ
ステムを利用して入手する。
２口座登録・連携ファイル関連情報については、本人意思に基づいて取得する。

[ ○ ] 庁内連携システム

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム

 ⑧使用方法　※

１  収納管理に関する事務
　　個人住民税・森林環境税及び軽自動車税の賦課情報及び収納情報から収納、督促、還付、充当等
の収納管理を行う。必要に応じて、住民基本台帳ネットワークシステムに照会をする。
２  税証明に関する事務
　　個人住民税・森林環境税及び軽自動車税の収納情報に基づき、申請に応じて納税証明書を発行す
る。
３　公金受取口座への還付事務
　　公金受取口座での還付金受取の意思表示した住民に対する還付事務を行う。

 情報の突合　※
収納情報と住基法第７条に規定する事項を突合して、督促状及び還付・充当等の通知の発送又は納税
証明に必要な情報を作成する。

 情報の統計分析
※

税の徴収又は収納に関する集計等は行っているが、特定の個人を判別するような情報の統計や分析は
行っていない。

 権利利益に影響を
与え得る決定　※

収納情報に基づき、過誤納金が発生した場合、還付及び充当を行う。

2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ⑦使用の主体

 使用部署
※

区民部税務課、各出張所

 使用者数

＜選択肢＞

[ 100人以上500人未満 ]
1） 10人未満

 ⑨使用開始日 平成28年1月1日
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 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

＜選択肢＞

[ 特定個人情報ファイルの全体 ]
1） 特定個人情報ファイルの全体
2） 特定個人情報ファイルの一部

（ 1 ）　件

 委託事項1 収納管理システムの運用管理

 ①委託内容
・収納管理システムの運用・保守業務
・法制度改正に伴う収納管理システムの改修作業
・督促状等各種帳票の印字及び封入・封緘

 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

 委託の有無　※
[ 委託する ]

＜選択肢＞
1） 委託する 2） 委託しない

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 対象となる本人の
範囲　※

個人住民税・森林環境税、軽自動車税の納税義務者

 その妥当性
システムの運用・保守及び法制度改正に伴うシステム改修等を行った場合、システム本番稼働前に正し
く動作することを確認する必要がある。

 対象となる本人の
数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ ○ ] 専用線 [ ] 電子メール

 ③委託先における取扱者数

＜選択肢＞

[ 10人以上50人未満 ]
1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満

 ⑤委託先名の確認方法 全項目評価書の公表による。

 ⑥委託先名 株式会社  ジーシーシー

再
委
託

 ⑦再委託の有無　※

＜選択肢＞

[ 再委託しない

[ ] その他 （ ）

[ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

 ⑨再委託事項

]
1） 再委託する 2） 再委託しない

 ⑧再委託の許諾方法
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 委託事項2～5

 委託事項6～10

 委託事項11～15

 委託事項16～20

[ ○ ] 行っていない

 提供先1

 ①法令上の根拠

[ ] 移転を行っている （ ） 件

 ５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）

 提供・移転の有無
[ ] 提供を行っている （ ） 件

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途

 ③提供する情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[

 ⑦時期・頻度

 提供先2～5

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 提供先6～10

 提供先11～15

 提供先16～20
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 移転先1

 ①法令上の根拠

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

 ⑥移転方法

[ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②移転先における用途

 ③移転する情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[

 ⑦時期・頻度

 移転先2～5

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 移転先6～10

 移転先11～15

 移転先16～20
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 ６．特定個人情報の保管・消去

 ①保管場所　※

＜墨田区における措置＞
・住民記録管理システムにおいてはサービス利用方式を導入している。システム本体は外部データセン
ターで稼働しており、厳格な入退室管理(IDカード、生体認証、監視カメラ、赤外線センサー)が行われて
いる。
※　「住民記録管理システム」は、住民基本台帳、国民健康保険、住民税等の情報が包含されている
パッケージシステムであるため、当区の評価書内の当該情報に係るデータの保管場所については「住民
記録管理システム」という表記で統一する。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバー・プラットフォームはデータセンターに設置しており、データセンターへの入館及びサー
バー室への入室を行う際は、警備員などにより顔写真入りの身分証明書と事前申請との照合を行う。
・特定個人情報は、サーバー室に設置された中間サーバーのデータベース内に保存され、バックアップ
もデータベース上に保存される。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウド事
業者が実施する。なお、クラウド事業者はISMAPのリストに登録されたクラウドサービス事業者であり、セ
キュリティ管理策が適切に実施されているほか、次を満たすものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受けていること。
・日本国内でのデータ保管を条件としていること。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理するデータセンター内のデータベースに保存され、バックアッ
プも日本国内に設置された複数のデータセンターのうち本番環境とは別のデータセンター内に保存され
る。

 ②保管期間

 期間

＜選択肢＞
1） 1年未満

 ③消去方法

＜墨田区における措置＞
・保存年限を経過した納税通知書及び帳票等の紙媒体については、外部事業者による溶解処理にて廃
棄する。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
・特定個人情報の消去は、地方公共団体からの操作によって実施されるため、通常、中間サーバー・プ
ラットフォームの事業者が特定個人情報を消去することはない。
・ディスク交換やハード更改等の際は、中間サーバー・プラットフォームの事業者において、保存された
情報が読み出しできないよう、物理的破壊により完全に消去する。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作によって実施される。地方公共団体の業務データ
は国及びガバメントクラウドのクラウド事業者にはアクセスが制御されているため特定個人情報を消去
することはない。
②クラウド事業者がHDDやSSDなどの記録装置等を障害やメンテナンス等により交換する際にデータの
復元がなされないよう、クラウド事業者において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等にしたがって確実に
データを消去する。
③既存システムについては、地方公共団体が委託した開発事業者が既存の環境からガバメントクラウド
へ移行することになるが、移行に際しては、データ抽出及びクラウド環境へのデータ投入、並びに利用し
なくなった環境の破棄等を実施する。

 ７．備考

9） 20年以上
10） 定められていない

 その妥当性 地方税法に基づき、墨田区における保存年限を7年としているため。

2） 1年 3） 2年

[ 6年以上10年未満 ]
4） 3年 5） 4年 6） 5年
7） 6年以上10年未満 8） 10年以上20年未満

51

TAKEUCHI-GEN
ハイライト表示

TAKEUCHI-GEN
ハイライト表示

TAKEUCHI-GEN
ハイライト表示



Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
 １．特定個人情報ファイル名

４　滞納整理情報ファイル

 ２．基本情報

 ①ファイルの種類　※

＜選択肢＞

[ システム用ファイル ]

2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ③対象となる本人の範囲　※ 個人住民税・森林環境税及び軽自動車税の納税義務者

1） システム用ファイル
2） その他の電子ファイル（表計算ファイル等）

 ②対象となる本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ]

[ ] 個人番号対応符号 [ ○ ] その他識別情報（内部番号）

2） 10項目以上50項目未満
3） 50項目以上100項目未満 4） 100項目以上

 主な記録項目　※

・識別情報

[ ] 個人番号

 その必要性 個人住民税・森林環境税及び軽自動車税の適正な滞納処分を行うため。

 ④記録される項目

＜選択肢＞

[ 100項目以上 ]
1） 10項目未満

[ ○ ] その他住民票関係情報

・業務関係情報

[ ○ ] 国税関係情報 [ ○ ] 地方税関係情報

・連絡先等情報

[ ○ ] 4情報（氏名、性別、生年月日、住所） [ ○ ] 連絡先（電話番号等）

] 障害者福祉関係情報

[ ○ ] 生活保護・社会福祉関係情報 [ ] 介護・高齢者福祉関係情報

[ ] 健康・医療関係情報

[ ] 医療保険関係情報 [ ] 児童福祉・子育て関係情報 [

 その妥当性
○識別情報：対象者を正確に特定するため。
○連絡先等情報：納税催告書等の送付先確認及び本人への連絡等のため。
○業務関係情報：滞納者の実態を正確に把握するため。

 全ての記録項目 別添２を参照。

 ⑤保有開始日 平成27年10月

[ ○ ] その他 （ 滞納者の財産情報等 ）

[ ] 学校・教育関係情報

[ ] 災害関係情報

[ ○ ] 雇用・労働関係情報 [ ○ ] 年金関係情報

 ⑥事務担当部署 区民部税務課
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（ ）

[ ] 行政機関・独立行政法人等 （ ）

 ３．特定個人情報の入手・使用

 ①入手元　※

[ ] 本人又は本人の代理人

[ ] 評価実施機関内の他部署

[ ○ ] その他 （ 課税原票管理システム及び住民基本台帳ネットワークシステム ）

[ ] 民間事業者 （ ）

[ ] 地方公共団体・地方独立行政法人 （ ）

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。） [ ] フラッシュメモリ

[ ] 電子メール [ ] 専用線
 ②入手方法

[ ] 紙 [

[ ○ ] その他 （

 ⑤本人への明示
滞納整理に必要な調査については、地方税法２０条の１１に記載されている。また、個人情報の保護に
関する法律６９条によって、業務上必要な範囲において利用していることを広く区民に周知している。

 ⑥使用目的　※ 個人住民税・森林環境税及び軽自動車税の適正な滞納処分を行うため

 変更の妥当性

課税原票管理システム及び住民基本台帳ネットワークシステム ）

 ③入手の時期・頻度 滞納者の課税状況や現住所等の確認を行う際

 ④入手に係る妥当性
地方税法20条の１１により、地方税に関する調査について必要がある場合に参考となる資料を閲覧して
いる。

[ ] 庁内連携システム

[ ] 情報提供ネットワークシステム

 ⑧使用方法　※

１  滞納管理に関する事務
　・個人住民税・森林環境税及び軽自動車税の滞納情報から、納税催告・滞納処分等の滞納整理を行
う。
　・墨田区に住民登録がなく住所地が特定できない場合は、住民票関連情報を住民基本台帳ネットワー
クシステム経由で取得する。

 情報の突合　※
滞納情報と住基法第７条に規定する事項を突合させる（課税原票管理システム及び住民基本台帳ネット
ワークシステム）。

 情報の統計分析
※

税の滞納整理に関する集計等は行っているが、特定の個人を判別するような情報の統計や分析は行っ
ていない。

 権利利益に影響を
与え得る決定　※

滞納情報に基づき、財産調査等の結果に応じて滞納処分を行う。

2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ⑦使用の主体

 使用部署
※

区民部税務課

 使用者数

＜選択肢＞

[ 50人以上100人未満 ]
1） 10人未満

 ⑨使用開始日 平成28年1月1日
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 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

＜選択肢＞

[ ]
1） 特定個人情報ファイルの全体
2） 特定個人情報ファイルの一部

（ ）　件

 委託事項1

 ①委託内容

 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

 委託の有無　※
[ 委託しない ]

＜選択肢＞
1） 委託する 2） 委託しない

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 対象となる本人の
範囲　※

 その妥当性

 対象となる本人の
数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ ]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ ] 専用線 [ ] 電子メール

 ③委託先における取扱者数

＜選択肢＞

[ ]
1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満

 ⑤委託先名の確認方法

 ⑥委託先名

再
委
託

 ⑦再委託の有無　※

＜選択肢＞

[

[ ] その他 （ ）

[ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

 ⑨再委託事項

]
1） 再委託する 2） 再委託しない

 ⑧再委託の許諾方法
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 委託事項2～5

 委託事項6～10

 委託事項11～15

 委託事項16～20

[ ○ ] 行っていない

 提供先1

 ①法令上の根拠

[ ] 移転を行っている （ ） 件

 ５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）

 提供・移転の有無
[ ] 提供を行っている （ ） 件

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途

 ③提供する情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[

 ⑦時期・頻度

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [
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 提供先2～5

 提供先6～10

 提供先11～15

 提供先16～20

 移転先1

 ①法令上の根拠

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

 ⑥移転方法

[ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②移転先における用途

 ③移転する情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[

 ⑦時期・頻度

 移転先2～5

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 移転先6～10

 移転先11～15

 移転先16～20
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 ６．特定個人情報の保管・消去

 ①保管場所　※

＜墨田区における措置＞
①住民記録管理システムにおいてはサービス利用方式を導入している。システム本体は外部データセン
ターで稼働しており、厳格な入退室管理(IDカード、生体認証、監視カメラ、赤外線センサー)が行われて
いる。
※　「住民記録管理システム」は、住民基本台帳、国民健康保険、住民税等の情報が包含されている
パッケージシステムであるため、当区の評価書内の当該情報に係るデータの保管場所については「住民
記録管理システム」という表記で統一する。
②課税原票管理システムにおいてはセキュリティゲートにて入退館管理を行っている建物内のうち、さら
に厳格な入退室管理を行っている区画（指紋認証、監視カメラの設置、記録簿に氏名や入退室時間等を
記帳）に設置したサーバー内に保管している。
・サーバーへのアクセスは、全庁的に管理しているＩＤ及びパスワードによる認証が必要

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバー・プラットフォームはデータセンターに設置しており、データセンターへの入館及びサー
バー室への入室を行う際は、警備員などにより顔写真入りの身分証明書と事前申請との照合を行う。
・特定個人情報は、サーバー室に設置された中間サーバーのデータベース内に保存され、バックアップ
もデータベース上に保存される。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウド事
業者が実施する。なお、クラウド事業者はISMAPのリストに登録されたクラウドサービス事業者であり、セ
キュリティ管理策が適切に実施されているほか、次を満たすものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受けていること。
・日本国内でのデータ保管を条件としていること。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理するデータセンター内のデータベースに保存され、バックアッ
プも日本国内に設置された複数のデータセンターのうち本番環境とは別のデータセンター内に保存され
る。

 ②保管期間

 期間

＜選択肢＞
1） 1年未満

 ③消去方法

＜墨田区における措置＞
・保存年限を経過した申告書及び帳票等の紙媒体については、外部事業者による溶解処理にて廃棄す
る。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
・特定個人情報の消去は、地方公共団体からの操作によって実施されるため、通常、中間サーバー・プ
ラットフォームの事業者が特定個人情報を消去することはない。
・ディスク交換やハード更改等の際は、中間サーバー・プラットフォームの事業者において、保存された
情報が読み出しできないよう、物理的破壊により完全に消去する。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作によって実施される。地方公共団体の業務データ
は国及びガバメントクラウドのクラウド事業者にはアクセスが制御されているため特定個人情報を消去
することはない。
②クラウド事業者がHDDやSSDなどの記録装置等を障害やメンテナンス等により交換する際にデータの
復元がなされないよう、クラウド事業者において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等にしたがって確実に
データを消去する。
③既存システムについては、地方公共団体が委託した開発事業者が既存の環境からガバメントクラウド
へ移行することになるが、移行に際しては、データ抽出及びクラウド環境へのデータ投入、並びに利用し
なくなった環境の破棄等を実施する。

 ７．備考

9） 20年以上
10） 定められていない

 その妥当性 住民税賦課事務担当の管理するシステムであり、滞納整理事務では閲覧のみを行っている。

2） 1年 3） 2年

[ 6年以上10年未満 ]
4） 3年 5） 4年 6） 5年
7） 6年以上10年未満 8） 10年以上20年未満
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 （別添２） 特定個人情報ファイル記録項目

１　個人住民税賦課情報ファイル
（１）識別情報
   個人番号、宛名番号
（２）連絡先等情報
   氏名、生年月日、性別、住所、電話番号、世帯番号、続柄、世帯主氏名
（３）業務関連情報
 　自治体コード、賦課年度、宛名番号、徴収区分、履歴Ｎｏ、課税番号・指定番号、生年月日、性別、受給者番号、非課税区分、
 　徴収開始・終了期（月）、更正開始期（月）、異動区分、異動事由、異動処理日、併徴該当区分、営業所得、農業所得、
 　その他事業所得、不動産所得、利子所得、配当所得、私募証券外貨建以外、私募証券外貨建、信託配当所得、給与収入、
 　専従給与収入、給与所得、年金収入、雑所得、（総合課税）短期譲渡所得、（総合課税）長期譲渡所得、一時所得、
 　一時所得特別控除額、（総合課税）退職所得、特定支出控除、総合分所得合計、変動当年所得、変動前年所得、
 　変動前々年所得、臨時所得、（分離課税）退職所得、肉用牛免税所得、肉用牛免税対象外売却額、土地等の事業雑所得、
 　短期譲渡所得（一般）、短期譲渡所得（軽減）、短期特別控除額、長期譲渡所得（一般）、長期譲渡所得（特定）、
 　長期譲渡所得（軽課）、分離譲渡特定損失、繰越損失居住用財産、長期譲渡所得・特別控除額、株式譲渡所得、
 　上場株式等譲渡所得、上場株式等の配当所得、先物取引所得、山林所得、山林特別控除額、合計所得金額、繰越損失、
 　純損失、繰越損失株式等譲渡、繰越株式等（配当分）、繰越損失先物取引、老年者、寡婦、寡婦特別、寡夫、勤労学生、
 　控除対象配偶者、老人控除対象配偶者、同一生計配偶者、同居老親等扶養親族数、老人扶養親族数、特定扶養親族数、一般扶養
者数、
 　年少扶養控除、同居特別障害者数、扶養特別障害者数、扶養親族中の普通障害者数、雑損控除、医療費控除、
 　社会保険料控除、小規模企業共済掛金控除、所得税・寄附金控除、生命保険・個人年金支払額、生命保険・住民税控除額、
 　地震保険支払額、地震保険・旧長期支払額、地震保険・住民税控除額、控除対象配偶者の控除額、配偶者所得、
 　配偶者特別控除、特定扶養分控除額、同居老人扶養控除額、老人扶養控除額、一般扶養分控除額、
 　同居特別障害者にかかる控除額、（扶養）特別障害者にかかる控除額、（扶養）普通障害者にかかる控除額、
 　（本人）障害（特障）にかかる控除額、（本人）障害（普障）にかかる控除額、（本人）老年者にかかる控除額、
 　（本人）寡婦にかかる控除額、（本人）寡婦特別にかかる控除額、（本人）寡夫にかかる控除額、（本人）勤労学生控除、
 　基礎控除額、控除額合計、（税額控除）災害減免額、（税額控除）外国税額控除、政党寄附金控除、夫有区分、未成年、
 　生活保護、租税条約、確定申告書区分、均等割区分、家屋敷区分、専従青白区分、専従配偶者、
 　配偶者以外の事業専従者の人数、専従者控除額、配当割額控除、株式等譲渡所得割額控除、住宅借入金控除可能額、
 　調整控除額（区）※平成１９年度改正対応、調整控除額（都）※平成１９年度改正対応、税額控除_配当控除（区）、
 　税額控除_配当控除（都）、住宅借入金控除（区）、住宅借入金控除（都）、寄附金税額控除（区）、寄附金税額控除（都）、
 　税額控除_外国税額控除（区）、税額控除_外国税額控除（都）、税額調整（区）、税額調整（都）、税源移譲に伴う減額措置（区）、
 　税源移譲に伴う減額措置（都）、配当割額控除額・株式等譲渡所得割額控除額（区）、
 　配当割額控除額・株式等譲渡所得割額控除額（都）、配当割・株式所得割控除不足額、所得割額（区）、均等割額（区）、
 　所得割額（都）、均等割額（都）、年税額、還付額、充当額、業務雑所得、ひとり親、ひとり親控除にかかる控除額、
　 新生命支払額、旧生命支払額、介護医療支払額、新個人生命支払額、旧個人支払額、妻有区分、医療費支払額、スイッチOTC支払
額、
　 特例寄附額、特例以外寄附額、都条例寄附額、区条例寄附額、所得割減免額（区）、所得割減免額（都）、均等割減免額（区）、
　 均等割減免額（都）、居住開始年月日、障害種別、障害等級、所得金額調整控除、国外（配）、国外（扶）、定額減税額（区）、定額減税
額（都）
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 （別添２） 特定個人情報ファイル記録項目

２　軽自動車税賦課情報ファイル
（１）課税履歴
　個人番号、車台通番、履歴番号、調定年度、賦課年度、通知書番号、納税義務者行政区、納税義務者世帯番号、
　納税義務者宛名番号、納税義務者名カナ、納税義務者名漢字、納税義務者郵便番号、納税義務者住所県、納税義務者住所市、
　納税義務者住所町、納税義務者住所名称、納税義務者住所番地、納税義務者住所方書、納税義務者生年月日、前回調定、調定、
　所有者行政区、所有者世帯番号、所有者宛名番号、所有者名カナ、所有者名漢字、所有者郵便番号、所有者住所県、
　所有者住所市、所有者住所町、所有者住所名称、所有者住所番地、所有者住所方書、所有者生年月日、使用者行政区、
　使用者世帯番号、使用者宛名番号、使用者名カナ、使用者名漢字、使用者郵便番号、使用者住所県、使用者住所市、
　使用者住所町、使用者住所名称、使用者住所番地、使用者住所方書、使用者生年月日、納税者区分コード、納税者区分名称、
　標識区分コード、標識区分名称、車両区分、車両カナ、車両番号、標識番号、車種コード、用途コード、車種、車種名称、車種略称、
　排気量、排気量単位コード、排気量単位名称、車台番号、車台番号（符号含）、車名、年式年号、年式、型式、型式認定番号、
　原動機型式、非課税区分コード、非課税区分名称、課税保留事由コード、課税保留事由名称、課税保留開始日、課税保留終了日、
　滞納　本税のみ、滞納　確延含む、取得年月日、廃車年月日、廃車フラグ、廃車フラグ名称、変更年月日、標返年月日、
　申告事由コード、申告事由名称、異動事由コード、異動事由名称、申告年月日、基準日付、申告受付年月、申告受付番号、
　減免年度コード、減免事由名称、減免年月日、旧自治体コード、処理年月日(西暦)
（２）課税最新
　個人番号、車台通番、調定年度、賦課年度、通知書番号、納税義務者行政区、納税義務者世帯番号、納税義務者宛名番号、
　納税義務者名カナ、納税義務者名漢字、納税義務者郵便番号、納税義務者住所県、納税義務者住所市、納税義務者住所町、
　納税義務者住所名称、納税義務者住所番地、納税義務者住所方書、納税義務者生年月日、送付郵便番号、送付住所、
　送付住所番地、送付住所方書、送付漢字氏名、調定、調定１、調定２、調定３、調定４、調定５、調定６、調定７、調定８、調定９、
　調定１０、調定１１、調定１２、調定１３、調定１４、調定１５、所有者行政区、所有者世帯番号、所有者宛名番号、所有者名カナ、
　所有者名漢字、所有者郵便番号、所有者住所県、所有者住所市、所有者住所町、所有者住所名称、所有者住所番地、
　所有者住所方書、所有者生年月日、使用者行政区、使用者世帯番号、使用者宛名番号、使用者名カナ、使用者名漢字、
　使用者郵便番号、使用者住所県、使用者住所市、使用者住所町、使用者住所名称、使用者住所番地、使用者住所方書、
　使用者生年月日、納税者区分コード、納税者区分名称、標識区分コード、標識区分名称、車両区分、車両カナ、車両番号、
　標識番号、車種コード、用途コード、車種、車種名称、車種略称、排気量、排気量単位コード、排気量単位名称、車台番号、
　車台番号（符号含）、車名、年式年号、年式、型式、型式認定番号、原動機型式、非課税区分コード、非課税区分名称、
　課税保留事由コード、課税保留事由名称、課税保留開始日、課税保留終了日、滞納　本税のみ、滞納　確延含む、取得年月日、
　廃車年月日、廃車フラグ、廃車フラグ名称、変更年月日、標返年月日、申告事由コード、申告事由名称、異動事由コード、
　異動事由名称、申告年月日、基準日付、申告受付年月、申告受付番号、減免年度コード、減免事由名称、減免年月日、
　旧自治体コード、処理年月日(西暦)
（３）物件履歴
　個人番号、車台通番、履歴番号、所有者行政区、所有者世帯番号、所有者宛名番号、所有者名カナ、所有者名漢字、
　所有者郵便番号、所有者住所県、所有者住所市、所有者住所町、所有者住所名称、所有者住所番地、所有者住所方書、
　所有者生年月日、使用者行政区、使用者世帯番号、使用者宛名番号、使用者名カナ、使用者名漢字、使用者郵便番号、
　使用者住所県、使用者住所市、使用者住所町、使用者住所名称、使用者住所番地、使用者住所方書、使用者生年月日、
　納税者区分コード、納税者区分名称、定置場住所、定置場方書、標識区分コード、標識区分名称、標識番号、車両区分、
　車両カナ、車両番号、車種コード、用途コード、車種、車種名称、車種略称、排気量、排気量単位コード、排気量単位名称、
　車台番号、車台番号（符号含）、車名、年式年号、年式、型式、型式認定番号、原動機型式、非課税区分コード、非課税区分名称、
　課税保留事由コード、課税保留事由名称、課税保留開始日、課税保留終了日、滞納、課税有無、取得年月日、廃車年月日、
　廃車フラグ、廃車フラグ名称、変更年月日、返納年月日、申告事由コード、申告事由名称、異動事由コード、異動事由名称、
　申告年月日、基準日付、申告受付年月、申告受付番号、減免年度コード、減免事由コード、減免事由名称、減免年月日、
　旧自治体コード、処理年月日(西暦)
（４）物件最新
　個人番号、物件連番、車台通番、所有者行政区、所有者世帯番号、所有者宛名番号、所有者名カナ、所有者名漢字、
　所有者郵便番号、所有者住所県、所有者住所市、所有者住所町、所有者住所名称、所有者住所番地、所有者住所方書、
　所有者生年月日、使用者行政区、使用者世帯番号、使用者宛名番号、使用者名カナ、使用者名漢字、使用者郵便番号、
　使用者住所県、使用者住所市、使用者住所町、使用者住所名称、使用者住所番地、使用者住所方書、使用者生年月日、
　納税者区分コード、納税者区分名称、定置場住所、定置場方書、標識区分コード、標識区分名称、標識番号、車両区分、
　車両カナ、車両番号、車種コード、用途コード、車種、車種名称、車種略称、排気量、排気量単位コード、排気量単位名称、
　車台番号、車台番号（符号含）、車名、年式年号、年式、型式、型式認定番号、原動機型式、非課税区分コード、非課税区分名称、
　課税保留事由コード、課税保留事由名称、課税保留開始日、課税保留終了日、滞納、課税有無、取得年月日、廃車年月日、
　廃車フラグ、廃車フラグ名称、変更年月日、返納年月日、申告事由コード、申告事由名称、異動事由コード、異動事由名称、
　申告年月日、基準日付、申告受付年月、申告受付番号、減免年度コード、減免事由コード、減免事由名称、減免年月日、
　旧自治体コード
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 （別添２） 特定個人情報ファイル記録項目

３　収納管理情報ファイル
（１）識別情報
　　個人番号、宛名番号
（２）連絡先等情報
　　氏名、生年月日、性別、住所、電話番号、世帯番号、続柄、世帯主氏名
（３）通知書履歴情報ファイル
　　①通知書履歴情報ファイル
　　　 通知書連番、通知書履歴連番、調定年度、賦課年度、税目コード、行政区、世帯番号、年税額、宛名番号（納税義務者）、
　　　 宛名番号（納付書宛先）、冠区分、固定所有者番号、軽自標識番号、軽自車種、特徴指定番号、異動事由コード、更正日、
       登録日時、ユーザID、削除フラグ、削除日時、削除ユーザ、発生税目区分、年税民普連番、年税民特連番
　　②還付通知ファイル
　　　 連番、年度、表示番号、表示番号(過誤納時)、還付日、支払開始日、(振込先)金融機関コード、(振込先)支店コード、
       (振込先)金融機関名カナ、（振込先)金融機関名漢字、(振込先)支店名カナ、(振込先)支店名漢字、(振込先)口座種別、
       (振込先)口座番号、(振込先)口座名義人、(送付先)郵便番号、、(送付先)住所、(送付先)番地、 (送付先)方書、
　　　(送付先)氏名、義務者氏名、特徴個人宛名番号、還付理由、正当額(本税)、正当額(延滞金)、納付額(本税)、納付額(延滞）、
　　　還付確定連番(最新)、還付発送連番(最新)、支払日連番(最新)、印刷済フラグ、登録日時、ユーザID、削除フラグ、削除日時、
　　　削除ユーザ、公金受取口座利用意思の有無
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 （別添２） 特定個人情報ファイル記録項目

４　滞納整理情報ファイル

（１）個人情報ファイル
 　宛名番号、世帯番号、漢字氏名、カナ氏名、通称名、カナ通称名、
 　郵便番号、現住所、現住所方書、電話番号１、電話番号２、
 　戸籍本籍地、戸籍筆頭者名、生年月日、続柄、性別、
 　個人種別、代表者名、地区コード、担当者コード、自治体コード、
 　送付先区分、送付先郵便番号、送付先住所、送付先住所方書、
 　故人フラグ、携帯フラグ、催告フラグ、介護保険資格フラグ、課税者フラグ、
 　滞納金額、同一人コード、共有フラグ、担当者変更不可フラグ、個人番号、
 　居住状況、住民登録有無、転居転出日、前住所、勤務先名、勤務先住所、勤務先電話番号、
 　備考、徴収不可、滞納原因、補助区分１、補助区分２、補助区分３、ランク、ランク日付

（２）家族情報ファイル
　 世帯番号、宛名番号、続柄、漢字氏名、生年月日、備考、
 　擬制世帯、滞納者フラグ、故人フラグ、関連者コード

（３）課税収納情報ファイル
 　期別明細KEY、年度、賦課年度、税目、期別、宛名番号、通知書番号、調定日、申告区分、
 　税額、督促手数料、延滞金、確定延滞金フラグ、納期限、納期変更フラグ、公示フラグ、
 　処分１、処分日、督促日、督促公示フラグ、督促公示日、法定納期限等、
 　繰上日、起算日、申告日、事業開始、事業終了、延長期限、納税管理人、車輛、
 　収納額、収納督促手数料、収納延滞金、最終収納日、完納フラグ、
 　未納本税、未納督促、未納延滞金、未納金額、年度区分、管轄コード、加算金区分、
　 収納回数、還付フラグ、収納日、日計日、収納区分、仮消区分、
 　納付事由、収納取込日、フラグ、処分区分、誓約回数、分割区分、優先順位

（４）交渉経過ファイル
　 宛名番号、記録日付、記録時間、行動記録分類、行動記録内容、行動記録備考、行動記録区分、
　 結果記録分類、結果記録日付、結果記録時間、結果記録内容、結果記録備考、結果記録区分、
 　担当者、部署

（５）処分情報ファイル
　 処分宛名番号、財産債権種類、枝番、調査内容、宛名番号、債務者、照会枝番、
 　状態区分、差押区分、起案日、処分日、処分担当者、差押時間、履行期限、完納日、
　 解除起案日、解除日、解除担当者、解除理由、解除備考、
 　債務者名、債務者住所、送付先氏名、送付先住所、
 　処分金額、終了日、終了担当者、配当金額、滞納処分費、
 　差押氏名、差押住所、法令

（６）分納情報ファイル
 　処分宛名番号、枝番、申請日、誓約日、誓約期間自、誓約期間至、誓約月数、
　 支払方法、分納担当者、分納理由、延滞金計算区分、延滞金率区分、端数区分、
　 分納月区分、分納支払日、分納金額、納付優先区分、延滞金納付区分、
 　分納承認日、取消日、取消理由、取消担当者、納付誓約額、賞与支払額、
 　延滞金計算日、延長申請日、担保有無、許可不許可区分、許可不許可日、
 　延長区分、延長期間自、延長期間至、延長月数、延長備考
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 その他の措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

]

 リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク

 入手の際の本人確認の措置
の内容

・住民からの申告情報の入手については、本人の個人番号カード又は通知カード、身分証明書の提示
又は写しの交付により、本人確認を行う。本人の勤務先等からの入手については提示が必要な書類の
写しにより確認を行う。本人確認書類の提示がされない場合又は写しが交付されない場合、団体内統合
宛名システム又は住民基本台帳ネットワークシステムを用いて確認を行う。

 個人番号の真正性確認の措
置の内容

・住民からの申告情報の入手については、本人の個人番号カード又は通知カード、身分証明書の提示
に基づき、団体内統合宛名システム等と照合することにより個人番号の真正性確認を行う。提示がされ
ない場合は、団体内統合宛名システム又は住民基本台帳ネットワークシステムから直接真正性が確保
された個人番号の収集を行う。
・他団体からの申告情報の入手については、１件ごとに基本４情報に基づいて墨田区の課税対象者と合
致するかを確認している。

 特定個人情報の正確性確保
の措置の内容

入手した情報については、課税資料及び添付書類との照合により正確性を確保している。

 リスク２：　不適切な方法で入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

・住民からの入手は、職員による窓口受付及び本人宛てに送付した申告書での提出に限定した入手と
することで、詐取・奪取が行われないようにしている。
・国税庁・年金保険者・給与支払者から入手する課税対象者情報について、電子申告データを入手する
際は専用線を経由することにより詐取・奪取が行われないようにしている。他の自治体等から入手する
情報についても、同様に専用線に限定している。なお、紙媒体で提出された課税資料については、事務
処理の段階ごとに事務室内に保管場所を定めており、安全性を確保している。

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

]

 必要な情報以外を入手するこ
とを防止するための措置の内
容

・他団体からの申告情報の入手については、総務省令で定められた様式の申告書、支払報告書、住民
基本台帳ネットワークシステム及び情報提供ネットワークシステム上の手続にて情報を取得するため、
必要な情報以外を入手することはない。
・住民からの申告情報の入手については、必要な情報のみを記載する様式とし、必要な情報以外は記
載しないようにしている。

 その他の措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策 ※（７．リスク１⑨を除く。）

 ２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 対象者以外の情報の入手を
防止するための措置の内容

国税庁・年金保険者・給与支払者・住民から入手する課税対象者情報を入手する際は、１件ごとに基本
４情報を確認のうえ、対象者以外の情報を入手しないよう精査している。

 １．特定個人情報ファイル名

１　住民税賦課情報ファイル

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

]
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 特定個人情報の入手（情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

 ３．特定個人情報の使用

 リスク１：　目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行われるリスク

 リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク

 リスクに対する措置の内容

・紙媒体による申告情報は、事務処理の段階ごとに事務室内に保管場所を定めており、漏えい・紛失を
防止している。
・ｅＬＴＡＸでの課税対象者情報の入手については、専用線を経由することにより情報漏えい・紛失を防止
している。

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている

－

 その他の措置の内容
・端末操作を一定時間行わない際は、スクリーンセーバーを表示させると共に、住民税システムを自動
的にログオフさせる。
・画面の盗み見対策として、モニターに覗き見防止フィルタを貼付している。

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている

2） 十分である1） 特に力を入れている
3） 課題が残されている

＜選択肢＞
]

 具体的な管理方法
・住民税システムにおいては、共有ＩＤは発行せず、個人に対して発行している。
・アクセス権限を失効した場合は、速やかに情報システム担当がアクセス権限を削除する。
・操作者単位で権限を設定しており、必要な業務以外のアクセスができないように制御している。

 特定個人情報の使用の記録

 具体的な方法
ユーザＩＤと共に、住民税システム内での特定個人情報の更新・参照・発行の記録をログとして保管して
いる。

記録を残している[
2) 記録を残していない1） 記録を残している

＜選択肢＞
]

 具体的な管理方法
・ユーザＩＤの発効及び失効は、業務主管課からの申請に基づき、情報システム担当が行い、一元管理
している。
・アクセス権限については、情報システム担当が個人単位で管理している。

 アクセス権限の管理 [ 行っている

 具体的な管理方法
住民税システムにおいて、ユーザＩＤ及びパスワードにより利用権限を付しているため、権限のない機能
は利用できない。

 アクセス権限の発効・失効の
管理

[ 行っている
＜選択肢＞
1） 行っている 2） 行っていない

＜選択肢＞
1） 行っている 2） 行っていない

]

]

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている

 リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって不正に使用されるリスク

 ユーザ認証の管理 [ 行っている

 宛名システム等における措置
の内容

団体内統合宛名システム内に税情報を保持しないため、紐付けは行われない。

 事務で使用するその他のシス
テムにおける措置の内容

住民税システムから他システムへの特定個人情報の連携は、情報照会に必要となる情報のみに制限す
る。

 その他の措置の内容 －

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

]

1） 行っている 2） 行っていない
＜選択肢＞

]

3） 課題が残されている

2） 十分である1） 特に力を入れている
＜選択肢＞

]

63



 リスクに対する措置の内容

・バックアップファイルの取得は、入退室管理をしているサーバー室での作業に限定されている。
・特定個人情報ファイルの外部媒体への出力は、特定のアクセス権限を持ったユーザのみが特定の端
末で行うことに限定している。
・外部媒体へデータを出力する際は、記録簿へ記載及びアクセスログの記録・管理を行っている。

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている

3） 課題が残されている
2） 十分である1） 特に力を入れている

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

＜選択肢＞
]

]

 リスク４：　特定個人情報ファイルが不正に複製されるリスク

 特定個人情報の使用におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

 リスクに対する措置の内容

・不適切なアクセスの監視及びアクセスログの種類に応じた定期的な管理を行っている。また、業務外利
用した場合には特定可能であることを税務課職員に周知し、事務外での利用を抑止している。
・毎年全職員に対し、ｅ－ラーニング等のセキュリティ教育を行っている。
・他市区町村や行政機関において、住民等の情報の目的外利用や情報漏えいが発生した際の新聞記
事等を課内にて情報共有している。
・会計年度職員には、業務上知り得た情報の業務外利用の禁止に関する条項を含む誓約書を書かせて
いる。

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている

 リスク３：　従業者が事務外で使用するリスク
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 規定の内容

機密保持契約として以下を定めている。
・個人情報漏えいの防止及び秘密保持
・再委託承諾のない再委託の禁止
・個人情報の第三者への提供の禁止
・個人情報の委託目的以外の使用の禁止
・個人情報の適正な保管・廃棄・返還
・個人情報の複写・複製の禁止
・調査・検査に応じる義務
・事故発生の報告義務

 ルールの内容及び
ルール遵守の確認方
法

申告情報のデータ作成委託においては、履行後、発注者と委託先とで協議し、個人情報が記録された
媒体を直ちに発注者に返却するか、又はデータの完全消去及び消去証明書の提出を義務付ける旨を契
約書に明記している。

 委託契約書中の特定個人情
報ファイルの取扱いに関する
規定

定めている[ ]

1） 定めている 2） 定めていない
＜選択肢＞

]

1） 定めている 2） 定めていない
＜選択肢＞

 委託先から他者への
提供に関するルールの
内容及びルール遵守
の確認方法

委託先から他者への特定個人情報の提供、再委託は原則認めていない。

 委託元と委託先間の
提供に関するルールの
内容及びルール遵守
の確認方法

申告情報のデータ作成委託においては、委託先へ特定個人情報を提供する際、データを暗号化したうえ
で施錠可能なケースに電子媒体を格納し、搬送することを義務付けている。

 特定個人情報の消去ルール [ 定めている

 具体的な制限方法

・庁内にて、委託先事業者が特定個人情報の閲覧、更新等を行う場合には、委託先事業者向けのユー
ザＩＤを発行し、閲覧、更新等の処理を行える担当者を限定している。また、事前に担当者名簿の提出も
義務付けている。
・委託先での作業については、定期的に視察を行い、管理体制を確認している。

 特定個人情報ファイルの取扱
いの記録

[ 記録を残している

]
1） 定めている 2） 定めていない
＜選択肢＞

2） 記録を残していない1） 記録を残している
＜選択肢＞

]

 具体的な方法
庁内及び委託先での作業については、特定個人情報ファイルを使用した業務について定期的に報告さ
せている。

 特定個人情報の提供ルール [ 定めている

 委託先による特定個人情報の不正入手・不正な使用に関するリスク
 委託先による特定個人情報の不正な提供に関するリスク
 委託先による特定個人情報の保管・消去に関するリスク
 委託契約終了後の不正な使用等のリスク
 再委託に関するリスク

 情報保護管理体制の確認

 特定個人情報ファイルの閲覧
者・更新者の制限

] 委託しない

[ 制限している

・委託仕様書に、個人情報の保護に関する法律に基づいた「個人情報等の取扱いに関する特記事項」を
設け、個人情報の適正な管理及び保護について万全の対策措置を講ずるよう明記している。
・委託先の職員に情報セキュリティ及び個人情報保護に関する教育を実施・報告させている。
・申告情報のデータ作成委託においては、委託先を選定する際に、プライバシーマークの認定取得又はＩ
ＳＭＳ認証の取得を要件としている。

[ ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

2） 制限していない1） 制限している
＜選択肢＞

]
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 具体的な方法
・他自治体へのデータの送付では、情報提供した申告書等のデータを保管している。
・特定個人情報の提供・移転を行う際に、操作者・処理日時等をシステム上で記録及び管理している。

 特定個人情報ファイルの取扱いの委託におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

] 提供・移転しない

記録を残している[

[

 リスク１：　不正な提供・移転が行われるリスク

 特定個人情報の提供・移転
の記録

 ５．特定個人情報の提供・移転 （委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）

1） 記録を残している 2） 記録を残していない
＜選択肢＞

]

・特別区民税・都民税・森林環境税申告書、納税通知書等各種帳票の封入・封緘においては、封入漏れや封入誤りがないように、委託
事業者に件数・品質管理についての注意喚起を行ったうえ、封入物に破損等がないか職員による確認を行っている。

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている

3） 課題が残されている
2） 十分である1） 特に力を入れている

＜選択肢＞
]

 具体的な方法

 その他の措置の内容

 再委託先による特定個人情
報ファイルの適切な取扱いの
確保

[ 再委託していない
3） 十分に行っていない

 その他の措置の内容
・保有する特定個人情報の適正な管理及び安全保護を図るため、個人情報管理責任者を設置してい
る。

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている

 特定個人情報の提供・移転に
関するルール

 ルールの内容及び
ルール遵守の確認方
法

・他自治体へのデータの送付の際には、複数職員による確認を行い、提供データを保管している。
・庁内のシステムにおいて、本業務で保有する情報を全て連携することはできない。移転元から承認さ
れた必要最低限の情報しか移転できないよう制御されており、合わせて操作ログを記録している。
・本業務で保有する情報のうち、庁内のシステムで連携できないものにおいては、従来の「個人情報目
的外利用申請書」に準じた課税内容照会の文書の求め、照会の妥当性を判断したうえ情報の移転を
行っている。また、対象者、項目等の取扱状況を記録することを内部規定に定めている。

定めている[ ]
1） 定めている 2） 定めていない
＜選択肢＞

]

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

1） 特に力を入れて行っている
]

4） 再委託していない
2） 十分に行っている

＜選択肢＞
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 特定個人情報の提供・移転（委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対
する措置

 リスク３：　誤った情報を提供・移転してしまうリスク、誤った相手に提供・移転してしまうリスク

 リスクに対する措置の内容

・他自治体へのデータの送付は、複数職員での確認を義務付けており、誤った情報を提供してしまうリス
クを防止している。
・庁内連携システムにおいて、本業務で保有する情報を全て連携することはできない。移転元から承認
された必要最低限の情報しか移転できないよう制御されている。

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている

 リスク２：　不適切な方法で提供・移転が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

・国税庁及び他自治体へのデータ送付は、国税庁と自治省（現総務省）で取り交わされた「国と地方団体
との税務行政運営上の協力についての了解事項（昭和57年12月１日）」及び地方税法第325条に基づ
き、国と地方自治体の相互協力のもと、総務省令で定める基準にて安全性及び信頼性を確保したデータ
の提供を行っている。
・情報照会・情報提供の記録が保存される仕組みが確立した庁内連携システムを通してやり取りするこ
とにより、不適切な方法で特定個人情報がやり取りされることを防止している。

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている

]

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

]
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 リスク２：　安全が保たれない方法によって入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・中間サーバーは、個人情報保護委員会との協議を経て、内閣総理大臣が設置・管理する情報提供ネッ
トワークシステムを使用した特定個人情報の入手のみ実施できるよう設計されるため、安全性が担保さ
れている。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリティを維持した
行政専用のネットワーク（総合行政ネットワーク等）を利用することにより、安全性を確保している。
・中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに、通
信を暗号化することで安全性を確保している。

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・情報照会機能（※１）により、情報提供ネットワークシステムに情報照会を行う際には、情報提供許可証
の発行と照会内容の照会許可用照合リスト（※２）との照合を情報提供ネットワークシステムに求め、情
報提供ネットワークシステムから情報提供許可証を受領してから情報照会を実施することになる。そのた
め、番号法上認められた情報連携以外の照会を拒否する機能を備えており、目的外提供やセキュリティ
リスクに対応している。
・中間サーバーの職員認証・権限管理機能（※３）では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログア
ウトを実施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切な
オンライン連携を抑止する仕組みになっている。
（※１）情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の照会及び照会した情報の受領を行う機
能
（※２）番号法の規定による情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の提供に係る情報
照会者、情報提供者、事務及び特定個人情報を一覧化し、情報照会の可否を判断するために使用する
もの。
（※３）中間サーバーを利用する職員の認証と職員に付与された権限に基づいた各種機能や特定個人
情報へのアクセス制御を行う機能

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている

] 接続しない（提供）[] 接続しない（入手）[ ６．情報提供ネットワークシステムとの接続

1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

]

3） 課題が残されている
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 リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク

 リスクに対する措置の内容

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・中間サーバーは、情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の入手のみを実施するた
め、漏えい・紛失のリスクに対応している（※）。
・既存システムからの接続に対し認証を行い、許可されていないシステムからのアクセスを防止する仕組
みを設けている。
・情報照会が完了又は中断した情報照会結果については、一定期間経過後に当該結果を情報照会機
能において自動で削除することにより、特定個人情報が漏えい・紛失するリスクを軽減している。
・中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウトを
実施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオン
ライン連携を抑止する仕組みになっている。
（※）中間サーバーは、情報提供ネットワークシステムを使用して特定個人情報を送信する際、送信する
特定個人情報の暗号化を行っており、照会者の中間サーバーでしか復号できない仕組みになっている。
そのため、情報提供ネットワークシステムでは復号されないものとなっている。
＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリティを維持した
行政専用のネットワーク（総合行政ネットワーク等）を利用することにより、漏えい･紛失のリスクに対応し
ている。
・中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに、通
信を暗号化することで漏えい･紛失のリスクに対応している。
・中間サーバー･プラットフォーム事業者の業務は、中間サーバー・プラットフォームの運用、監視・障害
対応等であり、業務上、特定個人情報へはアクセスすることはできない。

 リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク

 リスクに対する措置の内容

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
　 中間サーバーは、個人情報保護委員会との協議を経て、内閣総理大臣が設置・管理する情報提供
ネットワークシステムを使用して、情報提供用個人識別符号により紐付けられた照会対象者に係る特定
個人情報を入手するため、正確な照会対象者に係る特定個人情報を入手することが担保されている。

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

]
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]

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている

 リスク７：　誤った情報を提供してしまうリスク、誤った相手に提供してしまうリスク

 リスクに対する措置の内容

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・情報提供機能により、情報提供ネットワークシステムに情報提供を行う際には、情報提供許可証と情
報照会者への経路情報を受領したうえで、情報照会内容に対応した情報提供をすることで、誤った相手
に特定個人情報が提供されるリスクに対応している。
・情報提供データベース管理機能（※）により、「情報提供データベースへのインポートデータ」の形式
チェックと、接続端末の画面表示等により情報提供データベースの内容を確認できる手段を準備するこ
とで、誤った特定個人情報を提供してしまうリスクに対応している。
・情報提供データベース管理機能では、情報提供データベースの副本データを既存業務システムの原本
と照合するためのエクスポートデータを出力する機能を有している。
（※）特定個人情報を副本として保存・管理する機能

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている

 リスク６：　不適切な方法で提供されるリスク

 リスクに対する措置の内容

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・セキュリティ管理機能（※）により、情報提供ネットワークシステムに送信する情報は、情報照会者から
受領した暗号化鍵で暗号化を適切に実施したうえで提供を行う仕組みになっている。
・中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウトを
実施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオン
ライン連携を抑止する仕組みになっている。
（※）暗号化・復号機能と、鍵情報及び照会許可用照合リストを管理する機能

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリティを維持した
行政専用のネットワーク（総合行政ネットワーク等）を利用することにより、不適切な方法で提供されるリ
スクに対応している。
・中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに、通
信を暗号化することで漏えい･紛失のリスクに対応している。
・中間サーバー・プラットフォームの事業者においては、特定個人情報に係る業務にはアクセスができな
いよう管理を行い、不適切な方法での情報提供を行えないよう管理している。

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている

＜選択肢＞

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている

2） 十分である
＜選択肢＞

 情報提供ネットワークシステムとの接続に伴うその他のリスク及びそのリスクに対する措置

]

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている

]
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

]

3） 課題が残されている

 リスク５：　不正な提供が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・情報提供機能（※）により、情報提供ネットワークシステムにおける照会許可用照合リストを情報提供
ネットワークシステムから入手し、中間サーバーにも格納して、情報提供機能により、照会許可用照合リ
ストに基づき情報連携が認められた特定個人情報の提供の要求であるかチェックを実施している。
・情報提供機能により、情報提供ネットワークシステムに情報提供を行う際には、情報提供ネットワーク
システムから情報提供許可証と情報照会者へたどり着くための経路情報を受領し、照会内容に対応した
情報を自動で生成して送付することで、特定個人情報が不正に提供されるリスクに対応している。
・機微情報については自動応答を行わないように自動応答不可フラグを設定し、特定個人情報の提供を
行う際に、送信内容を改めて確認し、提供を行うことで、センシティブな特定個人情報が不正に提供され
るリスクに対応している。
・中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウトを
実施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオン
ライン連携を抑止する仕組みになっている。
（※）情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の提供の要求の受領及び情報提供を行う
機能

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている

1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞
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＜選択肢＞
1） 特に力を入れて遵守している 2） 十分に遵守している ①NISC政府機関統一基準群

]

＜選択肢＞

1） 特に力を入れて整備している 2） 十分に整備している
＜選択肢＞

3） 十分に整備していない

3） 十分に周知していない

 ⑤物理的対策

 具体的な対策の内容

＜住民税システムにおける措置＞
・サーバ設置箇所については、入退室管理を行っている。
・業務用パソコンについては、盗難防止用ワイヤーを設置している。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバー･プラットフォームをデータセンターに構築し、設置場所への入退室者管理、有人監視及
び施錠管理をすることとしている。また、設置場所はデータセンター内の専用の領域とし、他テナントとの
混在によるリスクを回避する。
・事前に申請し承認されてない物品、記憶媒体、通信機器などを不正に所持し、持出持込することがな
いよう、警備員などにより確認している。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①ガバメントクラウドについては政府情報システムのセキュリティ制度（ISMAP）のリストに登録されたクラ
ウドサービスから調達することとしており、システムのサーバー等は、クラウド事業者が保有・管理する環
境に構築し、その環境には認可された者だけがアクセスできるよう適切な入退室管理策を行っている。
②事前に許可されていない装置等に関しては、外部に持出できないこととしている。

 ③安全管理規程

 ④安全管理体制・規程の職
員への周知

特に力を入れて行っている

[

[

[

]

]特に力を入れて周知している

特に力を入れて整備している

3） 十分に行っていない
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
＜選択肢＞

2） 十分に周知している1） 特に力を入れて周知している
＜選択肢＞

2） 十分に整備している1） 特に力を入れて整備している

 ②安全管理体制

 ７．特定個人情報の保管・消去

 リスク１：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク

[

[

]

]

政府機関ではない

特に力を入れて整備している

4） 政府機関ではない3） 十分に遵守していない

3） 十分に整備していない

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウトを実施した職員、時刻、操作内容
の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオンライン連携を抑止する仕組みになっている。
・情報連携においてのみ、情報提供用個人識別符号を用いることがシステム上担保されており、不正な名寄せが行われるリスクに対応
している。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリティを維持した行政専用のネットワーク（総合
行政ネットワーク等）を利用することにより、安全性を確保している。
・中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに、通信を暗号化することで安全性を確
保している。
・中間サーバー・プラットフォームでは、特定個人情報を管理するデータベースを地方公共団体ごとに区分管理（アクセス制御）しており、
中間サーバー・プラットフォームを利用する団体であっても他団体が管理する情報には一切アクセスできない。
・特定個人情報の管理を地方公共団体のみが行うことで、中間サーバー・プラットフォームの事業者における情報漏えい等のリスクを極
小化する。
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]

]
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
＜選択肢＞

 ⑦バックアップ
3） 十分に行っていない

 ⑥技術的対策

 具体的な対策の内容

＜住民税システムにおける措置＞
・住民税システムは、庁内のみの独立したネットワークにのみ搭載されており、外部接続していない。
・ウイルス対策ソフトのパターンファイルの更新を定期的に行っている。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバー・プラットフォームではUTM（コンピュータウイルスやハッキングなどの脅威からネットワー
クを効率的かつ包括的に保護する装置）等を導入し、アクセス制限、侵入検知及び侵入防止を行うととも
に、ログの解析を行う。
・中間サーバー・プラットフォームでは、ウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイルの更新を行う。
・導入しているＯＳ及びミドルウェアについて、必要に応じてセキュリティパッチの適用を行う。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①国及びクラウド事業者は利用者のデータにアクセスしない契約等となっている。
②地方公共団体が委託したASP(「地方公共団体情報システムのガバメントクラウドの利用に関する基準
【第1.0版】」（令和４年１０月　デジタル庁。以下「利用基準」という。）に規定する「ASP」をいう。以下同
じ。)又はガバメントクラウド運用管理補助者（利用基準に規定する「ガバメントクラウド運用管理補助者」
をいう。以下同じ。）は、ガバメントクラウドが提供するマネージドサービスにより、ネットワークアクティビ
ティ、データアクセスパターン、アカウント動作等について継続的にモニタリングを行うとともに、ログ管理
を行う。
③クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対するセキュリティの脅威に対し、脅威検出やDDos対策を24
時間365日講じる。
④クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対し、ウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイルの更新を
行う。
⑤地方公共団体が委託したASP又はガバメントクラウド運用管理補助者は、導入しているOS及びミドル
ウエアについて、必要に応じてセキュリティパッチの適用を行う。
⑥ガバメントクラウドの特定個人情報を保有するシステムを構築する環境は、インターネットとは切り離さ
れた閉域ネットワークで構成する。
⑦地方公共団体やASP又はガバメントクラウド運用管理補助者の運用保守地点からガバメントクラウド
への接続については、閉域ネットワークで構成する。
⑧地方公共団体が管理する業務データは、国及びクラウド事業者がアクセスできないよう制御を講じる。

特に力を入れて行っている

特に力を入れて行っている

[

[

3） 十分に行っていない

2） 十分に行っている1） 特に力を入れて行っている
＜選択肢＞
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 手順の内容

地方税法に基づき、保存年限を７年間とし、保存期間を過ぎた申告書及び届出書等については、外部業
者による溶解処理を行い、廃棄している。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
データの復元がなされないよう、クラウド事業者において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等に準拠したプ
ロセスにしたがって確実にデータを消去する。

 リスク２：　特定個人情報が古い情報のまま保管され続けるリスク

 リスクに対する措置の内容
課税対象者の情報は、各種申告情報に基づき、更新・賦課を行ったうえで住民に対して税額通知を行
い、住民側でも確認しているので、古い情報のまま保管され続けることはない。

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている

1） 定めている 2） 定めていない

3） 課題が残されている
2） 十分である1） 特に力を入れている

＜選択肢＞

＜選択肢＞
]

]

 リスク３：　特定個人情報が消去されずいつまでも存在するリスク

 消去手順 [ 定めている

－

 特定個人情報の保管・消去におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

 その他の措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

 その他の措置の内容 －

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている

 ⑩死者の個人番号 [ 保管している

 具体的な保管方法 生存者の個人番号と同様の方法にて安全管理措置を実施している。

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

]

1） 保管している 2） 保管していない
＜選択肢＞

]

 ⑨過去３年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関
する重大事故が発生したか

[ 発生なし

 その内容

 再発防止策の内容

 ⑧事故発生時手順の策定・
周知 3） 十分に行っていない

1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
＜選択肢＞

]

＜選択肢＞
1） 発生あり 2） 発生なし

]

特に力を入れて行っている[
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Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策 ※（７．リスク１⑨を除く。）

 １．特定個人情報ファイル名

２　軽自動車税賦課情報ファイル

 ２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 対象者以外の情報の入手を
防止するための措置の内容

住民等から入手する車両情報等は、1件ごとに基本4情報等を確認のうえ、対象者以外の情報を入手し
ないよう精査する。対象者以外の情報が含まれていた場合は、本来の提出先へ回送する。

2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　不適切な方法で入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容
・住民等からの入手については、職員による受付等に限定することで、詐取・奪取を防止する。
・他の機関を通じて入手する場合は、郵送又はシステム上の記録が残る方法に限定する。

 必要な情報以外を入手するこ
とを防止するための措置の内
容

・住民等からの車両情報等については、必要な情報のみを記載する様式で情報を入手するため、必要
な情報以外の情報を入手することはない。
・他の機関を通じて情報を入手する際も、総務省令で定められた様式の申告書、住民基本台帳ネット
ワークシステム又は情報提供ネットワークシステム上の手続に基づいて情報を取得するため、必要な情
報以外の情報は入手しない。

 その他の措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている

 リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク

 入手の際の本人確認の措置
の内容

・住民等及び他の機関を通じて入手する車両情報等は、申告書等に記載された個人番号に基づき宛名
管理システム等で本人確認を行う。個人番号の記載がない場合、団体内統合宛名システム又は住民基
本台帳ネットワークシステムを用いて直接真正性が確保された個人番号を収集し、本人確認を行う。
・職員による受付の場合は、個人番号カード又は通知カードと身分証明書に基づき、本人確認を行う。

 個人番号の真正性確認の措
置の内容

上記の措置により特定個人情報を入手する段階において本人確認を行う際に併せて、個人番号の真正
性確認を行う。

 特定個人情報の正確性確保
の措置の内容

入手した情報については、課税資料及び添付書類との照合により正確性を確保している。

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 その他の措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク

 リスクに対する措置の内容
紙媒体による車両情報等は、事務処理の段階ごとに事務室内に保管場所を定めており、漏えい・紛失
等を防止している。

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の入手（情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置
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 リスク１：　目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行われるリスク

 宛名システム等における措置
の内容

団体内統合宛名システム内に税情報を保持しないため、紐付けは行われない。

 事務で使用するその他のシス
テムにおける措置の内容

軽自動車税システムから他システムへの特定個人情報の連携は、情報照会に必要となる情報のみに制
限する。

 その他の措置の内容

 ３．特定個人情報の使用

 リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって不正に使用されるリスク

 ユーザ認証の管理 [ 行っている ]
＜選択肢＞
1） 行っている 2） 行っていない

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 具体的な管理方法
軽自動車税システムにおいて、ＩＤ及びパスワードにより利用権限を付しているため、権限のない機能は
利用できない。

 アクセス権限の発効・失効の
管理

[ 行っている ]
＜選択肢＞
1） 行っている 2） 行っていない

 具体的な管理方法
・ＩＤの発効及び失効は、業務主管課からの申請に基づき、情報システム担当が行い、一元管理する。
・アクセス権限については、情報システム担当が個人別に管理する。

 アクセス権限の管理 [ 行っている ]
＜選択肢＞
1） 行っている

2) 記録を残していない

 具体的な方法 ＩＤとともに軽自動車税システム内での特定個人情報の更新、参照、発行の記録をログとして保管する。

 その他の措置の内容
・端末操作を一定時間行わない場合は、スクリーンセーバーを表示させるとともに、軽自動車税システム
を自動的にログオフさせる。
・画面の盗み見対策として、モニターに覗き見防止フィルタを貼付している。

2） 行っていない

 具体的な管理方法
・軽自動車税システムにおいては、共有ＩＤは発行せず、個人に対して発行している。
・アクセス権限を失効した場合は、速やかに情報システム担当がアクセス権限を削除する。
・操作者単位で権限を設定しており、必要な業務以外のアクセスができないように制御している。

 特定個人情報の使用の記録 [ 記録を残している ]
＜選択肢＞
1） 記録を残している

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている
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 リスク３：　従業者が事務外で使用するリスク

 リスクに対する措置の内容

・不適切なアクセスの監視及びアクセスログの種類に応じた定期的な管理を行っている。また、業務外利
用した場合には特定可能であることを税務課職員に周知し、事務外での利用を抑止している。
・毎年全職員に対し、ｅ－ラーニング等のセキュリティ教育を行っている。
・他自治体や行政機関において、住民等の情報の目的外利用や情報漏えいが発生した際の新聞報道
等を課内にて情報共有している。
・会計年度職員には、業務上知り得た情報の業務外利用の禁止に関する条項を含む誓約書を書かせて
いる。

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の使用におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

3） 課題が残されている

 リスク４：　特定個人情報ファイルが不正に複製されるリスク

 リスクに対する措置の内容

・バックアップファイルの取得は、入退室管理をしているサーバー室での作業に限定されている。
・特定個人情報ファイルの外部媒体への出力は、特定のアクセス権限を持った職員のみが特定の端末
で行うことに限定している。
・外部媒体へデータを出力する際は、記録簿への記載及びアクセスログの記録・管理を行っている。

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
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 特定個人情報ファイルの閲覧
者・更新者の制限

[ 制限している ]
＜選択肢＞
1） 制限している 2） 制限していない

 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託 [ ] 委託しない

 委託先による特定個人情報の不正入手・不正な使用に関するリスク
 委託先による特定個人情報の不正な提供に関するリスク
 委託先による特定個人情報の保管・消去に関するリスク
 委託契約終了後の不正な使用等のリスク
 再委託に関するリスク

 情報保護管理体制の確認

・委託仕様書に、個人情報の保護に関する法律に基づいた「個人情報等の取扱いに関する特記事項」を
設け、個人情報の適正な管理及び保護について万全の対策措置を講ずるよう明記している。
・委託先の職員に情報セキュリティ及び個人情報保護に関する教育を実施・報告させている。
・申告情報のデータ作成委託においては、委託先を選定する際に、プライバシーマークの認定取得又はＩ
ＳＭＳ認証の取得を要件としている。

 具体的な制限方法

・庁内にて、委託事業者が特定個人情報の閲覧、更新等を行う場合は、委託事業者向けのＩＤを発行し、
閲覧、更新等の処理を行える担当者を限定している。また、事前に担当者名簿を提出するよう義務付け
ている。
・委託先での作業については、定期的に視察を行い、管理体制を確認している。

 特定個人情報ファイルの取扱
いの記録

[ 記録を残している ]
＜選択肢＞
1） 記録を残している 2） 記録を残していない

 具体的な方法
庁内及び委託先での作業については、特定個人情報ファイルを使用した業務について定期的に報告さ
せている。

 特定個人情報の提供ルール [ 定めている ]
＜選択肢＞
1） 定めている

 特定個人情報の消去ルール [ 定めている ]
＜選択肢＞
1） 定めている 2） 定めていない

2） 定めていない

 委託先から他者への
提供に関するルールの
内容及びルール遵守
の確認方法

委託先から他者への特定個人情報の提供、再委託は原則認めていない。

 委託元と委託先間の
提供に関するルールの
内容及びルール遵守
の確認方法

委託事業者へ特定個人情報を提供する際は、データを暗号化したうえで施錠可能なケースに電子媒体
を格納し、搬送することを義務付けている。

2） 定めていない

 規定の内容

機密保持契約として以下のことを定めている。
・個人情報漏えいの防止及び秘密保持
・再委託承諾のない再委託の禁止
・個人情報の第三者への提供の禁止
・個人情報の委託目的以外の使用の禁止
・個人情報の適正な保管・廃棄・返還
・個人情報の複写・複製の禁止
・調査及び検査に応じる義務
・事故発生の報告義務

 ルールの内容及び
ルール遵守の確認方
法

委託事業者は、当該委託契約により行う業務の終了後、墨田区と協議のうえ個人情報が記録された媒
体を直ちに区へ返却するか、又はデータの完全消去及び消去証明書の提出を義務付ける旨を契約書に
明記している。

 委託契約書中の特定個人情
報ファイルの取扱いに関する
規定

＜選択肢＞

[ 定めている ]
1） 定めている
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 具体的な方法

 その他の措置の内容

 再委託先による特定個人情
報ファイルの適切な取扱いの
確保

＜選択肢＞

[ 再委託していない ]
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない 4） 再委託していない

 特定個人情報ファイルの取扱いの委託におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

・軽自動車税納税通知書等各種帳票の封入・封緘においては、封入漏れや封入誤りがないように、委託事業者に件数・品質管理につ
いての注意喚起を行ったうえ、封入物に破損等がないか職員による確認を行っている。

 ５．特定個人情報の提供・移転 （委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。） [ ○ ] 提供・移転しない

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク１：　不正な提供・移転が行われるリスク

 特定個人情報の提供・移転
の記録

[ ]
＜選択肢＞
1） 記録を残している 2） 記録を残していない

 ルールの内容及び
ルール遵守の確認方
法

 その他の措置の内容

 具体的な方法

 特定個人情報の提供・移転に
関するルール

[ ]
＜選択肢＞
1） 定めている 2） 定めていない

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　不適切な方法で提供・移転が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の提供・移転（委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対
する措置

3） 課題が残されている

 リスク３：　誤った情報を提供・移転してしまうリスク、誤った相手に提供・移転してしまうリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞
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2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　安全が保たれない方法によって入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・中間サーバーは、個人情報保護委員会との協議を経て、内閣総理大臣が設置・管理する情報提供ネッ
トワークシステムを使用した特定個人情報の入手のみ実施できるよう設計されるため、安全性が担保さ
れている。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリティを維持した
行政専用のネットワーク（総合行政ネットワーク等）を利用することにより、安全性を確保している。
・中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに、通
信を暗号化することで安全性を確保している。

] 接続しない（提供）

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・情報照会機能（※１）により、情報提供ネットワークシステムに情報照会を行う際には、情報提供許可証
の発行と照会内容の照会許可用照合リスト（※２）との照合を情報提供ネットワークシステムに求め、情
報提供ネットワークシステムから情報提供許可証を受領してから情報照会を実施することになる。そのた
め、番号法上認められた情報連携以外の照会を拒否する機能を備えており、目的外提供やセキュリティ
リスクに対応している。
・中間サーバーの職員認証・権限管理機能（※３）では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログア
ウトを実施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切な
オンライン連携を抑止する仕組みになっている。
（※１）情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の照会及び照会した情報の受領を行う機
能
（※２）番号法の規定による情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の提供に係る情報
照会者、情報提供者、事務及び特定個人情報を一覧化し、情報照会の可否を判断するために使用する
もの。
（※３）中間サーバーを利用する職員の認証と職員に付与された権限に基づいた各種機能や特定個人
情報へのアクセス制御を行う機能

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている

 ６．情報提供ネットワークシステムとの接続 [ ] 接続しない（入手） [ ○

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク

 リスクに対する措置の内容

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
　 中間サーバーは、個人情報保護委員会との協議を経て、内閣総理大臣が設置・管理する情報提供
ネットワークシステムを使用して、情報提供用個人識別符号により紐付けられた照会対象者に係る特定
個人情報を入手するため、正確な照会対象者に係る特定個人情報を入手することが担保されている。

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク
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1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスクに対する措置の内容

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・中間サーバーは、情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の入手のみを実施するた
め、漏えい・紛失のリスクに対応している（※）。
・既存システムからの接続に対し認証を行い、許可されていないシステムからのアクセスを防止する仕組
みを設けている。
・情報照会が完了又は中断した情報照会結果については、一定期間経過後に当該結果を情報照会機
能において自動で削除することにより、特定個人情報が漏えい・紛失するリスクを軽減している。
・中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウトを
実施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオン
ライン連携を抑止する仕組みになっている。
（※）中間サーバーは、情報提供ネットワークシステムを使用して特定個人情報を送信する際、送信する
特定個人情報の暗号化を行っており、照会者の中間サーバーでしか復号できない仕組みになっている。
そのため、情報提供ネットワークシステムでは復号されないものとなっている。
＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリティを維持した
行政専用のネットワーク（総合行政ネットワーク等）を利用することにより、漏えい･紛失のリスクに対応し
ている。
・中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに、通
信を暗号化することで漏えい･紛失のリスクに対応している。
・中間サーバー･プラットフォーム事業者の業務は、中間サーバー・プラットフォームの運用、監視・障害
対応等であり、業務上、特定個人情報へはアクセスすることはできない。

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
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 リスク５：　不正な提供が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク６：　不適切な方法で提供されるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 情報提供ネットワークシステムとの接続に伴うその他のリスク及びそのリスクに対する措置

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウトを実施した職員、時刻、操作内容
の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオンライン連携を抑止する仕組みになっている。
・情報連携においてのみ、情報提供用個人識別符号を用いることがシステム上担保されており、不正な名寄せが行われるリスクに対応
している。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリティを維持した行政専用のネットワーク（総合
行政ネットワーク等）を利用することにより、安全性を確保している。
・中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに、通信を暗号化することで安全性を確
保している。
・中間サーバー・プラットフォームでは、特定個人情報を管理するデータベースを地方公共団体ごとに区分管理（アクセス制御）しており、
中間サーバー・プラットフォームを利用する団体であっても他団体が管理する情報には一切アクセスできない。
・特定個人情報の管理を地方公共団体のみが行うことで、中間サーバー・プラットフォームの事業者における情報漏えい等のリスクを極
小化する。

3） 課題が残されている

 リスク７：　誤った情報を提供してしまうリスク、誤った相手に提供してしまうリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞
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 ７．特定個人情報の保管・消去

 リスク１：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク

 ①NISC政府機関統一基準群
[ 政府機関ではない ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れて遵守している 2） 十分に遵守している
3） 十分に遵守していない 4） 政府機関ではない

 ②安全管理体制
[ 特に力を入れて整備している ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れて整備している 2） 十分に整備している
3） 十分に整備していない

 ③安全管理規程
[ 特に力を入れて整備している ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れて整備している 2） 十分に整備している
3） 十分に整備していない

 ④安全管理体制・規程の職
員への周知

[ 特に力を入れて周知している ]
＜選択肢＞
1） 特に力を入れて周知している 2） 十分に周知している
3） 十分に周知していない

 ⑤物理的対策
[ 特に力を入れて行っている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 具体的な対策の内容

＜軽自動車税システムにおける措置＞
・サーバー設置個所については、入退室管理を行っている。
・業務用パソコンについては、盗難防止用ワイヤーを設置している。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバー・プラットフォームをデータセンターに構築し、設置場所への入退室管理、有人監視及び
施錠管理をすることとしている。また、設置場所はデータセンター内の専用の領域とし、他テナントとの混
在によるリスクを回避する。
・事前に申請し承認されてない物品、記憶媒体、通信機器などを不正に所持し、持出持込することがな
いよう、警備員などにより確認している。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①ガバメントクラウドについては政府情報システムのセキュリティ制度（ISMAP）のリストに登録されたクラ
ウドサービスから調達することとしており、システムのサーバー等は、クラウド事業者が保有・管理する環
境に構築し、その環境には認可された者だけがアクセスできるよう適切な入退室管理策を行っている。
②事前に許可されていない装置等に関しては、外部に持出できないこととしている。
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 ⑥技術的対策
[ 特に力を入れて行っている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 具体的な対策の内容

＜軽自動車税システムにおける措置＞
・軽自動車税システムは、庁内のみの独立したネットワークに搭載されており外部接続はしていない。
・ウィルス対策ソフトのパターンファイルの更新を定期的に行っている。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバー・プラットフォームでは、UTM（コンピューターウィルスやハッキングなどの脅威からネット
ワークを効率的かつ包括的に保護する装置）等を導入し、アクセス制限、侵入検知及び侵入防止を図る
とともに、ログの解析を行う。
・中間サーバー・プラットフォームでは、ウィルス対策ソフトを導入し、パターンファイルの更新を行う。
・導入しているOS及びミドルウェアについて、必要に応じてセキュリティパッチの適用を行う。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①国及びクラウド事業者は利用者のデータにアクセスしない契約等となっている。
②地方公共団体が委託したASP(「地方公共団体情報システムのガバメントクラウドの利用に関する基準
【第1.0版】」（令和４年１０月　デジタル庁。以下「利用基準」という。）に規定する「ASP」をいう。以下同
じ。)又はガバメントクラウド運用管理補助者（利用基準に規定する「ガバメントクラウド運用管理補助者」
をいう。以下同じ。）は、ガバメントクラウドが提供するマネージドサービスにより、ネットワークアクティビ
ティ、データアクセスパターン、アカウント動作等について継続的にモニタリングを行うとともに、ログ管理
を行う。
③クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対するセキュリティの脅威に対し、脅威検出やDDos対策を24
時間365日講じる。
④クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対し、ウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイルの更新を
行う。
⑤地方公共団体が委託したASP又はガバメントクラウド運用管理補助者は、導入しているOS及びミドル
ウエアについて、必要に応じてセキュリティパッチの適用を行う。
⑥ガバメントクラウドの特定個人情報を保有するシステムを構築する環境は、インターネットとは切り離さ
れた閉域ネットワークで構成する。
⑦地方公共団体やASP又はガバメントクラウド運用管理補助者の運用保守地点からガバメントクラウド
への接続については、閉域ネットワークで構成する。
⑧地方公共団体が管理する業務データは、国及びクラウド事業者がアクセスできないよう制御を講じる。

 ⑦バックアップ
[ 特に力を入れて行っている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 ⑧事故発生時手順の策定・
周知

[ 特に力を入れて行っている ]
＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 ⑨過去３年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関
する重大事故が発生したか

[ 発生なし ]
＜選択肢＞
1） 発生あり

 ⑩死者の個人番号 [ 保管している ]
＜選択肢＞
1） 保管している 2） 保管していない

2） 発生なし

 その内容

 再発防止策の内容

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 具体的な保管方法 生存者の個人番号と同様の方法で安全管理措置を講じている。

 その他の措置の内容

特定個人情報を取り扱う業務に委託については、契約締結時に再委託の予定の有無を確認するととも
に、再委託の許諾を求める場合は、委託先が再委託先の安全管理措置の内容を含め書面により申し出
ることを契約書の特記事項に明記した。また、履行期間中に、契約内容の遵守状況の書面での報告、委
託先の実地調査等により特定個人情報の取扱状況を把握するよう、全課に周知徹底を図った。

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
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 リスク２：　特定個人情報が古い情報のまま保管され続けるリスク

 リスクに対する措置の内容
課税対象者の情報は、車両情報等に基づき更新・賦課を行ったうえで住民等に税額通知を行い、住民
等の側でも確認しているため古い情報のまま保管され続けることはない。

 リスク３：　特定個人情報が消去されずいつまでも存在するリスク

 消去手順 [ 定めている ]
＜選択肢＞
1） 定めている 2） 定めていない

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の保管・消去におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

 手順の内容

地方税法に基づき保存年限を7年間とし、保存年限を経過した申告書及び届出書等については、外部事
業者による溶解処理を行い廃棄している。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
データの復元がなされないよう、クラウド事業者において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等に準拠したプ
ロセスにしたがって確実にデータを消去する。

 その他の措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
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Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策 ※（７．リスク１⑨を除く。）

 １．特定個人情報ファイル名

３　収納管理情報ファイル

 ２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 対象者以外の情報の入手を
防止するための措置の内容

個人住民税・森林環境税及び軽自動車税の賦課情報を各システムから取得する方法に限定されるた
め、対象者以外の情報を入手することはない。

2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　不適切な方法で入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容
個人住民税・森林環境税及び軽自動車税の各システムから入手する賦課情報は、専用線を経由した入
手に限定することで安全を担保している。

 必要な情報以外を入手するこ
とを防止するための措置の内
容

個人住民税・森林環境税及び軽自動車税の賦課情報・収納情報を各システムから取得する際は、収納
管理業務に必要な情報のみ取得するように制限しているため、必要な情報以外を入手することはない。

 その他の措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている

 リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク

 入手の際の本人確認の措置
の内容

個人住民税・森林環境税及び軽自動車税の各システム等から入手する情報のため、入手元の各業務で
本人確認を行っている。

 個人番号の真正性確認の措
置の内容

入手元の各業務で個人番号の真正性確認を行っている。

 特定個人情報の正確性確保
の措置の内容

入手元の各業務で特定個人情報の正確性を確保している。

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 その他の措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク

 リスクに対する措置の内容

・紙媒体による収納情報等は、事務処理の段階ごとに事務室内に保管場所を定めており、漏えい・紛失
等を防止している。
・個人住民税及び軽自動車税の賦課情報を各システムから取得する際は、専用線を経由することにより
情報漏えい・紛失等を防止できる。

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の入手（情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置
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 リスク１：　目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行われるリスク

 宛名システム等における措置
の内容

団体内統合宛名システム内に税情報を保持しないため、紐付けは行われない。

 事務で使用するその他のシス
テムにおける措置の内容

収納管理システムから他システムへの特定個人情報の連携は、情報照会に必要となる情報のみに制限
する。

 その他の措置の内容

 ３．特定個人情報の使用

 リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって不正に使用されるリスク

 ユーザ認証の管理 [ 行っている ]
＜選択肢＞
1） 行っている 2） 行っていない

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 具体的な管理方法
収納管理システムにおいて、ＩＤ及びパスワードにより利用権限を付しているため、権限のない機能は利
用できない。

 アクセス権限の発効・失効の
管理

[ 行っている ]
＜選択肢＞
1） 行っている 2） 行っていない

 具体的な管理方法
・ＩＤの発効及び失効は、業務主管課からの申請に基づき、情報システム担当が行い、一元管理する。
・アクセス権限については、情報システム担当が個人別に管理する。

 アクセス権限の管理 [ 行っている ]
＜選択肢＞
1） 行っている

2) 記録を残していない

 具体的な方法 ＩＤとともに収納管理システム内での特定個人情報の更新、参照、発行の記録をログとして保管する。

 その他の措置の内容
・端末操作を一定時間行わない場合は、スクリーンセーバーを表示させるとともに、収納管理システムを
自動的にログオフさせる。
・画面の盗み見対策として、モニターに覗き見防止フィルタを貼付している。

2） 行っていない

 具体的な管理方法
・収納管理システムにおいては、共有ＩＤは発行せず、個人に対して発行している。
・アクセス権限を失効した場合は、速やかに情報システム担当がアクセス権限を削除する。
・操作者単位で権限を設定しており、必要な業務以外のアクセスができないように制御している。

 特定個人情報の使用の記録 [ 記録を残している ]
＜選択肢＞
1） 記録を残している

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている
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 リスク３：　従業者が事務外で使用するリスク

 リスクに対する措置の内容

・不適切なアクセスの監視及びアクセスログの種類に応じた定期的な管理を行っている。また、業務外利
用した場合には特定可能であることを税務課職員に周知し、事務外での利用を抑止している。
・毎年全職員に対し、ｅ－ラーニング等のセキュリティ教育を行っている。
・他自治体や行政機関において、住民等の情報の目的外利用や情報漏えいが発生した際の新聞報道
等を課内にて情報共有している。
・会計年度職員には、業務上知り得た情報の業務外利用の禁止に関する条項を含む誓約書を書かせて
いる。

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の使用におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

3） 課題が残されている

 リスク４：　特定個人情報ファイルが不正に複製されるリスク

 リスクに対する措置の内容

・バックアップファイルの取得は、入退室管理をしているサーバー室での作業に限定されている。
・特定個人情報ファイルの外部媒体への出力は、特定のアクセス権限を持った職員のみが特定の端末
で行うことに限定している。
・外部媒体へデータを出力する際は、記録簿への記載及びアクセスログの記録・管理を行っている。

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
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 特定個人情報ファイルの閲覧
者・更新者の制限

[ 制限している ]
＜選択肢＞
1） 制限している 2） 制限していない

 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託 [ ] 委託しない

 委託先による特定個人情報の不正入手・不正な使用に関するリスク
 委託先による特定個人情報の不正な提供に関するリスク
 委託先による特定個人情報の保管・消去に関するリスク
 委託契約終了後の不正な使用等のリスク
 再委託に関するリスク

 情報保護管理体制の確認

・委託仕様書に、個人情報の保護に関する法律に基づいた「個人情報等の取扱いに関する特記事項」を
設け、個人情報の適正な管理及び保護について万全の対策措置を講ずるよう明記している。
・委託先の職員に情報セキュリティ及び個人情報保護に関する教育を実施・報告させている。
・申告情報のデータ作成委託においては、委託先を選定する際に、プライバシーマークの認定取得又はＩ
ＳＭＳ認証の取得を要件としている。

 具体的な制限方法

・庁内にて、委託事業者が特定個人情報の閲覧、更新等を行う場合は、委託事業者向けのＩＤを発行し、
閲覧、更新等の処理を行える担当者を限定している。また、事前に担当者名簿を提出するよう義務付け
ている。
・委託先での作業については、定期的に視察を行い、管理体制を確認している。

 特定個人情報ファイルの取扱
いの記録

[ 記録を残している ]
＜選択肢＞
1） 記録を残している 2） 記録を残していない

 具体的な方法
庁内及び委託先での作業については、特定個人情報ファイルを使用した業務について定期的に報告さ
せている。

 特定個人情報の提供ルール [ 定めている ]
＜選択肢＞
1） 定めている

 特定個人情報の消去ルール [ 定めている ]
＜選択肢＞
1） 定めている 2） 定めていない

2） 定めていない

 委託先から他者への
提供に関するルールの
内容及びルール遵守
の確認方法

委託先から他者への特定個人情報の提供、再委託は原則認めていない。

 委託元と委託先間の
提供に関するルールの
内容及びルール遵守
の確認方法

委託事業者へ特定個人情報を提供する際は、データを暗号化したうえで施錠可能なケースに電子媒体
を格納し、搬送することを義務付けている。

 ルールの内容及び
ルール遵守の確認方
法

委託事業者は、当該委託契約により行う業務の終了後、墨田区と協議のうえ個人情報が記録された媒
体を直ちに区へ返却するか、又はデータの完全消去及び消去証明書の提出を義務付ける旨を契約書に
明記している。
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2） 定めていない

 規定の内容

機密保持契約として以下のことを定めている。
・個人情報漏えいの防止及び秘密保持
・再委託承諾のない再委託の禁止
・個人情報の第三者への提供の禁止
・個人情報の委託目的以外の使用の禁止
・個人情報の適正な保管・廃棄・返還
・個人情報の複写・複製の禁止
・調査及び検査に応じる義務
・事故発生の報告義務

 委託契約書中の特定個人情
報ファイルの取扱いに関する
規定

＜選択肢＞

[ 定めている ]
1） 定めている

 具体的な方法

 その他の措置の内容

 再委託先による特定個人情
報ファイルの適切な取扱いの
確保

＜選択肢＞

[ 再委託していない ]
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない 4） 再委託していない

 特定個人情報ファイルの取扱いの委託におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

・督促状等各種帳票の封入・封緘においては、封入漏れや封入誤りがないように、委託事業者に件数・品質管理についての注意喚起を
行ったうえ、封入物に破損等がないか職員による確認を行っている。

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている
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 ５．特定個人情報の提供・移転 （委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。） [ ○ ] 提供・移転しない

 リスク１：　不正な提供・移転が行われるリスク

 特定個人情報の提供・移転
の記録

[ ]
＜選択肢＞
1） 記録を残している 2） 記録を残していない

 ルールの内容及び
ルール遵守の確認方
法

 その他の措置の内容

 具体的な方法

 特定個人情報の提供・移転に
関するルール

[ ]
＜選択肢＞
1） 定めている 2） 定めていない

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　不適切な方法で提供・移転が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の提供・移転（委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対
する措置

3） 課題が残されている

 リスク３：　誤った情報を提供・移転してしまうリスク、誤った相手に提供・移転してしまうリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞
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2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　安全が保たれない方法によって入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・中間サーバーは、個人情報保護委員会との協議を経て、内閣総理大臣が設置・管理する情報提供ネッ
トワークシステムを使用した特定個人情報の入手のみ実施できるよう設計されるため、安全性が担保さ
れている。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリティを維持した
行政専用のネットワーク（総合行政ネットワーク等）を利用することにより、安全性を確保している。
・中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに、通
信を暗号化することで安全性を確保している。

] 接続しない（提供）

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・情報照会機能（※１）により、情報提供ネットワークシステムに情報照会を行う際には、情報提供許可証
の発行と照会内容の照会許可用照合リスト（※２）との照合を情報提供ネットワークシステムに求め、情
報提供ネットワークシステムから情報提供許可証を受領してから情報照会を実施することになる。そのた
め、番号法上認められた情報連携以外の照会を拒否する機能を備えており、目的外提供やセキュリティ
リスクに対応している。
・中間サーバーの職員認証・権限管理機能（※３）では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログア
ウトを実施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切な
オンライン連携を抑止する仕組みになっている。
（※１）情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の照会及び照会した情報の受領を行う機
能
（※２）番号法の規定による情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の提供に係る情報
照会者、情報提供者、事務及び特定個人情報を一覧化し、情報照会の可否を判断するために使用する
もの。
（※３）中間サーバーを利用する職員の認証と職員に付与された権限に基づいた各種機能や特定個人
情報へのアクセス制御を行う機能

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている

 ６．情報提供ネットワークシステムとの接続 [ ] 接続しない（入手） [ ○

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク

 リスクに対する措置の内容

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
　 中間サーバーは、個人情報保護委員会との協議を経て、内閣総理大臣が設置・管理する情報提供
ネットワークシステムを使用して、情報提供用個人識別符号により紐付けられた照会対象者に係る特定
個人情報を入手するため、正確な照会対象者に係る特定個人情報を入手することが担保されている。

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている
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1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク

 リスクに対する措置の内容

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・中間サーバーは、情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の入手のみを実施するた
め、漏えい・紛失のリスクに対応している（※）。
・既存システムからの接続に対し認証を行い、許可されていないシステムからのアクセスを防止する仕組
みを設けている。
・情報照会が完了又は中断した情報照会結果については、一定期間経過後に当該結果を情報照会機
能において自動で削除することにより、特定個人情報が漏えい・紛失するリスクを軽減している。
・中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウトを
実施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオン
ライン連携を抑止する仕組みになっている。
（※）中間サーバーは、情報提供ネットワークシステムを使用して特定個人情報を送信する際、送信する
特定個人情報の暗号化を行っており、照会者の中間サーバーでしか復号できない仕組みになっている。
そのため、情報提供ネットワークシステムでは復号されないものとなっている。
＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリティを維持した
行政専用のネットワーク（総合行政ネットワーク等）を利用することにより、漏えい･紛失のリスクに対応し
ている。
・中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに、通
信を暗号化することで漏えい･紛失のリスクに対応している。
・中間サーバー･プラットフォーム事業者の業務は、中間サーバー・プラットフォームの運用、監視・障害
対応等であり、業務上、特定個人情報へはアクセスすることはできない。

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
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 リスク５：　不正な提供が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク６：　不適切な方法で提供されるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 情報提供ネットワークシステムとの接続に伴うその他のリスク及びそのリスクに対する措置

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウトを実施した職員、時刻、操作内容
の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオンライン連携を抑止する仕組みになっている。
・情報連携においてのみ、情報提供用個人識別符号を用いることがシステム上担保されており、不正な名寄せが行われるリスクに対応
している。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリティを維持した行政専用のネットワーク（総合
行政ネットワーク等）を利用することにより、安全性を確保している。
・中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに、通信を暗号化することで安全性を確
保している。
・中間サーバー・プラットフォームでは、特定個人情報を管理するデータベースを地方公共団体ごとに区分管理（アクセス制御）しており、
中間サーバー・プラットフォームを利用する団体であっても他団体が管理する情報には一切アクセスできない。
・特定個人情報の管理を地方公共団体のみが行うことで、中間サーバー・プラットフォームの事業者における情報漏えい等のリスクを極
小化する。

3） 課題が残されている

 リスク７：　誤った情報を提供してしまうリスク、誤った相手に提供してしまうリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞
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 ７．特定個人情報の保管・消去

 リスク１：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク

 ①NISC政府機関統一基準群
[ 政府機関ではない ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れて遵守している 2） 十分に遵守している
3） 十分に遵守していない 4） 政府機関ではない

 ②安全管理体制
[ 特に力を入れて整備している ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れて整備している 2） 十分に整備している
3） 十分に整備していない

 ③安全管理規程
[ 特に力を入れて整備している ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れて整備している 2） 十分に整備している
3） 十分に整備していない

 ④安全管理体制・規程の職
員への周知

[ 特に力を入れて周知している ]
＜選択肢＞
1） 特に力を入れて周知している 2） 十分に周知している
3） 十分に周知していない

 ⑤物理的対策
[ 特に力を入れて行っている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 具体的な対策の内容

＜収納管理システムにおける措置＞
・サーバー設置個所については、入退室管理を行っている。
・業務用パソコンについては、盗難防止用ワイヤーを設置している。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバー・プラットフォームをデータセンターに構築し、設置場所への入退室管理、有人監視及び
施錠管理をすることとしている。また、設置場所はデータセンター内の専用の領域とし、他テナントとの混
在によるリスクを回避する。
・事前に申請し承認されてない物品、記憶媒体、通信機器などを不正に所持し、持出持込することがな
いよう、警備員などにより確認している。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①ガバメントクラウドについては政府情報システムのセキュリティ制度（ISMAP）のリストに登録されたクラ
ウドサービスから調達することとしており、システムのサーバー等は、クラウド事業者が保有・管理する環
境に構築し、その環境には認可された者だけがアクセスできるよう適切な入退室管理策を行っている。
②事前に許可されていない装置等に関しては、外部に持出できないこととしている。
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 ⑥技術的対策
[ 特に力を入れて行っている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 具体的な対策の内容

＜収納管理システムにおける措置＞
・収納管理システムは、庁内のみの独立したネットワークに搭載されており外部接続はしていない。
・ウィルス対策ソフトのパターンファイルの更新を定期的に行っている。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバー・プラットフォームでは、UTM（コンピューターウィルスやハッキングなどの脅威からネット
ワークを効率的かつ包括的に保護する装置）等を導入し、アクセス制限、侵入検知及び侵入防止を図る
とともに、ログの解析を行う。
・中間サーバー・プラットフォームでは、ウィルス対策ソフトを導入し、パターンファイルの更新を行う。
・導入しているOS及びミドルウェアについて、必要に応じてセキュリティパッチの適用を行う。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①国及びクラウド事業者は利用者のデータにアクセスしない契約等となっている。
②地方公共団体が委託したASP(「地方公共団体情報システムのガバメントクラウドの利用に関する基準
【第1.0版】」（令和４年１０月　デジタル庁。以下「利用基準」という。）に規定する「ASP」をいう。以下同
じ。)又はガバメントクラウド運用管理補助者（利用基準に規定する「ガバメントクラウド運用管理補助者」
をいう。以下同じ。）は、ガバメントクラウドが提供するマネージドサービスにより、ネットワークアクティビ
ティ、データアクセスパターン、アカウント動作等について継続的にモニタリングを行うとともに、ログ管理
を行う。
③クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対するセキュリティの脅威に対し、脅威検出やDDos対策を24
時間365日講じる。
④クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対し、ウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイルの更新を
行う。
⑤地方公共団体が委託したASP又はガバメントクラウド運用管理補助者は、導入しているOS及びミドル
ウエアについて、必要に応じてセキュリティパッチの適用を行う。
⑥ガバメントクラウドの特定個人情報を保有するシステムを構築する環境は、インターネットとは切り離さ
れた閉域ネットワークで構成する。
⑦地方公共団体やASP又はガバメントクラウド運用管理補助者の運用保守地点からガバメントクラウド
への接続については、閉域ネットワークで構成する。
⑧地方公共団体が管理する業務データは、国及びクラウド事業者がアクセスできないよう制御を講じる。

 ⑦バックアップ
[ 特に力を入れて行っている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 ⑧事故発生時手順の策定・
周知

[ 特に力を入れて行っている ]
＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 ⑨過去３年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関
する重大事故が発生したか

[ 発生なし ]
＜選択肢＞
1） 発生あり

 ⑩死者の個人番号 [ 保管している ]
＜選択肢＞
1） 保管している 2） 保管していない

2） 発生なし

 その内容

 再発防止策の内容

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 具体的な保管方法 生存者の個人番号と同様の方法で安全管理措置を講じている。

 その他の措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
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 リスク２：　特定個人情報が古い情報のまま保管され続けるリスク

 リスクに対する措置の内容
収納情報は、住民等からの納付実績に基づき、更新を行ったうえで住民等に督促を行い、住民等の側
でも確認しているため古い情報のまま保管され続けることはない。

 リスク３：　特定個人情報が消去されずいつまでも存在するリスク

 消去手順 [ 定めている ]
＜選択肢＞
1） 定めている 2） 定めていない

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の保管・消去におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

 手順の内容

地方税法に基づき保存年限を7年間とし、保存年限を経過した帳票等については、外部事業者による溶
解処理を行い廃棄している。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
データの復元がなされないよう、クラウド事業者において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等に準拠したプ
ロセスにしたがって確実にデータを消去する。

 その他の措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
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Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策 ※（７．リスク１⑨を除く。）

 １．特定個人情報ファイル名

４　滞納整理情報ファイル

 ２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 対象者以外の情報の入手を
防止するための措置の内容

課税原票管理システムは、４情報等を基に対象者を特定した後、画面遷移する仕組みとなっており、対
象者以外の特定個人情報を誤って閲覧することがないシステムである。

2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　不適切な方法で入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容
滞納整理業務では特定個人情報を使用することがないため、区民との対応で特定個人情報を入手する
場合がない。また、特定個人情報が確認可能なシステムでは閲覧ログを保存しており、不正な閲覧が
あった場合、把握ができる体制を整えている。

 必要な情報以外を入手するこ
とを防止するための措置の内
容

課税原票管理システムに記載されている情報は、税額を決定するにあたり必要な情報のみ記載されて
いるため、業務上不必要な情報は記載されない。なお、各機関への調査は、墨田区特別区税条例施行
規則に定められた様式により照会を行い、不必要な情報を入手していない。

 その他の措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている

 リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク

 入手の際の本人確認の措置
の内容

１　住民税賦課情報ファイルに記載されている。

 個人番号の真正性確認の措
置の内容

１　住民税賦課情報ファイルに記載されている。

 特定個人情報の正確性確保
の措置の内容

課税資料及び添付書類との照合により正確性を確保している。

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 その他の措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク

 リスクに対する措置の内容
・紙媒体による申告情報は、事務処理の段階ごとに事務室内に保管場所を定め、漏えい・紛失を防止し
ている。
・システムからの課税対象者情報の入手では、専用線を経由して情報漏えい・紛失を防止している。

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の入手（情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置
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 リスク１：　目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行われるリスク

 宛名システム等における措置
の内容

特定個人情報については紐づけを行わない。

 事務で使用するその他のシス
テムにおける措置の内容

その他のシステムについても特定個人情報は紐づけは行わない。

 その他の措置の内容

 ３．特定個人情報の使用

 リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって不正に使用されるリスク

 ユーザ認証の管理 [ 行っている ]
＜選択肢＞
1） 行っている 2） 行っていない

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 具体的な管理方法
システムを利用する必要がある職員を特定し機能を制限している。また、システムにアクセスするには
ユーザーID・生体認証・パスワードによる認証が必要である。

 アクセス権限の発効・失効の
管理

[ 行っている ]
＜選択肢＞
1） 行っている 2） 行っていない

 具体的な管理方法 毎年度、課税原票管理システム及び住民基本台帳ネットワークシステムの管理者が管理している。

 アクセス権限の管理 [ 行っている ]
＜選択肢＞
1） 行っている

2) 記録を残していない

 具体的な方法 システムの閲覧についてログを保管している。

 その他の措置の内容

2） 行っていない

 具体的な管理方法 毎年度、課税原票管理システム及び住民基本台帳ネットワークシステムの管理者が管理している。

 特定個人情報の使用の記録 [ 記録を残している ]
＜選択肢＞
1） 記録を残している

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク３：　従業者が事務外で使用するリスク

 リスクに対する措置の内容

・不適切なアクセスの監視及びアクセスログの種類に応じた定期的な管理を行っている。また、業務外利
用した場合には特定可能であることを税務課職員に周知し、事務外での利用を抑止している。
・毎年全職員に対し、ｅ－ラーニング等のセキュリティ教育を行っている。
・他自治体や行政機関において、住民等の情報の目的外利用や情報漏えいが発生した際の新聞報道
等を課内にて情報共有している。
・会計年度職員には、業務上知り得た情報の業務外利用の禁止に関する条項を含む誓約書を書かせて
いる。

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の使用におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

3） 課題が残されている

 リスク４：　特定個人情報ファイルが不正に複製されるリスク

 リスクに対する措置の内容
閲覧時に特定個人情報についてはメモ等の記録を取らないよう、教育・指導している。また、地方税法２
２条、住民基本台帳法４２条、番号法による罰則があることを職員に周知している。

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
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 特定個人情報ファイルの閲覧
者・更新者の制限

[ ]
＜選択肢＞
1） 制限している 2） 制限していない

 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託 [ ○ ] 委託しない

 委託先による特定個人情報の不正入手・不正な使用に関するリスク
 委託先による特定個人情報の不正な提供に関するリスク
 委託先による特定個人情報の保管・消去に関するリスク
 委託契約終了後の不正な使用等のリスク
 再委託に関するリスク

 情報保護管理体制の確認

 具体的な制限方法

 特定個人情報ファイルの取扱
いの記録

[ ]
＜選択肢＞
1） 記録を残している 2） 記録を残していない

 具体的な方法

 特定個人情報の提供ルール [ ]
＜選択肢＞
1） 定めている

 特定個人情報の消去ルール [ ]
＜選択肢＞
1） 定めている 2） 定めていない

2） 定めていない

 委託先から他者への
提供に関するルールの
内容及びルール遵守
の確認方法

 委託元と委託先間の
提供に関するルールの
内容及びルール遵守
の確認方法

2） 定めていない

 規定の内容

 ルールの内容及び
ルール遵守の確認方
法

 委託契約書中の特定個人情
報ファイルの取扱いに関する
規定

＜選択肢＞

[ ]
1） 定めている

 具体的な方法

 その他の措置の内容

 再委託先による特定個人情
報ファイルの適切な取扱いの
確保

＜選択肢＞

[ ]
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない 4） 再委託していない

 特定個人情報ファイルの取扱いの委託におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

99



 ５．特定個人情報の提供・移転 （委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。） [ ○ ] 提供・移転しない

 リスク１：　不正な提供・移転が行われるリスク

 特定個人情報の提供・移転
の記録

[ ]
＜選択肢＞
1） 記録を残している 2） 記録を残していない

 ルールの内容及び
ルール遵守の確認方
法

 その他の措置の内容

 具体的な方法

 特定個人情報の提供・移転に
関するルール

[ ]
＜選択肢＞
1） 定めている 2） 定めていない

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　不適切な方法で提供・移転が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の提供・移転（委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対
する措置

3） 課題が残されている

 リスク３：　誤った情報を提供・移転してしまうリスク、誤った相手に提供・移転してしまうリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞
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2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　安全が保たれない方法によって入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

] 接続しない（提供）

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている

 ６．情報提供ネットワークシステムとの接続 [ ○ ] 接続しない（入手） [ ○

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている

 リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク５：　不正な提供が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

3） 課題が残されている

 リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク６：　不適切な方法で提供されるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている

 情報提供ネットワークシステムとの接続に伴うその他のリスク及びそのリスクに対する措置

3） 課題が残されている

 リスク７：　誤った情報を提供してしまうリスク、誤った相手に提供してしまうリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞
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 ７．特定個人情報の保管・消去

 リスク１：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク

 ①NISC政府機関統一基準群
[ 政府機関ではない ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れて遵守している 2） 十分に遵守している
3） 十分に遵守していない 4） 政府機関ではない

 ②安全管理体制
[ 特に力を入れて整備している ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れて整備している 2） 十分に整備している
3） 十分に整備していない

 ③安全管理規程
[ 特に力を入れて整備している ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れて整備している 2） 十分に整備している
3） 十分に整備していない

 ④安全管理体制・規程の職
員への周知

[ 特に力を入れて周知している ]
＜選択肢＞
1） 特に力を入れて周知している 2） 十分に周知している
3） 十分に周知していない

 ⑤物理的対策
[ 特に力を入れて行っている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 具体的な対策の内容

＜課税原票管理システム及び住民基本台帳ネットワークシステムにおける措置＞
・サーバー設置個所については、入退室管理を行っている。
・業務用パソコンについては、盗難防止用ワイヤーを設置している。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバー・プラットフォームをデータセンターに構築し、設置場所への入退室管理、有人監視及び
施錠管理をすることとしている。また、設置場所はデータセンター内の専用の領域とし、他テナントとの混
在によるリスクを回避する。
・事前に申請し承認されてない物品、記憶媒体、通信機器などを不正に所持し、持出持込することがな
いよう、警備員などにより確認している。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①ガバメントクラウドについては政府情報システムのセキュリティ制度（ISMAP）のリストに登録されたクラ
ウドサービスから調達することとしており、システムのサーバー等は、クラウド事業者が保有・管理する環
境に構築し、その環境には認可された者だけがアクセスできるよう適切な入退室管理策を行っている。
②事前に許可されていない装置等に関しては、外部に持出できないこととしている。

102

TAKEUCHI-GEN
ハイライト表示

TAKEUCHI-GEN
ハイライト表示



 ⑥技術的対策
[ 特に力を入れて行っている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 具体的な対策の内容

＜課税原票管理システム及び住民基本台帳ネットワークシステムにおける措置＞
・課税原票管理システム及び住民基本台帳ネットワークシステムは閲覧のみに制限している。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバー・プラットフォームでは、UTM（コンピューターウィルスやハッキングなどの脅威からネット
ワークを効率的かつ包括的に保護する装置）等を導入し、アクセス制限、侵入検知及び侵入防止を図る
とともに、ログの解析を行う。
・中間サーバー・プラットフォームでは、ウィルス対策ソフトを導入し、パターンファイルの更新を行う。
・導入しているOS及びミドルウェアについて、必要に応じてセキュリティパッチの適用を行う。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①国及びクラウド事業者は利用者のデータにアクセスしない契約等となっている。
②地方公共団体が委託したASP(「地方公共団体情報システムのガバメントクラウドの利用に関する基準
【第1.0版】」（令和４年１０月　デジタル庁。以下「利用基準」という。）に規定する「ASP」をいう。以下同
じ。)又はガバメントクラウド運用管理補助者（利用基準に規定する「ガバメントクラウド運用管理補助者」
をいう。以下同じ。）は、ガバメントクラウドが提供するマネージドサービスにより、ネットワークアクティビ
ティ、データアクセスパターン、アカウント動作等について継続的にモニタリングを行うとともに、ログ管理
を行う。
③クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対するセキュリティの脅威に対し、脅威検出やDDos対策を24
時間365日講じる。
④クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対し、ウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイルの更新を
行う。
⑤地方公共団体が委託したASP又はガバメントクラウド運用管理補助者は、導入しているOS及びミドル
ウエアについて、必要に応じてセキュリティパッチの適用を行う。
⑥ガバメントクラウドの特定個人情報を保有するシステムを構築する環境は、インターネットとは切り離さ
れた閉域ネットワークで構成する。
⑦地方公共団体やASP又はガバメントクラウド運用管理補助者の運用保守地点からガバメントクラウド
への接続については、閉域ネットワークで構成する。
⑧地方公共団体が管理する業務データは、国及びクラウド事業者がアクセスできないよう制御を講じる。

 ⑦バックアップ
[ ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 ⑧事故発生時手順の策定・
周知

[ 特に力を入れて行っている ]
＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 ⑨過去３年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関
する重大事故が発生したか

[ 発生なし ]
＜選択肢＞
1） 発生あり

 ⑩死者の個人番号 [ 保管していない ]
＜選択肢＞
1） 保管している 2） 保管していない

2） 発生なし

 その内容

 再発防止策の内容

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　特定個人情報が古い情報のまま保管され続けるリスク

 リスクに対する措置の内容
課税対象者の情報は、各種申告情報に基づき、更新・賦課を行ったうえで住民に対して税額通知を行
い、住民側でも確認しているので、古い情報のまま保管され続けることはない。

 具体的な保管方法

 その他の措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている
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 リスク３：　特定個人情報が消去されずいつまでも存在するリスク

 消去手順 [ 定めている ]
＜選択肢＞
1） 定めている 2） 定めていない

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の保管・消去におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

 手順の内容

地方税法に基づき、保存年限を７年間とし、保存期間を過ぎた申告書及び届出書等については、外部業
者による溶解処理を行い、廃棄している。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
データの復元がなされないよう、クラウド事業者において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等に準拠したプ
ロセスにしたがって確実にデータを消去する。

 その他の措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
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 具体的なチェック方法

 具体的な内容

＜住民税システムの運用における措置＞
   国のチェックリスト等を活用し、年１回、評価書の記載内容どおりの運用がなされているか各担当部署
がチェックし、確認する。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
　 運用規則等に基づき、中間サーバー・プラットフォームの運用に携わる職員及び事業者に対し、定期
的に自己点検を実施する。

＜住民税システムの運用における措置＞
以下の観点による内部監査を年１回実施し、監査結果を踏まえて体制や規定を改善する。
・評価書の記載事項と運用形態のチェック
・個人情報保護に関する規定、体制の整備
・個人情報保護に関する人的安全管理措置
・職員の役割及び責任の明確化、安全管理措置の周知・教育
・個人情報保護に関する技術的安全管理措置

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
　 運用規則等に基づき、中間サーバー・プラットフォームについて、定期的に監査を行う。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
ガバメントクラウドについては政府情報システムのセキュリティ制度（ISMAP）のリストに登録されたクラウ
ドサービスから調達することとしており、ISMAPにおいて、クラウドサービス事業者は定期的にISMAP監
査機関リストに登録された監査機関による監査を行うこととしている。

 従業者に対する教育・啓発

＜選択肢＞

Ⅳ　その他のリスク対策 ※

 １．監査

 ①自己点検
十分に行っている[

＜選択肢＞
1) 特に力を入れて行っている 2) 十分に行っている

3) 十分に行っていない

]

 具体的な方法

3) 十分に行っていない

1) 特に力を入れて行っている 2) 十分に行っている

＜住民税システムの運用における措置＞
・職員等（会計年度職員等を含む。）に対し、課内研修において個人情報保護について指導するととも
に、全庁的な個人情報保護に関する研修を受講する。
・違反行為を行った者に対してはその都度指導を行うこととするが、違反行為の程度によっては懲戒の
対象となりうる。
・委託事業者に対しては、契約条項に「個人情報等の取扱いに関する特記事項」を定め、契約を締結し
ている。

＜中間サーバー・プラットホームにおける措置＞
・IPA（情報処理推進機構）が提供する最新の情報セキュリティ教育用資料等を基にセキュリティ教育資
材を作成し、中間サーバー・プラットホームの運用に携わる職員及び事業者に対し、運用規則（持続運
用規定等）や情報セキュリティに関する教育を年次（年2回）及び随時（新規要員着任時）実施することと
してる。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
中間サーバー・プラットフォームを活用することにより、統一した設備環境による高レベルのセキュリティ管理（入退室管理等）、ＩＴリテラ
シーの高い運用担当者によるセキュリティリスクの低減、技術力の高い運用担当者による均一的で安定したシステム運用・監視等を実
施する。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
ガバメントクラウド上での業務データの取扱いについては、当該業務データを保有する地方公共団体及びその業務データの取扱いにつ
いて委託を受けるASP又はガバメントクラウド運用管理補助者が責任を有する。ガバメントクラウド上での業務アプリケーションの運用等
に障害が発生する場合等の対応については、原則としてガバメントクラウドに起因する事象の場合は、国はクラウド事業者と契約する立
場から、その契約を履行させることで対応する。また、ガバメントクラウドに起因しない事象の場合は、地方公共団体に業務アプリケー
ションサービスを提供するASP又はガバメントクラウド運用管理補助者が対応するものとする。
具体的な取り扱いについて、疑義が生じる場合は、地方公共団体とデジタル庁及び関係者で協議を行う。

3) 十分に行っていない

2) 十分に行っている1) 特に力を入れて行っている
]十分に行っている[

 ２．従業者に対する教育・啓発

 ②監査

[ ]

＜選択肢＞

 ３．その他のリスク対策

十分に行っている
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Ⅴ　開示請求、問合せ
 １．特定個人情報の開示・訂正・利用停止請求

 ①請求先
墨田区区民部税務課税務係
〒130-8648　東京都墨田区吾妻橋一丁目23番20号
℡：03-5608-6008

 ②請求方法 指定様式を定め、書面の提出により開示・訂正・利用停止請求を受付ける。

 特記事項

 ③手数料等
[ 無料 ]

＜選択肢＞
1) 有料 2) 無料

（手数料額、納付方法： ）

 ④個人情報ファイル簿の公表 [ 行っている ]
＜選択肢＞
1) 行っている 2) 行っていない

 個人情報ファイル名

１　住民税賦課情報ファイル
２　軽自動車税賦課情報ファイル
３　収納管理情報ファイル
４　滞納整理情報ファイル

 公表場所 区役所１階　区民情報コーナー

 ②対応方法 問合せがあった場合、問合せの内容と対応の経過について記録を残す。

 ⑤法令による特別の手続 －

 ⑥個人情報ファイル簿への不
記載等

－

 ２．特定個人情報ファイルの取扱いに関する問合せ

 ①連絡先

墨田区区民部税務課税務係
郵便番号130-8648
東京都墨田区吾妻橋一丁目２３番２０号
電話：03-5608-6008
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 ①実施日

 ②方法

 ④主な意見の内容

 ⑤評価書への反映

 ３．第三者点検

意見は0件であった。

Ⅵ　評価実施手続

 ①方法

 ③期間を短縮する特段の理
由

 ２．国民・住民等からの意見の聴取

 ②実施日・期間 令和7年2月1日（土）から令和7年3月3日（月）まで

ホームページ、「区のお知らせ」、ツイッター、フェイスブックで周知の上、ホームページ及び墨田区役所
で評価書を閲覧に供し、意見を募集した。

 １．基礎項目評価

 ①実施日 令和6年7月29日

 ②しきい値判断結果

基礎項目評価及び全項目評価の実施が義務付けられる[ ]

 ４．個人情報保護委員会の承認　【行政機関等のみ】

 ①提出日

 ②個人情報保護委員会によ
る審査

 ③結果

4) 特定個人情報保護評価の実施が義務付けられない（任意に全項目評価を実施）
3) 基礎項目評価の実施が義務付けられる（任意に全項目評価を実施）
2) 基礎項目評価及び重点項目評価の実施が義務付けられる（任意に全項目評価を実施）
1) 基礎項目評価及び全項目評価の実施が義務付けられる
＜選択肢＞
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別紙４のとおり 別紙４のとおり 別紙４のとおり 事前

令和5年6月26日 別紙４のとおり 別紙４のとおり 別紙４のとおり 事後

令和6年7月29日 別紙４のとおり 別紙４のとおり 別紙４のとおり 事後

令和4年6月16日 別紙４のとおり 別紙４のとおり 別紙４のとおり 事後

令和5年3月31日 別紙４のとおり 別紙４のとおり 別紙４のとおり 事後

令和3年6月10日 別紙４のとおり 別紙４のとおり 別紙４のとおり 事後

令和4年3月23日 別紙４のとおり 別紙４のとおり 別紙４のとおり 事後

令和3年3月31日 別紙４のとおり 別紙４のとおり 別紙４のとおり 事後
職員の名称の変更に伴うもの
であり、重要な変更には当た
らない。

令和2年6月12日 別紙４のとおり 別紙４のとおり 別紙４のとおり 事後

令和2年10月9日 別紙４のとおり 別紙４のとおり 別紙４のとおり 事後

別紙４のとおり 別紙４のとおり 別紙４のとおり 事後

令和3年3月31日 別紙４のとおり 別紙４のとおり 別紙４のとおり 事前

（別添３）変更箇所
提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

平成30年9月28日 別紙４のとおり 別紙４のとおり 別紙４のとおり 事前

令和1年6月18日 別紙４のとおり 別紙４のとおり 別紙４のとおり 事後

令和1年11月30日
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 （別添1） 事務の内容

（備考）

① 国税庁・他自治体・給与支払者・年金保険者・住民から申告情報を取得する。
② eLTAXにて受信した電子申告等データを住民税システムに取込を行う。
③ ①・②で取得した申告情報の入力を行う。一部の単純・反復的な内容については、RPAツールにより入力させる。
④ ①・②で取得した課税資料を課税原票管理システムに登録し、課税資料の画像を随時閲覧できるようにする。
⑤ 当初課税時においては大量の給与支払報告書等が届くため、課税原票管理システムで登録後にOCR処理し、データ化させる。
⑥ ⑤で取得した給与支払報告書等のデータを住民税システムに取込を行う。
⑦ 賦課に必要な情報（生活保護・障害等）を照会し取得する。
　　（対象者が区内在住の場合は団体内統合宛名システム経由、区外在住の場合は中間サーバー経由）
⑧ 団体内統合宛名システム経由で住基情報を取得する。住民登録がなく、個人番号が特定できない者は、
　　本人、勤務先又は住民基本台帳ネットワークシステムに照会し、所在地及び個人番号を特定する。
⑨ eLTAXにて送信する回送資料データや税額通知データ等をeLTAX各種システムに格納する。
⑩ 他自治体の資料については当該自治体へ回送する。
⑪ 課税決定者への納税通知、給与支払者・年金保険者への税額通知等を通知する。
⑫ 作成された賦課情報を団体内統合宛名システム経由で中間サーバーへ提供する。
⑬ 作成された賦課情報を団体内統合宛名システム経由で庁内各業務システムへ移転する。
⑭ 賦課情報に基づき、申請に応じて課税・非課税証明書を発行する。
⑮ 減免申請者に対し、減免決定を行い、決定通知書を送付する。この処理において、必要が生じた場合、団体内統合宛名システム又
は住民基本台帳ネットワークに照会し、所在地及び個人番号を特定する。また、必要に応じて、団体内統合宛名システム又は情報提供
ネットワークシステムを介して生活保護関係情報等を取得する。

１ 個人住民税・森林環境税の賦課業務

住 民

年金保険者

住民税システム

庁
内
各
業
務
シ
ス
テ
ム

①申告（住民税申告）

電子

⑪税額通知

紙

電子

電子

紙

紙

電子

③入力

③入力

②取込 ③入力

⑩資料の回送

他自治体

③入力

②取込 ③入力

紙

電子

②取込 ③入力

③入力

電子

③入力

⑧照会の回答

国 税 庁

⑫提供

⑦取得

⑬移転

⑪税額通知

⑪税額通知等

⑨格納

⑨格納

給与支払者

紙

紙

①申告（給与支払報

告書等・異動届等）

②取込

⑦取得

①資料の回送

①申告（年金支払報告書）

⑭税証明の発行

⑭税証明の申請

⑧照会
紙

審
査
・
連
携
シ
ス
テ
ム

国
税
連
携
シ
ス
テ
ム電子

⑩資料の回送 ⑨格納

⑪納税通知等
紙

⑧照会の回答
紙

⑧照会
紙

⑧取得

媒体

紙

媒体

媒体

媒体

④閲覧

④登録

課
税
原
票
管
理
シ
ス
テ
ム

媒体

住
民
税
賦
課
情
報
フ
ァ
イ
ル

（
e
L
T
A
X
）

団
体
内
統
合
宛
名
シ
ス
テ
ム

（
e
L
T
A
X
）

中

間

サ

ー

バ

ー

情
報
提
供
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム

住
民
基
本
台
帳

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム

⑧照会

⑧照会の回答

電子

電子

紙

紙 ⑮決定通知等

⑮減免の申請

⑥取込

課税原票管理システム

①申告（確定申告

⑤OCR処理⑤登録

【墨 田 区】

ガバメントクラウド
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（別添１）事務の内容

２ 軽自動車税賦課関連業務

③軽自動車税（環境性能割・種別割）申告書（報告書）や課税物件異動通知書を旧課税自治体に対し送付する。また、住民票情報等

を照会する。

④減免申請者に対し、減免決定を行い、決定通知書を送付する。この処理において、必要が生じた場合、団体内統合宛名システム又は

住民基本台帳ネットワークに照会し、所在地及び個人番号を特定する。また、必要に応じて団体内統合宛名システム又は情報提供ネッ

トワークシステムを介して生活保護関係情報等を取得する。

⑤軽自動車税賦課に当たって必要な情報を団体内統合宛名システムを介して情報照会を行う。

（備考）

他市区

町村

（
軽
自
動
車
税
シ
ス
テ

ム
）住

民
税
シ
ス
テ
ム

住 民

収納管理情報ファイル

軽自動車税賦課情報ファイル

①
申
告
情
報

検
査
情
報
取
得

④
減
免

①
申
告
書
提
出
・書
類
交
付

団体内統合宛名システム

情報提供ネットワークシステム

中間サーバー

⑤
各
種
提
供
情
報
取
得

庁内各業務
システム

②
税
額
通
知

住民基本台帳ネットワークシステム

②
住
基
情
報
取
得

③
各
種
書
類
送
付

地方公共団体情報システム機構

地方税共同機構

②賦課処理をし、住民等に対し、納税通知書を送付する。墨田区に住民登録がなく住所地が特定できない場合は、住民票関係情報を

住民基本台帳ネットワークシステム経由で取得する。

①住民や全国軽自動車協会連合会からの軽自動車税（種別割）申告（報告）書兼標識交付申請書等の提出（四輪の新車登録は電子

申告（地方税共同機構から軽OSS連携システム経由も選択可））を受け、それを基に課税情報を入力・管理する。また、住民からの申

告書の提出に対し、標識交付証明書を交付する。地方公共団体情報システム機構から軽自動車検査情報市区町村提供システム経

由で軽自動車検査情報を取得する。

全国軽自動車検査協会連合会

①

課
税
・収
納
情
報

ガバメントクラウド
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（別添１）事務の内容

（備考）

情報提供ネットワークシステムを介して公金受取口座情報を取得し、処理する。
⑤納期限までに完納とならない場合は、地方税法に基づき住民等に督促状を発送する。
⑥収納情報に基づき、申請に応じて各税目の納税証明書を発行する。

⑦軽自動車税納付確認システムを経由して納付情報の登録・照会を行う。

①住民票関係情報を団体内統合宛名システム経由で取得する。墨田区に住民登録がなく住所地が特定
できない場合は、住民票関係情報を住民基本台帳ネットワークシステム経由で取得する。
②個人住民税及び軽自動車税の賦課情報を各システムから取得する。
③指定金融機関、収納代行業者、eLTAX等から住民等が納付、納入した情報を取得する。また納付書発
行データ等を共通納税システムを経由して送付する。
④過納付又は誤納付が発生した場合は、住民等に通知し、還付又は充当を行う。また、住民より公的給
付支給等口座登録簿関係資料に登録された公金受取口座での還付金受取の意思表示がある場合は、

３ 収納関連業務

収納管理

情報ファイル

住民税賦課

情報ファイル
軽自動車税賦課

情報ファイル

住民税システム

住民

申請者

軽自動車税

納付確認

システム

指定金融機関 収納代行業者

eLTAX

共通納税

②賦課情報取得

⑤督促状データ

出力・送付

④還付・

充当データ出力、通知

⑦納付情報の

登録・照会

③納入済通知書・

収納データ

団体内統合宛名システム

中間サーバー

情報提供ネットワークシステム

住民基本台帳ネットワークシステム

滞納管理システム

①住民票関係情報取得

④公金受取口座情報取

⑥納税証明書発行

ガバメントクラウド

【墨田区】
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（別添１）事務の内容

（備考）

①賦課システムから課税情報、収納システムから収納情報を元に納付状況を確認
②住民に対し、納税指導を行う。
③他市区町村へ照会・回答を行う。
④差押などの滞納処分を執行する。
⑤墨田区に住民登録がなく住所地が特定できない場合は、住民票関係情報を住民基本台帳ネットワ
　ークシステム経由で取得する。

４ 滞納整理関連業務

住民税システム

・納付状況確認

他市区町村

住民税賦課情報ファイル

軽自動車税賦課情報ファイル

収納管理情報ファイル

③
実
態
調
査

滞納管理システム
（滞納整理情報ファイル）

・実態調査照会、回答書

・住民票交付請求書

・戸籍謄交付申請書

④
滞
納
処
分

執行機関

・処分調書発行

・配当受入

住民

・納税相談

・分納誓約

・納税催告書発行

・納付書発行団体内統合宛名システム

住民基本台帳

ネットワークシステム

⑤
照
会

・本人住所地

②
納
税
指
導

①
課
税
・
収
納
情
報

ガ
バ
メ
ン
ト
ク
ラ
ウ
ド
Ｂ

ガバメントクラウドＡ
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［

（］ その他

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

国家公務員共済組合

番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　65の項

[ ]

＜選択肢＞

1） 1万人未満

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

] 紙

個人住民税の課税対象者

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [

[

国家公務員共済組合法による短期給付の支給に関する事務

個人住民税関係情報

10万人以上100万人未満

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

] 専用線

] 電子メール [

[ ] フラッシュメモリ

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

 ⑥提供方法

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②提供先における用途
国家公務員共済組合法又は国家公務員共済組合法の長期給付に関する施行法による
年金である給付の支給に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

[

] その
他

（ ）

 ⑦時期・頻度

[

照会を受けた都度

 ５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）

住民税賦課ファイルの提供先２１以降

 提供先22 国家公務員共済組合連合会

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　66の項

 提供先21

 ①法令上の根拠

 ②提供先における用途

 ③提供する情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［

［ ］ フラッシュメモリ
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2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②提供先における用途 国民健康保険法による保険給付の支給又は保険料の徴収に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

 提供先23 市町村長又は国民健康保険組合

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　69の項

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②提供先における用途
国民年金法による年金である給付若しくは一時金の支給、保険料の納付に関する処分
又は保険料その他徴収金の徴収に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 提供先24 厚生労働大臣

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　73の項

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度
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2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②提供先における用途
住宅地区改良法による改良住宅の管理若しくは家賃若しくは敷金の決定若しくは変更
又は収入超過者に対する措置に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

 提供先25 住宅地区改良法第2条第2項に規定する施行者である都道府県知事又は市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　76の項

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②提供先における用途 児童扶養手当法による児童扶養手当の支給に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 提供先26 都道府県知事等

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　81の項

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度
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2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②提供先における用途 地方公務員等共済組合法による短期給付の支給に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

 提供先27 地方公務員共済組合

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　83の項

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②提供先における用途
地方公務員等共済組合法又は地方公務員等共済組合法の長期給付等に関する施行
法による年金である給付の支給に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 提供先28 地方公務員共済組合又は全国市町村職員共済組合連合会

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　84の項

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度
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2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②提供先における用途 老人福祉法による福祉の措置に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

 提供先29 市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　86の項

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②提供先における用途 老人福祉法による費用の徴収に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 提供先30 市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　87の項

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度
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2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②提供先における用途
母子及び父子並びに寡婦福祉法による償還未済額の免除又は資金の貸付けに関する
事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

 提供先31 都道府県知事

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　88の項

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②提供先における用途
母子及び父子並びに寡婦福祉法による配偶者のない者で現に児童を扶養しているもの
又は寡婦についての便宜の供与に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 提供先32 都道府県知事又は市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　89の項

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度
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2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②提供先における用途 母子及び父子並びに寡婦福祉法による給付金の支給に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

 提供先33 都道府県知事等

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　90の項

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②提供先における用途
特別児童扶養手当等の支給に関する法律による特別児童扶養手当の支給に関する事
務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 提供先34 厚生労働大臣又は都道府県知事

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　91の項

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度
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2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②提供先における用途
特別児童扶養手当等の支給に関する法律による障害児福祉手当若しくは特別障害者
手当又は昭和60年法律第34号附則第97条第1項の福祉手当の支給に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

 提供先35 都道府県知事等

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　92の項

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②提供先における用途 母子保健法による費用の徴収に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 提供先36 市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　96の項

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度
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2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②提供先における用途
労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関す
る法律による職業転換給付金の支給に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

 提供先37 厚生労働大臣又は都道府県知事

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　98の項

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②提供先における用途 児童手当法による児童手当又は旧特例給付の支給に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 提供先38 市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　106の項

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度
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2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②提供先における用途
高齢者の医療の確保に関する法律による後期高齢者医療給付の支給又は保険料の徴
収に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

 提供先39 後期高齢者医療広域連合

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　115の項

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 提供先40 削除

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

10

TAKEUCHI-GEN
ハイライト表示



1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

］ 紙

［ ］ その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②提供先における用途
中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配
偶者の自立の支 援に関する法律による支 援給付の支給に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

［ ］ 電子メール

 提供先42 都道府県知事等

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　125の項

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②提供先における用途 特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律による賃貸住宅の管理に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

 提供先41
特定の優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律第十八条第二項に規定する賃貸住
宅の建設及び管理を行う都道府県知事又は市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　124の項

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［ ］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

［ ］ フラッシュメモリ ［

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度
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2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②提供先における用途
平成8年法律第82号附則第16条第3項の規定により厚生年金保険の実施者たる政府が
支給するものとされた年金である給付の支給に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

 提供先43 厚生労働大臣

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　129の項

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②提供先における用途
平成8年法律第82号による年金である長期給付又は年金である給付の支給に関する事
務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 提供先44
平成8年法律第82号附則第32条第2項に規定する存続組合又は平成8年法律第82号附
則第48条第1項に規定する指定基金

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　130の項

］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度
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2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②提供先における用途
介護保険法による保険給付の支給、地域支援事業の実施又は保険料の徴収に関する
事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

 提供先45 市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　132の項

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②提供先における用途
感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律による費用の負担又は療
養費の支給に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 提供先46 都道府県知事又は保健所を設置する市の長

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　137の項

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度
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2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②提供先における用途
厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁
業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律附則第16条第3項の規定により厚生年
金保険の実施者たる政府が支給するものとされた年金である給付の支給に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

 提供先47 厚生労働大臣

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　138の項

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 提供先48 削除
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2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②提供先における用途

独立行政法人農業者年金基金法による農業者年金事業の給付の支給若しくは保険料
その他徴収金の徴収又は同法附則第6条第1項第1号の規定により、独立行政法人農
業者年金基金が行うものとされた平成13年法律第39号による改正前の農業者年金基
金法若しくは平成2年法律第21号による改正前の農業者年金基金法による給付の支給
に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

 提供先49 独立行政法人農業者年金基金

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　140の項

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②提供先における用途 独立行政法人日本学生支援機構法による学資の貸与及び支給に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 提供先50 独立行政法人日本学生支援機構

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　141の項

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

15



2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②提供先における用途
特定障害者に対する特別障害給付金の支給に関する法律による特別障害給付金の支
給に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

 提供先51 厚生労働大臣

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　142の項

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

他自治体に課税権がある者及び区外在住の課税対象者等

 ②提供先における用途
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律による自立支援給付
の支給又は地域生活支援事業の実施に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 提供先52 都道府県知事又は市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　144の項

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度
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2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②提供先における用途 高等学校等就学支援金の支給に関する法律による就学支援金の支給に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

 提供先53 文部科学大臣、都道府県知事又は都道府県教育委員会

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　151の項

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②提供先における用途
職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律による職業訓練受講
給付金の支給に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 提供先54 厚生労働大臣

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　152の項

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （
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 提供先55 削除

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②提供先における用途
子ども・子育て支援法による子どものための教育・保育給付の支給若しくは子育てのた
めの施設等利用給付の支給又は地域子ども・子育て支援事業の実施に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

 提供先56 市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　155の項

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （
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［ ］ その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

［ ］ フラッシュメモリ ［ ］ 紙

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②提供先における用途 難病の患者に対する医療等に関する法律による特定医療費の支給に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

 提供先57 都道府県知事

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　158の項

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［ ］ 専用線

［ ］ 電子メール ［

 提供先58 教育委員会事務局学務課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例

 ②提供先における用途 墨田区就学援助費支給要綱による就学援助費の支給に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
1万人以上10万人未

満
］

2） 1万人以上10万人未満
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通信経路の一部は暗号化されたインターネット回線を使用

［ ○ ］ 紙

［ ○ ］ その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 賦課決定時及び変更時

 ②提供先における用途 給与所得に係る個人住民税等における特別徴収に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥提供方法

［ ］ 情報提供ネットワークシステム ［ ○ ］ 専用線

［ ］ 電子メール ［ ○
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

［ ］ フラッシュメモリ

 提供先60 給与支払者

 ①法令上の根拠 番号法第19条第1号及び地方税法第321条の4

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［ ］ 専用線

［ ］ 電子メール

［ ］ フラッシュメモリ ［ ］ 紙

［

］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

］ その他 （ ）

 提供先59 番号法第19条第9号に規定する条例事務関係情報照会者

 ①法令上の根拠
番号法第19条第9号及び行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用
等に関する法律第19条第9号に基づく特定個人情報の提供に関する規則（平成28年個
人情報保護委員会規則第5号）

 ②提供先における用途 番号法第19条第8号に準ずるものとして特定個人情報保護委員会規則で定める事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

［
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 ⑦時期・頻度 随時

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥提供方法

［ ］ 情報提供ネットワークシステム ［ ○ ］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

［ ］ フラッシュメモリ ［ ○ ］ 紙

［ ］ その他 （ ）

］ その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 賦課決定時及び変更時

 提供先62 市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第19条第10号及び地方税法第294条第3項

 ②提供先における用途
地方税法その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づく条例による地方税の
賦課徴収および森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律に基づく森林環境税の
賦課徴収に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥提供方法

［ ］ 情報提供ネットワークシステム ［ ○ ］ 専用線

［ ］ 電子メール ［ ○
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

［ ］ フラッシュメモリ ［ ］ 紙

［

 提供先61 年金保険者

 ①法令上の根拠 番号法第19条第1号、地方税法第321条の7の5第1項及び同法第321条の7の7第2項

 ②提供先における用途 年金所得に係る個人住民税等における特別徴収に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報
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 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［ ］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

［ ］ フラッシュメモリ ［ ］ 紙

［ ］ その他 （ ）

 提供先64 市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　37の項

 ②提供先における用途
身体障害者福祉法による障害福祉サービス、障害者支援施設等への入所等の措置又
は費用の徴収に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑦時期・頻度 随時

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者、その被扶養者及びその事業専従者

 ⑥提供方法

［ ］ 情報提供ネットワークシステム ［ ○ ］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

［ ］ フラッシュメモリ ［ ○ ］ 紙

［ ］ その他 （ ）

 提供先63 国税庁長官

 ①法令上の根拠 番号法第19条第10号及び地方税法第317条

 ②提供先における用途 所得税の更正決定等に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上
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 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［ ］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

［ ］ フラッシュメモリ ［ ］ 紙

［ ］ その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 提供先66 厚生労働大臣

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　156の項

 ②提供先における用途
年金生活者支援給付金の支給に関する法律による年金生活者支援給付金の支給に関
する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［ ］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

［ ］ フラッシュメモリ ［ ］ 紙

［ ］ その他 （ ）

 提供先65 市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　75の項

 ②提供先における用途
知的障害者福祉法による障害福祉サービス、障害者支援施設等への入所等の措置又
は費用の徴収に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上
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 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［ ］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

［ ］ フラッシュメモリ ［ ］ 紙

［ ］ その他 （ ）

 提供先69 総務大臣又は都道府県知事

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　4の項

 ②提供先における用途 恩給法による年金である給付又は一時金の支給に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 提供先67
公的給付の支給等の迅速かつ確実な実施のための預貯金口座の登録等に関する法
律第十条に規定する特定公的給付の支給を実施する行政機関の長等

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　160の項

 ②提供先における用途
公的給付の支給等の迅速かつ確実な実施のための預貯金口座の登録等に関する法
律による特定公的給付の支給を実施するための基礎とする情報の管理に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 提供先68 削除

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［ ］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

［ ］ フラッシュメモリ ［ ］ 紙

［ ］ その他 （ ）
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 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［ ］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

［ ］ フラッシュメモリ ［ ］ 紙

［ ］ その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 提供先71 総務大臣

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　147の項

 ②提供先における用途
国会議員互助年金法を廃止する法律又は同法附則第二条第一項の規定によりなおそ
の効力を有するものとされた同法による廃止前の国会議員互助年金法による年金であ
る給付の支給に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［ ］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

［ ］ フラッシュメモリ ［ ］ 紙

［ ］ その他 （ ）

 提供先70 市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　108の項

 ②提供先における用途
災害弔慰金の支給等に関する法律による災害弔慰金若しくは災害障害見舞金の支給
又は災害援護資金の貸付けに関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上
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 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［ ］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

［ ］ フラッシュメモリ ［ ］ 紙

［ ］ その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 提供先73 都道府県知事又は市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　163の項

 ②提供先における用途 地域優良賃貸住宅制度要綱に基づく地域優良賃貸住宅の管理に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［ ］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

［ ］ フラッシュメモリ ［ ］ 紙

［ ］ その他 （ ）

 提供先72 都道府県知事等

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　161の項

 ②提供先における用途

「生活に困窮する外国人 に対する生活保護の措置について」（昭和二十九年五月八日
付け社発第三百八十二号厚生省社会局長通知。）に基づく外国人であって生活に困窮
する者に係る保護の決定及び実施又は徴収金 の徴収の取扱に準じた生活保護関係
事務に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上
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 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［ ］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

［ ］ フラッシュメモリ ［ ］ 紙

［ ］ その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 提供先75 都道府県知事

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　165の項

 ②提供先における用途
「感染症対策特別促進事業について」（平成二十 年三月三十一日付け健発第〇三三
一〇〇一号厚生 労働省健康局長通知）の肝炎治療特別促進事業実施要綱に基づく肝
炎治療特別促進事業の実施に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［ ］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

［ ］ フラッシュメモリ ［ ］ 紙

［ ］ その他 （ ）

 提供先74 都道府県知事

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　164の項

 ②提供先における用途

「特定感染症検査等事業について」（平成十四年三月二十七日付け健発第〇三二七〇
一二号厚生労働省健康局長通知）の特定感染症検査等事業実施要綱に基づくウイル
ス性肝炎患者等の重症化予防推進事業に係る陽性者フォローアップ事業の実施に関
する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

27



 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［ ］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

［ ］ フラッシュメモリ ［ ］ 紙

［ ］ その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 提供先77 文部科学大臣

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　167の項

 ②提供先における用途
国の設置する高等学校等に係る高等学校等修学支援事業費補助金（学び直しへの支
援）交付要綱に規定する高等学校等学び直し支援金の支給に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［ ］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

［ ］ フラッシュメモリ ［ ］ 紙

［ ］ その他 （ ）

 提供先76 都道府県知事

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　166の項

 ②提供先における用途
「肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業について」（平成三十年六月二 十七日付け健
発〇六二七第一号厚生労働省健康局長通知）の肝がん・重度肝硬変治療研究促進事
業実施要綱に基づく肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業の実施に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上
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 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［ ］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

［ ］ フラッシュメモリ ［ ］ 紙

［ ］ その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 提供先79 都道府県知事又は都道府県教育委員会

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　169の項

 ②提供先における用途
高等学校等修学支援事業費補助金（奨学のための給付金）交付要綱に規定する高等
学校等に係る奨学のための給付金事業による給付金の支給に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［ ］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

［ ］ フラッシュメモリ ［ ］ 紙

［ ］ その他 （ ）

 提供先78 都道府県知事又は都道府県教育委員会

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　168の項

 ②提供先における用途
高等学校等修学支援事業費補助金（学び直しへの支援）交付要綱に規定する高等学
校等学び直し支援金の支給に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上
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 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［ ］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

［ ］ フラッシュメモリ ［ ］ 紙

［ ］ その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 提供先81 文部科学大臣

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　171の項

 ②提供先における用途
国の設置する高等学校等に係る高等学校等修学支 援事業費補助金（専攻科の生徒へ
の修学支援）交付要綱に規定する高等学校等専攻科修学支援金の支給に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［ ］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

［ ］ フラッシュメモリ ［ ］ 紙

［ ］ その他 （ ）

 提供先80 都道府県知事又は都道府県教育委員会

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　170の項

 ②提供先における用途
高等学校等修学支援事業費補助金（専攻科の生徒への奨学のための給付金）交付要
綱に規定する高等学校等専攻科に係る奨学のための給付金事業による給付金の支給
に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上
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 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［ ］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

［ ］ フラッシュメモリ ［ ］ 紙

［ ］ その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 提供先83 都道府県知事

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　173の項

 ②提供先における用途
「特定疾患治療研究事業について」（昭和四十八 年四月十七日付け衛発第二百四十
二号厚生省公衆衛生局長通知）の特定疾患治療研究事業実施要綱に基づく特定疾患
治療研究事業の実施に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥提供方法

［ ○ ］ 情報提供ネットワークシステム ［ ］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

［ ］ フラッシュメモリ ［ ］ 紙

［ ］ その他 （ ）

 提供先82 都道府県知事又は都道府県教育委員会

 ①法令上の根拠 番号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の表　172の項

 ②提供先における用途
高等学校等修学支援事業費補助金（専攻科の生徒への修学支援）交付要綱に規定す
る高等学校等専攻科修学支援金の支給に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税関係情報

 ④提供する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［
10万人以上100万人

未満
］

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上
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 ⑦時期・頻度 申請時

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

 ５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）

住民税賦課ファイルの移転先２１以降

 移転先２１ 削除

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②移転先における用途 墨田区子育てひろば条例による保育室の利用に関する事

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［ 1万人未満 ］

 移転先２２ 子ども・子育て支援部子育て支援総合センター

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例

1



 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②移転先における用途 公営住宅法による公営住宅の管理に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［ 1万人未満 ］

 ⑦時期・頻度 申請時

 移転先２４ 都市計画部住宅課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②移転先における用途
墨田区子どもショートステイ事業実施要綱による子どもショートステイ事業の利用に関す
る事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［ 1万人未満 ］

 移転先２３ 子ども・子育て支援部子育て支援総合センター

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例
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 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②移転先における用途
墨田区高齢者個室借上げ住宅条例による墨田区高齢者個室借上げ住宅の管理に関す
る事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［ 1万人未満 ］

 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

 移転先２６ 都市計画部住宅課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②移転先における用途 特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律による賃貸住宅の管理に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［ 1万人未満 ］

 移転先２５ 都市計画部住宅課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例
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 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②移転先における用途 墨田区コミュニティ住宅条例によるコミュニティ住宅の管理に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［ 1万人未満 ］

 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

 移転先２８ 都市計画部防災まちづくり課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②移転先における用途 墨田区シルバーピア条例によるシルバーハイム八広の管理に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［ 1万人未満 ］

 移転先２７ 都市計画部住宅課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例

4



 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②移転先における用途
墨田区心身障害者福祉タクシー料金・自動車燃料費助成事業実施要綱による福祉タク
シー料金又は自動車燃料費の助成に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［ 1万人未満 ］

 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

 移転先３０ 福祉保健部障害者福祉課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②移転先における用途
東京都重度心身障害者手当条例（昭和４８年東京都条例第６８号）による重度心身障害
者手当の支給に関する事務（特別区における東京都の事務処理の特例に関する条例
（平成１１年東京都条例第１０６号）により区が事務を処理することとされたものに限る。）

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［ 1万人未満 ］

 移転先２９ 福祉保健部障害者福祉課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例
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 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②移転先における用途
墨田区ねたきり重度心身障害者(児)寝具洗たく乾燥助成事業実施要綱による寝具の洗
たく又は乾燥の助成に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［ 1万人未満 ］

 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

 移転先３２ 福祉保健部障害者福祉課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②移転先における用途
墨田区心身障害者福祉電話事業実施要綱による福祉電話の貸与又は電話料金の助成
に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［ 1万人未満 ］

 移転先３１ 福祉保健部障害者福祉課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例
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 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②移転先における用途
墨田区重度心身障害者(児)  巡回入浴サービス事業実施要綱による巡回入浴サービス
の実施に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［ 1万人未満 ］

 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

 移転先３４ 福祉保健部障害者福祉課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②移転先における用途
墨田区重度心身障害者(児)紙おむつ等支給要綱による紙おむつ等又はおむつ代の支給
に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［ 1万人未満 ］

 移転先３３ 福祉保健部障害者福祉課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例
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 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②移転先における用途 墨田区心身障害者理美容サービス事業実施要綱による理美容券の交付に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［ 1万人未満 ］

 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

 移転先３６ 福祉保健部障害者福祉課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②移転先における用途
墨田区重度心身障害者火災安全システム及び緊急通報システム事業実施要綱又は墨
田区重度身体障害者等民間緊急通報システム事業実施要綱による緊急通報システム等
の利用に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［ 1万人未満 ］

 移転先３５ 福祉保健部障害者福祉課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例
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 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②移転先における用途
墨田区心身障害者自動車運転教習費補助事業要綱による自動車運転教習費用に係る
補助金の交付に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［ 1万人未満 ］

 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

 移転先３８ 福祉保健部障害者福祉課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②移転先における用途
墨田区身体障害者用自動車改造費助成事業実施要綱による自動車改造費の助成に関
する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［ 1万人未満 ］

 移転先３７ 福祉保健部障害者福祉課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例
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 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②移転先における用途
墨田区重度身体障害者(児)  住宅設備改善費助成要綱による住宅設備改善費用に係る
助成金の交付に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［ 1万人未満 ］

 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

 移転先４０ 福祉保健部障害者福祉課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②移転先における用途
墨田区中等度難聴児補聴器購入費助成金交付要綱による補聴器購入費用に係る助成
金の交付に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［ 1万人未満 ］

 移転先３９ 福祉保健部障害者福祉課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例
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 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②移転先における用途
墨田区障害者移動支援事業実施要綱（平成１８年９月２９日１８墨福障第７９０号）による
移動支援事業の利用に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［ 1万人未満 ］

 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

 移転先４２ 福祉保健部障害者福祉課、福祉保健部保健衛生担当保健予防課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②移転先における用途

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［ 1万人未満 ］

 移転先４１ 福祉保健部障害者福祉課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例

墨田区重症心身障害児（者）等介護者支援事業実施要綱による介護者支援事業の利用
に関する事務
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 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②移転先における用途
墨田区重度障害者(児)日常生活用具給付等要綱（昭和６１年１２月８日６１墨厚障第４２９
号）による日常生活用具の給付に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［ 1万人未満 ］

 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

 移転先４４ 福祉保健部障害者福祉課、福祉保健部保健衛生担当保健予防課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②移転先における用途
墨田区障害者日中一時支援事業実施要綱（平成１８年９月２９日１８墨福障第７９０号）に
よる日中一時支援事業の利用に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［ 1万人未満 ］

 移転先４３ 福祉保健部障害者福祉課、福祉保健部保健衛生担当保健予防課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例
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 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②移転先における用途

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［ 1万人未満 ］

 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

 移転先４６ 福祉保健部生活福祉課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例

「生活に困窮する外国人に対する生活保護の措置について」による外国人に対する保護
の決定及び実施又は徴収金の徴収に関する事務

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②移転先における用途 墨田区心身障害者福祉手当条例による心身障害者福祉手当の支給に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［ 1万人未満 ］

 移転先４５ 福祉保健部障害者福祉課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例
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 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②移転先における用途
母子及び父子並びに寡婦福祉法による償還未済額の免除又は資金の貸付けに関する
事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［ 1万人未満 ］

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 移転先４８ 福祉保健部生活福祉課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②移転先における用途
墨田区女性福祉資金貸付条例第８条の女性福祉資金の貸付けの申請の受理、その申
請に係る事実についての審査又はその申請に対する応答に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［ 1万人未満 ］

 移転先４７ 福祉保健部生活福祉課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例
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 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②移転先における用途 児童福祉法による負担能力の認定又は費用の徴収に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［ 1万人未満 ］

 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

 移転先５０ 福祉保健部保健衛生担当保健計画課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②移転先における用途
墨田区妊娠高血圧症候群等医療費助成実施要綱による医療費助成金の支給に関する
事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［ 1万人未満 ］

 移転先４９ 福祉保健部保健衛生担当保健計画課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例
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 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②移転先における用途
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律による自立支援給付
の支給又は地域生活支援事業の実施に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［ 1万人未満 ］

 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

 移転先５２ 福祉保健部保健衛生担当保健計画課、向島保健センター、本所保健センター

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②移転先における用途 母子保健法による費用の徴収に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［ 1万人未満 ］

 移転先５１ 福祉保健部保健衛生担当保健計画課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例
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 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②移転先における用途
感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律による費用の負担又は療
養費の支給に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［ 1万人未満 ］

 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

 移転先５４ 福祉保健部保健衛生担当保健予防課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②移転先における用途
感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）
による結核患者の医療費の助成に関する事務（特別区における東京都の事務処理の特
例に関する条例により区が事務を処理することとされたものに限る。）

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［ 1万人未満 ］

 移転先５３ 福祉保健部保健衛生担当保健予防課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例
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 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

］ 紙

［ ）

］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［

［ ］ フラッシュメモリ ［

］ その他 （

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ②移転先における用途
国民年金法による年金である給付若しくは一時金の支給、保険料の納付に関する処分
又は保険料その他徴収金の徴収に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［ 1万人以上10万人未満 ］

 移転先５５ 区民部国保年金課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例

 移転先５６ 福祉保健部障害者福祉課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例

 ②移転先における用途
墨田区特別永住者障害特別給付金支給事業実施要綱（平成２１年３月３１日２０墨福障
第１６７４号)による特別永住者障害特別給付金の支給に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［ 1万人未満 ］
2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［ ］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

［ ］ フラッシュメモリ ［ ］ 紙

［ ］ その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時
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 移転先５７ 福祉保健部障害者福祉課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例

 ②移転先における用途
身体障害者福祉法による障害福祉サービス、障害者支援施設等への入所等の措置又
は費用の徴収に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［ 1万人未満 ］
2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［ ］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

［ ］ フラッシュメモリ ［ ］ 紙

［ ］ その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

 移転先５８ 福祉保健部障害者福祉課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例

 ②移転先における用途
知的障害者福祉法による障害福祉サービス、障害者支援施設等への入所等の措置又
は費用の徴収に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［ 1万人未満 ］
2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［ ］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

［ ］ フラッシュメモリ ［ ］ 紙

［ ］ その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時
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 移転先５９ 福祉保健部生活福祉課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例

 ②移転先における用途 児童福祉法による負担能力の認定又は費用の徴収に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［ 1万人未満 ］
2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［ ］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

［ ］ フラッシュメモリ ［ ］ 紙

［ ］ その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

 移転先６０ 福祉保健部生活福祉課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例

 ②移転先における用途 母子及び父子並びに寡婦福祉法による給付金の支給に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［ 1万人未満 ］
2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［ ］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

［ ］ フラッシュメモリ ［ ］ 紙

［ ］ その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時
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 移転先６１ 区民部国保年金課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例

 ②移転先における用途
国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）による保険給付の支給又は保険料の賦課
若しくは徴収に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［ 1万人以上10万人未満 ］
2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

①当該保険料を課せられる者又は当該者と同一の世帯に属する者、②当該処分に係る
保険料滞納者又は当該者と同一の世帯に属する者

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［ ］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

［ ］ フラッシュメモリ ［ ○ ］ 紙

［ ］ その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 随時

 移転先６２ 区民部国保年金課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例

 ②移転先における用途 墨田区国民健康保険条例による結核・精神医療給付金の支給に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［ 1万人未満 ］
2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［ ］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

［ ］ フラッシュメモリ ［ ］ 紙

［ ］ その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時
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 移転先６３ 区民部国保年金課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例

 ②移転先における用途
高齢者の医療の確保に関する法律による後期高齢者医療給付の支給又は保険料の徴
収に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［ 1万人以上10万人未満 ］
2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

①当該保険料を課せられる者又は当該者と同一の世帯に属する者、②当該処分に係る
保険料滞納者又は当該者と同一の世帯に属する者

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［ ］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

［ ］ フラッシュメモリ ［ ○ ］ 紙

［ ］ その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 随時

 移転先６４ 福祉保健部保健衛生担当向島保健センター、本所保健センター

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例

 ②移転先における用途
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則（平成１８年
東京都規則第１２号）による精神通院医療費の助成に関する事務（特別区における東京
都の事務処理の特例に関する条例により区が事務を処理することとされたものに限る。）

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［ 1万人未満 ］
2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［ ］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

［ ］ フラッシュメモリ ［ ］ 紙

［ ］ その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時
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 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［ ］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

［ ］ フラッシュメモリ ［ ］ 紙

［ ］ その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 新規賦課及び税額更正時

 移転先６６ 子ども・子育て支援部子ども施設課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例

 ②移転先における用途 児童福祉法による保育所における保育の実施又は措置に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

［ １万人未満 ］
2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［ ］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

［ ］ フラッシュメモリ ［ ］ 紙

［ ］ その他 （ ）

 移転先６５ 区民部国保年金課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例

 ②移転先における用途
年金生活者支援給付金の支給に関する法律による年金生活者支援給付金に関する事
務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［ １万人以上１０万人未満 ］
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 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥移転方法

［ ○ ］ 庁内連携システム ［ ］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

［ ］ フラッシュメモリ ［ ］ 紙

［ ］ その他 （ ）

 移転先６８ 子ども・子育て支援部子育て支援課、福祉保健部厚生課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例

 ②移転先における用途
公的給付の支給等の迅速かつ確実な実施のための預貯金口座の登録等に関する法律
による特定公的給付の支給を実施するための基礎とする情報の管理に関する事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

［  1万人以上10万人未満 ］
2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 移転先６７ 福祉保健部保健衛生担当保健予防課

 ①法令上の根拠
番号法第9条第2項及び墨田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する条例

 ②移転先における用途
墨田区小児慢性特定疾病児童等日常生活用具給付事業実施要綱による日常生活用具
の給付に関する事務

＜選択肢＞

1） 1万人未満

2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象
となる本人の数

［ １万人未満 ］

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象
となる本人の範囲

個人住民税の課税対象者

 ⑥移転方法
］ フラッシュメモリ ［ ］ 紙

［ ］ その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けた都度

［ ○ ］ 庁内連携システム ［ ］ 専用線

［ ］ 電子メール ［
］ 電子記録媒体（フラッシュメモリを除
く。）

［
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

1 平成30年11月1日

 Ⅰ　基本情報 ２．特
定個人情報ファイルを
取り扱う事務において
使用するシステム シ
ステム３  (P.5)

Ⅰ　基本情報

２．特定個人情
報ファイルを取
り扱う事務にお
いて使用するシ
ステム

システム３
(P.5)

変更

地方税に関する手続のうち、電子申告が可
能なものについて以下の機能別に処理す
る。
○審査システム
・利用届出データの審査、管理
・電子申告データ（給与支払報告書、年金
支払報告書）の審査、管理
・特別徴収税額通知データの送信
・年金特別徴収に関する各通知データの送
受信
○データ連携システム
　基幹税務システムとのデータ連携
 ※基幹システムへの取込はネットワーク経
由ではなく媒体で取込する。
○国税連携システム
・国税連携データ（所得税確定申告書、法
定調書、扶養是正情報等）の送受信、検
索、出力
・団体間回送（他自治体へ電子データを回
送）

地方税に関する手続のうち、電子申告が可
能なものについて以下の機能別に処理す
る。
○審査システム
・利用届出データの審査、管理
・電子申告データ（給与支払報告書、年金
支払報告書等）の審査、管理
・住登外課税通知データの送受信
・特別徴収税額通知データの送信
・年金特別徴収に関する各通知データの送
受信
○データ連携システム
　基幹税務システムとのデータ連携
 ※基幹システムへの取込はネットワーク経
由ではなく媒体で取込する。
○国税連携システム
・国税連携データ（所得税確定申告書、法
定調書、扶養是正情報等）の送受信、検
索、出力
・団体間回送（他自治体へ電子データを回
送）

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

2 平成30年11月1日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
37  (別紙2　P.9)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先37  (別紙
2　P.9)

変更
 ②提供先における用途：雇用対策法による
職業転換給付金の支給に関する事務

 ②提供先における用途：労働施策の総合的
な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業
生活の充実等に関する法律による職業転換
給付金の支給に関する事務

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

3 平成30年11月1日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 移転先2
(P.20)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

移転先2  (P.20) 変更

 ②移転先における用途：生活保護法による
保護の決定及び実施、就労自立給付金の支
給、保護に要する費用の返還又は徴収金の
徴収に関する事務

 ②移転先における用途：生活保護法による
保護の決定及び実施又は徴収金の徴収に関
する事務

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

4 平成30年11月1日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 移転先
41  (別紙3　P.11)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

移転先41  (別紙
3　P.11)

変更
 ②移転先における用途：墨田区重症心身障
害児(者)介護者支援事業実施要綱による介
護者支援事業の利用に関する事務

 ②移転先における用途：墨田区重症心身障
害児（者）等介護者支援事業実施要綱によ
る介護者支援事業の利用に関する事務

事前

5 平成30年11月1日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 移転先
46  (別紙3　P.13)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

移転先46  (別紙
3　P.13)

変更

 ②移転先における用途：「生活に困窮する
外国人に対する生活保護の措置について」
による外国人に対する保護の決定及び実
施、就労自立給付金の支給、保護に要する
費用の返還又は徴収金の徴収に関する事務

 ②移転先における用途：「生活に困窮する
外国人に対する生活保護の措置について」
による外国人に対する保護の決定及び実施
又は徴収金の徴収に関する事務

事前

6 平成30年11月1日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
３．特定個人情報の入
手・使用 ③入手の時
期・頻度  (P.10)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

３．特定個人情
報の入手・使用

③入手の時期・
頻度  (P.10)

変更

○当初賦課時（１月～４月）に入手
・申告情報（確定申告書、公的年金等支払
報告書、給与支払報告書、特別区民税・都
民税申告書）：１月～４月にかけて複数回
入手
・生活保護関係情報：１月に入手
・１月１日現在住民データ：１月に入手
・年金特別徴収対象者情報、介護・高齢者
福祉関係情報：５月に入手
○個別的に対応する事務に際して入手
・当初賦課以降の新規賦課、税額更正に関
する申告情報：随時入手
・年金特別徴収通知ファイル：毎月入手
・本人確認情報、障害者福祉関係情報及び
生活保護関係情報：減免の都度、随時入手

○当初賦課時（１月～４月）に入手
・申告情報（確定申告書等）：１月～４月
にかけて複数回入手
・生活保護関係情報：１月に入手
・１月１日現在住民データ：１月に入手
・年金特別徴収対象者情報、介護・高齢者
福祉関係情報：５月に入手
○個別的に対応する事務に際して入手
・当初賦課以降の新規賦課、税額更正に関
する申告情報：随時入手
・年金特別徴収通知ファイル：毎月入手
・本人確認情報、障害者福祉関係情報及び
生活保護関係情報：減免の都度、随時入手

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

7 平成30年11月1日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
３．特定個人情報の入
手・使用 ④入手に係
る妥当性  (P.10)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

３．特定個人情
報の入手・使用

④入手に係る妥
当性  (P.10)

変更

申告情報（確定申告書、公的年金等支払報
告書、給与支払報告書、特別区民税・都民
税申告書）については、制度上定められた
時期・頻度・方法にて、国税庁・年金保険
者・給与支払者・住民からの情報提供を受
けている。住民基本台帳法（以下、「住基
法」という。）第７条に規定する事項、障
害者福祉関係情報、生活保護関係情報及び
介護・高齢者福祉関係情報については、本
人情報確認の事務効率化のため、団体内統
合宛名システム、情報提供ネットワークシ
ステム等を利用して入手する。なお、区外
在住者等の本人確認情報の入手は、住民基
本台帳ネットワークシステムにより行う。

申告情報については、制度上定められた時
期・頻度・方法にて、国税庁・年金保険
者・給与支払者・住民からの情報提供を受
けている。住民基本台帳法（以下、「住基
法」という。）第７条に規定する事項、障
害者福祉関係情報、生活保護関係情報及び
介護・高齢者福祉関係情報については、本
人情報確認の事務効率化のため、団体内統
合宛名システム、情報提供ネットワークシ
ステム等を利用して入手する。なお、区外
在住者等の本人確認情報の入手は、住民基
本台帳ネットワークシステムにより行う。

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

8 令和1年6月18日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
４．特定個人情報ファ
イルの取扱いの委託
委託事項３ (P.12)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

４．特定個人情
報ファイルの取
扱いの委託

委託事項３
(P.12)

変更
地方税電子化協議会から伝送される範囲と
なる。

地方税共同機構から伝送される範囲とな
る。

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

9 令和1年6月18日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 移転先
11(P.23)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

移転先11(P.23) 変更 福祉保健部障害者福祉課
福祉保健部障害者福祉課、福祉保健部保健
衛生担当保健予防課

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

10 令和1年6月18日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 移転先
42(P.11)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

移転先42(P.11) 変更 福祉保健部障害者福祉課
福祉保健部障害者福祉課、福祉保健部保健
衛生担当保健予防課

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

11 令和1年6月18日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 移転先
43(P.12)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

移転先43(P.12) 変更 福祉保健部障害者福祉課
福祉保健部障害者福祉課、福祉保健部保健
衛生担当保健予防課

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

12 令和1年6月18日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 移転先
44(P.12)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

移転先44(P.12) 変更 福祉保健部障害者福祉課
福祉保健部障害者福祉課、福祉保健部保健
衛生担当保健予防課

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

13 令和1年6月18日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
２．基本情報 ④記録さ
れる項目　（別添２）
ファイル記録項目（住
民税）(P.43)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

２．基本情報

④記録される項
目　（別添２）
ファイル記録項
目（住民税）
(P.43)

変更

１　個人住民税賦課情報ファイル
（１）識別情報
   個人番号、宛名番号
（２）連絡先等情報
   氏名、生年月日、性別、住所、電話番
号、世帯番号、続柄、世帯主氏名
（３）業務関連情報
 　自治体コード、賦課年度、宛名番号、徴
収区分、履歴Ｎｏ、課税番号・指定番号、
生年月日、性別、受給者番号、非課税区
分、
　（中略）
 　控除対象配偶者、老人控除対象配偶者、
同居老親等扶養親族数、老人扶養親族数、
特定扶養親族数、一般扶養者数、
　（中略）
 　所得割額（都）、均等割額（都）、年税
額、還付額、充当額

１　個人住民税賦課情報ファイル
（１）識別情報
   個人番号、宛名番号
（２）連絡先等情報
   氏名、生年月日、性別、住所、電話番
号、世帯番号、続柄、世帯主氏名
（３）業務関連情報
 　自治体コード、賦課年度、宛名番号、徴
収区分、履歴Ｎｏ、課税番号・指定番号、
生年月日、性別、受給者番号、非課税区
分、
　（中略）
 　控除対象配偶者、老人控除対象配偶者、
同一生計配偶者、同居老親等扶養親族数、
老人扶養親族数、特定扶養親族数、一般扶
養者数、
　（中略）
 　所得割額（都）、均等割額（都）、年税
額、還付額、充当額

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

4



別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

14 令和1年6月18日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要
(P.37～42)

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

(P.37～42) 変更 別添１のとおり 別添２のとおり 事後

15 令和1年6月18日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策  (P.71～77)

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

(P.71～77) 変更 別添３のとおり 別添４のとおり 事後

16 令和1年12月13日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 移転先
65  (別紙3　P.23)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

移転先65  (別紙
3　P.23)

追加

移転先65：区民部国保年金課
①法令上の根拠：番号法第9条第2項及び墨
田区行政手続における特定の個人を識別す
るための番号の利用等に関する条例
②移転先における用途：年金生活者支援給
付金の支給に関する法律による年金生活者
支援給付金に関する事務
③移転する情報：個人住民税関係情報
④移転する情報の対象となる本人の数：１
万人以上１０万人未満
⑤移転する情報の対象となる本人の範囲：
個人住民税の課税対象者
⑥移転方法：庁内連携システム
⑦時期・頻度：新規賦課及び税額更正時

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

17 令和1年12月13日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 移転先
66  (別紙3　P.23)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

移転先66  (別紙
3　P.23)

追加

移転先66：子ども・子育て支援部子ども施
設課
①法令上の根拠：番号法第9条第2項及び墨
田区行政手続における特定の個人を識別す
るための番号の利用等に関する条例
②移転先における用途：児童福祉法による
保育所における保育の実施又は措置に関す
る事務
③移転する情報：個人住民税関係情報
④移転する情報の対象となる本人の数：１
万人未満
⑤移転する情報の対象となる本人の範囲：
個人住民税の課税対象者
⑥移転方法：庁内連携システム
⑦時期・頻度：新規賦課及び税額更正時

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

5



別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

18 令和1年12月13日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
62  (別紙2　P.22)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先62  (別紙
2　P.22)

変更
 ⑤提供する情報の対象となる本人の範囲：
個人住民税関係情報

 ⑤提供する情報の対象となる本人の範囲：
個人住民税の課税対象者

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

19 令和1年12月13日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
64  (別紙2　P.23)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先64  (別紙
2　P.23)

追加

提供先64：市町村長
①法令上の根拠：番号法第19条第7号  別表
第二（第20項）
②提供先における用途：身体障害者福祉法
による障害福祉サービス、障害者支援施設
等への入所等の措置又は費用の徴収に関す
る事務
③提供する情報：個人住民税関係情報
④提供する情報の対象となる本人の数：10
万人以上100万人未満
⑤提供する情報の対象となる本人の範囲：
個人住民税の課税対象者
⑥提供方法：情報提供ネットワークシステ
ム
⑦時期・頻度：照会を受けた都度

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

20 令和1年12月13日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
65 (別紙2　P.23)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先65 (別紙2
P.23)

追加

提供先65：市町村長
①法令上の根拠：番号法第19条第7号  別表
第二（第53項）
②提供先における用途：知的障害者福祉法
による障害福祉サービス、障害者支援施設
等への入所等の措置又は費用の徴収に関す
る事務
③提供する情報：個人住民税関係情報
④提供する情報の対象となる本人の数：10
万人以上100万人未満
⑤提供する情報の対象となる本人の範囲：
個人住民税の課税対象者
⑥提供方法：情報提供ネットワークシステ
ム
⑦時期・頻度：照会を受けた都度

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

21 令和1年12月13日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
66 (別紙2　P.23)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先66 (別紙2
P.23)

追加

提供先66：厚生労働大臣
①法令上の根拠：番号法第19条第7号  別表
第二（第117項）
②提供先における用途：年金生活者支援給
付金の支給に関する法律による年金生活者
支援給付金の支給に関する事務
③提供する情報：個人住民税関係情報
④提供する情報の対象となる本人の数：10
万人以上100万人未満
⑤提供する情報の対象となる本人の範囲：
個人住民税の課税対象者
⑥提供方法：情報提供ネットワークシステ
ム
⑦時期・頻度：照会を受けた都度

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

22 令和1年12月13日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅲ　特定個
人情報ファイルの取扱
いプロセスにおけるリ
スク対策  ７．特定個
人情報の保管・消去
⑨ 過去３年以内に、
評価実施機関におい
て、個人情報に関する
重大事故が発生した
か(P.53)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

 ７．特定個人情
報の保管・消去

⑨ 過去３年以内
に、評価実施機
関において、個
人情報に関する
重大事故が発生
したか(P.53)

変更 発生なし 発生あり 事後

特定個人情報に関する重
大事故の発生に伴うもので
あり、事前の提出が義務付
けられる「重要な変更」に当
たらないため。

23 令和1年12月13日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅲ　特定個
人情報ファイルの取扱
いプロセスにおけるリ
スク対策  ７．特定個
人情報の保管・消去
⑨ その内容　(P.53)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

 ７．特定個人情
報の保管・消去

⑨ その内容
(P.53)

変更 （空欄）

平成２９年度課税分当初課税データ作製業
務委託において、特定個人情報を含む約１
２万件の課税データについて、本区の許諾
を得ない再委託が行われていた（平成３０
年１２月１７日発覚）。調査の結果、再委
託先から外部への特定個人情報等の流出は
確認されていない。

事後

特定個人情報に関する重
大事故の発生に伴うもので
あり、事前の提出が義務付
けられる「重要な変更」に当
たらないため。

24 令和1年12月13日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅲ　特定個
人情報ファイルの取扱
いプロセスにおけるリ
スク対策  ７．特定個
人情報の保管・消去
⑨再発防止策の内容
(P.68)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

 ７．特定個人情
報の保管・消去

⑨再発防止策の
内容(P.68)

変更 （空欄）

特定個人情報を取り扱う業務に委託につい
ては、契約締結時に再委託の予定の有無を
確認するとともに、再委託の許諾を求める
場合は、委託先が再委託先の安全管理措置
の内容を含め書面により申し出ることを契
約書の特記事項に明記した。また、履行期
間中に、契約内容の遵守状況の書面での報
告、委託先の実地調査等により特定個人情
報の取扱状況を把握するよう、全課に周知
徹底を図った。

事後

特定個人情報に関する重
大事故の発生に伴うもので
あり、事前の提出が義務付
けられる「重要な変更」に当
たらないため。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

25 令和1年12月13日

 Ⅰ　基本情報 １　特
定個人情報ファイルを
取り扱う事務 ②事務
の内容(P.3)

Ⅰ　基本情報
１　特定個人情
報ファイルを取
り扱う事務

②事務の内容
(P.3)

変更

２　軽自動車税賦課関連業務
【概要】
　地方税法に基づき、墨田区に主たる定置
場のある軽自動車等について、4月1日現在
の所有者に対して車種等により区分され、
定められた軽自動車税を賦課する。
【処理の流れ】
①住民等から軽自動車税申告書の提出を受
け、車両情報等を取得し軽自動車税システ
ムに登録する。
②住民等から軽自動車税廃車申告書等の提
出を受け、車両情報等を取得し軽自動車税
システムから車両情報等を抹消する。

２　軽自動車税賦課関連業務
【概要】
　地方税法に基づき、墨田区に主たる定置
場のある軽自動車等について、4月1日現在
の所有者に対して車種等により区分され、
定められた軽自動車税種別割を賦課する。
【処理の流れ】
①住民等から軽自動車税（種別割）申告
（報告）書兼標識交付申請書等の提出を受
け、車両情報等を取得し軽自動車税システ
ムに登録する。
②住民等から軽自動車税（種別割）廃車申
告書兼標識返納書等の提出を受け、車両情
報等を取得し軽自動車税システムから車両
情報等を抹消する。

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

26 令和1年12月13日
【２　軽自動車税賦課
情報ファイル】 （別添
１）事務の内容  (P.2)

【２　軽自動車
税賦課情報ファ
イル】

（別添１）事務
の内容

(P.2) 変更

（備考）
地方税法に基づき、墨田区に主たる定置場
のある軽自動車等について、４月１日現在
の所有者に対して車種等により区分され、
定められた軽自動車税を賦課する。
具体的には、
①住民や全国軽自動車協会連合会からの軽
自動車税申請書等の提出を受け、それを基
に課税情報を入力・管理する。また、住民
からの申告書の提出に対し、標識交付証明
書等を交付する。
②賦課処理をし、住民等に対し、納税通知
書を送付する。
③軽自動車税申告書や課税物件異動通知書
を旧課税自治体に対し送付する。また、住
民票情報等を照会する。

（備考）
地方税法に基づき、墨田区に主たる定置場
のある軽自動車等について、４月１日現在
の所有者に対して車種等により区分され、
定められた軽自動車税種別割を賦課する。
具体的には、
①住民や全国軽自動車協会連合会からの軽
自動車税（種別割）申告（報告）書兼標識
交付申請書等の提出を受け、それを基に課
税情報を入力・管理する。また、住民から
の申告書の提出に対し、標識交付証明書等
を交付する。
②賦課処理をし、住民等に対し、納税通知
書を送付する。
③軽自動車税（環境性能割・種別割）申告
書（報告書）や課税物件異動通知書を旧課
税自治体に対し送付する。また、住民票情
報等を照会する。

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

27 令和1年12月13日

【２　軽自動車税賦課
情報ファイル】 Ⅱ　特
定個人情報ファイルの
概要 ３．特定個人情
報の入手・使用 ③入
手の時期・頻度(P.30)

【２　軽自動車
税賦課情報ファ
イル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

３．特定個人情
報の入手・使用

③入手の時期・
頻度(P.30)

変更

○定期的に入手する情報
・住基法第７条に規定する事項：住民基本
台帳更新の都度、随時入手
・軽自動車税申告書情報：毎月2回入手

○定期的に入手する情報
・住基法第７条に規定する事項：住民基本
台帳更新の都度、随時入手
・軽自動車税（環境性能割・種別割）申告
書（報告書）情報：毎月2回入手

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

28 令和1年12月13日

【２　軽自動車税賦課
情報ファイル】 Ⅱ　特
定個人情報ファイルの
概要 ３．特定個人情
報の入手・使用 ⑤本
人への明示(P.30)

【２　軽自動車
税賦課情報ファ
イル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

３．特定個人情
報の入手・使用

⑤本人への明示
(P.30)

変更
・軽自動車税の賦課に必要な各種情報につ
いては、地方税法第447条及び番号法別表第
二第27項に規定されている。

・軽自動車税の賦課に必要な各種情報につ
いては、地方税法第463条の19及び番号法別
表第二第27項に規定されている。

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

29 令和1年12月13日

【２　軽自動車税賦課
情報ファイル】 Ⅲ　特
定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけ
るリスク対策 ７．特定
個人情報の保管・消
去 ⑨過去３年以内
に、評価実施機関に
おいて、個人情報に関
する重大事故が発生
したか(P.61)

【２　軽自動車
税賦課情報ファ
イル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

⑨過去３年以内
に、評価実施機
関において、個
人情報に関する
重大事故が発生
したか(P.61)

変更 発生なし 発生あり 事後

特定個人情報に関する重
大事故の発生に伴うもので
あり、事前の提出が義務付
けられる「重要な変更」に当
たらないため。

30 令和1年12月13日

【２　軽自動車税賦課
情報ファイル】 Ⅲ　特
定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけ
るリスク対策 ７．特定
個人情報の保管・消
去 ⑨その内容(P.61)

【２　軽自動車
税賦課情報ファ
イル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

⑨その内容
(P.61)

変更 （空欄）

平成２９年度課税分当初課税データ作製業
務委託において、特定個人情報を含む約１
２万件の課税データについて、本区の許諾
を得ない再委託が行われていた（平成３０
年１２月１５日発覚）。調査の結果、再委
託先から外部への特定個人情報等の流出は
確認されていない。

事後

特定個人情報に関する重
大事故の発生に伴うもので
あり、事前の提出が義務付
けられる「重要な変更」に当
たらないため。

31 令和1年12月13日

【２　軽自動車税賦課
情報ファイル】 Ⅲ　特
定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけ
るリスク対策 ７．特定
個人情報の保管・消
去 ⑨再発防止策の内
容(P.68)

【２　軽自動車
税賦課情報ファ
イル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

⑨再発防止策の
内容(P.68)

変更 （空欄）

特定個人情報を取り扱う業務に委託につい
ては、契約締結時に再委託の予定の有無を
確認するとともに、再委託の許諾を求める
場合は、委託先が再委託先の安全管理措置
の内容を含め書面により申し出ることを契
約書の特記事項に明記した。また、履行期
間中に、契約内容の遵守状況の書面での報
告、委託先の実地調査等により特定個人情
報の取扱状況を把握するよう、全課に周知
徹底を図った。

事後

特定個人情報に関する重
大事故の発生に伴うもので
あり、事前の提出が義務付
けられる「重要な変更」に当
たらないため。

32 令和1年12月13日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 ７．特定個人情
報の保管・消去 ⑨過
去３年以内に、評価実
施機関において、個人
情報に関する重大事
故が発生したか(P.68)

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

⑨過去３年以内
に、評価実施機
関において、個
人情報に関する
重大事故が発生
したか(P.68)

変更 発生なし 発生あり 事後

特定個人情報に関する重
大事故の発生に伴うもので
あり、事前の提出が義務付
けられる「重要な変更」に当
たらないため。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

33 令和1年12月13日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 ７．特定個人情
報の保管・消去 ⑨再
発防止策の内容
(P.68)

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

⑨再発防止策の
内容(P.68)

変更 （空欄）

特定個人情報を取り扱う業務に委託につい
ては、契約締結時に再委託の予定の有無を
確認するとともに、再委託の許諾を求める
場合は、委託先が再委託先の安全管理措置
の内容を含め書面により申し出ることを契
約書の特記事項に明記した。また、履行期
間中に、契約内容の遵守状況の書面での報
告、委託先の実地調査等により特定個人情
報の取扱状況を把握するよう、全課に周知
徹底を図った。

事後

特定個人情報に関する重
大事故の発生に伴うもので
あり、事前の提出が義務付
けられる「重要な変更」に当
たらないため。

34 令和1年12月13日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 ７．特定個人情
報の保管・消去 ⑨そ
の内容(P.68)

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

⑨その内容
(P.68)

変更 （空欄）

平成２９年度課税分当初課税データ作製業
務委託において、特定個人情報を含む約１
２万件の課税データについて、本区の許諾
を得ない再委託が行われていた（平成３０
年１２月１６日発覚）。調査の結果、再委
託先から外部への特定個人情報等の流出は
確認されていない。

事後

特定個人情報に関する重
大事故の発生に伴うもので
あり、事前の提出が義務付
けられる「重要な変更」に当
たらないため。

35 令和1年12月13日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 ７．特定個人情
報の保管・消去 ⑨再
発防止策の内容
(P.68)

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

⑨再発防止策の
内容(P.68)

変更 （空欄）

特定個人情報を取り扱う業務に委託につい
ては、契約締結時に再委託の予定の有無を
確認するとともに、再委託の許諾を求める
場合は、委託先が再委託先の安全管理措置
の内容を含め書面により申し出ることを契
約書の特記事項に明記した。また、履行期
間中に、契約内容の遵守状況の書面での報
告、委託先の実地調査等により特定個人情
報の取扱状況を把握するよう、全課に周知
徹底を図った。

事後

特定個人情報に関する重
大事故の発生に伴うもので
あり、事前の提出が義務付
けられる「重要な変更」に当
たらないため。

36 令和1年12月13日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 ７．特定個人情
報の保管・消去 ⑨過
去３年以内に、評価実
施機関において、個人
情報に関する重大事
故が発生したか(P.75)

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

⑨過去３年以内
に、評価実施機
関において、個
人情報に関する
重大事故が発生
したか(P.75)

変更 発生なし 発生あり 事後

特定個人情報に関する重
大事故の発生に伴うもので
あり、事前の提出が義務付
けられる「重要な変更」に当
たらないため。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

37 令和1年12月13日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 ７．特定個人情
報の保管・消去 ⑨そ
の内容(P.75)

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

⑨その内容
(P.75)

変更 （空欄）

平成２９年度課税分当初課税データ作製業
務委託において、特定個人情報を含む約１
２万件の課税データについて、本区の許諾
を得ない再委託が行われていた（平成３０
年１２月１７日発覚）。調査の結果、再委
託先から外部への特定個人情報等の流出は
確認されていない。

事後

特定個人情報に関する重
大事故の発生に伴うもので
あり、事前の提出が義務付
けられる「重要な変更」に当
たらないため。

38 令和1年12月13日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 ７．特定個人情
報の保管・消去 ⑨再
発防止策の内容
(P.68)

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

⑨再発防止策の
内容(P.68)

変更 （空欄）

特定個人情報を取り扱う業務に委託につい
ては、契約締結時に再委託の予定の有無を
確認するとともに、再委託の許諾を求める
場合は、委託先が再委託先の安全管理措置
の内容を含め書面により申し出ることを契
約書の特記事項に明記した。また、履行期
間中に、契約内容の遵守状況の書面での報
告、委託先の実地調査等により特定個人情
報の取扱状況を把握するよう、全課に周知
徹底を図った。

事後

特定個人情報に関する重
大事故の発生に伴うもので
あり、事前の提出が義務付
けられる「重要な変更」に当
たらないため。

39 令和1年12月13日

 Ⅴリスク対策 ２．特定
個人情報ファイルの取
扱いに関する問合せ
①連絡先

Ⅴリスク対策

２．特定個人情
報ファイルの取
扱いに関する問
合せ

①連絡先 変更

墨田区総務部総務課文書管理係
〒130-8640　東京都墨田区吾妻橋一丁目23
番20号
電話：03-5608-6241

墨田区区民部税務課税務係
郵便番号130-8648
東京都墨田区吾妻橋一丁目２３番２０号
電話：03-5608-6008

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

40 令和2年2月17日

 Ⅰ　基本情報 ２．特
定個人情報ファイルを
取り扱う事務において
使用するシステム シ
ステム１  (P.4)

Ⅰ　基本情報

２．特定個人情
報ファイルを取
り扱う事務にお
いて使用するシ
ステム

システム１
(P.4)

変更

１　個人住民税の賦課事務に関する処理を
行う。
・当初課税処理：年度当初の賦課決定
・例月課税処理：年度当初の賦課決定後の
課税処理
・課税照会処理：個人、事業所の課税内容
照会
・一括異動処理：収納、所得情報の決裁処
理
・一括発行処理：納税通知書・納付書等の
発行、調定表等の帳票作成
・データ取込処理：電子データ化された確
定申告書、給与支払報告書等の取込
・年金特徴処理：年金特徴（公的年金から
の特別徴収）の判定、税額通知データ等の
作成
・税照会証明処理：課税・非課税証明書の
発行

１　個人住民税の賦課事務に関する処理を
行う。
・当初課税処理：年度当初の賦課決定
・例月課税処理：年度当初の賦課決定後の
課税処理
・確定申告受付処理：年度当初の区申告書
等のデータ作成
・課税照会処理：個人、事業所の課税内容
照会
・一括異動処理：収納、所得情報の決裁処
理
・一括発行処理：納税通知書・納付書等の
発行、調定表等の帳票作成
・データ取込処理：電子データ化された確
定申告書、給与支払報告書等の取込
・年金特徴処理：年金特徴（公的年金から
の特別徴収）の判定、税額通知データ等の
作成
・税照会証明処理：課税・非課税証明書の
発行

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

41 令和2年6月12日

 Ⅰ　基本情報 ６．情
報提供ネットワークシ
ステムによる情報連
携 ②法令上の根拠

Ⅰ　基本情報

６．情報提供
ネットワークシ
ステムによる情
報連携

②法令上の根拠 変更

・番号法第19条第7号  別表第二
第三欄（情報提供者）が「市町村長」の項
のうち、第四欄（特定個人情報）に「地方
税関係情報」が含まれる項
（第
1,2,3,4,6,8,9,11,16,18,23,26,27,28,29,3
1,34,35,37,38,39,40,42,48,54,57,58,59,6
1,62,63,64,65,66,67,70,71,74,
80,84,85-
2,87,91,92,94,97,101,102,103,106,107,10
8,113,114,115,116,119の項）
第一欄（情報照会者）が「市町村長」の項
のうち、事務の内容に地方税関係情報が含
まれる項
（第27の項）
・番号法第19条第8号
・行政手続における特定の個人を識別する
ための番号の利用等に関する法律第19条第8
号に基づく特定個人情報の提供に関する規
則

【情報照会】
・番号法　第19条第7号別表第2　27の項
・番号法別表第二の主務省令で定める事務及び情報
を定める命令　第20条
【情報提供】
・番号法　第19条第7号  別表第2
第三欄（情報提供者）が「市町村長」の項のうち、
第四欄（特定個人情報）に「地方税関係情報」が含
まれる項
（1、2、3、4、6、8、9、11、16、18、20、23、26、
27、28、29、31、34、35、37、38、39、40、42、
48、53、54、57、58、59、61、62、63、64、65、
66、67、70、71、74、80、84、85の2、87、91、92、
94、97、101、102、103、106、107、108、113、
114、115、116、117、120の項）
・番号法別表第二の主務省令で定める事務及び情報
を定める命令　第1条、第2条、第3条、第4条、第6
条、第7条、第8条、第10条、第12条、第13条、第14
条、第16条、第19条、第20条、第21条、第22条、第
22条の3、第22条の4、第23条、第24条、第24条の2、
第24条の3、第25条、第26条の3、第27条、第28条、
第31条、第31条の2、第31条の3、第32条、第33条、
第34条、第35条、第36条、第37条、第38条、第39
条、第40条、第43条、第43条の3、第43条の4、第44
条、第44条の2、第45条、第47条、第49条、第49条の
2、第50条、第51条、第53条、第54条、第55条、第58
条、第59条、第59条の2、第59条の2の2、第59条の3
※　番号法第19条第7号別表第2の29、71、115の項に
ついては主務省令で定められていない。

事後

記載内容の精査による、番
号法別表の項番追加及び
主務省令の条文追加並び
に文言修正等の形式的な
変更であるため、重要な変
更には当たらない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

42 令和2年6月12日

【１　住民税賦課情
報ファイル】 Ⅱ特
定個人情報ファイル
の概要 ６．特定個
人情報の保管・消去
①保管場所

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ特定個人情報
ファイルの概要

６．特定個人情
報の保管・消去

①保管場所 変更

＜住民税システムにおける措置＞
・セキュリティゲートにて入退館管理を
行っている建物内のうち、さらに厳格な入
退室管理（指紋認証、監視カメラの設置、
記録簿に氏名や入退室時間等を記帳）を
行っている区画に設置したサーバー内に保
管。
・サーバーへのアクセスは、全庁的に管理
しているＩＤ及びパスワードによる認証が
必要。

＜墨田区における措置＞
・住民記録管理システムにおいてはサービ
ス利用方式を導入している。システム本体
は外部データセンターで稼働しており、厳
格な入退室管理(IDカード、生体認証、監視
カメラ、赤外線センサー)が行われている。
※　「住民記録管理システム」は、住民基
本台帳、国民健康保険、住民税等の情報が
包含されているパッケージシステムである
ため、当区の評価書内の当該情報に係る
データの保管場所については「住民記録管
理システム」という表記で統一する。
・課税原票管理システムにおいてはセキュ
リティゲートにて入退館管理を行っている
建物内のうち、さらに厳格な入退室管理
（指紋認証、監視カメラの設置、記録簿に
氏名や入退室時間等を記帳）を行っている
区画に設置したサーバー内に保管。サー
バーへのアクセスは、全庁的に管理してい
るＩＤ及びパスワードによる認証が必要。

事後

漏えいその他の事態を発
生させるリスクを明らか
に軽減させるため、重要
な変更に当たらない。

43 令和2年6月12日

【２　軽自動車税賦
課情報ファイル】
Ⅱ特定個人情報ファ
イルの概要 ６．特
定個人情報の保管・
消去 ①保管場所

【２　軽自動車
税賦課情報ファ
イル】

Ⅱ特定個人情報
ファイルの概要

６．特定個人情
報の保管・消去

①保管場所 変更

＜軽自動車税システムにおける措置＞
・セキュリティゲートにて入退館管理を
行っている建物内のうち、さらに厳格な入
退室管理を行っている区画（指紋認証、監
視カメラの設置、記録簿に氏名や入退室時
間等を記帳）に設置したサーバー内に保
管。
・サーバーへのアクセスは、全庁的に管理
しているＩＤ及びパスワードによる認証が
必要。

＜墨田区における措置＞
・住民記録管理システムにおいてはサービ
ス利用方式を導入している。システム本体
は外部データセンターで稼働しており、厳
格な入退室管理(IDカード、生体認証、監視
カメラ、赤外線センサー)が行われている。
※　「住民記録管理システム」は、住民基
本台帳、国民健康保険、住民税等の情報が
包含されているパッケージシステムである
ため、当区の評価書内の当該情報に係る
データの保管場所については「住民記録管
理システム」という表記で統一する。

事後

漏えいその他の事態を発
生させるリスクを明らか
に軽減させるため、重要
な変更に当たらない。

44 令和2年6月12日

【３　収納管理情報
ファイル】 Ⅱ特定
個人情報ファイルの
概要 ６．特定個人
情報の保管・消去
①保管場所

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅱ特定個人情報
ファイルの概要

６．特定個人情
報の保管・消去

①保管場所 変更

・セキュリティゲートにて入退館管理を
行っている建物内のうち、さらに厳格な入
退室管理を行っている区画（指紋認証、監
視カメラの設置、記録簿に氏名や入退室時
間等を記帳）に設置したサーバー内に保管
・サーバーへのアクセスは、全庁的に管理
しているＩＤ及びパスワードによる認証が
必要

＜墨田区における措置＞
・住民記録管理システムにおいてはサービ
ス利用方式を導入している。システム本体
は外部データセンターで稼働しており、厳
格な入退室管理(IDカード、生体認証、監視
カメラ、赤外線センサー)が行われている。
※　「住民記録管理システム」は、住民基
本台帳、国民健康保険、住民税等の情報が
包含されているパッケージシステムである
ため、当区の評価書内の当該情報に係る
データの保管場所については「住民記録管
理システム」という表記で統一する。

事後

漏えいその他の事態を発
生させるリスクを明らか
に軽減させるため、重要
な変更に当たらない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

45 令和2年10月9日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 移転先
67  (別紙3　P.24)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

移転先67  (別紙
3　P.24)

追加

移転先67：福祉保健部保健衛生担当保健予
防課
①法令上の根拠：番号法第9条第2項及び墨
田区行政手続における特定の個人を識別す
るための番号の利用等に関する条例
②移転先における用途：墨田区小児慢性特
定疾病児童等日常生活用具給付事業実施要
綱による日常生活用具の給付に関する事務
③移転する情報：個人住民税関係情報
④移転する情報の対象となる本人の数：１
万人未満
⑤移転する情報の対象となる本人の範囲：
個人住民税の課税対象者
⑥移転方法：庁内連携システム
⑦時期・頻度：照会を受けた都度

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

46 令和3年3月31日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
６．特定個人情報の保
管・消去 ①保管場所

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

６．特定個人情
報の保管・消去

①保管場所 変更

＜中間サーバー・プラットフォームにおけ
る措置＞
・中間サーバー・プラットフォームはデー
タセンターに設置しており、データセン
ターへの入館及びサーバー室への入室を厳
重に管理する。
・特定個人情報は、サーバー室に設置され
た中間サーバーのデータベース内に保存さ
れ、バックアップもデータベース上に保存
される。

＜中間サーバー・プラットフォームにおけ
る措置＞
・中間サーバー・プラットフォームはデー
タセンターに設置しており、データセン
ターへの入館及びサーバー室への入室を行
う際は、警備員などにより顔写真入りの身
分証明書と事前申請との照合を行う。
・特定個人情報は、サーバー室に設置され
た中間サーバーのデータベース内に保存さ
れ、バックアップもデータベース上に保存
される。

事前

47 令和3年3月31日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅲ　特定個
人情報ファイルの取扱
いプロセスにおけるリ
スク対策 ３．特定個人
情報の使用 リスク３：
従業者が事務外で使
用するリスク
リスクに対する措置の
内容

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

３．特定個人情
報の使用

リスク３：　従
業者が事務外で
使用するリスク
リスクに対する
措置の内容

変更

・不適切なアクセスの監視及びアクセスロ
グの種類に応じた定期的な管理を行ってい
る。また、業務外利用した場合には特定可
能であることを税務課職員に周知し、事務
外での利用を抑止している。
・毎年全職員に対し、ｅ－ラーニング等の
セキュリティ教育を行っている。
・他市区町村や行政機関において、住民等
の情報の目的外利用や情報漏えいが発生し
た際の新聞記事等を課内にて情報共有して
いる。
・非常勤職員には、業務上知り得た情報の
業務外利用の禁止に関する条項を含む誓約
書を書かせている。

・不適切なアクセスの監視及びアクセスロ
グの種類に応じた定期的な管理を行ってい
る。また、業務外
利用した場合には特定可能であることを税
務課職員に周知し、事務外での利用を抑止
している。
・毎年全職員に対し、ｅ－ラーニング等の
セキュリティ教育を行っている。
・他市区町村や行政機関において、住民等
の情報の目的外利用や情報漏えいが発生し
た際の新聞記事等を課内にて情報共有して
いる。
・会計年度職員には、業務上知り得た情報
の業務外利用の禁止に関する条項を含む誓
約書を書かせている。

事後
職員の名称変更に伴うも
のであり、重要な変更に
は当たらない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

48 令和3年3月31日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅲ　特定個
人情報ファイルの取扱
いプロセスにおけるリ
スク対策 ６．情報提供
ネットワークシステム
との接続 リスク１：目
的外の入手が行われ
るリスク
リスクに対する措置の
内容

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

６．情報提供
ネットワークシ
ステムとの接続

リスク１：目的
外の入手が行わ
れるリスク
リスクに対する
措置の内容

変更

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・情報照会機能（※１）により、情報提供ネット
ワークシステムに情報照会を行う際には、情報提供
許可証の発行と照会内容の照会許可用照合リスト
（※２）との照合を情報提供ネットワークシステム
に求め、情報提供ネットワークシステムから情報提
供許可証を受領してから情報照会を実施することに
なる。そのため、番号法上認められた情報連携以外
の照会を拒否する機能を備えており、目的外提供や
セキュリティリスクに対応している。
・中間サーバーの職員認証・権限管理機能（※３）
では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ロ
グアウトを実施した職員、時刻、操作内容の記録が
実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適
切なオンライン連携を抑止する仕組みになってい
る。
（※１）情報提供ネットワークシステムを使用した
特定個人情報の照会及び照会した情報の受領を行う
機能
（※２）番号法別表第２及び第１９条第８号に基づ
き、事務手続きごとに情報照会者、情報提供者、照
会・提供可能な特定個人情報をリスト化したもの。
（※３）中間サーバーを利用する職員の認証と職員
に付与された権限に基づいた各種機能や特定個人情
報へのアクセス制御を行う機能

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・情報照会機能（※１）により、情報提供ネット
ワークシステムに情報照会を行う際には、情報提供
許可証の発行と照会内容の照会許可用照合リスト
（※２）との照合を情報提供ネットワークシステム
に求め、情報提供ネットワークシステムから情報提
供許可証を受領してから情報照会を実施することに
なる。そのため、番号法上認められた情報連携以外
の照会を拒否する機能を備えており、目的外提供や
セキュリティリスクに対応している。
・中間サーバーの職員認証・権限管理機能（※３）
では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ロ
グアウトを実施した職員、時刻、操作内容の記録が
実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適
切なオンライン連携を抑止する仕組みになってい
る。
（※１）情報提供ネットワークシステムを使用した
特定個人情報の照会及び照会した情報の受領を行う
機能
（※２）番号法の規定による情報提供ネットワーク
システムを使用した特定個人情報の提供に係る情報
照会者、情報提供者、事務及び特定個人情報を一覧
化し、情報照会の可否を判断するために使用するも
の。
（※３）中間サーバーを利用する職員の認証と職員
に付与された権限に基づいた各種機能や特定個人情
報へのアクセス制御を行う機能

事前
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

49 令和3年3月31日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅲ　特定個
人情報ファイルの取扱
いプロセスにおけるリ
スク対策 ６．情報提供
ネットワークシステム
との接続 リスク５：不
正な提出が行われる
リスク
リスクに対する措置の
内容

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

６．情報提供
ネットワークシ
ステムとの接続

リスク５：不正
な提出が行われ
るリスク
リスクに対する
措置の内容

変更

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・情報提供機能（※）により、情報提供ネットワー
クシステムにおける照会許可用照合リストを情報提
供ネットワークシステムから入手し、中間サーバー
にも格納して、情報提供機能により、照会許可用照
合リストに基づき情報連携が認められた特定個人情
報の提供の要求であるかチェックを実施している。
・情報提供機能により、情報提供ネットワークシス
テムに情報提供を行う際には、情報提供ネットワー
クシステムから情報提供許可証と情報照会者へたど
り着くための経路情報を受領し、照会内容に対応し
た情報を自動で生成して送付することで、特定個人
情報が不正に提供されるリスクに対応している。
・特に慎重な対応が求められる情報については自動
応答を行わないように自動応答不可フラグを設定
し、特定個人情報の提供を行う際に、送信内容を改
めて確認し、提供を行うことで、センシティブな特
定個人情報が不正に提供されるリスクに対応してい
る。
・中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ロ
グイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウト
を実施した職員、時刻、操作内容の記録が実施され
るため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオン
ライン連携を抑止する仕組みになっている。
（※）情報提供ネットワークシステムを使用した特
定個人情報の提供の要求の受領及び情報提供を行う
機能

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・情報提供機能（※）により、情報提供ネットワー
クシステムにおける照会許可用照合リストを情報提
供ネットワークシステムから入手し、中間サーバー
にも格納して、情報提供機能により、照会許可用照
合リストに基づき情報連携が認められた特定個人情
報の提供の要求であるかチェックを実施している。
・情報提供機能により、情報提供ネットワークシス
テムに情報提供を行う際には、情報提供ネットワー
クシステムから情報提供許可証と情報照会者へたど
り着くための経路情報を受領し、照会内容に対応し
た情報を自動で生成して送付することで、特定個人
情報が不正に提供されるリスクに対応している。
・機微情報については自動応答を行わないように自
動応答不可フラグを設定し、特定個人情報の提供を
行う際に、送信内容を改めて確認し、提供を行うこ
とで、センシティブな特定個人情報が不正に提供さ
れるリスクに対応している。
・中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ロ
グイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウト
を実施した職員、時刻、操作内容の記録が実施され
るため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオン
ライン連携を抑止する仕組みになっている。
（※）情報提供ネットワークシステムを使用した特
定個人情報の提供の要求の受領及び情報提供を行う
機能

事前

50 令和3年3月31日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅲ　特定個
人情報ファイルの取扱
いプロセスにおけるリ
スク対策 ７．特定個人
情報の保管・消去 ⑤
物理的対策
具体的な対策の内容

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

⑤物理的対策
具体的な対策の
内容

変更

＜中間サーバー･プラットフォームにおける
措置＞
　 中間サーバー･プラットフォームをデー
タセンターに構築し、設置場所への入退室
者管理、有人監視及び施錠管理をすること
としている。また、設置場所はデータセン
ター内の専用の領域とし、他テナントとの
混在によるリスクを回避する。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける
措置＞
・中間サーバー･プラットフォームをデータ
センターに構築し、設置場所への入退室者
管理、有人監視及び施錠管理をすることと
している。また、設置場所はデータセン
ター内の専用の領域とし、他テナントとの
混在によるリスクを回避する。
・事前に申請し承認されてない物品、記憶
媒体、通信機器などを不正に所持し、持出
持込することがないよう、警備員などによ
り確認している。

事前

51 令和3年3月31日

【２　軽自動車税賦課
情報ファイル】 Ⅱ　特
定個人情報ファイルの
概要 ６．特定個人情
報の保管・消去 ①保
管場所

【２　軽自動車
税賦課情報ファ
イル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

６．特定個人情
報の保管・消去

①保管場所 変更

＜中間サーバー・プラットフォームにおけ
る措置＞
・中間サーバー・プラットフォームはデー
タセンターに設置しており、データセン
ターへの入館及びサーバー室への入室を厳
重に管理する。
・特定個人情報は、サーバー室に設置され
た中間サーバーのデータベース内に保存さ
れ、バックアップもデータベース上に保存
される。

＜中間サーバー・プラットフォームにおけ
る措置＞
・中間サーバー・プラットフォームはデー
タセンターに設置しており、データセン
ターへの入館及びサーバー室への入室を行
う際は、警備員などにより顔写真入りの身
分証明書と事前申請との照合を行う。
・特定個人情報は、サーバー室に設置され
た中間サーバーのデータベース内に保存さ
れ、バックアップもデータベース上に保存
される。

事前

16



別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

52 令和3年3月31日

【２　軽自動車税賦課
情報ファイル】 Ⅲ　特
定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけ
るリスク対策 ３．特定
個人情報の使用 リス
ク３：　従業者が事務
外で使用するリスク
リスクに対する措置の
内容

【２　軽自動車
税賦課情報ファ
イル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

３．特定個人情
報の使用

リスク３：　従
業者が事務外で
使用するリスク
リスクに対する
措置の内容

変更

・不適切なアクセスの監視及びアクセスロ
グの種類に応じた定期的な管理を行ってい
る。また、業務外利用した場合には特定可
能であることを税務課職員に周知し、事務
外での利用を抑止している。
・毎年全職員に対し、ｅ－ラーニング等の
セキュリティ教育を行っている。
・他自治体や行政機関において、住民等の
情報の目的外利用や情報漏えいが発生した
際の新聞報道等を課内にて情報共有してい
る。
・非正規職員には、業務上知り得た情報の
業務外利用の禁止に関する条項を含む誓約
書を書かせている。

・不適切なアクセスの監視及びアクセスロ
グの種類に応じた定期的な管理を行ってい
る。また、業務外利用した場合には特定可
能であることを税務課職員に周知し、事務
外での利用を抑止している。
・毎年全職員に対し、ｅ－ラーニング等の
セキュリティ教育を行っている。
・他自治体や行政機関において、住民等の
情報の目的外利用や情報漏えいが発生した
際の新聞報道等を課内にて情報共有してい
る。
・会計年度職員には、業務上知り得た情報
の業務外利用の禁止に関する条項を含む誓
約書を書かせている。

事後
職員の名称変更に伴うも
のであり、重要な変更に
は当たらない。

53 令和3年3月31日

【２　軽自動車税賦課
情報ファイル】 Ⅲ　特
定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけ
るリスク対策 ６．情報
提供ネットワークシス
テムとの接続 リスク
１：目的外の入手が行
われるリスク
リスクに対する措置の
内容

【２　軽自動車
税賦課情報ファ
イル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

６．情報提供
ネットワークシ
ステムとの接続

リスク１：目的
外の入手が行わ
れるリスク
リスクに対する
措置の内容

変更

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・情報照会機能（※１）により、情報提供ネット
ワークシステムに情報照会を行う際には、情報提供
許可証の発行と照会内容の照会許可用照合リスト
（※２）との照合を情報提供ネットワークシステム
に求め、情報提供ネットワークシステムから情報提
供許可証を受領してから情報照会を実施することに
なる。そのため、番号法上認められた情報連携以外
の照会を拒否する機能を備えており、目的外提供や
セキュリティリスクに対応している。
・中間サーバーの職員認証・権限管理機能（※３）
では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ロ
グアウトを実施した職員、時刻、操作内容の記録が
実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適
切なオンライン連携を抑止する仕組みになってい
る。
（※１）情報提供ネットワークシステムを使用した
特定個人情報の照会及び照会した情報の受領を行う
機能
（※２）番号法別表第２及び第１９条第８号に基づ
き、事務手続きごとに情報照会者、情報提供者、照
会・提供可能な特定個人情報をリスト化したもの。
（※３）中間サーバーを利用する職員の認証と職員
に付与された権限に基づいた各種機能や特定個人情
報へのアクセス制御を行う機能

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・情報照会機能（※１）により、情報提供ネット
ワークシステムに情報照会を行う際には、情報提供
許可証の発行と照会内容の照会許可用照合リスト
（※２）との照合を情報提供ネットワークシステム
に求め、情報提供ネットワークシステムから情報提
供許可証を受領してから情報照会を実施することに
なる。そのため、番号法上認められた情報連携以外
の照会を拒否する機能を備えており、目的外提供や
セキュリティリスクに対応している。
・中間サーバーの職員認証・権限管理機能（※３）
では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ロ
グアウトを実施した職員、時刻、操作内容の記録が
実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適
切なオンライン連携を抑止する仕組みになってい
る。
（※１）情報提供ネットワークシステムを使用した
特定個人情報の照会及び照会した情報の受領を行う
機能
（※２）番号法の規定による情報提供ネットワーク
システムを使用した特定個人情報の提供に係る情報
照会者、情報提供者、事務及び特定個人情報を一覧
化し、情報照会の可否を判断するために使用するも
の。
（※３）中間サーバーを利用する職員の認証と職員
に付与された権限に基づいた各種機能や特定個人情
報へのアクセス制御を行う機能

事前

54 令和3年3月31日

【２　軽自動車税賦課
情報ファイル】 Ⅲ　特
定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけ
るリスク対策 ７．特定
個人情報の保管・消
去 ⑤物理的対策
具体的な対策の内容

【２　軽自動車
税賦課情報ファ
イル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

⑤物理的対策
具体的な対策の
内容

変更

＜中間サーバー･プラットフォームにおける
措置＞
　 中間サーバー･プラットフォームをデー
タセンターに構築し、設置場所への入退室
者管理、有人監視及び施錠管理をすること
としている。また、設置場所はデータセン
ター内の専用の領域とし、他テナントとの
混在によるリスクを回避する。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける
措置＞
・中間サーバー･プラットフォームをデータ
センターに構築し、設置場所への入退室者
管理、有人監視及び施錠管理をすることと
している。また、設置場所はデータセン
ター内の専用の領域とし、他テナントとの
混在によるリスクを回避する。
・事前に申請し承認されてない物品、記憶
媒体、通信機器などを不正に所持し、持出
持込することがないよう、警備員などによ
り確認している。

事前

17



別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

55 令和3年3月31日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 ３．特定個人情
報の使用 リスク３：
従業者が事務外で使
用するリスク
リスクに対する措置の
内容

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

３．特定個人情
報の使用

リスク３：　従
業者が事務外で
使用するリスク
リスクに対する
措置の内容

変更

・不適切なアクセスの監視及びアクセスロ
グの種類に応じた定期的な管理を行ってい
る。また、業務外利用した場合には特定可
能であることを税務課職員に周知し、事務
外での利用を抑止している。
・毎年全職員に対し、ｅ－ラーニング等の
セキュリティ教育を行っている。
・他自治体や行政機関において、住民等の
情報の目的外利用や情報漏えいが発生した
際の新聞報道等を課内にて情報共有してい
る。
・非正規職員には、業務上知り得た情報の
業務外利用の禁止に関する条項を含む誓約
書を書かせている。

・不適切なアクセスの監視及びアクセスロ
グの種類に応じた定期的な管理を行ってい
る。また、業務外利用した場合には特定可
能であることを税務課職員に周知し、事務
外での利用を抑止している。
・毎年全職員に対し、ｅ－ラーニング等の
セキュリティ教育を行っている。
・他自治体や行政機関において、住民等の
情報の目的外利用や情報漏えいが発生した
際の新聞報道等を課内にて情報共有してい
る。
・会計年度職員には、業務上知り得た情報
の業務外利用の禁止に関する条項を含む誓
約書を書かせている。

事後
職員の名称変更に伴うも
のであり、重要な変更に
は当たらない。

56 令和3年3月31日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 ３．特定個人情
報の使用 リスク３：
従業者が事務外で使
用するリスク
リスクに対する措置の
内容

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

３．特定個人情
報の使用

リスク３：　従
業者が事務外で
使用するリスク
リスクに対する
措置の内容

変更

・不適切なアクセスの監視及びアクセスロ
グの種類に応じた定期的な管理を行ってい
る。また、業務外利用した場合には特定可
能であることを税務課職員に周知し、事務
外での利用を抑止している。
・毎年全職員に対し、ｅ－ラーニング等の
セキュリティ教育を行っている。
・他自治体や行政機関において、住民等の
情報の目的外利用や情報漏えいが発生した
際の新聞報道等を課内にて情報共有してい
る。
・非正規職員には、業務上知り得た情報の
業務外利用の禁止に関する条項を含む誓約
書を書かせている。

・不適切なアクセスの監視及びアクセスロ
グの種類に応じた定期的な管理を行ってい
る。また、業務外利用した場合には特定可
能であることを税務課職員に周知し、事務
外での利用を抑止している。
・毎年全職員に対し、ｅ－ラーニング等の
セキュリティ教育を行っている。
・他自治体や行政機関において、住民等の
情報の目的外利用や情報漏えいが発生した
際の新聞報道等を課内にて情報共有してい
る。
・会計年度職員には、業務上知り得た情報
の業務外利用の禁止に関する条項を含む誓
約書を書かせている。

事後
職員の名称変更に伴うも
のであり、重要な変更に
は当たらない。

57 令和3年3月31日

 Ⅳ　その他のリスク対
策 ２．従業者に対する
教育・啓発 従業者に
対する教育・啓発
具体的な方法

Ⅳ　その他のリ
スク対策

２．従業者に対
する教育・啓発

従業者に対する
教育・啓発
具体的な方法

変更

＜住民税システムの運用における措置＞
・職員等（非常勤職員、臨時職員等を含
む）に対し、課内研修において個人情報保
護について指導するとともに、全庁的な個
人情報保護に関する研修を受講する。
・違反行為を行った者に対してはその都度
指導を行うこととするが、違反行為の程度
によっては懲戒の対象となりうる。
・委託事業者に対しては、契約条項に個人
情報保護に関する事項を定め、契約を締結
している。

＜住民税システムの運用における措置＞
・職員等（会計年度職員等を含む）に対
し、課内研修において個人情報保護につい
て指導するとともに、全庁的な個人情報保
護に関する研修を受講する。
・違反行為を行った者に対してはその都度
指導を行うこととするが、違反行為の程度
によっては懲戒の対象となりうる。
・委託事業者に対しては、契約条項に個人
情報保護に関する事項を定め、契約を締結
している。

事後
職員の名称変更に伴うも
のであり、重要な変更に
は当たらない。

58 令和3年3月31日

 Ⅳ　その他のリスク対
策 ２．従業者に対する
教育・啓発 従業者に
対する教育・啓発
具体的な方法

Ⅳ　その他のリ
スク対策

２．従業者に対
する教育・啓発

従業者に対する
教育・啓発
具体的な方法

変更

＜中間サーバー・プラットホームにおける
措置＞
・運用規則等に基づき、中間サーバー・プ
ラットフォームの運用に携わる職員及び事
業者に対し、セキュリティ研修等を実施す
る。
・中間サーバー・プラットフォームの業務
に就く場合は、運用規則等について研修を
行うこととしている。

＜中間サーバー・プラットホームにおける
措置＞
・IPA（情報処理推進機構）が提供する最新
の情報セキュリティ教育用資料等を基にセ
キュリティ教育資材を作成し、中間サー
バー・プラットホームの運用に携わる職員
及び事業者に対し、運用規則（持続運用規
定等）や情報セキュリティに関する教育を
年次（年2回）及び随時（新規要員着任時）
実施することとしてる。

事前

18



別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

59 令和3年6月10日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 移転先
13

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

移転先13 変更

②移転先における用途:①生計困難者等に対
する介護保険サービスの利用料の減額に関
する事務
②低所得者介護サービス利用助成金の支給
に関する事務
③高齢者軽度生活援助サービス事業に関す
る事務
④介護軽度者に対するホームヘルプサービ
ス事業に関する事務

②移転先における用途:①生計困難者等に対
する介護保険サービスの利用料の減額に関
する事務
②高齢者軽度生活援助サービス事業に関す
る事務
③介護軽度者に対するホームヘルプサービ
ス事業に関する事務

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

60 令和3年6月10日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 移転先
12

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

移転先12 変更

②移転先における用途:①子ども・子育て支
援法による子どものための教育・保育給付
の支給又は地域子ども・子育て支援事業の
実施に関する事務
②墨田区特別保育の利用に関する条例によ
る休日保育、年末保育、一時保育及び緊急
一時保育の利用に関する事務

②移転先における用途:①子ども・子育て支
援法による子どものための教育・保育給付
の支給若しくは子育てのための施設等利用
給付の支給又は地域子ども・子育て支援事
業の実施に関する事務
②墨田区特別保育の利用に関する条例によ
る休日保育、年末保育、一時保育及び緊急
一時保育の利用に関する事務

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

61 令和3年6月10日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 移転先
49(別紙3)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

移転先49(別紙3) 変更

②移転先における用途:墨田区妊娠高血圧症
候群等医療費助成実施要綱による妊娠高血
圧症候群等医療費助成金の支給に関する事
務

②移転先における用途:墨田区妊娠高血圧症
候群等医療費助成実施要綱による医療費助
成金の支給に関する事務

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

62 令和3年6月10日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
56(別紙2)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先56(別紙2) 変更

②移転先における用途:子ども・子育て支援
法による子どものための教育・保育給付の
支給又は地域子ども・子育て支援事業の実
施に関する事務

②移転先における用途:子ども・子育て支援
法による子どものための教育・保育給付の
支給若しくは子育てのための施設等利用給
付の支給又は地域子ども・子育て支援事業
の実施に関する事務

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

63 令和4年3月23日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
67 (別紙2　P.23)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先67 (別紙2
P.23)

追加

提供先67：市町村長
①法令上の根拠：番号法第19条第8号  別表
第二（第121項）
②提供先における用途：公的給付の支給等
の迅速かつ確実な実施のための預貯金口座
の登録等に関する法律による特定公的給付
の支給を実施するための基礎とする情報の
管理に関する事務
③提供する情報：個人住民税関係情報
④提供する情報の対象となる本人の数：10
万人以上100万人未満
⑤提供する情報の対象となる本人の範囲：
個人住民税の課税対象者
⑥提供方法：情報提供ネットワークシステ
ム
⑦時期・頻度：照会を受けた都度

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

64 令和4年3月23日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
68 (別紙2　P.24)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先68 (別紙2
P.24)

追加

提供先68：社会福祉協議会
①法令上の根拠：番号法第19条第8号  別表
第二（第30項）
②提供先における用途：社会福祉法による
生計困難者に対して無利子又は低利で資金
を融通する事業の実施に関する事務
③提供する情報：個人住民税関係情報
④提供する情報の対象となる本人の数：10
万人以上100万人未満
⑤提供する情報の対象となる本人の範囲：
個人住民税の課税対象者
⑥提供方法：情報提供ネットワークシステ
ム
⑦時期・頻度：照会を受けた都度

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

65 令和4年3月23日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 移転先
68  (別紙3　P.24)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

移転先68  (別紙
3　P.24)

追加

移転先68：子ども・子育て支援部子育て支
援課、福祉保健部厚生課
①法令上の根拠：番号法第9条第2項及び墨
田区行政手続における特定の個人を識別す
るための番号の利用等に関する条例
②移転先における用途：公的給付の支給等
の迅速かつ確実な実施のための預貯金口座
の登録等に関する法律による特定公的給付
の支給を実施するための基礎とする情報の
管理に関する事務
③移転する情報：個人住民税関係情報
④移転する情報の対象となる本人の数： 1
万人以上10万人未満
⑤移転する情報の対象となる本人の範囲：
個人住民税の課税対象者
⑥移転方法：庁内連携システム
⑦時期・頻度：照会を受けた都度

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

66 令和4年3月23日

 Ⅰ　基本情報 ６．情
報提供ネットワークシ
ステムによる情報連
携 ②法令上の根拠

Ⅰ　基本情報

６．情報提供
ネットワークシ
ステムによる情
報連携

②法令上の根拠 変更

【情報照会】
・番号法　第19条第7号別表第2　27の項
・番号法別表第二の主務省令で定める事務
及び情報を定める命令　第20条
【情報提供】
・番号法　第19条第7号  別表第2
第三欄（情報提供者）が「市町村長」の項
のうち、第四欄（特定個人情報）に「地方
税関係情報」が含まれる項
　（略）
※　番号法第19条第7号別表第2の29、71、
115の項については主務省令で定められてい
ない。

【情報照会】
・番号法　第19条第8号別表第2　27の項
・番号法別表第二の主務省令で定める事務
及び情報を定める命令　第20条
【情報提供】
・番号法　第19条第8号  別表第2
第三欄（情報提供者）が「市町村長」の項
のうち、第四欄（特定個人情報）に「地方
税関係情報」が含まれる項
　（略）
※　番号法第19条第8号別表第2の29、71、
115の項については主務省令で定められてい
ない。

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

67 令和4年3月23日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） ①法令
上の根拠（提供先21
～57、64～66）

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

①法令上の根拠
（提供先21～
57、64～66）

変更 番号法第19条第7号 番号法第19条第8号 事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

68 令和4年3月23日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
59

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先59 変更
番号法第19条第8号に規定する条例事務関係
情報照会者

番号法第19条第9号に規定する条例事務関係
情報照会者

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

69 令和4年3月23日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） ①法令
上の根拠（提供先59）

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

①法令上の根拠
（提供先59）

変更

番号法第19条第8号及び行政手続における特
定の個人を識別するための番号の利用等に
関する法律第19条第8号に基づく特定個人情
報の提供に関する規則（平成28年個人情報
保護委員会規則第5号）

番号法第19条第9号及び行政手続における特
定の個人を識別するための番号の利用等に
関する法律第19条第9号に基づく特定個人情
報の提供に関する規則（平成28年個人情報
保護委員会規則第5号）

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

70 令和4年3月23日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） ②提供
先における用途（提供
先59）

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

②提供先におけ
る用途（提供先
59）

変更
番号法第19条第7号に準ずるものとして特定
個人情報保護委員会規則で定める事務

番号法第19条第8号に準ずるものとして特定
個人情報保護委員会規則で定める事務

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

71 令和4年3月23日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） ①法令
上の根拠（提供先62、
63）

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

①法令上の根拠
（提供先62、
63）

変更 番号法第19条第9号 番号法第19条第10号 事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

72 令和4年3月23日

【４　滞納整理情報
ファイル】 Ⅱ　特
定個人情報ファイル
の概要 ３．特定個
人情報の入手・使用
⑤本人への明示

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

３．特定個人情
報の入手・使用

⑤本人への明示 変更
個人住民税及び軽自動車税の滞納処分に必
要な各種情報については、番号法第19条第
14号に規定されている。

個人住民税及び軽自動車税の滞納処分に必
要な各種情報については、番号法第19条第
15号に規定されている。

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

73 令和4年3月23日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 移転先
21  (別紙3　P.1)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

移転先21  (別紙
3　P.1)

変更

移転先21：子ども・子育て支援部子育て支
援総合センター
①法令上の根拠：番号法第9条第2項及び墨
田区行政手続における特定の個人を識別す
るための番号の利用等に関する条例
②移転先における用途：墨田区ショート
ナースリー事業実施要綱による短期保育の
実施に関する事務管理に関する事務
③移転する情報：個人住民税関係情報
④移転する情報の対象となる本人の数： 1
万人未満
⑤移転する情報の対象となる本人の範囲：
個人住民税の課税対象者
⑥移転方法：庁内連携システム
⑦時期・頻度：申請時

移転先21：削除
事後

その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

74 令和4年6月16日
 Ⅰ　基本情報  5．個
人番号の利用 法令上
の根拠

Ⅰ　基本情報
 5．個人番号の
利用

法令上の根拠 変更

・行政手続における特定の個人を識別する
ための番号の利用等に関する法律(以下「番
号法」という。）第9条第1項　別表第一の
16の項
・番号法第9条第2項
・番号法第9条第3項
・番号法別表第一の主務省令で定める事務
を定める命令　第16条

・行政手続における特定の個人を識別する
ための番号の利用等に関する法律(以下「番
号法」という。）第9条第1項　別表第一の
16の項
・番号法第9条第2項
・番号法第9条第4項
・番号法別表第一の主務省令で定める事務
を定める命令　第16条

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

75 令和4年6月16日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
２．基本情報 ④記録さ
れる項目　全ての記録
項目（別添２）特定個
人情報ファイル記録項
目

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ２．基本情報

④記録される項
目　全ての記録
項目（別添２）
特定個人情報
ファイル記録項
目

変更

１　個人住民税賦課情報ファイル
（１）識別情報
   個人番号、宛名番号
（２）連絡先等情報
   氏名、生年月日、性別、住所、電話番
号、世帯番号、続柄、世帯主氏名
（３）業務関連情報
　（略）、住民税・寄附金控除、（略）

１　個人住民税賦課情報ファイル
（１）識別情報
   個人番号、宛名番号
（２）連絡先等情報
   氏名、生年月日、性別、住所、電話番
号、世帯番号、続柄、世帯主氏名
（３）業務関連情報
　（略）、所得税・寄附金控除、（略）、
業務雑所得、ひとり親、ひとり親控除にか
かる
　　控除額、新生命支払額、旧生命支払
額、介護医療支払額、新個人生命支払額、
　　旧個人支払額、妻有区分、医療費支払
額、スイッチOTC支払額、特例寄附額、
　　特例以外寄附額、都条例寄附額、区条
例寄附額、所得割減免額（区）、
　　所得割減免額（都）、均等割減免額
（区）、均等割減免額（都）、居住開始年
月日、
　　障害種別、障害等級、所得金額調整控
除

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

76 令和4年6月16日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅲ　特定個
人情報ファイルの取扱
いプロセスにおけるリ
スク対策  ７．特定個
人情報の保管・消去
⑨ 過去３年以内に、
評価実施機関におい
て、個人情報に関する
重大事故が発生した
か

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

 ７．特定個人情
報の保管・消去

⑨ 過去３年以内
に、評価実施機
関において、個
人情報に関する
重大事故が発生
したか

変更 発生あり 発生なし 事後
事故発生時期から３年が経
過したため
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

77 令和4年6月16日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅲ　特定個
人情報ファイルの取扱
いプロセスにおけるリ
スク対策  ７．特定個
人情報の保管・消去
⑨ その内容　(P.53)

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

 ７．特定個人情
報の保管・消去

⑨ その内容 変更

平成２９年度課税分当初課税データ作製業
務委託において、特定個人情報を含む約１
２万件の課税データについて、本区の許諾
を得ない再委託が行われていた（平成３０
年１２月１４日発覚）。調査の結果、再委
託先から外部への特定個人情報等の流出は
確認されていない。

（空欄） 事後
事故発生時期から３年が経
過したため

78 令和4年6月16日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅲ　特定個
人情報ファイルの取扱
いプロセスにおけるリ
スク対策  ７．特定個
人情報の保管・消去
⑨再発防止策の内容

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

 ７．特定個人情
報の保管・消去

⑨再発防止策の
内容

変更

特定個人情報を取り扱う業務に委託につい
ては、契約締結時に再委託の予定の有無を
確認するとともに、再委託の許諾を求める
場合は、委託先が再委託先の安全管理措置
の内容を含め書面により申し出ることを契
約書の特記事項に明記した。また、履行期
間中に、契約内容の遵守状況の書面での報
告、委託先の実地調査等により特定個人情
報の取扱状況を把握するよう、全課に周知
徹底を図った。

（空欄） 事後
事故発生時期から３年が経
過したため

79 令和4年6月16日

【２　軽自動車税賦課
情報ファイル】 Ⅲ　特
定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけ
るリスク対策 ７．特定
個人情報の保管・消
去 ⑨過去３年以内
に、評価実施機関に
おいて、個人情報に関
する重大事故が発生
したか

【２　軽自動車
税賦課情報ファ
イル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

⑨過去３年以内
に、評価実施機
関において、個
人情報に関する
重大事故が発生
したか

変更 発生あり 発生なし 事後
事故発生時期から３年が経
過したため

80 令和4年6月16日

【２　軽自動車税賦課
情報ファイル】 Ⅲ　特
定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけ
るリスク対策 ７．特定
個人情報の保管・消
去 ⑨その内容

【２　軽自動車
税賦課情報ファ
イル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

⑨その内容 変更

平成２９年度課税分当初課税データ作製業
務委託において、特定個人情報を含む約１
２万件の課税データについて、本区の許諾
を得ない再委託が行われていた（平成３０
年１２月１４日発覚）。調査の結果、再委
託先から外部への特定個人情報等の流出は
確認されていない。

（空欄） 事後
事故発生時期から３年が経
過したため
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

81 令和4年6月16日

【２　軽自動車税賦課
情報ファイル】 Ⅲ　特
定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけ
るリスク対策 ７．特定
個人情報の保管・消
去 ⑨再発防止策の内
容

【２　軽自動車
税賦課情報ファ
イル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

⑨再発防止策の
内容

変更

特定個人情報を取り扱う業務に委託につい
ては、契約締結時に再委託の予定の有無を
確認するとともに、再委託の許諾を求める
場合は、委託先が再委託先の安全管理措置
の内容を含め書面により申し出ることを契
約書の特記事項に明記した。また、履行期
間中に、契約内容の遵守状況の書面での報
告、委託先の実地調査等により特定個人情
報の取扱状況を把握するよう、全課に周知
徹底を図った。

（空欄） 事後
事故発生時期から３年が経
過したため

82 令和4年6月16日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 ７．特定個人情
報の保管・消去 ⑨過
去３年以内に、評価実
施機関において、個人
情報に関する重大事
故が発生したか(P.68)

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

⑨過去３年以内
に、評価実施機
関において、個
人情報に関する
重大事故が発生
したか(P.68)

変更 発生あり 発生なし 事後
事故発生時期から３年が経
過したため

83 令和4年6月16日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 ７．特定個人情
報の保管・消去 ⑨そ
の内容(P.68)

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

⑨その内容
(P.68)

変更

平成２９年度課税分当初課税データ作製業
務委託において、特定個人情報を含む約１
２万件の課税データについて、本区の許諾
を得ない再委託が行われていた（平成３０
年１２月１４日発覚）。調査の結果、再委
託先から外部への特定個人情報等の流出は
確認されていない。

（空欄） 事後
事故発生時期から３年が経
過したため

84 令和4年6月16日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 ７．特定個人情
報の保管・消去 ⑨再
発防止策の内容
(P.68)

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

⑨再発防止策の
内容(P.68)

変更

特定個人情報を取り扱う業務に委託につい
ては、契約締結時に再委託の予定の有無を
確認するとともに、再委託の許諾を求める
場合は、委託先が再委託先の安全管理措置
の内容を含め書面により申し出ることを契
約書の特記事項に明記した。また、履行期
間中に、契約内容の遵守状況の書面での報
告、委託先の実地調査等により特定個人情
報の取扱状況を把握するよう、全課に周知
徹底を図った。

（空欄） 事後
事故発生時期から３年が経
過したため
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

85 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 ７．特定個人情
報の保管・消去 ⑨過
去３年以内に、評価実
施機関において、個人
情報に関する重大事
故が発生したか(P.75)

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

⑨過去３年以内
に、評価実施機
関において、個
人情報に関する
重大事故が発生
したか(P.75)

変更 発生あり 発生なし 事後
事故発生時期から３年が経
過したため

86 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 ７．特定個人情
報の保管・消去 ⑨そ
の内容(P.75)

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

⑨その内容
(P.75)

変更

平成２９年度課税分当初課税データ作製業
務委託において、特定個人情報を含む約１
２万件の課税データについて、本区の許諾
を得ない再委託が行われていた（平成３０
年１２月１４日発覚）。調査の結果、再委
託先から外部への特定個人情報等の流出は
確認されていない。

（空欄） 事後
事故発生時期から３年が経
過したため

87 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 ７．特定個人情
報の保管・消去 ⑨再
発防止策の内容
(P.68)

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

⑨再発防止策の
内容(P.68)

変更

特定個人情報を取り扱う業務に委託につい
ては、契約締結時に再委託の予定の有無を
確認するとともに、再委託の許諾を求める
場合は、委託先が再委託先の安全管理措置
の内容を含め書面により申し出ることを契
約書の特記事項に明記した。また、履行期
間中に、契約内容の遵守状況の書面での報
告、委託先の実地調査等により特定個人情
報の取扱状況を把握するよう、全課に周知
徹底を図った。

（空欄） 事後
事故発生時期から３年が経
過したため

88 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要  ２．
基本情報 ③対象とな
る本人の範囲

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ２．基本情報
③対象となる本
人の範囲

変更

個人住民税、軽自動車税の納税義務者
個人住民税、軽自動車税の適正な滞納処分
を行うにあたり、特定個人情報が必要なた
め。

個人住民税及び軽自動車税の納税義務者
その必要性：個人住民税及び軽自動車税の
適正な滞納処分を行うため。

事後

軽微な表現の変更であり、
事前の提出が義務付けら
れる「重要な変更」に当たら
ないため。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

89 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要  ２．
基本情報 ④記録され
る項目

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ２．基本情報
④記録される項
目

変更

主な記録項目：［　］雇用・労働関係情報
その妥当性：
○識別情報：対象者を正確に特定するため
に記録
○連絡先等情報：納税催告書等の発送に際
し送付先確認のため、本人への連絡等のた
めに記録
○業務関係情報：個人住民税及び軽自動車
税の滞納整理事務において、滞納者の実態
を正確に把握するために記録

主な記録項目：［○］雇用・労働関係情報
その妥当性：
○識別情報：対象者を正確に特定するた
め。
○連絡先等情報：納税催告書等の送付先確
認及び本人への連絡等のため。
○業務関係情報：滞納者の実態を正確に把
握するため。

事後
リスクを相当程度変動させ
る変更ではないため事前の
評価の再実施は行わない。

90 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要  ３．
特定個人情報の入
手・使用 ②入手方法

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ３．特定個人情
報の入手・使用

②入手方法 変更
［○］その他　（課税原票管理システムの
閲覧のみ。　　　　）

［○］その他　（課税原票管理システム
（閲覧のみ）　　　）

事後

軽微な表現の変更であり、
事前の提出が義務付けら
れる「重要な変更」に当たら
ないため。

91 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要  ３．
特定個人情報の入
手・使用 ③入手の時
期・頻度

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ３．特定個人情
報の入手・使用

③入手の時期・
頻度

変更

課税原票管理システムにて課税状況や納付
状況等の確認を行うに当たり、個人番号が
当該システムの画面に表示されるが、閲覧
のみである。

滞納者の課税状況や納付状況等の確認を行
う際

事後

軽微な表現の変更であり、
事前の提出が義務付けら
れる「重要な変更」に当たら
ないため。

92 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要  ３．
特定個人情報の入
手・使用 ④入手に係
る妥当性

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ３．特定個人情
報の入手・使用

④入手に係る妥
当性

変更

課税原票管理システムにて課税状況や納付
状況等の確認を行うに当たり、個人番号が
当該システムの画面に表示されるが、閲覧
のみである。

地方税法20条の１１により、地方税に関す
る調査について必要がある場合に参考とな
る資料を閲覧している。

事後
リスクを相当程度変動させ
る変更ではないため事前の
評価の再実施は行わない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

93 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要  ３．
特定個人情報の入
手・使用  ⑤本人への
明示

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ３．特定個人情
報の入手・使用

 ⑤本人への明示 変更
個人住民税及び軽自動車税の滞納処分に必
要な各種情報については、番号法第19条第
15号に規定されている。

滞納整理に必要な調査については、地方税
法２０条の１１に記載されている。また、
墨田区個人情報保護条例１５条によって、
業務上必要な範囲において利用しているこ
とを広く区民に周知している。

事後
リスクを相当程度変動させ
る変更ではないため事前の
評価の再実施は行わない。

94 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要  ３．
特定個人情報の入
手・使用 ⑥使用目的

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ３．特定個人情
報の入手・使用

⑥使用目的 変更
個人住民税及び軽自動車税の適正な滞納管
理

個人住民税及び軽自動車税の適正な滞納処
分を行うため

事後

軽微な表現の変更であり、
事前の提出が義務付けら
れる「重要な変更」に当たら
ないため。

95 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要  ３．
特定個人情報の入
手・使用 ⑧使用方法

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ３．特定個人情
報の入手・使用

⑧使用方法 変更

滞納情報と住基法第７条に規定する事項を
突合するものの、個人番号は課税原票管理
システムに表示されるものの閲覧のみであ
る。

滞納情報と住基法第７条に規定する事項を
突合させる（課税原票管理システムは閲覧
のみ）。

事後

軽微な表現の変更であり、
事前の提出が義務付けら
れる「重要な変更」に当たら
ないため。

96 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要  ６．
特定個人情報の保
管・消去  ①保管場所

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ６．特定個人情
報の保管・消去

 ①保管場所 変更

課税原票管理システムの閲覧のみである
が、当該システムは以下のような保管場所
にある。
・セキュリティゲートにて入退館管理を
行っている建物内のうち、さらに厳格な入
退室管理を行っている区画（指紋認証、監
視カメラの設置、記録簿に氏名や入退室時
間等を記帳）に設置したサーバー内に保管
・サーバーへのアクセスは、全庁的に管理
しているＩＤ及びパスワードによる認証が
必要

・セキュリティゲートにて入退館管理を
行っている建物内のうち、さらに厳格な入
退室管理を行っている区画（指紋認証、監
視カメラの設置、記録簿に氏名や入退室時
間等を記帳）に設置したサーバー内に保管
・サーバーへのアクセスは、全庁的に管理
しているＩＤ及びパスワードによる認証が
必要

事後

軽微な表現の変更であり、
事前の提出が義務付けら
れる「重要な変更」に当たら
ないため。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

97 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要  ６．
特定個人情報の保
管・消去  ②保管期間

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ６．特定個人情
報の保管・消去

 ②保管期間 変更
課税原票管理システムの閲覧のみであるた
め、滞納整理事務では特定個人情報を保管
していない。

滞納整理事務では閲覧のみを行っている。 事後

軽微な表現の変更であり、
事前の提出が義務付けら
れる「重要な変更」に当たら
ないため。

98 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要  ６．
特定個人情報の保
管・消去  ③消去方法

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ６．特定個人情
報の保管・消去

 ③消去方法 変更
上記のとおり、当該事務において特定個人
情報を保管していないため、消去するもの
がない。

ディスク交換及びハード更改等の際は、中
間サーバー・プラットフォームの保守・運
用を行う事業者において、保存された情報
が読み出しできないよう、物理的破壊又は
専用ソフト等を使用して完全に消去する。

事後

漏えいその他の事態を発
生させるリスクを明らかに
軽減させるため、重要な変
更に当たらない。

99 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策  ２．特定個人情
報の入手  リスク１：
目的外の入手が行わ
れるリスク　対象者以
外の情報の入手を防
止するための措置の
内容

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

 ２．特定個人情
報の入手

リスク１：　目
的外の入手が行
われるリスク
対象者以外の情
報の入手を防止
するための措置
の内容

変更
印刷ができないよう、課税原票管理システ
ムの閲覧のみに限定されている。

課税原票管理システムの閲覧は、４情報等
を基に対象者を特定した後、画面遷移する
仕組みとなっており、対象者以外の特定個
人情報を誤って閲覧することがないシステ
ムである。

事後
リスクを相当程度変動させ
る変更ではないため事前の
評価の再実施は行わない。

100 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策  ２．特定個人情
報の入手  リスク１：
目的外の入手が行わ
れるリスク　必要な情
報以外を入手すること
を防止するための措
置の内容：

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

 ２．特定個人情
報の入手

リスク１：　目
的外の入手が行
われるリスク
必要な情報以外
を入手すること
を防止するため
の措置の内容：

変更
閲覧のみのため、必要な情報以外を入手す
ることはない。

課税原票管理システムに記載されている情
報は、税額を決定するにあたり必要な情報
のみ記載されているため、業務上不必要な
情報は記載されない。なお、各機関への調
査は、墨田区特別区税条例施行規則に定め
られた様式により照会を行い、不必要な情
報を入手していない。

事後

軽微な表現の変更であり、
事前の提出が義務付けら
れる「重要な変更」に当たら
ないため。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

101 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策  ２．特定個人情
報の入手  リスク３：
入手した特定個人情
報が不正確であるリス
ク　入手の際の本人
確認の措置の内容

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

 ２．特定個人情
報の入手

 リスク３：　入
手した特定個人
情報が不正確で
あるリスク　入
手の際の本人確
認の措置の内容

変更 閲覧のみのため、存在しない。
１　住民税賦課情報ファイルに記載されて
いる。

事後
リスクを相当程度変動させ
る変更ではないため事前の
評価の再実施は行わない。

102 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策  ２．特定個人情
報の入手  リスク３：
入手した特定個人情
報が不正確であるリス
ク　個人番号の真正
性確認の措置の内容

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

 ２．特定個人情
報の入手

 リスク３：　入
手した特定個人
情報が不正確で
あるリスク　個
人番号の真正性
確認の措置の内
容

変更 閲覧のみのため、存在しない。
１　住民税賦課情報ファイルに記載されて
いる。

事後
リスクを相当程度変動させ
る変更ではないため事前の
評価の再実施は行わない。

103 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策  ２．特定個人情
報の入手  リスク３：
入手した特定個人情
報が不正確であるリス
ク　特定個人情報の
正確性確保の措置の
内容

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

 ２．特定個人情
報の入手

 リスク３：　入
手した特定個人
情報が不正確で
あるリスク　特
定個人情報の正
確性確保の措置
の内容

変更 閲覧のみのため、存在しない。
課税資料及び添付書類との照合により正確
性を確保している。

事後
リスクを相当程度変動させ
る変更ではないため事前の
評価の再実施は行わない。

104 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策  ２．特定個人情
報の入手  リスク４：
入手の際に特定個人
情報が漏えい・紛失す
るリスク　リスクに対す
る措置の内容

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

 ２．特定個人情
報の入手

 リスク４：　入
手の際に特定個
人情報が漏え
い・紛失するリ
スク　リスクに
対する措置の内
容

変更
閲覧のみであり、メモを取らないようにし
ている。

閲覧のみとなっている。 事後

軽微な表現の変更であり、
事前の提出が義務付けら
れる「重要な変更」に当たら
ないため。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

105 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 ３．特定個人情
報の使用 リスク２：
権限のない者（元職
員、アクセス権限のな
い職員等）によって不
正に使用されるリスク
ユーザ認証の管理
具体的な管理方法

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

３．特定個人情
報の使用

リスク２：　権
限のない者（元
職員、アクセス
権限のない職員
等）によって不
正に使用される
リスク　ユーザ
認証の管理　具
体的な管理方法

変更
課税原票管理システムの管理者が管理して
いる。

課税原票管理システムを利用する必要があ
る職員を特定し機能を制限している。ま
た、システムにアクセスするにはユーザー
ID・生体認証・パスワードによる認証が必
要である。

事後
リスクを相当程度変動させ
る変更ではないため事前の
評価の再実施は行わない。

106 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 ３．特定個人情
報の使用 リスク２：
権限のない者（元職
員、アクセス権限のな
い職員等）によって不
正に使用されるリスク
アクセス権限の発効・
失効の管理　具体的
な管理方法

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

３．特定個人情
報の使用

リスク２：　権
限のない者（元
職員、アクセス
権限のない職員
等）によって不
正に使用される
リスク　アクセ
ス権限の発効・
失効の管理　具
体的な管理方法

変更
課税原票管理システムの管理者が管理して
いる。

毎年度、課税原票管理システムの管理者が
権限の更新を行っている。

事後

軽微な表現の変更であり、
事前の提出が義務付けら
れる「重要な変更」に当たら
ないため。

107 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 ３．特定個人情
報の使用 リスク２：
権限のない者（元職
員、アクセス権限のな
い職員等）によって不
正に使用されるリスク
特定個人情報の使用
の記録　具体的な管
理方法

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

３．特定個人情
報の使用

リスク２：　権
限のない者（元
職員、アクセス
権限のない職員
等）によって不
正に使用される
リスク　特定個
人情報の使用の
記録　具体的な
管理方法

変更
課税原票管理システムの管理者が管理して
いる。

毎年度、課税原票管理システムの管理者が
権限の更新を行っている。

事後

軽微な表現の変更であり、
事前の提出が義務付けら
れる「重要な変更」に当たら
ないため。

108 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 ３．特定個人情
報の使用 リスク４：
特定個人情報ファイル
が不正に複製されるリ
スクリスクに対する措
置の内容：

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

３．特定個人情
報の使用

リスク４：　特
定個人情報ファ
イルが不正に複
製されるリスク
リスクに対する
措置の内容：

変更
閲覧時にメモ等の記録を取らないよう、教
育・指導している。

閲覧時にメモ等の記録を取らないよう、教
育・指導している。また、地方税法２２
条、住民基本台帳法４２条、番号法による
罰則があることを職員に周知している。

事後

漏えいその他の事態を発
生させるリスクを明らかに
軽減させるため、重要な変
更に当たらない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

109 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策  ７．特定個人情
報の保管・消去 リスク
１：　特定個人情報の
漏えい・滅失・毀損リ
スク
⑨過去３年以内に、評
価実施機関において、
個人情報に関する重
大事故が発生したか

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

 ７．特定個人情
報の保管・消去

リスク１：　特
定個人情報の漏
えい・滅失・毀
損リスク
⑨過去３年以内
に、評価実施機
関において、個
人情報に関する
重大事故が発生
したか

変更 発生あり 発生なし 事後

事故発生時期から３年が経
過したことによる変更であ
り、事前の提出が義務付け
られる「重要な変更」に当た
らないため。

110 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 ７．特定個人情
報の保管・消去 リスク
１：　特定個人情報の
漏えい・滅失・毀損リ
スク
⑨その内容

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

リスク１：　特
定個人情報の漏
えい・滅失・毀
損リスク
⑨その内容

変更

平成２９年度課税分当初課税データ作製業
務委託において、特定個人情報を含む約１
２万件の課税データについて、本区の許諾
を得ない再委託が行われていた（平成３０
年１２月１４日発覚）。調査の結果、再委
託先から外部への特定個人情報等の流出は
確認されていない。

（空欄） 事後

事故発生時期から３年が経
過したことによる変更であ
り、事前の提出が義務付け
られる「重要な変更」に当た
らないため。

111 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 ７．特定個人情
報の保管・消去 リスク
１：　特定個人情報の
漏えい・滅失・毀損リ
スク
⑨再発防止策の内容

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

リスク１：　特
定個人情報の漏
えい・滅失・毀
損リスク
⑨再発防止策の
内容

変更

特定個人情報を取り扱う業務に委託につい
ては、契約締結時に再委託の予定の有無を
確認するとともに、再委託の許諾を求める
場合は、委託先が再委託先の安全管理措置
の内容を含め書面により申し出ることを契
約書の特記事項に明記した。また、履行期
間中に、契約内容の遵守状況の書面での報
告、委託先の実地調査等により特定個人情
報の取扱状況を把握するよう、全課に周知
徹底を図った。

（空欄） 事後

事故発生時期から３年が経
過したことによる変更であ
り、事前の提出が義務付け
られる「重要な変更」に当た
らないため。

112 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策  ７．特定個人情
報の保管・消去 リスク
１：　特定個人情報の
漏えい・滅失・毀損リ
スク　⑩死者の個人番
号：

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

 ７．特定個人情
報の保管・消去

リスク１：　特
定個人情報の漏
えい・滅失・毀
損リスク　⑩死
者の個人番号：

変更 保管している 保管していない 事後

漏えいその他の事態を発
生させるリスクを明らかに
軽減させるため、重要な変
更に当たらない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

113 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策  ７．特定個人情
報の保管・消去  リス
ク２：　特定個人情報
が古い情報のまま保
管され続けるリスク　リ
スクに対する措置の
内容

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

 ７．特定個人情
報の保管・消去

 リスク２：　特
定個人情報が古
い情報のまま保
管され続けるリ
スク　リスクに
対する措置の内
容

変更 保管していない。
特定個人情報を紙・電子データともに所持
しないよう努めている。

事後

軽微な表現の変更であり、
事前の提出が義務付けら
れる「重要な変更」に当たら
ないため。

114 令和4年6月16日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策  ７．特定個人情
報の保管・消去  リス
ク３：　特定個人情報
が消去されずいつま
でも存在するリスク
消去手順　手順の内
容

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

 ７．特定個人情
報の保管・消去

 リスク３：　特
定個人情報が消
去されずいつま
でも存在するリ
スク　消去手順
手順の内容

変更 保管していないため、存在しない。 特定個人情報を所持していない。 事後

軽微な表現の変更であり、
事前の提出が義務付けら
れる「重要な変更」に当たら
ないため。

115 令和4年6月16日
Ⅱ　特定個人情報ファ
イルの概要

【１　住民税賦課
情報ファイル】

６．特定個人情報
の保管・消去

③消去方法 変更

〈中間サーバー・プラットフォームにおける措
置〉
・特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作
によって実施されるため、通常、中間サーバー・
プラットフォームの保守・運用を行う事業者が特
定個人情報を消去することはない。
・ディスクの交換及びハード更改等の際は、中間
サーバー・プラットフォームの保守・運用を行う
事業者において、保存された情報が読み出しでき
ないよう、物理的破壊又は専用ソフト等を使用し
て完全に消去する。

〈中間サーバー・プラットフォームにおける措
置〉
・特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作
によって実施されるため、通常、中間サーバー・
プラットフォームの保守・運用を行う事業者が特
定個人情報を消去することはない。
・ディスクの交換及びハード更改等の際は、中間
サーバー・プラットフォームの保守・運用を行う
事業者において、保存された情報が読み出しでき
ないよう、物理的破壊により完全に消去する。

事後

軽微な表現の変更であり、事
前の提出が義務付けられる
「重要な変更」に当たらないた
め。

116 令和4年6月16日
Ⅱ　特定個人情報ファ
イルの概要

【２　軽自動車税
賦課情報ファイ
ル】

６．特定個人情報
の保管・消去

③消去方法 変更

〈中間サーバー・プラットフォームにおける措
置〉
・特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作
によって実施されるため、通常、中間サーバー・
プラットフォームの保守・運用を行う事業者が特
定個人情報を消去することはない。
・ディスクの交換及びハード更改等の際は、中間
サーバー・プラットフォームの保守・運用を行う
事業者において、保存された情報が読み出しでき
ないよう、物理的破壊又は専用ソフト等を使用し
て完全に消去する。

〈中間サーバー・プラットフォームにおける措
置〉
・特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作
によって実施されるため、通常、中間サーバー・
プラットフォームの保守・運用を行う事業者が特
定個人情報を消去することはない。
・ディスクの交換及びハード更改等の際は、中間
サーバー・プラットフォームの保守・運用を行う
事業者において、保存された情報が読み出しでき
ないよう、物理的破壊により完全に消去する。

事後

軽微な表現の変更であり、事
前の提出が義務付けられる
「重要な変更」に当たらないた
め。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

117 令和4年6月16日
Ⅱ　特定個人情報ファ
イルの概要

【４　滞納整理情
報ファイル】

６．特定個人情報
の保管・消去

③消去方法 変更

ディスク交換及びハード更改等の際は、中間サー
バー・プラットフォームの保守・運用を行う事業
者において、保存された情報が読み出しできない
よう、物理的破壊又は専用ソフト等を使用して完
全に消去する。

ディスク交換及びハード更改等の際は、中間サー
バー・プラットフォームの保守・運用を行う事業
者において、保存された情報が読み出しできない
よう、物理的破壊により完全に消去する。

事後

軽微な表現の変更であり、事
前の提出が義務付けられる
「重要な変更」に当たらないた
め。

118 令和4年6月16日
Ⅲ　特定個人情報ファ
イルの取扱いプロセス
におけるリスク対策

【１　住民税賦課
情報ファイル】

６．情報提供ネッ
トワークシステム
との接続

リスク２：安全が
保たれない方法に
よって入手が行わ
れるリスク

リスクに対する措
置の内容

変更

〈中間サーバー・ソフトウェアにおける措置〉
・中間サーバーは、個人情報保護委員会との協議
を経て、総務大臣が設置・管理する情報提供ネッ
トワークシステムを使用した特定個人情報の入手
のみ実施できるよう設計されるため、安全性が担
保されている。

〈中間サーバー・ソフトウェアにおける措置〉
・中間サーバーは、個人情報保護委員会との協議
を経て、内閣総理大臣が設置・管理する情報提供
ネットワークシステムを使用した特定個人情報の
入手のみ実施できるよう設計されるため、安全性
が担保されている。

事後

軽微な表現の変更であり、事
前の提出が義務付けられる
「重要な変更」に当たらないた
め。

119 令和4年6月16日
Ⅲ　特定個人情報ファ
イルの取扱いプロセス
におけるリスク対策

【１　住民税賦課
情報ファイル】

６．情報提供ネッ
トワークシステム
との接続

リスク３：入手し
た特定個人情報が
不正確であるリス
ク

リスクに対する措
置の内容

変更

〈中間サーバー・ソフトウェアにおける措置〉
　中間サーバーは、個人情報保護委員会との協議
を経て、総務大臣が設置・管理する情報提供ネッ
トワークシステムを使用して、情報提供個人識別
符号により紐付けられた照会対象者に係る特定個
人情報を入手するため、正確な照会対象者に係る
特定個人情報を入手することが担保されている。

〈中間サーバー・ソフトウェアにおける措置〉
　中間サーバーは、個人情報保護委員会との協議
を経て、内閣総理大臣が設置・管理する情報提供
ネットワークシステムを使用して、情報提供個人
識別符号により紐付けられた照会対象者に係る特
定個人情報を入手するため、正確な照会対象者に
係る特定個人情報を入手することが担保されてい
る。

事後

軽微な表現の変更であり、事
前の提出が義務付けられる
「重要な変更」に当たらないた
め。

120 令和4年6月16日
Ⅲ　特定個人情報ファ
イルの取扱いプロセス
におけるリスク対策

【２　軽自動車税
賦課情報ファイ
ル】

６．情報提供ネッ
トワークシステム
との接続

リスク２：安全が
保たれない方法に
よって入手が行わ
れるリスク

リスクに対する措
置の内容

変更

〈中間サーバー・ソフトウェアにおける措置〉
・中間サーバーは、個人情報保護委員会との協議
を経て、総務大臣が設置・管理する情報提供ネッ
トワークシステムを使用した特定個人情報の入手
のみ実施できるよう設計されるため、安全性が担
保されている。

〈中間サーバー・ソフトウェアにおける措置〉
・中間サーバーは、個人情報保護委員会との協議
を経て、内閣総理大臣が設置・管理する情報提供
ネットワークシステムを使用した特定個人情報の
入手のみ実施できるよう設計されるため、安全性
が担保されている。

事後

軽微な表現の変更であり、事
前の提出が義務付けられる
「重要な変更」に当たらないた
め。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

121 令和4年6月16日
Ⅲ　特定個人情報ファ
イルの取扱いプロセス
におけるリスク対策

【２　軽自動車税
賦課情報ファイ
ル】

６．情報提供ネッ
トワークシステム
との接続

リスク３：入手し
た特定個人情報が
不正確であるリス
ク

リスクに対する措
置の内容

変更

〈中間サーバー・ソフトウェアにおける措置〉
　中間サーバーは、個人情報保護委員会との協議
を経て、総務大臣が設置・管理する情報提供ネッ
トワークシステムを使用して、情報提供個人識別
符号により紐付けられた照会対象者に係る特定個
人情報を入手するため、正確な照会対象者に係る
特定個人情報を入手することが担保されている。

〈中間サーバー・ソフトウェアにおける措置〉
　中間サーバーは、個人情報保護委員会との協議
を経て、内閣総理大臣が設置・管理する情報提供
ネットワークシステムを使用して、情報提供個人
識別符号により紐付けられた照会対象者に係る特
定個人情報を入手するため、正確な照会対象者に
係る特定個人情報を入手することが担保されてい
る。

事後

軽微な表現の変更であり、事
前の提出が義務付けられる
「重要な変更」に当たらないた
め。

122 令和5年3月31日

 Ⅰ　基本情報  １．特
定個人情報ファイルを
取り扱う事務 ②事務
の内容

Ⅰ　基本情報
 １．特定個人情
報ファイルを取
り扱う事務

②事務の内容 変更

１　個人住民税の賦課業務
【概要】
・地方税法に基づき、国税庁・住民から提
出された申告や、給与支払者・年金保険者
から提出された支払報告書等を基に住民税
額を計算し賦課する。
・住民からの申請に基づき、住民税情報か
ら課税・非課税証明書を発行する。

【処理の流れ】
① 国税庁・他自治体・給与支払者・年金保
険者・住民から申告情報を取得する。
② eLTAXにて受信した電子申告等データを
住民税システムに取込を行う。
③ ①・②で取得した申告情報の入力を行
う。
④ ①・②で取得した課税資料を課税原票管
理システムに登録し、課税資料の画像を随
時閲覧できるようにする。
⑤ 当初課税時においては大量の申告情報が
届くため、パンチ事業者に申告データの作
成を委託する。
⑥ パンチ入力した申告データを住民税シス
テムに取込を行う。

１　個人住民税の賦課業務
【概要】
・地方税法に基づき、国税庁・住民から提
出された申告や、給与支払者・年金保険者
から提出された支払報告書等を基に住民税
額を計算し賦課する。
・住民からの申請に基づき、住民税情報か
ら課税・非課税証明書を発行する。

【処理の流れ】
① 国税庁・他自治体・給与支払者・年金保
険者・住民から申告情報を取得する。
② eLTAXにて受信した電子申告等データを
住民税システムに取込を行う。
③ ①・②で取得した申告情報の入力を行
う。一部の単純・反復的な内容について
は、RPAツールにより入力させる。
④ ①・②で取得した課税資料を課税原票管
理システムに登録し、課税資料の画像を随
時閲覧できるようにする。
⑤ 当初課税時においては大量の給与支払報
告書等が届くため、課税原票管理システム
で登録後にOCR処理し、データ化させる。
⑥ ⑤で取得した給与支払報告書等のデータ
を住民税システムに取込を行う。

事後

③についてはリスクを相
当程度変動させる変更で
はないため事前の評価の
再実施は行わない。⑤⑥
については漏えいその他
の事態を発生させるリス
クを明らかに軽減させる
ため、重要な変更に当た
らない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

123 令和5年3月31日

 Ⅰ　基本情報 １　特
定個人情報ファイルを
取り扱う事務 ②事務
の内容

Ⅰ　基本情報
１　特定個人情
報ファイルを取
り扱う事務

②事務の内容 変更

２　軽自動車税賦課関連業務
【概要】
　地方税法に基づき、墨田区に主たる定置場のあ
る軽自動車等について、4月1日現在の所有者に対
して車種等により区分され、定められた軽自動車
税種別割を賦課する。

【処理の流れ】
①住民等から軽自動車税（種別割）申告（報告）
書兼標識交付申請書等の提出を受け、車両情報等
を取得し軽自動車税システムに登録する。
②住民等から軽自動車税（種別割）廃車申告書兼
標識返納書等の提出を受け、車両情報等を取得し
軽自動車税システムから車両情報等を抹消する。
③他自治体の申告書等については、当該自治体へ
回送する。
④上記の手続きにより把握した4月1日現在の所有
者（納税義務者）に対し、賦課情報を作成する。
⑤納税義務者に税額を通知する。
⑥減免申請者に対し、減免決定を行い、決定通知
書を送付する。この処理において、必要が生じた
場合、団体内統合宛名システム又は住民基本台帳
ネットワークに照会し、所在地及び個人番号を特
定する。また、必要に応じて、団体内統合宛名シ
ステム又は情報提供ネットワークシステムを介し
て生活保護関係情報等を取得する。

２　軽自動車税賦課関連業務
【概要】
　地方税法に基づき、墨田区に主たる定置場のある
軽自動車等について、4月1日現在の所有者に対して
車種等により区分され、定められた軽自動車税種別
割を賦課する。

【処理の流れ】
①住民や全国軽自動車協会連合会からの軽自動車税
（種別割）申告（報告）書兼標識交付申請書等の提
出（四輪の新車登録は電子申告（地方税共同機構か
ら軽OSS連携システム経由も選択可））を受け、それ
を基に課税情報を入力・管理する。また、住民から
の申告書の提出に対し、標識交付証明書を交付す
る。地方公共団体情報システム機構から軽自動車検
査情報市区町村提供システム経由で軽自動車検査情
報を取得する。
②住民等から軽自動車税（種別割）廃車申告書兼標
識返納書等の提出を受け、車両情報等を取得し軽自
動車税システムから車両情報等を抹消する。
③他自治体の申告書等については、当該自治体へ回
送する。
④上記の手続きにより把握した4月1日現在の所有者
等（納税義務者）に対し、賦課情報を作成する。
⑤納税義務者に税額を通知する。墨田区に住民登録
がなく住所地が特定できない場合は、住民票関係情
報を住民基本台帳ネットワークシステム経由で取得
する。
⑥減免申請者に対し、減免決定を行い、決定通知書
を送付する。この処理において、必要が生じた場
合、団体内統合宛名システム又は住民基本台帳ネッ
トワークに照会し、所在地及び個人番号を特定す
る。また、必要に応じて、団体内統合宛名システム
又は情報提供ネットワークシステムを介して生活保

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。（⑤は
事前）

124 令和5年3月31日

 Ⅰ　基本情報 １　特
定個人情報ファイルを
取り扱う事務 ②事務
の内容

Ⅰ　基本情報
１　特定個人情
報ファイルを取
り扱う事務

②事務の内容 変更

３　収納関連業務
　地方税法に基づき賦課された個人住民税
及び軽自動車税の収納情報を管理する。

【処理の流れ】
①住民票関係情報を団体内統合宛名システ
ム経由で取得する。
②個人住民税及び軽自動車税の賦課情報を
各システムから取得する。
③指定金融機関から住民等が納付、納入し
た情報を取得する。
④過納付又は誤納付が発生した場合は、住
民等に通知し、還付又は充当を行う。
⑤納期限までに完納とならない場合は、地
方税法に基づき住民等に督促状を発送す
る。
⑥収納情報に基づき、申請に応じて各税目
の納税証明書を発行する。

３　収納関連業務
　地方税法に基づき賦課された個人住民税及び軽
自動車税の収納情報を管理する。

【処理の流れ】
①住民票関係情報を団体内統合宛名システム経由
で取得する。墨田区に住民登録がなく住所地が特
定できない場合は、住民票関係情報を住民基本台
帳ネットワークシステム経由で取得する。
②個人住民税及び軽自動車税の賦課情報を各シス
テムから取得する。
③指定金融機関、収納代行業者、eLTAX等から住
民等が納付、納入した情報を取得する。また納付
書発行データ等を共通納税システムを経由して送
付する。
④過納付又は誤納付が発生した場合は、住民等に
通知し、還付又は充当を行う。また、住民より公
的給付支給等口座登録簿関係資料に登録された公
金受取口座での還付金受取の意思表示がある場合
は、情報提供ネットワークシステムを介して公金
受取口座情報を取得し、処理する。
⑤納期限までに完納とならない場合は、地方税法
に基づき住民等に督促状を発送する。
⑥収納情報に基づき、申請に応じて各税目の納税
証明書を発行する。
⑦軽自動車税納付確認システムを経由して納付情
報の登録・照会を行う。

事前

④重要な変更

➀③⑦特定個人情報の漏
えいその他の事態を発生さ
せるリスクを相当程度変動
させるものではないため、
重要な変更に当たらない。
（⑦については事後）

36



別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

125 令和5年3月31日

 Ⅰ　基本情報 １．特
定個人情報ファイルを
取り扱う事務 ②事務
の内容

Ⅰ　基本情報
１．特定個人情
報ファイルを取
り扱う事務

②事務の内容 変更

４　滞納整理関連業務
【概要】
　地方税法、国税徴収法に基づき、個人住
民税及び軽自動車税等の滞納情報を管理す
る。
【処理の流れ】
①個人住民税及び軽自動車税の賦課・収納
情報を各システムから取得する。
②滞納者に納税催告書等を発送する。

４　滞納整理関連業務
【概要】
　地方税法、国税徴収法に基づき、個人住
民税及び軽自動車税等の滞納情報を管理す
る。
【処理の流れ】
①個人住民税及び軽自動車税の賦課・収納
情報等を各システムから取得する。
②滞納者に納税催告書等を発送する。墨田
区に住民登録がない者については、住民票
関係情報を住民基本台帳ネットワークシス
テム経由で取得する。

事前

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

126 令和5年3月31日

 Ⅰ　基本情報  ２．特
定個人情報ファイルを
取り扱う事務において
使用するシステム シ
ステム2 ②システムの
機能

Ⅰ　基本情報

 ２．特定個人情
報ファイルを取
り扱う事務にお
いて使用するシ
ステム

システム2 ②シ
ステムの機能

変更

１　課税資料や電子申告データをデジタル
イメージ化し、基幹税務システムと連動さ
せることにより、課税事務の効率化や問合
せに対する迅速化を図る。
・課税資料、電子申告データの画像データ
化
・画像データの管理、検索、出力
・基幹税務システムとの連携
・他市回送する課税資料の一括印刷

１　課税資料や電子申告データをデジタルイメー
ジ化し、基幹税務システムと連動させることによ
り、課税事務の
　効率化や問合せに対する迅速化を図る。
・課税資料、電子申告データの画像データ化
・画像データの管理、検索、出力
・基幹税務システムとの連携
・他市回送する課税資料の一括印刷

２　給与所得者異動届出書等に記載された文字を
OCR機能によりデータ化し、別途のシステム（RPA
ツール）で自動入力をさせることで業務の効率化
を図る。
・OCR処理による給与所得者異動届出書等のデー
タ化
・不読判定としたデータの修正
・OCR処理結果等のファイル出力
・宛名番号一括登録機能

３　紙媒体の給与支払報告書に記載された文字を
AI-OCR機能によりデータ化させることで、給与支
払報告書のデータ作成を内製化させる。
・OCR処理による紙媒体の給与支払報告書のデー
タ化機能
・OCR処理後のエラー修正
・OCR処理結果等のファイル出力
・AIエンジンのアップグレード

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

127 令和5年3月31日

 Ⅰ　基本情報  ２．特
定個人情報ファイルを
取り扱う事務において
使用するシステム シ
ステム2 ③他のシステ
ムとの接続

Ⅰ　基本情報

 ２．特定個人情
報ファイルを取
り扱う事務にお
いて使用するシ
ステム

システム2 ③他
のシステムとの
接続

変更 [　　]税務システム [〇]税務システム 事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

128 令和5年3月31日

 Ⅰ　基本情報  ２．特
定個人情報ファイルを
取り扱う事務において
使用するシステム シ
ステム3 ②システムの
機能

Ⅰ　基本情報

 ２．特定個人情
報ファイルを取
り扱う事務にお
いて使用するシ
ステム

システム3 ②シ
ステムの機能

変更

地方税に関する手続のうち、電子申告が可能なも
のについて以下の機能別に処理する。
○審査システム
・利用届出データの審査、管理
・電子申告データ（給与支払報告書、年金支払報
告書等）の審査、管理
・住登外課税データの送受信
・特別徴収税額通知データの送信
・年金特別徴収に関する各通知データの送受信
○データ連携システム
　基幹税務システムとのデータ連携
 ※基幹システムへの取込はネットワーク経由で
はなく媒体で取込する。
○国税連携システム
・国税連携データ（所得税確定申告書、法定調
書、扶養是正情報等）の送受信、検索、出力
・団体間回送（他自治体へ電子データを回送）

地方税に関する手続のうち、電子申告が可能なも
のについて以下の機能別に処理する。
○審査システム
・利用届出データの審査、管理
・電子申告データ（給与支払報告書、年金支払報
告書等）の審査、管理
・住登外課税データの送受信
・特別徴収税額通知データの送信
・年金特別徴収に関する各通知データの送受信
・共通納税システム
○データ連携システム
　基幹税務システムとのデータ連携
 ※基幹システムへの取込はネットワーク経由で
はなく媒体で取込する。
・共通納税インターフェースシステム（共通納税
IFS）、軽OSS連携システム
○国税連携システム
・国税連携データ（所得税確定申告書、法定調
書、扶養是正情報等）の送受信、検索、出力
・団体間回送（他自治体へ電子データを回送）

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

129 令和5年3月31日

 Ⅰ　基本情報  ２．特
定個人情報ファイルを
取り扱う事務において
使用するシステム シ
ステム6②システムの
機能

Ⅰ　基本情報

 ２．特定個人情
報ファイルを取
り扱う事務にお
いて使用するシ
ステム

システム6②シス
テムの機能

変更

〇情報照会機能
　情報提供ネットワークシステムを介し
て、特定個人情報(連携対象)の情報照会及
び情報提供受領（照会した情報の受領）を
行う機能。

〇情報照会機能
　情報提供ネットワークシステムを介し
て、特定個人情報(連携対象)の情報照会及
び情報提供受領（照会した情報の受領）を
行う機能。
※情報提供ネットワークシステムを通じて
口座登録・連携ファイル関係情報を取得す
る機能を含む

事前
重要な変更に当たらないが
任意で事前に提出

130 令和5年3月31日

 Ⅰ　基本情報  ２．特
定個人情報ファイルを
取り扱う事務において
使用するシステム シ
ステム8

Ⅰ　基本情報

 ２．特定個人情
報ファイルを取
り扱う事務にお
いて使用するシ
ステム

システム8 追加

①システムの名称：RPAツール
②システムの機能：システムで作成したシ
ナリオにより、個人住民税の賦課業務の
内、単純・反復的な入力をパソコンに代替
させることで、業務改善の実現を図る。
③他のシステムとの接続：宛名システム
等、税務システム

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

131 令和5年3月31日
 Ⅰ　基本情報 ５．個
人番号の利用 法令上
の根拠

Ⅰ　基本情報
５．個人番号の
利用

法令上の根拠 変更

・行政手続における特定の個人を識別する
ための番号の利用等に関する法律(以下「番
号法」という。）第9条第1項　別表第一の
16の項
・番号法第9条第2項
・番号法第9条第4項
・番号法別表第一の主務省令で定める事務
を定める命令　第16条

・行政手続における特定の個人を識別する
ための番号の利用等に関する法律(以下「番
号法」という。）第9条第1項　別表第一の
16の項
・番号法第9条第2項
・番号法第9条第4項
・墨田区行政手続きにおける特定の個人を
識別するための番号の利用等に関する条例
第4条第1項及び別表第2の1の項

事後
記載要領の変更に伴う修
正であり、重要な変更に当
たらない

132 令和5年3月31日

 Ⅰ　基本情報 ６．情
報提供ネットワークシ
ステムによる情報連
携 ②法令上の根拠

Ⅰ　基本情報

６．情報提供
ネットワークシ
ステムによる情
報連携

②法令上の根拠 変更

【情報照会】
・番号法　第19条第8号別表第2　27の項
・番号法別表第二の主務省令で定める事務及び情報
を定める命令　第20条
【情報提供】
・番号法　第19条第8号  別表第2第三欄
（情報提供者）が「市町村長」の項のうち、第四欄
（特定個人情報）に「地方税関係情報」が含まれる
項
（1、2、3、4、6、8、9、11、16、18、20、23、26、
27、28、29、31、34、35、37、38、39、40、42、
48、53、54、57、58、59、61、62、63、64、65、
66、67、70、71、74、80、84、85の2、87、91、92、
94、97、101、102、103、106、107、108、113、
114、115、116、117、120の項）
・番号法別表第二の主務省令で定める事務及び情報
を定める命令　第1条、第2条、第3条、第4条、第6
条、第7条、第8条、第10条、第12条、第13条、第14
条、第16条、第19条、第20条、第21条、第22条、第
22条の3、第22条の4、第23条、第24条、第24条の2、
第24条の3、第25条、第26条の3、第27条、第28条、
第31条、第31条の2、第31条の3、第32条、第33条、
第34条、第35条、第36条、第37条、第38条、第39
条、第40条、第43条、第43条の3、第43条の4、第44
条、第44条の2、第45条、第47条、第49条、第49条の
2、第50条、第51条、第53条、第54条、第55条、第58
条、第59条、第59条の2、第59条の2の2、第59条の3
※　番号法第19条第8号別表第2の29、71、115の項に
ついては主務省令で定められていない。

【情報照会】
・番号法　第19条第8号別表第2　27の項
【情報提供】
・番号法　第19条第8号  別表第2第三欄
（情報提供者）が「市町村長」の項のうち
第四欄（特定個人情報）に「地方税関係情
報」が含まれる項

事後
記載要領の変更に伴う修
正であり、重要な変更に当
たらない

133 令和5年3月31日
 Ⅰ　基本情報 （別添
１）事務の内容 １　個
人住民税の賦課業務

Ⅰ　基本情報
（別添１）事務
の内容

１　個人住民税
の賦課業務

変更 (図の変更） 事後

漏えいその他の事態を発
生させるリスクを明らか
に軽減させるため、重要
な変更に当たらない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

134 令和5年3月31日
 Ⅰ　基本情報 （別添
１）事務の内容 １　個
人住民税の賦課業務

Ⅰ　基本情報
（別添１）事務
の内容

１　個人住民税
の賦課業務

変更

（備考）
① 国税庁・他自治体・給与支払者・年金保
険者・住民から申告情報を取得する。
② eLTAXにて受信した電子申告等データを
住民税システムに取込を行う。
③ ①・②で取得した申告情報の入力を行
う。
④ ①・②で取得した課税資料を課税原票管
理システムに登録し、課税資料の画像を随
時閲覧できるようにする。
⑤ 当初課税時においては大量の申告情報が
届くため、パンチ事業者に申告データの作
成を委託する。
⑥ パンチ入力した申告データを住民税シス
テムに取込を行う。

（備考）
① 国税庁・他自治体・給与支払者・年金保
険者・住民から申告情報を取得する。
② eLTAXにて受信した電子申告等データを
住民税システムに取込を行う。
③ ①・②で取得した申告情報の入力を行
う。一部の単純・反復的な内容について
は、RPAツールにより入力させる。
④ ①・②で取得した課税資料を課税原票管
理システムに登録し、課税資料の画像を随
時閲覧できるようにする。
⑤ 当初課税時においては大量の給与支払報
告書等が届くため、課税原票管理システム
で登録後にOCR処理し、データ化させる。
⑥ ⑤で取得した給与支払報告書等のデータ
を住民税システムに取込を行う。

事後

③についてはリスクを相
当程度変動させる変更で
はないため事前の評価の
再実施は行わない。⑤⑥
については漏えいその他
の事態を発生させるリス
クを明らかに軽減させる
ため、重要な変更に当た
らない。

135 令和5年3月31日

 Ⅰ　基本情報 （別添
１）事務の内容 ２　軽
自動車税賦課関連業
務

Ⅰ　基本情報
（別添１）事務
の内容

２　軽自動車税
賦課関連業務

変更 (図の変更） 事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

136 令和5年3月31日

 Ⅰ　基本情報 （別添
１）事務の内容 ２　軽
自動車税賦課関連業
務

Ⅰ　基本情報
（別添１）事務
の内容

２　軽自動車税
賦課関連業務

変更

（備考）
地方税法に基づき、墨田区に主たる定置場のある軽
自動車等について、４月１日現在の所有者に対して
車種等により区分され、定められた軽自動車税種別
割を賦課する。具体的には

①住民や全国軽自動車協会連合会からの軽自動車税
（種別割）申告（報告）書兼標識交付申請書等の提
出を受け、それを基に課税情報を入力・管理する。
また、住民からの申告書の提出に対し、標識交付証
明書等を交付する。
②賦課処理をし、住民等に対し、納税通知書を送付
する。
③軽自動車税（環境性能割・種別割）申告書（報告
書）や課税物件異動通知書を旧課税自治体に対し送
付する。
また、住民票情報等を照会する。
④減免申請者に対し、減免決定を行い、決定通知書
を送付する。この処理において、必要が生じた場
合、団体内統合宛名システム又は住民基本台帳ネッ
トワークに照会し、所在地及び個人番号を特定す
る。また、必要に応じて団体内統合宛名システム又
は情報提供ネットワークシステムを介して生活保護
関係情報等を取得する。
⑤軽自動車税賦課に当たって必要な情報を団体内統
合宛名システムを介して情報照会を行う。

（備考）
①住民や全国軽自動車協会連合会からの軽自動車税
（種別割）申告（報告）書兼標識交付申請書等の提
出（四輪の新車登録は電子申告（地方税共同機構か
ら軽OSS連携システム経由も選択可））を受け、それ
を基に課税情報を入力・管理する。また、住民から
の申告書の提出に対し、標識交付証明書を交付す
る。地方公共団体情報システム機構から軽自動車検
査情報市区町村提供システム経由で軽自動車検査情
報を取得する。
②賦課処理をし、住民等に対し、納税通知書を送付
する。墨田区に住民登録がなく住所地が特定できな
い場合は、住民票関係情報を住民基本台帳ネット
ワークシステム経由で取得する。
③軽自動車税（環境性能割・種別割）申告書（報告
書）や課税物件異動通知書を旧課税自治体に対し送
付する。
また、住民票情報等を照会する。
④減免申請者に対し、減免決定を行い、決定通知書
を送付する。この処理において、必要が生じた場
合、団体内統合宛名システム又は住民基本台帳ネッ
トワークに照会し、所在地及び個人番号を特定す
る。また、必要に応じて団体内統合宛名システム又
は情報提供ネットワークシステムを介して生活保護
関係情報等を取得する。
⑤軽自動車税賦課に当たって必要な情報を団体内統
合宛名システムを介して情報照会を行う。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。（②は
事前）
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

137 令和5年3月31日
 Ⅰ　基本情報 （別添
１）事務の内容 ３　収
納関連業務

Ⅰ　基本情報
（別添１）事務
の内容

３　収納関連業
務

変更 (図の変更） 事前

④重要な変更
➀③⑦特定個人情報の漏
えいその他の事態を発生さ
せるリスクを相当程度変動
させるものではないため、
重要な変更に当たらない。
（⑦については事後）

138 令和5年3月31日
 Ⅰ　基本情報 （別添
１）事務の内容 ３　収
納関連業務

Ⅰ　基本情報
（別添１）事務
の内容

３　収納関連業
務

変更

（備考）
①住民票関係情報を団体内統合宛名システ
ム経由で取得する。
②個人住民税及び軽自動車税の賦課情報を
各システムから取得する。
③指定金融機関や収納代行業者から住民等
が納付、納入した情報を取得する。
④過納付又は誤納付が発生した場合は、住
民等に通知し、還付又は充当を行う。
⑤納期限までに完納とならない場合は、地
方税法に基づき住民等に督促状を発送す
る。
⑥収納情報に基づき、申請に応じて各税目
の納税証明書を発行する。

（備考）
①住民票関係情報を団体内統合宛名システ
ム経由で取得する。墨田区に住民登録がな
く住所地が特定できない場合は、住民票関
係情報を住民基本台帳ネットワークシステ
ム経由で取得する。
②個人住民税及び軽自動車税の賦課情報を
各システムから取得する。
③指定金融機関、収納代行業者、eLTAX等か
ら住民等が納付、納入した情報を取得す
る。また納付書発行データ等を共通納税シ
ステムを経由して送付する。
④過納付又は誤納付が発生した場合は、住
民等に通知し、還付又は充当を行う。ま
た、住民より公的給付支給等口座登録簿関
係資料に登録された公金受取口座での還付
金受取の意思表示がある場合は、情報提供
ネットワークシステムを介して公金受取口
座情報を取得し、処理する。
⑤納期限までに完納とならない場合は、地
方税法に基づき住民等に督促状を発送す
る。
⑥収納情報に基づき、申請に応じて各税目
の納税証明書を発行する。
⑦軽自動車税納付確認システムを経由して
納付情報の登録・照会を行う。

事前

④重要な変更

➀③⑦特定個人情報の漏
えいその他の事態を発生さ
せるリスクを相当程度変動
させるものではないため、
重要な変更に当たらない。
（⑦については事後）

139 令和5年3月31日
 Ⅰ　基本情報 （別添
１）事務の内容 ４　滞
納整理関連業務

Ⅰ　基本情報
（別添１）事務
の内容

４　滞納整理関
連業務

変更 (図の変更） 事前

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

140 令和5年3月31日
 Ⅰ　基本情報 （別添
１）事務の内容 ４　滞
納整理関連業務

Ⅰ　基本情報
（別添１）事務
の内容

４　滞納整理関
連業務

変更

（備考）
地方税法に基づき、対象者の納付状況を確
認し、対象者に対して納税相談・分納誓
約・滞納処分などを行う。具体的には
①賦課システムから課税情報、収納システ
ムから収納情報を元に納付状況を確認
②住民に対し、納税指導を行う。
③他市区町村へ照会・回答を行う。
④差押などの滞納処分を執行する。

（備考）

①賦課システムから課税情報、収納システ
ムから収納情報を元に納付状況を確認
②住民に対し、納税指導を行う。
③他市区町村へ照会・回答を行う。
④差押などの滞納処分を執行する。
⑤墨田区に住民登録がなく住所地が特定で
きない場合は、住民票関係情報を住民基本
台帳ネットワークシステム経由で取得す
る。

事前

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

141 令和5年3月31日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
３．特定個人情報の入
手・使用 ⑧使用方法

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

３．特定個人情
報の入手・使用

⑧使用方法 変更

１　各種申告書の受付に関する事務
・住民基本台帳から、申告者の個人番号、
賦課期日時点での住所、世帯情報等を把握
する。
・国税庁、年金保険者、給与支払者、住民
から申告情報を取得する。
・申告情報の他に、賦課に必要な情報（生
活保護、障害等）を照会し取得する。
２　住民税の賦課決定に関する事務
・上記１で取得した各種情報に基づき、住
民等に対する住民税賦課額を決定する。
・決定した住民税賦課情報を外部委託業者
へ提供し、税額通知関係書類の印刷、封入
封緘を委託する。（大量に処理する当初課
税時のみ外部委託し、当初課税時以外は職
員が行う。）
・課税決定者（普通徴収対象者）、年金保
険者・給与支払者（特別徴収対象者）へ税
額を通知する。

１　各種申告書の受付に関する事務
・住民基本台帳から、申告者の個人番号、
賦課期日時点での住所、世帯情報等を把握
する。
・国税庁、年金保険者、給与支払者、住民
から申告情報を取得する。
・申告情報の他に、賦課に必要な情報（生
活保護、障害等）を照会し取得する。
２　住民税の賦課決定に関する事務
・上記１で取得した各種情報に基づき、住
民等に対する住民税賦課額を決定する。
・決定した住民税賦課情報を外部委託業者
へ提供し、税額通知関係書類の印刷、封入
封緘を委託する。（大量に処理する当初課
税時のみ外部委託し、当初課税時以外は職
員が行う。）
・課税決定者（普通徴収対象者）、年金保
険者・給与支払者（特別徴収対象者）へ税
額を通知する。納税通知等が宛先不明等に
より返戻された場合は、住民基本台帳ネッ
トワークに照会し、再送付する。

事前

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

142 令和5年3月31日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
４．特定個人情報ファ
イルの取り扱い委託
委託の有無

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

４．特定個人情
報ファイルの取
り扱い委託

委託の有無 変更 〔委託する〕（３件） 〔委託する〕（２件） 事後

軽微な表現の変更であり、
事前の提出が義務付けら
れる「重要な変更」に当たら
ない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

143 令和5年3月31日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
４．特定個人情報ファ
イルの取扱いの委託
委託事項２

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

４．特定個人情
報ファイルの取
扱いの委託

委託事項２ 変更 （省略） （削除） 事後

漏えいその他の事態を発
生させるリスクを明らかに
軽減させるため、重要な変
更に当たらない。

144 令和5年3月31日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５　特定個人情報の提
供・委託（委託に伴う
ものを除く。） 提供・移
転の有無

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

５　特定個人情
報の提供・委託
（委託に伴うも
のを除く。）

提供・移転の有
無

変更
〔〇〕提供を行っている（63件）
〔〇〕移転を行っている（64件）

〔〇〕提供を行っている（68件）
〔〇〕移転を行っている（67件）

事後

軽微な表現の変更であり、
事前の提出が義務付けら
れる「重要な変更」に当たら
ない。

145 令和5年3月31日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
６．特定個人情報の保
管・消去 ③消去方法

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

６．特定個人情
報の保管・消去

③消去方法 変更

〈中間サーバー・プラットフォームにおけ
る措置〉
・特定個人情報の消去は地方公共団体から
の操作によって実施されるため、通常、中
間サーバー・プラットフォームの保守・運
用を行う事業者が特定個人情報を消去する
ことはない。
・ディスクの交換及びハード更改等の際
は、中間サーバー・プラットフォームの保
守・運用を行う事業者において、保存され
た情報が読み出しできないよう、物理的破
壊により完全に消去する。

〈中間サーバー・プラットフォームにおけ
る措置〉
・特定個人情報の消去は地方公共団体から
の操作によって実施されるため、通常、中
間サーバー・プラットフォームの事業者が
特定個人情報を消去することはない。
・ディスクの交換やハード更改等の際は、
中間サーバー・プラットフォームの事業者
において、保存された情報が読み出しでき
ないよう、物理的破壊により完全に消去す
る。

事後

軽微な表現の変更であり、
事前の提出が義務付けら
れる「重要な変更」に当たら
ない。

146 令和5年3月31日

【２　軽自動車税賦課
情報ファイル】 Ⅱ　特
定個人情報ファイルの
概要 ２．基本情報 ④
記録される項目　主な
記録項目

【２　軽自動車
税賦課情報ファ
イル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

２．基本情報
④記録される項
目　主な記録項
目

変更 〔　〕個人番号対応符号 〔〇〕個人番号対応符号 事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

147 令和5年3月31日

【２　軽自動車税賦課
情報ファイル】 Ⅱ　特
定個人情報ファイルの
概要 ３．特定個人情
報の入手・使用 ⑧使
用方法

【２　軽自動車
税賦課情報ファ
イル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

３．特定個人情
報の入手・使用

⑧使用方法 変更

１  各種申告書等の受付に関する事務
・各種申告書から住民等の車両情報等を取
得する。
２  軽自動車税の賦課、通知に関する事務
・賦課期日時点の申告情報から賦課情報を
作成する。
・納税通知書の印刷委託事業者に賦課情報
を提供する。
３  更正に関する事務
・必要に応じて税額更正等を行う。

１  各種申告書等の受付に関する事務
・各種申告書から住民等の車両情報等を取
得する。必要に応じて、住民基本台帳ネッ
トワークシステムに照会をする。
２  軽自動車税の賦課、通知に関する事務
・賦課期日時点の申告情報から賦課情報を
作成する。
・納税通知書の印刷委託事業者に賦課情報
を提供する。
３  更正に関する事務
・必要に応じて税額更正等を行う。

事前

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

148 令和5年3月31日

【２　軽自動車税賦課
情報ファイル】 Ⅱ　特
定個人情報ファイルの
概要 ６．特定個人情
報の保管・消去 ③消
去方法

【２　軽自動車
税賦課情報ファ
イル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

６．特定個人情
報の保管・消去

③消去方法 変更

〈中間サーバー・プラットフォームにおけ
る措置〉
・特定個人情報の消去は地方公共団体から
の操作によって実施されるため、通常、中
間サーバー・プラットフォームの保守・運
用を行う事業者が特定個人情報を消去する
ことはない。
・ディスクの交換及びハード更改等の際
は、中間サーバー・プラットフォームの保
守・運用を行う事業者において、保存され
た情報が読み出しできないよう、物理的破
壊により完全に消去する。

〈中間サーバー・プラットフォームにおけ
る措置〉
・特定個人情報の消去は地方公共団体から
の操作によって実施されるため、通常、中
間サーバー・プラットフォームの事業者が
特定個人情報を消去することはない。
・ディスクの交換やハード更改等の際は、
中間サーバー・プラットフォームの事業者
において、保存された情報が読み出しでき
ないよう、物理的破壊により完全に消去す
る。

事後

軽微な表現の変更であり、
事前の提出が義務付けら
れる「重要な変更」に当たら
ない。

149 令和5年3月31日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要 ２．
基本情報 ④記録され
る項目　　主な記録項
目

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

２．基本情報
④記録される項
目　　主な記録
項目

変更 〔　〕個人番号対応符号 〔〇〕個人番号対応符号 事前 重要な変更

150 令和5年3月31日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要 ２．
基本情報 ④記録され
る項目　　主な記録項
目

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

２．基本情報
④記録される項
目　　主な記録
項目

変更 [　]その他（　　　　　）
[〇]その他（口座登録・連携ファイル関連
情報）

事前 重要な変更
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

151 令和5年3月31日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要 ２．
基本情報 ④記録され
る項目　　その妥当性

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

２．基本情報
④記録される項
目　　その妥当
性

変更

○識別情報：対象者を正確に特定するため
に記録
○連絡先等情報：①督促状及び還付・充当
の通知等の発送に際し送付先確認のため、
②本人への連絡等のために記録
○業務関係情報：個人住民税及び軽自動車
税の算出税額を把握するために記録

○識別情報：対象者を正確に特定するため
に記録
○連絡先等情報：督促状及び還付・充当の
通知等の発送に際し送付先確認のため、本
人への連絡等のために記録
○業務関係情報：個人住民税及び軽自動車
税の算出税額を把握するために記録
〇その他：（口座登録・連携ファイル関係
情報）：公金受取口座での還付金受取を意
思表示した住民への還付事務のために保有

事前 重要な変更

152 令和5年3月31日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要 ３．
特定個人情報の入
手・使用 ①入手元

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

３．特定個人情
報の入手・使用

①入手元 変更
[　]行政機関・独立行政法人等（
）

[〇]行政機関・独立行政法人等（デジタル
庁）

事前 重要な変更

153 令和5年3月31日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要 ３．
特定個人情報の入
手・使用 ②入手方法

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

３．特定個人情
報の入手・使用

②入手方法 変更
[　]情報提供ネットワークシステム
[〇]その他（賦課情報システム）

[〇]情報提供ネットワークシステム
[〇]その他（賦課情報システム、住民基本
台帳ネットワークシステム）

事前
重要な変更に当たらないが
任意で事前に提出

154 令和5年3月31日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要 ３．
特定個人情報の入
手・使用 ③入手の時
期・頻度

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

３．特定個人情
報の入手・使用

③入手の時期・
頻度

変更
住基法第７条に規定する事項：住民基本台
帳更新の都度、随時入手

１住基法第７条に規定する事項：住民基本
台帳更新の都度、随時入手
２公金受取口座による還付金の受取を意思
表示した住民に係る口座登録・連携ファイ
ル関連情報の取得事務　還付金発生の都度
入手

事前
重要な変更に当たらないが
任意で事前に提出
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

155 令和5年3月31日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要 ３．
特定個人情報の入
手・使用 ④入手に係
る妥当性

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

３．特定個人情
報の入手・使用

④入手に係る妥
当性

変更
住基法第７条に規定する事項については、
本人情報確認等の事務効率化のため、団体
内統合宛名システムを利用して入手する。

１住基法第７条に規定する事項について
は、本人情報確認等の事務効率化のため、
団体内統合宛名システムを利用して入手す
る。
２口座登録・連携ファイル関連情報につい
ては、本人意思に基づいて取得する。

事前
重要な変更に当たらないが
任意で事前に提出

156 令和5年3月31日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要 ３．
特定個人情報の入
手・使用 ⑥使用目的

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

３．特定個人情
報の入手・使用

⑥使用目的 変更
個人住民税及び軽自動車税の適正な収納管
理

個人住民税・軽自動車税の適性な収納管理
及び公金受取口座への還付事務

事前 重要な変更

157 令和5年3月31日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要 ３．
特定個人情報の入
手・使用 ⑧使用方法

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

３．特定個人情
報の入手・使用

⑧使用方法 変更

１収納管理に関する事務
　個人住民税及び軽自動車税の賦課情報及
び収納情報から収納、督促、還付、充当等
の収納管理を行う。
２税証明に関する事務
　個人住民税及び軽自動車税の収納情報に
基づき、申請に応じて納税証明書を発行す
る。

１収納管理に関する事務
　個人住民税及び軽自動車税の賦課情報及
び収納情報から収納、督　促、還付、充当
等の収納管理を行う。必要に応じて住民基
本台帳ネットワークシステムに照会をす
る。
２税証明に関する事務
　個人住民税及び軽自動車税の収納情報に
基づき、申請に応じて納税証明書を発行す
る。
３公金受取口座への還付事務
公金受取口座での還付金受取の意思表示し
た住民に対する還付事務を行う。

事前

１　特定個人情報の漏えい
その他の事態を発生させる
リスクを相当程度変動させ
るものではないため、重要
な変更に当たらない。

３　重要な変更
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

158 令和5年3月31日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要 ６．
特定個人情報の保
管・消去 ①保管場所

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

６．特定個人情
報の保管・消去

①保管場所 変更

＜墨田区における措置＞
・住民記録管理システムにおいてはサービ
ス利用方式を導入している。システム本体
は外部データセンターで稼働しており、厳
格な入退室管理(IDカード、生体認証、監視
カメラ、赤外線センサー)が行われている。
※　「住民記録管理システム」は、住民基
本台帳、国民健康保険、住民税等の情報が
包含されているパッケージシステムである
ため、当区の評価書内の当該情報に係る
データの保管場所については「住民記録管
理システム」という表記で統一する。

＜墨田区における措置＞
・住民記録管理システムにおいてはサービ
ス利用方式を導入している。システム本体
は外部データセンターで稼働しており、厳
格な入退室管理(IDカード、生体認証、監視
カメラ、赤外線センサー)が行われている。
※　「住民記録管理システム」は、住民基
本台帳、国民健康保険、住民税等の情報が
包含されているパッケージシステムである
ため、当区の評価書内の当該情報に係る
データの保管場所については「住民記録管
理システム」という表記で統一する。

＜中間サーバー・プラットフォームにおけ
る措置＞
・中間サーバー・プラットフォームはデー
タセンターに設置しており、データセン
ターへの入館及びサーバー室への入室を行
う際は、警備員などにより顔写真入りの身
分証明書と事前申請との照合を行う。
・特定個人情報は、サーバー室に設置され
た中間サーバーのデータベース内に保存さ
れ、バックアップもデータベース上に保存
される。

事前
重要な変更に当たらないが
任意で事前に提出

159 令和5年3月31日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要 ６．
特定個人情報の保
管・消去 ➁保管期間
期間

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

６．特定個人情
報の保管・消去

➁保管期間
期間

変更 〔　定められてない　〕 〔　６年以上１０年未満　〕 事前
重要な変更に当たらないが
任意で事前に提出

160 令和5年3月31日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要 ６．
特定個人情報の保
管・消去 ➁保管期間
その妥当性

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

６．特定個人情
報の保管・消去

➁保管期間
その妥当性

変更
収納、還付、充当などの収納管理を行うた
め、過去の記録を保存する必要がある。

地方税法に基づき、墨田区における保存年
限を7年としているため。

事前
重要な変更に当たらないが
任意で事前に提出
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

161 令和5年3月31日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要 ６．
特定個人情報の保
管・消去 ③消去方法

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

６．特定個人情
報の保管・消去

③消去方法 変更
納入済通知書及び帳票等の紙媒体について
は、外部事業者による溶解処理にて廃棄す
る。

＜墨田区における措置＞
・保存年限を経過した納入済通知書及び帳
票等の紙媒体については、外部事業者によ
る溶解処理にて廃棄する。

＜中間サーバー・プラットフォームにおけ
る措置＞
・特定個人情報の消去は、地方公共団体か
らの操作によって実施されるため、通常、
中間サーバー・プラットフォームの事業者
が特定個人情報を消去することはない。
・ディスク交換やハード更改等の際は、中
間サーバー・プラットフォームの事業者に
おいて、保存された情報が読み出しできな
いよう、物理的破壊により完全に消去す
る。

事前
重要な変更に当たらないが
任意で事前に提出

162 令和5年3月31日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要  ３．
特定個人情報の入
手・使用 ①入手元

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ３．特定個人情
報の入手・使用

①入手元 変更 [〇]その他（課税原票管理システム）
[〇]その他（課税原票管理システム及び住
民基本台帳ネットワークシステム）

事前

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

163 令和5年3月31日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要  ３．
特定個人情報の入
手・使用 ②入手方法

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ３．特定個人情
報の入手・使用

②入手方法 変更
[〇]その他（課税原票管理システム（閲覧
のみ））

[〇]その他（課税原票管理システム及び住
民基本台帳ネットワークシステム）

事前
重要な変更に当たらないが
任意で事前に提出

164 令和5年3月31日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要  ３．
特定個人情報の入
手・使用 ③入手の時
期・頻度

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ３．特定個人情
報の入手・使用

③入手の時期・
頻度

変更
滞納者の課税状況や納付状況等の確認を行
う際

滞納者の課税状況や現住所等の確認を行う
際

事後

軽微な表現の変更であり、
事前の提出が義務付けら
れる「重要な変更」に当たら
ない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

165 令和5年3月31日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要  ３．
特定個人情報の入
手・使用 ⑧使用方法

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ３．特定個人情
報の入手・使用

⑧使用方法 変更

１滞納管理に関する事務
　・個人住民税及び軽自動車税の滞納情報
から、納税催告・滞納処分等の滞納整理を
行う。

１滞納管理に関する事務
　・個人住民税及び軽自動車税の滞納情報
から、納税催告・滞納処分等の滞納整理を
行う。
　・墨田区に住民登録がなく住所地が特定
できない場合は、住民票関連情報を住民基
本台帳ネットワークシステム経由で取得す
る。

事前

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

166 令和5年3月31日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要  ３．
特定個人情報の入
手・使用 ⑧使用方法
情報の突合

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ３．特定個人情
報の入手・使用

⑧使用方法　情
報の突合

変更
滞納情報と住基法第７条に規定する事項を
突合させる（課税原票管理システムは閲覧
のみ）。

滞納情報と住基法第７条に規定する事項を
突合させる（課税原票管理システム及び住
民基本台帳ネットワークシステム）。

事前

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

167 令和5年3月31日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要  ６．
特定個人情報の保
管・消去 ➁保管期間
期間

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ６．特定個人情
報の保管・消去

➁保管期間
期間

変更 〔　定められてない　〕 〔　６年以上１０年未満　〕 事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

168 令和5年3月31日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要  ６．
特定個人情報の保
管・消去 ②保管期間
その妥当性

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ６．特定個人情
報の保管・消去

②保管期間
その妥当性

変更 滞納整理事務では閲覧のみを行っている。
住民税賦課事務担当の管理するシステムで
あり、滞納整理事務では閲覧のみを行って
いる。

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

169 令和5年3月31日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要  ６．
特定個人情報の保
管・消去 ③消去方法

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ６．特定個人情
報の保管・消去

③消去方法 変更

ディスク交換及びハード更改等の際は、中
間サーバー・プラットフォームの保守・運
用を行う事業者において、保存された情報
が読み出しできないよう、物理的破壊によ
り完全に消去する。

＜墨田区における措置＞
・保存年限を経過した申告書及び帳票等の
紙媒体については、外部事業者による溶解
処理にて廃棄する。

＜中間サーバー・プラットフォームにおけ
る措置＞
・特定個人情報の消去は、地方公共団体か
らの操作によって実施されるため、通常、
中間サーバー・プラットフォームの事業者
が特定個人情報を消去することはない。
・ディスク交換やハード更改等の際は、中
間サーバー・プラットフォーム事業者にお
いて、保存された情報が読み出しできない
よう、物理的破壊により完全に消去する。

事後
その他の項目の変更であり
事前の提出・公表が義務付
けられない。

170 令和5年3月31日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要 ２．
基本情報 ④記録され
る項目　（別添２）特定
個人情報ファイル記録
項目

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

２．基本情報

④記録される項
目　（別添２）
特定個人情報
ファイル記録項
目

変更

②還付通知ファイル
　連番、年度、表示番号、表示番号(過誤納
時)、還付日、支払開始日、(振込先)金融機
関コード、(振込先)支店コード、 (振込先)
金融機関名カナ、（振込先)金融機関名漢
字、(振込先)支店名カナ、(振込先)支店名
漢字、(振込先)口座種別、(振込先)口座番
号、(振込先)口座名義人、(送付先)郵便番
号、(送付先)郵便番号、(送付先)住所、(送
付先)番地、 (送付先)方書、(送付先)氏
名、義務者氏名、特徴個人宛名番号、還付
理由、正当額(本税)、正当額(延滞金)、納
付額(本税)、納付額(延滞）、還付確定連番
(最新)、還付発送連番(最新)、支払日連番
(最新)、印刷済フラグ、登録日時、ユーザ
ID、 削除フラグ、削除日時、削除ユーザ、

②還付通知ファイル
　連番、年度、表示番号、表示番号(過誤納
時)、還付日、支払開始日、(振込先)金融機
関コード、(振込先)支店コード、 (振込先)
金融機関名カナ、（振込先)金融機関名漢
字、(振込先)支店名カナ、(振込先)支店名
漢字、(振込先)口座種別、(振込先)口座番
号、(振込先)口座名義人、(送付先)郵便番
号、(送付先)郵便番号、(送付先)住所、(送
付先)番地、 (送付先)方書、(送付先)氏
名、義務者氏名、特徴個人宛名番号、還付
理由、正当額(本税)、正当額(延滞金)、納
付額(本税)、納付額(延滞）、還付確定連番
(最新)、還付発送連番(最新)、支払日連番
(最新)、印刷済フラグ、登録日時、ユーザ
ID、 削除フラグ、削除日時、削除ユーザ、
公金受取口座利用意思の有無

事前

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

171 令和5年3月31日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅲ　特定個
人情報ファイルの取扱
いプロセスにおけるリ
スク対策 6情報提供
ネットワークシステム
との接続 リスク6　不
適切な方法で提供さ
れるリスク　リスクに対
する措置の内容

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

6情報提供ネット
ワークシステム
との接続

リスク6　不適切
な方法で提供さ
れるリスク　リ
スクに対する措
置の内容

変更

＜中間サーバー･プラットフォームにおける
措置＞
・中間サーバーと既存システム、情報提供
ネットワークシステムとの間は、高度なセ
キュリティを維持した行政専用のネット
ワーク（総合行政ネットワーク等）を利用
することにより、不適切な方法で提供され
るリスクに対応している。
・中間サーバーと団体についてはVPN等の技
術を利用し、団体ごとに通信回線を分離す
るとともに、通信を暗号化することで漏え
い･紛失のリスクに対応している。
・中間サーバー・プラットフォームの保
守・運用を行う事業者においては、特定個
人情報に係る業務にはアクセスができない
よう管理を行い、不適切な方法での情報提
供を行えないよう管理している。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける
措置＞
・中間サーバーと既存システム、情報提供
ネットワークシステムとの間は、高度なセ
キュリティを維持した行政専用のネット
ワーク（総合行政ネットワーク等）を利用
することにより、不適切な方法で提供され
るリスクに対応している。
・中間サーバーと団体についてはVPN等の技
術を利用し、団体ごとに通信回線を分離す
るとともに、通信を暗号化することで漏え
い･紛失のリスクに対応している。
・中間サーバー・プラットフォームの事業
者においては、特定個人情報に係る業務に
はアクセスができないよう管理を行い、不
適切な方法での情報提供を行えないよう管
理している。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

172 令和5年3月31日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅲ　特定個
人情報ファイルの取扱
いプロセスにおけるリ
スク対策 6情報提供
ネットワークシステム
との接続 情報提供
ネットワークシステム
との接続に伴うその他
のリスク及びそのリス
クに対する措置

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

6情報提供ネット
ワークシステム
との接続

情報提供ネット
ワークシステム
との接続に伴う
その他のリスク
及びそのリスク
に対する措置

変更

＜中間サーバー･プラットフォームにおける
措置＞
・中間サーバーと既存システム、情報提供
ネットワークシステムとの間は、高度なセ
キュリティを維持した行政専用のネット
ワーク（総合行政ネットワーク等）を利用
することにより、安全性を確保している。
・中間サーバーと団体についてはVPN等の技
術を利用し、団体ごとに通信回線を分離す
るとともに、通信を暗号化することで安全
性を確保している。
・中間サーバー・プラットフォームでは、
特定個人情報を管理するデータベースを地
方公共団体ごとに区分管理（アクセス制
御）しており、中間サーバー・プラット
フォームを利用する団体であっても他団体
が管理する情報には一切アクセスできな
い。
・特定個人情報の管理を地方公共団体のみ
が行うことで、中間サーバー・プラット
フォームの保守・運用を行う事業者におけ
る情報漏えい等のリスクを極小化する。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける
措置＞
・中間サーバーと既存システム、情報提供
ネットワークシステムとの間は、高度なセ
キュリティを維持した行政専用のネット
ワーク（総合行政ネットワーク等）を利用
することにより、安全性を確保している。
・中間サーバーと団体についてはVPN等の技
術を利用し、団体ごとに通信回線を分離す
るとともに、通信を暗号化することで安全
性を確保している。
・中間サーバー・プラットフォームでは、
特定個人情報を管理するデータベースを地
方公共団体ごとに区分管理（アクセス制
御）しており、中間サーバー・プラット
フォームを利用する団体であっても他団体
が管理する情報には一切アクセスできな
い。
・特定個人情報の管理を地方公共団体のみ
が行うことで、中間サーバー・プラット
フォームの事業者における情報漏えい等の
リスクを極小化する。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

173 令和5年3月31日

【２　軽自動車税賦課
情報ファイル】 Ⅲ　特
定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけ
るリスク対策 6情報提
供ネットワークシステ
ムとの接続 情報提供
ネットワークシステム
との接続に伴うその他
のリスク及びそのリス
クに対する措置

【２　軽自動車
税賦課情報ファ
イル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

6情報提供ネット
ワークシステム
との接続

情報提供ネット
ワークシステム
との接続に伴う
その他のリスク
及びそのリスク
に対する措置

変更

＜中間サーバー･プラットフォームにおける
措置＞
・中間サーバーと既存システム、情報提供
ネットワークシステムとの間は、高度なセ
キュリティを維持した行政専用のネット
ワーク（総合行政ネットワーク等）を利用
することにより、安全性を確保している。
・中間サーバーと団体についてはVPN等の技
術を利用し、団体ごとに通信回線を分離す
るとともに、通信を暗号化することで安全
性を確保している。
・中間サーバー・プラットフォームでは、
特定個人情報を管理するデータベースを地
方公共団体ごとに区分管理（アクセス制
御）しており、中間サーバー・プラット
フォームを利用する団体であっても他団体
が管理する情報には一切アクセスできな
い。
・特定個人情報の管理を地方公共団体のみ
が行うことで、中間サーバー・プラット
フォームの保守・運用を行う事業者におけ
る情報漏えい等のリスクを極小化する。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける
措置＞
・中間サーバーと既存システム、情報提供
ネットワークシステムとの間は、高度なセ
キュリティを維持した行政専用のネット
ワーク（総合行政ネットワーク等）を利用
することにより、安全性を確保している。
・中間サーバーと団体についてはVPN等の技
術を利用し、団体ごとに通信回線を分離す
るとともに、通信を暗号化することで安全
性を確保している。
・中間サーバー・プラットフォームでは、
特定個人情報を管理するデータベースを地
方公共団体ごとに区分管理（アクセス制
御）しており、中間サーバー・プラット
フォームを利用する団体であっても他団体
が管理する情報には一切アクセスできな
い。
・特定個人情報の管理を地方公共団体のみ
が行うことで、中間サーバー・プラット
フォームの事業者における情報漏えい等の
リスクを極小化する。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

174 令和5年3月31日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 6情報提供ネット
ワークシステムとの接
続

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

6情報提供ネット
ワークシステム
との接続

変更 [〇]接続しない（入手） [　]接続しない（入手） 事前 重要な変更
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

175 令和5年3月31日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 6情報提供ネット
ワークシステムとの接
続 リスク1:目的外の
入手が行われるリスク
リスクに対する措置の
内容

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

6情報提供ネット
ワークシステム
との接続

リスク1:目的外
の入手が行われ
るリスク　リス
クに対する措置
の内容

変更

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・情報照会機能（※１）により、情報提供ネット
ワークシステムに情報照会を行う際には、情報提供
許可証の発行と照会内容の照会許可用照合リスト
（※２）との照合を情報提供ネットワークシステム
に求め、情報提供ネットワークシステムから情報提
供許可証を受領してから情報照会を実施することに
なる。そのため、番号法上認められた情報連携以外
の照会を拒否する機能を備えており、目的外提供や
セキュリティリスクに対応している。
・中間サーバーの職員認証・権限管理機能（※３）
では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ロ
グアウトを実施した職員、時刻、操作内容の記録が
実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適
切なオンライン連携を抑止する仕組みになってい
る。
（※１）情報提供ネットワークシステムを使用した
特定個人情報の照会及び照会した情報の受領を行う
機能
（※２）番号法の規定による情報提供ネットワーク
システムを使用した特定個人情報の提供に係る情報
照会者、情報提供者、事務及び特定個人情報を一覧
化し、情報照会の可否を判断するために使用するも
の。
（※３）中間サーバーを利用する職員の認証と職員
に付与された権限に基づいた各種機能や特定個人情
報へのアクセス制御を行う機能

事前 重要な変更

176 令和5年3月31日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 6情報提供ネット
ワークシステムとの接
続 リスク1:目的外の
入手が行われるリスク
リスクへの対策は十
分か

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

6情報提供ネット
ワークシステム
との接続

リスク1:目的外
の入手が行われ
るリスク　リス
クへの対策は十
分か

変更 〔特に力を入れている〕 事前 重要な変更

177 令和5年3月31日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 6情報提供ネット
ワークシステムとの接
続 リスク2:安全が保た
れない方法によって入
手が行われるリスク
リスクに対する措置の
内容

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

6情報提供ネット
ワークシステム
との接続

リスク2:安全が
保たれない方法
によって入手が
行われるリスク
リスクに対する
措置の内容

変更

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・中間サーバーは、個人情報保護委員会との協議
を経て、内閣総理大臣が設置・管理する情報提供
ネットワークシステムを使用した特定個人情報の
入手のみ実施できるよう設計されるため、安全性
が担保されている。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置
＞
・中間サーバーと既存システム、情報提供ネット
ワークシステムとの間は、高度なセキュリティを
維持した行政専用のネットワーク（総合行政ネッ
トワーク等）を利用することにより、安全性を確
保している。
・中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を
利用し、団体ごとに通信回線を分離するととも
に、通信を暗号化することで安全性を確保してい
る。

事前 重要な変更
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

178 令和5年3月31日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 6情報提供ネット
ワークシステムとの接
続 リスク2:安全が保た
れない方法によって入
手が行われるリスク
リスクへの対策は十
分か

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

6情報提供ネット
ワークシステム
との接続

リスク2:安全が
保たれない方法
によって入手が
行われるリスク
リスクへの対策
は十分か

変更 〔特に力を入れている〕 事前 重要な変更

179 令和5年3月31日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 6情報提供ネット
ワークシステムとの接
続 リスク3:入手した特
定個人情報が不正確
であるリスク　リスクに
対する措置の内容

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

6情報提供ネット
ワークシステム
との接続

リスク3:入手し
た特定個人情報
が不正確である
リスク　リスク
に対する措置の
内容

変更

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措
置＞
　 中間サーバーは、個人情報保護委員会と
の協議を経て、内閣総理大臣が設置・管理
する情報提供ネットワークシステムを使用
して、情報提供用個人識別符号により紐付
けられた照会対象者に係る特定個人情報を
入手するため、正確な照会対象者に係る特
定個人情報を入手することが担保されてい
る。

事前 重要な変更

180 令和5年3月31日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 6情報提供ネット
ワークシステムとの接
続 リスク3:入手した特
定個人情報が不正確
であるリスク　リスクへ
の対策は十分か

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

6情報提供ネット
ワークシステム
との接続

リスク3:入手し
た特定個人情報
が不正確である
リスク　リスク
への対策は十分
か

変更 〔特に力を入れている〕 事前 重要な変更
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

181 令和5年3月31日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 6情報提供ネット
ワークシステムとの接
続 リスク4:入手の際に
特定個人情報が漏え
い・紛失するリスク　リ
スクに対する措置の
内容

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

6情報提供ネット
ワークシステム
との接続

リスク4:入手の
際に特定個人情
報が漏えい・紛
失するリスク
リスクに対する
措置の内容

変更

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・中間サーバーは、情報提供ネットワークシステムを使用し
た特定個人情報の入手のみを実施するため、漏えい・紛失の
リスクに対応している（※）。
・既存システムからの接続に対し認証を行い、許可されてい
ないシステムからのアクセスを防止する仕組みを設けてい
る。
・情報照会が完了又は中断した情報照会結果については、一
定期間経過後に当該結果を情報照会機能において自動で削除
することにより、特定個人情報が漏えい・紛失するリスクを
軽減している。
・中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログイン時
の職員認証の他に、ログイン・ログアウトを実施した職員、
時刻、操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末
の操作や、不適切なオンライン連携を抑止する仕組みになっ
ている。
（※）中間サーバーは、情報提供ネットワークシステムを使
用して特定個人情報を送信する際、送信する特定個人情報の
暗号化を行っており、照会者の中間サーバーでしか復号でき
ない仕組みになっている。そのため、情報提供ネットワーク
システムでは復号されないものとなっている。
＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシス
テムとの間は、高度なセキュリティを維持した行政専用の
ネットワーク（総合行政ネットワーク等）を利用することに
より、漏えい･紛失のリスクに対応している。
・中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団
体ごとに通信回線を分離するとともに、通信を暗号化するこ
とで漏えい･紛失のリスクに対応している。
・中間サーバー･プラットフォーム事業者の業務は、中間
サーバー・プラットフォームの運用、監視・障害対応等であ
り、業務上、特定個人情報へはアクセスすることはできな
い。

事前 重要な変更

182 令和5年3月31日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 6情報提供ネット
ワークシステムとの接
続 リスク4:入手の際に
特定個人情報が漏え
い・紛失するリスク　リ
スクへの対策は十分
か

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

6情報提供ネット
ワークシステム
との接続

リスク4:入手の
際に特定個人情
報が漏えい・紛
失するリスク
リスクへの対策
は十分か

変更 〔特に力を入れている〕 事前 重要な変更
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

183 令和5年3月31日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 6情報提供ネット
ワークシステムとの接
続 情報提供ネット
ワークシステムとの接
続に伴うその他のリス
ク及びそのリスクに対
する措置

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

6情報提供ネット
ワークシステム
との接続

情報提供ネット
ワークシステム
との接続に伴う
その他のリスク
及びそのリスク
に対する措置

変更

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ロ
グイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウト
を実施した職員、時刻、操作内容の記録が実施され
るため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオン
ライン連携を抑止する仕組みになっている。
・情報連携においてのみ、情報提供用個人識別符号
を用いることがシステム上担保されており、不正な
名寄せが行われるリスクに対応している。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバーと既存システム、情報提供ネット
ワークシステムとの間は、高度なセキュリティを維
持した行政専用のネットワーク（総合行政ネット
ワーク等）を利用することにより、安全性を確保し
ている。
・中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用
し、団体ごとに通信回線を分離するとともに、通信
を暗号化することで安全性を確保している。
・中間サーバー・プラットフォームでは、特定個人
情報を管理するデータベースを地方公共団体ごとに
区分管理（アクセス制御）しており、中間サー
バー・プラットフォームを利用する団体であっても
他団体が管理する情報には一切アクセスできない。
・特定個人情報の管理を地方公共団体のみが行うこ
とで、中間サーバー・プラットフォーム事業者にお
ける情報漏えい等のリスクを極小化する。

事前 重要な変更

184 令和5年3月31日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 7特定個人情報
の保管・消去 リスク1：
特定個人情報の漏え
い・滅失・毀損リスク
⑤物理的対策　具体
的な対策の内容

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

7特定個人情報の
保管・消去

リスク1：特定個
人情報の漏え
い・滅失・毀損
リスク　⑤物理
的対策　具体的
な対策の内容

変更

＜収納管理システムにおける措置＞
・サーバー設置個所については、入退室管
理を行っている。
・業務用パソコン（ノート）については、
盗難防止用ワイヤーを設置している。

＜収納管理システムにおける措置＞
・サーバー設置個所については、入退室管理を行っ
ている。
・業務用パソコン（ノート）については、盗難防止
用ワイヤーを設置している。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバー・プラットフォームをデータセン
ターに構築し、設置場所への入退室管理、有人監視
及び施錠管理をすることとしている。また、設置場
所はデータセンター内の専用の領域とし、他テナン
トとの混在によるリスクを回避する。
・事前に申請し承認されてない物品、記憶媒体、通
信機器などを不正に所持し、持出持込することがな
いよう、警備員などにより確認している。

事前 重要な変更
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

185 令和5年3月31日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 7特定個人情報
の保管・消去 リスク1：
特定個人情報の漏え
い・滅失・毀損リスク
⑥技術的対策　具体
的な対策の内容

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

7特定個人情報の
保管・消去

リスク1：特定個
人情報の漏え
い・滅失・毀損
リスク　⑥技術
的対策　具体的
な対策の内容

変更

＜収納管理システムにおける措置＞
・収納管理システムは、庁内のみの独立し
たネットワークに搭載されており外部接続
はしていない。
・ウィルス対策ソフトのパターンファイル
の更新を定期的に行っている。

＜収納管理システムにおける措置＞
・収納管理システムは、庁内のみの独立し
たネットワークに搭載されており外部接続
はしていない。
・ウィルス対策ソフトのパターンファイル
の更新を定期的に行っている。

＜中間サーバー・プラットフォームにおけ
る措置＞
・中間サーバー・プラットフォームでは、
UTM（コンピューターウィルスやハッキング
などの脅威からネットワークを効率的かつ
包括的に保護する装置）等を導入し、アク
セス制限、侵入検知及び侵入防止を図ると
ともに、ログの解析を行う。
・中間サーバー・プラットフォームでは、
ウィルス対策ソフトを導入し、パターン
ファイルの更新を行う。
・導入しているOS及びミドルウェアについ
て、必要に応じてセキュリティパッチの適
用を行う。

事前 重要な変更

186 令和5年3月31日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策  ２．特定個人情
報の入手  リスク２：
不適切な方法で入手
が行われるリスク　リ
スクに対する措置の
内容

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

 ２．特定個人情
報の入手

 リスク２：　不
適切な方法で入
手が行われるリ
スク　リスクに
対する措置の内
容

変更
課税原票管理システムの管理者がログを保
存しており、入手できないようにしてい
る。

滞納整理業務では特定個人情報を使用する
ことがないため、区民との対応で特定個人
情報を入手する場合がない。また、特定個
人情報が確認可能なシステムでは閲覧ログ
を保存しており、不正な閲覧があった場
合、把握できる体制を整えている。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

187 令和5年3月31日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策  ２．特定個人情
報の入手  リスク４：
入手の際に特定個人
情報が漏えい・紛失す
るリスク リスクに対す
る措置の内容

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

 ２．特定個人情
報の入手

 リスク４：　入
手の際に特定個
人情報が漏え
い・紛失するリ
スク リスクに対
する措置の内容

変更
記録する媒体がないため紛失するリスクが
ない

・紙媒体による申告情報は、事務処理の段
階ごとに事務室内に保管場所を定め、漏え
い・紛失を防止している。
・システムからの課税対象者情報の入手で
は、専用線を経由して情報漏えい・紛失を
防止している。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

188 令和5年3月31日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 ３．特定個人情
報の使用 リスク１：
目的を超えた紐付け、
事務に必要のない情
報との紐付けが行わ
れるリスク 宛名システ
ム等における措置の
内容

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

３．特定個人情
報の使用

リスク１：　目
的を超えた紐付
け、事務に必要
のない情報との
紐付けが行われ
るリスク 宛名シ
ステム等におけ
る措置の内容

変更
団体内統合宛名システム内に税情報を保持
しないため、紐付けは行われない。

特定個人情報については紐付けを行わな
い。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

189 令和5年3月31日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 ３．特定個人情
報の使用 リスク１：
目的を超えた紐付け、
事務に必要のない情
報との紐付けが行わ
れるリスク 事務で使
用するその他のシステ
ムにおける措置の内
容

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

３．特定個人情
報の使用

リスク１：　目
的を超えた紐付
け、事務に必要
のない情報との
紐付けが行われ
るリスク 事務で
使用するその他
のシステムにお
ける措置の内容

変更
特定個人情報は課税原票管理システムの閲
覧のみである。

その他システムについても特定個人情報は
紐付けを行わない。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

190 令和5年3月31日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 ３．特定個人情
報の使用 リスク２：
権限のない者（元職
員、アクセス権限のな
い職員等）によって不
正に使用されるリスク
ユーザ認証の管理
具体的な管理方法

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

３．特定個人情
報の使用

リスク２：　権
限のない者（元
職員、アクセス
権限のない職員
等）によって不
正に使用される
リスク ユーザ認
証の管理　具体
的な管理方法

変更

課税原票管理システムを利用する必要があ
る職員を特定し機能を制限している。ま
た、システムにアクセスするにはユーザー
ID・生体認証・パスワードによる認証が必
要である。

システムを利用する必要がある職員を特定
し機能を制限している。また、システムに
アクセスするにはユーザーID・生体認証・
パスワードによる認証が必要である。

事後

軽微な表現の変更であり、
事前の提出が義務付けら
れる「重要な変更」に当たら
ない。

191 令和5年3月31日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 ３．特定個人情
報の使用 リスク２：
権限のない者（元職
員、アクセス権限のな
い職員等）によって不
正に使用されるリスク
アクセス権限の発効・
失効の管理　具体的
な管理方法

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

３．特定個人情
報の使用

リスク２：　権
限のない者（元
職員、アクセス
権限のない職員
等）によって不
正に使用される
リスク アクセス
権限の発効・失
効の管理　具体
的な管理方法

変更
毎年度、課税原票管理システムの管理者が
管理している。

毎年度、課税原票管理システム及び住民基
本台帳ネットワークシステムの管理者が管
理している。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

192 令和5年3月31日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 ３．特定個人情
報の使用 リスク２：
権限のない者（元職
員、アクセス権限のな
い職員等）によって不
正に使用されるリスク
アクセス権限の管理
具体的な管理方法

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

３．特定個人情
報の使用

リスク２：　権
限のない者（元
職員、アクセス
権限のない職員
等）によって不
正に使用される
リスク アクセス
権限の管理　具
体的な管理方法

変更
毎年度、課税原票管理システムの管理者が
管理している。

毎年度、課税原票管理システム及び住民基
本台帳ネットワークシステムの管理者が管
理者が管理している。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

193 令和5年3月31日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 ３．特定個人情
報の使用 リスク２：
権限のない者（元職
員、アクセス権限のな
い職員等）によって不
正に使用されるリスク
特定個人情報の使用
の記録　具体的な方
法

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

３．特定個人情
報の使用

リスク２：　権
限のない者（元
職員、アクセス
権限のない職員
等）によって不
正に使用される
リスク 特定個人
情報の使用の記
録　具体的な方
法

変更
毎年度、課税原票管理システムの管理者が
権限の更新を行っている。

システムの閲覧についてログを保管してい
る。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

194 令和5年3月31日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 ３．特定個人情
報の使用 リスク４：
特定個人情報ファイル
が不正に複製されるリ
スク リスクに対する措
置の内容

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

３．特定個人情
報の使用

リスク４：　特
定個人情報ファ
イルが不正に複
製されるリスク
リスクに対する
措置の内容

変更

閲覧時にメモ等の記録を取らないよう、教
育・指導している。また、地方税法２２
条、住民基本台帳法４２条、番号法による
罰則があることを職員に周知している。

閲覧時に特定個人情報についてはメモ等の
記録を取らないよう、教育・指導してい
る。また、地方税法２２条、住民基本台帳
法４２条、番号法による罰則があることを
職員に周知している。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

195 令和5年3月31日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 ７．特定個人情
報の保管・消去 リスク
１：　特定個人情報の
漏えい・滅失・毀損リ
スク ⑤物理的対策
具体的な対策の内容

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

リスク１：　特
定個人情報の漏
えい・滅失・毀
損リスク ⑤物理
的対策　具体的
な対策の内容

変更

特定個人情報を保管するサーバの設置場所
では、入退室管理を行っている。
滞納整理情報ファイルでは、特定個人情報
は所持しない。

特定個人情報を保管するサーバの設置場所
では、入退室管理を行っている。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

196 令和5年3月31日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 ７．特定個人情
報の保管・消去 リスク
１：　特定個人情報の
漏えい・滅失・毀損リ
スク ⑥技術的対策
具体的な対策の内容

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

リスク１：　特
定個人情報の漏
えい・滅失・毀
損リスク ⑥技術
的対策　具体的
な対策の内容

変更
課税原票管理システムの閲覧のみに制限し
ている。

課税原票管理システム及び住民基本台帳
ネットワークシステムは閲覧のみに制限し
ている。

事前

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

197 令和5年3月31日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 ７．特定個人情
報の保管・消去 リスク
２：　特定個人情報が
古い情報のまま保管
され続けるリスク リス
クに対する措置の内
容

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

リスク２：　特
定個人情報が古
い情報のまま保
管され続けるリ
スク リスクに対
する措置の内容

変更
特定個人情報を紙・電子データともに所持
しないよう努めている。

課税対象者の情報は、各種申告情報に基づ
き、更新・賦課を行ったうえで住民に対し
て税額通知を行い、住民側でも確認してい
るので、古い情報のまま保管され続けるこ
とはない。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

198 令和5年3月31日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 ７．特定個人情
報の保管・消去 リスク
３：　特定個人情報が
消去されずいつまでも
存在するリスク　消去
手順

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

リスク３：　特
定個人情報が消
去されずいつま
でも存在するリ
スク　消去手順

変更 定められている 事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

199 令和5年3月31日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 ７．特定個人情
報の保管・消去 リスク
３：　特定個人情報が
消去されずいつまでも
存在するリスク　消去
手順　手順の内容

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

リスク３：　特
定個人情報が消
去されずいつま
でも存在するリ
スク　消去手順
手順の内容

変更 特定個人情報を所持しない

地方税法に基づき、保存年限を７年間と
し、保存期間を過ぎた申告書及び届出書等
については、外部業者による溶解処理を行
い、廃棄している。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

200 令和5年6月26日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅲ　特定個
人情報ファイルの取扱
いプロセスにおけるリ
スク対策 ４．特定個人
情報ファイルの取り扱
い委託 情報保護管理
体制の確認

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

４．特定個人情
報ファイルの取
り扱い委託

情報保護管理体
制の確認

変更

・委託仕様書に、墨田区個人情報保護条例
に基づいた「個人情報保護に関する事項」
を設け、個人情報の適正な管理及び保護に
ついて万全の対策措置を講ずるよう明記し
ている。
・委託先の職員に情報セキュリティ及び個
人情報保護に関する教育を実施・報告させ
ている。
・申告情報のデータ作成委託においては、
委託先を選定する際に、プライバシーマー
クの認定取得又はＩＳＭＳ認証の取得を要
件としている。

・委託仕様書に、個人情報の保護に関する
法律に基づいた「個人情報等の取扱いに関
する特記事項」を設け、個人情報の適正な
管理及び保護について万全の対策措置を講
ずるよう明記している。
・委託先の職員に情報セキュリティ及び個
人情報保護に関する教育を実施・報告させ
ている。
・申告情報のデータ作成委託においては、
委託先を選定する際に、プライバシーマー
クの認定取得又はＩＳＭＳ認証の取得を要
件としている。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

201 令和5年6月26日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅲ　特定個
人情報ファイルの取扱
いプロセスにおけるリ
スク対策 ５．特定個人
情報の提供・移転 リ
スク３：　誤った情報を
提供・移転してしまうリ
スク、誤った相手に提
供・移転してしまうリス
ク　リスクに対する措
置の内容

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

５．特定個人情
報の提供・移転

リスク３：
誤った情報を提
供・移転してし
まうリスク、
誤った相手に提
供・移転してし
まうリスク　リ
スクに対する措
置の内容

変更

・他自治体へのデータの送付は、複数職員
での確認を義務付けており、誤った情報を
提供してしまうリスクを防止している。
・庁内連携システムでは本業務で保有する
情報の全てを連携することはできず、移転
元から承認された情報しか移転できないよ
う、仕組みとして担保されている。

・他自治体へのデータの送付は、複数職員
での確認を義務付けており、誤った情報を
提供してしまうリスクを防止している。
・庁内連携システムにおいて、本業務で保
有する情報を全て連携することはできな
い。移転元から承認された必要最低限の情
報しか移転できないよう制御されている。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

202 令和5年6月26日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅲ　特定個
人情報ファイルの取扱
いプロセスにおけるリ
スク対策 ５．特定個人
情報の提供・移転 リ
スク３：　誤った情報を
提供・移転してしまうリ
スク、誤った相手に提
供・移転してしまうリス
ク　リスクへの対策は
十分か

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

５．特定個人情
報の提供・移転

リスク３：
誤った情報を提
供・移転してし
まうリスク、
誤った相手に提
供・移転してし
まうリスク　リ
スクへの対策は
十分か

変更 十分である 特に力を入れている 事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

203 令和5年6月26日

【２　軽自動車税賦課
情報ファイル】 Ⅲ　特
定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけ
るリスク対策 ４．特定
個人情報ファイルの取
り扱い委託 情報保護
管理体制の確認

【２　軽自動車
税賦課情報ファ
イル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

４．特定個人情
報ファイルの取
り扱い委託

情報保護管理体
制の確認

変更

・委託仕様書に、墨田区個人情報保護条例
に基づいた「個人情報保護に関する事項」
を設け、個人情報の適正な管理及び保護に
ついて万全の対策措置を講ずるよう明記し
ている。
・委託先の職員に情報セキュリティ及び個
人情報保護に関する教育を実施・報告させ
ている。
・申告情報のデータ作成委託においては、
委託先を選定する際に、プライバシーマー
クの認定取得又はＩＳＭＳ認証の取得を要
件としている。

・委託仕様書に、個人情報の保護に関する
法律に基づいた「個人情報等の取扱いに関
する特記事項」を設け、個人情報の適正な
管理及び保護について万全の対策措置を講
ずるよう明記している。
・委託先の職員に情報セキュリティ及び個
人情報保護に関する教育を実施・報告させ
ている。
・申告情報のデータ作成委託においては、
委託先を選定する際に、プライバシーマー
クの認定取得又はＩＳＭＳ認証の取得を要
件としている。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

204 令和5年6月26日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 ４．特定個人情
報ファイルの取り扱い
委託 情報保護管理体
制の確認

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

４．特定個人情
報ファイルの取
り扱い委託

情報保護管理体
制の確認

変更

・委託仕様書に、墨田区個人情報保護条例
に基づいた「個人情報保護に関する事項」
を設け、個人情報の適正な管理及び保護に
ついて万全の対策措置を講ずるよう明記し
ている。
・委託先の職員に情報セキュリティ及び個
人情報保護に関する教育を実施・報告させ
ている。
・申告情報のデータ作成委託においては、
委託先を選定する際に、プライバシーマー
クの認定取得又はＩＳＭＳ認証の取得を要
件としている。

・委託仕様書に、個人情報の保護に関する
法律に基づいた「個人情報等の取扱いに関
する特記事項」を設け、個人情報の適正な
管理及び保護について万全の対策措置を講
ずるよう明記している。
・委託先の職員に情報セキュリティ及び個
人情報保護に関する教育を実施・報告させ
ている。
・申告情報のデータ作成委託においては、
委託先を選定する際に、プライバシーマー
クの認定取得又はＩＳＭＳ認証の取得を要
件としている。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

205 令和5年6月26日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要 ３．
特定個人情報の入
手・使用 本人への明
示

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

３．特定個人情
報の入手・使用

本人への明示 変更

滞納整理に必要な調査については、地方税
法２０条の１１に記載されている。また、
墨田区個人情報保護条例１５条によって、
業務上必要な範囲において利用しているこ
とを広く区民に周知している。

滞納整理に必要な調査については、地方税
法２０条の１１に記載されている。また、
個人情報の保護に関する法律６９条によっ
て、業務上必要な範囲において利用してい
ることを広く区民に周知している。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

206 令和5年6月26日

 Ⅳ　その他のリスク対
策 ２．従業者に対する
教育・啓発 従業者に
対する教育・啓発
具体的な方法

Ⅳ　その他のリ
スク対策

２．従業者に対
する教育・啓発

従業者に対する
教育・啓発
具体的な方法

変更

＜住民税システムの運用における措置＞
・職員等（会計年度職員等を含む。）に対
し、課内研修において個人情報保護につい
て指導するとともに、全庁的な個人情報保
護に関する研修を受講する。
・違反行為を行った者に対してはその都度
指導を行うこととするが、違反行為の程度
によっては懲戒の対象となりうる。
・委託事業者に対しては、契約条項に個人
情報保護に関する事項を定め、契約を締結
している。

＜住民税システムの運用における措置＞
・職員等（会計年度職員等を含む。）に対
し、課内研修において個人情報保護につい
て指導するとともに、全庁的な個人情報保
護に関する研修を受講する。
・違反行為を行った者に対してはその都度
指導を行うこととするが、違反行為の程度
によっては懲戒の対象となりうる。
・委託事業者に対しては、契約条項に「個
人情報等の取扱いに関する特記事項」を定
め、契約を締結している。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリ
スクを相当程度変動させる
ものではないため、重要な
変更に当たらない。

207 令和6年7月29日

 Ⅰ　基本情報  １．特
定個人情報ファイルを
取り扱う事務 ①事務
の名称

Ⅰ　基本情報
 １．特定個人情
報ファイルを取
り扱う事務

①事務の名称 変更 地方税に関する事務 地方税・森林環境税に関する事務 事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

208 令和6年7月29日

 Ⅰ　基本情報  １．特
定個人情報ファイルを
取り扱う事務 ②事務
の内容

Ⅰ　基本情報
 １．特定個人情
報ファイルを取
り扱う事務

②事務の内容 変更

１　個人住民税の賦課業務
【概要】
・地方税法に基づき、国税庁・住民から提
出された申告や、給与支払者・年金保険者
から提出された支払報告書等を基に住民税
額を計算し賦課する。
・住民からの申請に基づき、住民税情報か
ら課税・非課税証明書を発行する。

１　個人住民税・森林環境税の賦課業務
【概要】
・地方税法、森林環境税及び森林環境譲与
税に関する法律に基づき、国税庁・住民か
ら提出された申告や、給与支払者・年金保
険者から提出された支払報告書等を基に住
民税額を計算し賦課する。
・住民からの申請に基づき、税情報から課
税・非課税証明書を発行する。

事後

法改正による形式的な修
正。
特定個人情報の漏えいその
他の事態を発生させるリス
クを相当程度変動させるも
のではないため、重要な変
更に当たらない。

209 令和6年7月29日

 Ⅰ　基本情報  １．特
定個人情報ファイルを
取り扱う事務 ②事務
の内容

Ⅰ　基本情報
 １．特定個人情
報ファイルを取
り扱う事務

②事務の内容 変更

３　収納関連業務
【概要】
　地方税法に基づき賦課された個人住民税
及び軽自動車税の収納情報を管理する。
【処理の流れ】
①住民票関係情報を団体内統合宛名システ
ム経由で取得する。墨田区に住民登録がな
く住所地が特定できない場合は、住民票関
係情報を住民基本台帳ネットワークシステ
ム経由で取得する。
②個人住民税及び軽自動車税の賦課情報を
各システムから取得する。
③指定金融機関、収納代行業者、eLTAX等か
ら住民等が納付、納入した情報を取得す
る。また納付書発行データ等を共通納税シ
ステムを経由して送付する。
④過納付又は誤納付が発生した場合は、住
民等に通知し、還付又は充当を行う。ま
た、住民より公的給付支給等口座登録簿関
係資料に登録された公金受取口座での還付
金受取の意思表示がある場合は、情報提供
ネットワークシステムを介して公金受取口
座情報を取得し、処理する。
⑤納期限までに完納とならない場合は、地
方税法に基づき住民等に督促状を発送す
る。

３　収納関連業務
【概要】
　地方税法、森林環境税及び森林環境譲与税に関
する法律に基づき賦課された個人住民税・森林環
境税及び軽自動車税の収納情報を管理する。
【処理の流れ】
①住民票関係情報を団体内統合宛名システム経由
で取得する。墨田区に住民登録がなく住所地が特
定できない場合は、住民票関係情報を住民基本台
帳ネットワークシステム経由で取得する。
②個人住民税・森林環境税及び軽自動車税の賦課
情報を各システムから取得する。
③指定金融機関、収納代行業者、eLTAX等から住
民等が納付、納入した情報を取得する。また納付
書発行データ等を共通納税システムを経由して送
付する。
④過納付又は誤納付が発生した場合は、住民等に
通知し、還付又は充当を行う。また、住民より公
的給付支給等口座登録簿関係資料に登録された公
金受取口座での還付金受取の意思表示がある場合
は、情報提供ネットワークシステムを介して公金
受取口座情報を取得し、処理する。
⑤納期限までに完納とならない場合は、地方税
法、森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律
に基づき住民等に督促状を発送する。

事後

法改正による形式的な修
正。
特定個人情報の漏えいその
他の事態を発生させるリス
クを相当程度変動させるも
のではないため、重要な変
更に当たらない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

210 令和6年7月29日

 Ⅰ　基本情報  １．特
定個人情報ファイルを
取り扱う事務 ②事務
の内容

Ⅰ　基本情報
 １．特定個人情
報ファイルを取
り扱う事務

②事務の内容 変更

４　滞納整理関連業務
【概要】
　地方税法、国税徴収法に基づき、個人住
民税及び軽自動車税等の滞納情報を管理す
る。
【処理の流れ】
①個人住民税及び軽自動車税の賦課・収納
情報等を各システムから取得する。
②滞納者に納税催告書等を発送する。墨田
区に住民登録がない者については、住民票
関連情報を住民基本台帳ネットワークシス
テム経由で取得する。
③納税交渉により分割納付又は徴収猶予と
なった場合、その情報を記録する。
④地方税法、国税徴収法に基づき、実態調
査又は財産調査を行った場合、その情報を
記録する。

４　滞納整理関連業務
【概要】
　地方税法、国税徴収法。森林環境税及び
森林環境譲与税に関する法律に基づき、個
人住民税・森林環境税及び軽自動車税等の
滞納情報を管理する。
【処理の流れ】
①個人住民税・森林環境税及び軽自動車税
の賦課・収納情報等を各システムから取得
する。
②滞納者に納税催告書等を発送する。墨田
区に住民登録がない者については、住民票
関連情報を住民基本台帳ネットワークシス
テム経由で取得する。
③納税交渉により分割納付又は徴収猶予と
なった場合、その情報を記録する。
④地方税法、国税徴収法、森林環境税及び
森林環境譲与税に関する法律に基づき、実
態調査又は財産調査を行った場合、その情
報を記録する。

事後

法改正による形式的な修
正。
特定個人情報の漏えいその
他の事態を発生させるリス
クを相当程度変動させるも
のではないため、重要な変
更に当たらない。

211 令和6年7月29日

 Ⅰ　基本情報  ２．特
定個人情報ファイルを
取り扱う事務において
使用するシステム シ
ステム1　②システム
の機能

Ⅰ　基本情報

 ２．特定個人情
報ファイルを取
り扱う事務にお
いて使用するシ
ステム

システム1　②シ
ステムの機能

変更
１　個人住民税の賦課事務に関する処理を
行う。

１　個人住民税・森林環境税の賦課事務に
関する処理を行う。

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

212 令和6年7月29日

 Ⅰ　基本情報  ２．特
定個人情報ファイルを
取り扱う事務において
使用するシステム シ
ステム1　②システム
の機能

Ⅰ　基本情報

 ２．特定個人情
報ファイルを取
り扱う事務にお
いて使用するシ
ステム

システム1　②シ
ステムの機能

変更
３　個人住民税及び軽自動車税の収納事務
に関する処理を行う。

３　個人住民税・森林環境税及び軽自動車
税の収納事務に関する処理を行う。

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

213 令和6年7月29日

 Ⅰ　基本情報  ２．特
定個人情報ファイルを
取り扱う事務において
使用するシステム シ
ステム4　②システム
の機能

Ⅰ　基本情報

 ２．特定個人情
報ファイルを取
り扱う事務にお
いて使用するシ
ステム

システム4　②シ
ステムの機能

変更
個人住民税及び軽自動車税の滞納整理事務
に関する処理を行う。

個人住民税・森林環境税及び軽自動車税の
滞納整理事務に関する処理を行う。

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

214 令和6年7月29日

 Ⅰ　基本情報  ２．特
定個人情報ファイルを
取り扱う事務において
使用するシステム シ
ステム8　②システム
の機能

Ⅰ　基本情報

 ２．特定個人情
報ファイルを取
り扱う事務にお
いて使用するシ
ステム

システム8　②シ
ステムの機能

変更

システムで作成したシナリオにより、個人
住民税の賦課業務の内、単純・反復的な入
力をパソコンに代替させることで、業務改
善の実現を図る。

システムで作成したシナリオにより、個人
住民税・森林環境税の賦課業務の内、単
純・反復的な入力をパソコンに代替させる
ことで、業務改善の実現を図る。

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

215 令和6年7月29日

 Ⅰ　基本情報  ４．特
定個人情報ファイルを
取り扱う理由 ①事務
実施上の必要性

Ⅰ　基本情報
 ４．特定個人情
報ファイルを取
り扱う理由

①事務実施上の
必要性

変更

１　住民税賦課情報ファイル
　　住民税の賦課決定において、住民の税
情報を正確に把握する必要がある。
２　軽自動車税賦課情報ファイル
　　軽自動車税の賦課決定において、納税
義務者の車両情報等を正確に把握する必要
がある。
３　収納管理情報ファイル
　　個人住民税及び軽自動車税の徴収及び
滞納処分にあたり、納税義務者の収納状況
を正確に
　把握する必要がある。
４　滞納整理情報ファイル
　　個人住民税及び軽自動車税の滞納処分
にあたり、納税義務者の滞納状況及び各種
調査結果等を
　正確に把握する必要がある。

１　住民税賦課情報ファイル
　　住民税・森林環境税の賦課決定におい
て、住民の税情報を正確に把握する必要が
ある。
２　軽自動車税賦課情報ファイル
　　軽自動車税の賦課決定において、納税
義務者の車両情報等を正確に把握する必要
がある。
３　収納管理情報ファイル
　　個人住民税・森林環境税及び軽自動車
税の徴収及び滞納処分にあたり、納税義務
者の収納状況を正確に
　把握する必要がある。
４　滞納整理情報ファイル
　　個人住民税・森林環境税及び軽自動車
税の滞納処分にあたり、納税義務者の滞納
状況及び各種調査結果等を
　正確に把握する必要がある。

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

216 令和6年7月29日
 Ⅰ　基本情報 ５．個
人番号の利用 法令上
の根拠

Ⅰ　基本情報
５．個人番号の
利用

法令上の根拠 変更

・行政手続における特定の個人を識別する
ための番号の利用等に関する法律(以下「番
号法」という。）第9条第1項　別表第一の
16の項
・番号法第9条第2項
・番号法第9条第4項
・墨田区行政手続きにおける特定の個人を
識別するための番号の利用等に関する条例
第4条第1項及び別表第2の1の項

・行政手続における特定の個人を識別する
ための番号の利用等に関する法律(以下「番
号法」という。）第9条第1項　別表の24の
項
・番号法第9条第2項
・番号法第9条第4項
・墨田区行政手続きにおける特定の個人を
識別するための番号の利用等に関する条例
第4条第1項及び別表第2の1の項

事後

法改正による形式的な修
正。
特定個人情報の漏えいその
他の事態を発生させるリス
クを相当程度変動させるも
のではないため、重要な変
更に当たらない。

217 令和6年7月29日

 Ⅰ　基本情報 ６．情
報提供ネットワークシ
ステムによる情報連
携 ②法令上の根拠

Ⅰ　基本情報

６．情報提供
ネットワークシ
ステムによる情
報連携

②法令上の根拠 変更

【情報照会】
・番号法　第19条第8号別表第2　27の項
【情報提供】
・番号法　第19条第8号  別表第2第三欄
（情報提供者）が「市町村長」の項のう
ち、第四欄（特定個人情報）に「地方税関
係情報」が含まれる項

【情報照会】
・番号法第19条第8号に基づく主務省令第2
条の表　48の項
【情報提供】
・番号法第19条第8号に基づく主務省令第2
条の表第三欄
（情報提供者）が「市町村長」の項のうち
第四欄（利用特定個人情報）に「地方税関
係情報」が含まれる項

事後

法改正による形式的な修
正。
特定個人情報の漏えいその
他の事態を発生させるリス
クを相当程度変動させるも
のではないため、重要な変
更に当たらない。

218 令和6年7月29日
 Ⅰ　基本情報 （別添
１）事務の内容

Ⅰ　基本情報
（別添１）事務
の内容

変更 １　個人住民税の賦課業務 １　個人住民税・森林環境税の賦課業務 事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

219 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
２．基本情報  ③対象
となる本人の範囲　そ
の必要性

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

２．基本情報
 ③対象となる本
人の範囲　その
必要性

変更
住民税の適正な賦課を行うために特定個人
情報が必要となる。

住民税・森林環境税の適正な賦課を行うた
めに特定個人情報が必要となる。

事後

法改正による形式的な修
正。
特定個人情報の漏えいその
他の事態を発生させるリス
クを相当程度変動させるも
のではないため、重要な変
更に当たらない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

221 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
２．基本情報  ④記録
される項目　その妥当
性

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

２．基本情報
 ④記録される項
目　その妥当性 変更

・識別情報：対象者を正確に特定するため
に記録
・連絡先等情報：対象者の賦課期日時点で
の世帯情報及び税額通知の送付先の把握の
ために記録
・国税関係情報：対象者の所得税に係る情
報に基づき、住民税の賦課を行うために記
録
・地方税関係情報：算出した住民税額に基
づき、納税通知書・証明書等の帳票印刷を
行うために記録
・障害者福祉関係情報：障害者福祉関連の
給付情報に基づき、非課税判定、減免額及
び控除額の算出を行うために記録
・生活保護関係情報：生活保護関連の給付
情報に基づき、非課税判定、減免額及び控
除額の算出を行うために記録
・年金関係情報：対象者の年金所得に係る
情報に基づき、住民税の賦課及び年金特徴
税額の計算を行うために記録
・介護・高齢者福祉関係情報：対象者の介
護保険に係る被保険者情報に基づき、年金
特徴対象者判定を行うために記録

・識別情報：対象者を正確に特定するため
に記録
・連絡先等情報：対象者の賦課期日時点で
の世帯情報及び税額通知の送付先の把握の
ために記録
・国税関係情報：対象者の所得税に係る情
報に基づき、住民税・森林環境税の賦課を
行うために記録
・地方税関係情報：算出した住民税額・森
林環境税額に基づき、納税通知書・証明書
等の帳票印刷を行うために記録
・障害者福祉関係情報：障害者福祉関連の
給付情報に基づき、非課税判定、減免額及
び控除額の算出を行うために記録
・生活保護関係情報：生活保護関連の給付
情報に基づき、非課税判定、減免額及び控
除額の算出を行うために記録
・年金関係情報：対象者の年金所得に係る
情報に基づき、住民税・森林環境税の賦課
及び年金特徴税額の計算を行うために記録
・介護・高齢者福祉関係情報：対象者の介
護保険に係る被保険者情報に基づき、年金
特徴対象者判定を行うために記録

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

222 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
３．特定個人情報の入
手・使用 ⑤本人への
明示

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

３．特定個人情
報の入手・使用

⑤本人への明示 変更
住民税の賦課に必要な各種情報について
は、地方税法第317条の2の条文、番号法の
別表第二第27項に規定されている。

住民税・森林環境税の賦課に必要な各種情
報については、地方税法第317条の2の条
文、番号法の別表第24項に規定されてい
る。

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

223 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
３．特定個人情報の入
手・使用 ⑥使用目的

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

３．特定個人情
報の入手・使用

⑥使用目的 変更
各種申告書の受付、本人確認、正確な住民
税額の算出・通知

各種申告書の受付、本人確認、正確な住民
税・森林環境税額の算出・通知

事後

法改正による形式的な修
正。
特定個人情報の漏えいその
他の事態を発生させるリス
クを相当程度変動させるも
のではないため、重要な変
更に当たらない。
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項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

224 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
３．特定個人情報の入
手・使用 ⑧使用方法

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

３．特定個人情
報の入手・使用

⑧使用方法 変更

２　住民税の賦課決定に関する事務
・上記１で取得した各種情報に基づき、住
民等に対する住民税賦課額を決定する。
・決定した住民税賦課情報を外部委託業者
へ提供し、税額通知関係書類の印刷、封入
封緘を委託する。（大量に処理する当初課
税時のみ外部委託し、当初課税時以外は職
員が行う。）
・課税決定者（普通徴収対象者）、年金保
険者・給与支払者（特別徴収対象者）へ税
額を通知する。納税通知等が宛先不明等に
より返戻された場合は、住民基本台帳ネッ
トワークに照会し、再送付する。
３　更正、異動に関する事務
・更正の必要が生じた場合には地方税関係
情報の税額を更正する。
・特別徴収義務者から異動の届出があった
場合には徴収方法の変更を行う。
４　税証明の発行に関する事務
・住民税賦課情報に基づき、申請に応じて
課税・非課税証明書を発行する。

２　住民税・森林環境税の賦課決定に関す
る事務
・上記１で取得した各種情報に基づき、住
民等に対する住民税・森林環境税賦課額を
決定する。
・決定した住民税・森林環境税賦課情報を
外部委託業者へ提供し、税額通知関係書類
の印刷、封入封緘を委託する。（大量に処
理する当初課税時のみ外部委託し、当初課
税時以外は職員が行う。）
・課税決定者（普通徴収対象者）、年金保
険者・給与支払者（特別徴収対象者）へ税
額を通知する。納税通知等が宛先不明等に
より返戻された場合は、住民基本台帳ネッ
トワークに照会し、再送付する。
３　更正、異動に関する事務
・更正の必要が生じた場合には地方税等関
係情報の税額を更正する。
・特別徴収義務者から異動の届出があった
場合には徴収方法の変更を行う。
４　税証明の発行に関する事務
・住民税・森林環境税賦課情報に基づき、
申請に応じて課税・非課税証明書を発行す
る。

事後

法改正による形式的な修
正。
特定個人情報の漏えいその
他の事態を発生させるリス
クを相当程度変動させるも
のではないため、重要な変
更に当たらない。

225 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
３．特定個人情報の入
手・使用  ⑧使用方法
権利利益に影響を与
え得る決定

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

３．特定個人情
報の入手・使用

 ⑧使用方法　権
利利益に影響を
与え得る決定

変更
所得額、各種控除額に基づき、住民税額を
決定・更正する。

所得額、各種控除額に基づき、住民税・森
林環境税額を決定・更正する。

事後

法改正による形式的な修
正。
特定個人情報の漏えいその
他の事態を発生させるリス
クを相当程度変動させるも
のではないため、重要な変
更に当たらない。

227 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先1

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先1 変更

①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第1項）
②提供先における用途：健康保険法第五条
第二項の規定により厚生労働大臣が行うこ
ととされた健康保険に関する事務

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　1の項
②提供先における用途：健康保険法第五条
第二項の規定により厚生労働大臣が行うこ
ととされた健康保険に関する事務又は同法
による保険医若しくは保険薬剤師の登録に
関する事務

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

228 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先2

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先2 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第2項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　2の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

229 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先3

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先3 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第3項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　3の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

230 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先4

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先4 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第4項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　5の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

231 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先5

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先5 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第6項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　7の項
②提供先における用途：船員保険法による
保険給付又は雇用保険法等の一 部を改正す
る法律附則第三十九条の規定によりなお従
前の例によるものとされた平成十九年法律
第三十号第四条の規定による改正前の船員
保険法による保険給付の支給に関する事務

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

232 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先6

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先6 変更

①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第8項）
②提供先における用途：児童福祉法による
里親の認定、養育里親の登録又は障害児入
所給付費、高額障害児入所給付費若しくは
特定入所障害児食費等給付費の支給に関す
る事務

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　11の項
②提供先における用途：児童福祉法による
養育里親若しくは養子縁組里親の登録、里
親の認定又は障害児入所給付費、高額障害
児入所給付費若しくは特定入所障害児食費
等給付費の支給に関する事務

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

233 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先7

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先7 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第9項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　13の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

234 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先8

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先8 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第11項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　15の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

235 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先9

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先9 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第16項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　20の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

69



別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

236 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
10

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先10 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第18項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　28の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

237 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
11

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先11 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第23項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　39の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

238 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
12

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先12 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第26項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　42の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

239 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
13

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先13 変更

①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第27項）
②提供先における用途：地方税法その他の
地方税に関する法律及びこれらの法律に基
づく条例による地方税の賦課徴収に関する
事務

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　48の項
②提供先における用途：地方税法その他の
地方税に関する法律及びこれらの法律に基
づく条例による地方税の賦課徴収および森
林環境税及び森林環境譲与税に関する法律
に基づく森林環境税の賦課徴収に関する事
務

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

240 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
14

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先14 変更

①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第28項）
②提供先における用途：地方税法その他の
地方税に関する法律及びこれらの法律に基
づく条例による地方税の賦課徴収に関する
事務

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　49の項
②提供先における用途：地方税法その他の
地方税に関する法律及びこれらの法律に基
づく条例による地方税の賦課徴収および森
林環境税及び森林環境譲与税に関する法律
に基づく森林環境税の賦課徴収に関する事
務

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

241 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
15

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先15 変更 （省略） （提供先15：削除） 事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

242 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
16

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先16 変更

①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第31項）
②提供先における用途：特定優良賃貸住宅
の供給の促進に関する法律による賃貸住宅
の管理に関する事務

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　53の項
②提供先における用途：公営住宅法による
公営住宅の管理に関する事務

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

243 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
17

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先17 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第34項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　57の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

244 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
18

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先18 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第35項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　58の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

245 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
19

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先19 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第37項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　59の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

246 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
20

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先20 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第38項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　63の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

247 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
21

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先21 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第39項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　65の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

248 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
22

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先22 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第40項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　66の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

249 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
23

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先23 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第42項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　69の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

250 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
24

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先24 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第48項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　73の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

251 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
25

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先25 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第54項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　76の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

252 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
26

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先26 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第57項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　81の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

253 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
27

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先27 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第58項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　83の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

254 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
28

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先28 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第59項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　84の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

255 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
29

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先29 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第61項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　86の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

256 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
30

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先30 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第62項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　87の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

257 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
31

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先31 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第63項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　88の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

258 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
32

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先32 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第64項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　89の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

259 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
33

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先33 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第65項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　90の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

260 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
34

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先34 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第66項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　91の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

261 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
35

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先35 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第67項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　92の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

262 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
36

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先36 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第70項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　96の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

263 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
37

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先37 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第71項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　98の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

264 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
38

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先38 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第74項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　106の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

265 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
39

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先39 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第80項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　115の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

266 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
40

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先40 変更 （省略） （提供先40：削除） 事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

267 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
41

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先41 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第85の2項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　124の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

268 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
42

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先42 変更

①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第87項）
②提供先における用途：中国残留邦人等支
援給付等の支給に関する事務

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　125の項
②提供先における用途：中国残留邦人等の
円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国
残留邦人等及び特定配偶者の自立の支 援に
関する法律による支 援給付の支給に関する
事務

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

269 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
43

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先43 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第91項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　129の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

270 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
44

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先44 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第92項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　130の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

271 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
45

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先45 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第94項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　132の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

272 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
46

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先46 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第97項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　137の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

273 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
47

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先47 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第101項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　138の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

274 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
48

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先48 変更 （省略） （提供先48：削除） 事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

275 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
49

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先49 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第103項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　140の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

79



別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

276 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
50

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先50 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第106項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　141の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

277 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
51

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先51 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第107項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　142の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

278 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
52

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先52 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第108項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　144の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

279 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
53

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先53 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第113項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　151の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

80



別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

280 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
54

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先54 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第114項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　152の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

281 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
55

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先55 変更 （省略） （提供先55：削除） 事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

282 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
56

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先56 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第116項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　155の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

283 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
57

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先57 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第120項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　158の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

81



別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

284 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
60

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先60 変更
②提供先における用途 :給与所得に係る個
人住民税における特別徴収に関する事務

②提供先における用途 :給与所得に係る個
人住民税等における特別徴収に関する事務

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

285 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
61

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先61 変更
②提供先における用途 :年金所得に係る個
人住民税における特別徴収に関する事務

②提供先における用途 :年金所得に係る個
人住民税等における特別徴収に関する事務

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

286 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
62

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先62 変更

②提供先における用途 :地方税法その他の
地方税に関する法律およびこれらの法律に
基づく条例による地方税の賦課徴収に関す
る事務

②提供先における用途 :地方税法その他の
地方税に関する法律及びこれらの法律に基
づく条例による地方税の賦課徴収および森
林環境税及び森林環境譲与税に関する法律
に基づく森林環境税の賦課徴収に関する事
務

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

287 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
64

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先64 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第20項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　37の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

288 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
65

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先65 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第53項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　75の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

289 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
66

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先66 変更
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第117項）

①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　156の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

290 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
67

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先67 変更
提供先：市町村長
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第121項）

提供先：公的給付の支給等の迅速かつ確実
な実施のための預貯金口座の登録等に関す
る法律第十条に規定する特定公的給付の支
給を実施する行政機関の長等
①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　160の項

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

291 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
68

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先68 変更 （省略） （提供先68：削除） 事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

292 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
69

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先69 追加

提供先：総務大臣又は都道府県知事
①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　4の項
②提供先における用途：恩給法による年金
である給付又は一時金の支給に関する事務
③提供する情報：個人住民税関係情報
④提供する情報の対象となる本人の数：10
万人以上100万人未満
⑤提供する情報の対象となる本人の範囲：
個人住民税の課税対象者
⑥提供方法：情報提供ネットワークシステ
ム
⑦時期・頻度：照会を受けた都度

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

293 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
70

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先70 追加

提供先：市町村長
①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　108の項
②提供先における用途：災害弔慰金の支給
等に関する法律による災害弔慰金若しくは
災害障害見舞金の支給又は災害援護資金の
貸付けに関する事務
③提供する情報：個人住民税関係情報
④提供する情報の対象となる本人の数：10
万人以上100万人未満
⑤提供する情報の対象となる本人の範囲：
個人住民税の課税対象者
⑥提供方法：情報提供ネットワークシステ
ム
⑦時期・頻度：照会を受けた都度

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

294 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
71

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先71 追加

提供先：総務大臣
①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　147の項
②提供先における用途：国会議員互助年金
法を廃止する法律又は同法附則第二条第一
項の規定によりなおその効力を有するもの
とされた同法による廃止前の国会議員互助
年金法による年金である給付の支給に関す
る事務
③提供する情報：個人住民税関係情報
④提供する情報の対象となる本人の数：10
万人以上100万人未満
⑤提供する情報の対象となる本人の範囲：
個人住民税の課税対象者
⑥提供方法：情報提供ネットワークシステ
ム
⑦時期・頻度：照会を受けた都度

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

296 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
72

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先72 追加

提供先：都道府県知事等
①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　161の項
②提供先における用途：「生活に困窮する
外国人 に対する生活保護の措置について」
（昭和二十九年五月八日付け社発第三百八
十二号厚生省社会局長通知。）に基づく外
国人であって生活に困窮する者に係る保護
の決定及び実施又は徴収金 の徴収の取扱に
準じた生活保護関係事務に関する事務
③提供する情報：個人住民税関係情報
④提供する情報の対象となる本人の数：10
万人以上100万人未満
⑤提供する情報の対象となる本人の範囲：
個人住民税の課税対象者
⑥提供方法：情報提供ネットワークシステ
ム
⑦時期・頻度：照会を受けた都度

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

297 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
73

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先73 追加

提供先：都道府県知事又は市町村長
①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　163の項
②提供先における用途：地域優良賃貸住宅
制度要綱に基づく地域優良賃貸住宅の管理
に関する事務
③提供する情報：個人住民税関係情報
④提供する情報の対象となる本人の数：10
万人以上100万人未満
⑤提供する情報の対象となる本人の範囲：
個人住民税の課税対象者
⑥提供方法：情報提供ネットワークシステ
ム
⑦時期・頻度：照会を受けた都度

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

298 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
74

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先74 追加

提供先：都道府県知事
①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　164の項
②提供先における用途：「特定感染症検査
等事業について」（平成十四年三月二十七
日付け健発第〇三二七〇一二号厚生労働省
健康局長通知）の特定感染症検査等事業実
施要綱に基づくウイルス性肝炎患者等の重
症化予防推進事業に係る陽性者フォロー
アップ事業の実施に関する事務
③提供する情報：個人住民税関係情報
④提供する情報の対象となる本人の数：10
万人以上100万人未満
⑤提供する情報の対象となる本人の範囲：
個人住民税の課税対象者
⑥提供方法：情報提供ネットワークシステ
ム
⑦時期・頻度：照会を受けた都度

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

299 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
75

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先75 追加

提供先：都道府県知事
①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　165の項
②提供先における用途：「感染症対策特別
促進事業について」（平成二十 年三月三十
一日付け健発第〇三三一〇〇一号厚生 労働
省健康局長通知）の肝炎治療特別促進事業
実施要綱に基づく肝炎治療特別促進事業の
実施に関する事務
③提供する情報：個人住民税関係情報
④提供する情報の対象となる本人の数：10
万人以上100万人未満
⑤提供する情報の対象となる本人の範囲：
個人住民税の課税対象者
⑥提供方法：情報提供ネットワークシステ
ム
⑦時期・頻度：照会を受けた都度

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

300 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
76

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先76 追加

提供先：都道府県知事
①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　166の項
②提供先における用途：「肝がん・重度肝
硬変治療研究促進事業について」（平成三
十年六月二 十七日付け健発〇六二七第一号
厚生労働省健康局長通知）の肝がん・重度
肝硬変治療研究促進事業実施要綱に基づく
肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業の実
施に関する事務
③提供する情報：個人住民税関係情報
④提供する情報の対象となる本人の数：10
万人以上100万人未満
⑤提供する情報の対象となる本人の範囲：
個人住民税の課税対象者
⑥提供方法：情報提供ネットワークシステ
ム
⑦時期・頻度：照会を受けた都度

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

301 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
77

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先77 追加

提供先：文部科学大臣
①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　167の項
②提供先における用途：国の設置する高等
学校等に係る高等学校等修学支 援事業費補
助金（学び直しへの支援）交付要綱に規定
する高等学校等学び直し支援金の支給に関
する事務
③提供する情報：個人住民税関係情報
④提供する情報の対象となる本人の数：10
万人以上100万人未満
⑤提供する情報の対象となる本人の範囲：
個人住民税の課税対象者
⑥提供方法：情報提供ネットワークシステ
ム
⑦時期・頻度：照会を受けた都度

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

302 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
78

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先78 追加

提供先：都道府県知事又は都道府県教育委
員会
①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　168の項
②提供先における用途：高等学校等修学支
援事業費補助金（学び直しへの支援）交付
要綱に規定する高等学校等学び直し支援金
の支給に関する事務
③提供する情報：個人住民税関係情報
④提供する情報の対象となる本人の数：10
万人以上100万人未満
⑤提供する情報の対象となる本人の範囲：
個人住民税の課税対象者
⑥提供方法：情報提供ネットワークシステ
ム
⑦時期・頻度：照会を受けた都度

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

303 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
79

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先79 追加

提供先：都道府県知事又は都道府県教育委
員会
①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　169の項
②提供先における用途：高等学校等修学支
援事業費補助金（奨学のための給付金）交
付要綱に規定する高等学校等に係る奨学の
ための給付金事業による給付金の支給に関
する事務
③提供する情報：個人住民税関係情報
④提供する情報の対象となる本人の数：10
万人以上100万人未満
⑤提供する情報の対象となる本人の範囲：
個人住民税の課税対象者
⑥提供方法：情報提供ネットワークシステ
ム
⑦時期・頻度：照会を受けた都度

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

304 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
80

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先80 追加

提供先：都道府県知事又は都道府県教育委
員会
①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　170の項
②提供先における用途：高等学校等修学支
援事業費補助金（専攻科の生徒への奨学の
ための給付金）交付要綱に規定する高等学
校等専攻科に係る奨学のための給付金事業
による給付金の支給に関する事務
③提供する情報：個人住民税関係情報
④提供する情報の対象となる本人の数：10
万人以上100万人未満
⑤提供する情報の対象となる本人の範囲：
個人住民税の課税対象者
⑥提供方法：情報提供ネットワークシステ
ム
⑦時期・頻度：照会を受けた都度

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

305 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
81

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先81 追加

提供先：文部科学大臣
①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　171の項
②提供先における用途：国の設置する高等
学校等に係る高等学校等修学支 援事業費補
助金（専攻科の生徒への修学支援）交付要
綱に規定する高等学校等専攻科修学支援金
の支給に関する事務
③提供する情報：個人住民税関係情報
④提供する情報の対象となる本人の数：10
万人以上100万人未満
⑤提供する情報の対象となる本人の範囲：
個人住民税の課税対象者
⑥提供方法：情報提供ネットワークシステ
ム
⑦時期・頻度：照会を受けた都度

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

306 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
82

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先82 追加

提供先：都道府県知事又は都道府県教育委
員会
①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　172の項
②提供先における用途：高等学校等修学支
援事業費補助金（専攻科の生徒への修学支
援）交付要綱に規定する高等学校等専攻科
修学支援金の支給に関する事務
③提供する情報：個人住民税関係情報
④提供する情報の対象となる本人の数：10
万人以上100万人未満
⑤提供する情報の対象となる本人の範囲：
個人住民税の課税対象者
⑥提供方法：情報提供ネットワークシステ
ム
⑦時期・頻度：照会を受けた都度

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

307 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
83

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先83 追加

提供先：都道府県知事
①法令上の根拠：番号法第19条第8号に基づ
く主務省令第2条の表　173の項
②提供先における用途：「特定疾患治療研
究事業について」（昭和四十八 年四月十七
日付け衛発第二百四十二号厚生省公衆衛生
局長通知）の特定疾患治療研究事業実施要
綱に基づく特定疾患治療研究事業の実施に
関する事務
③提供する情報：個人住民税関係情報
④提供する情報の対象となる本人の数：10
万人以上100万人未満
⑤提供する情報の対象となる本人の範囲：
個人住民税の課税対象者
⑥提供方法：情報提供ネットワークシステ
ム
⑦時期・頻度：照会を受けた都度

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

308 令和6年7月29日

【２　軽自動車税賦課
情報ファイル】 Ⅱ　特
定個人情報ファイルの
概要 ３．特定個人情
報の入手・使用 ⑤本
人への明示

【２　軽自動車
税賦課情報ファ
イル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

３．特定個人情
報の入手・使用

⑤本人への明示 変更
・軽自動車税の賦課に必要な各種情報につ
いては、地方税法第463条の19及び番号法別
表第二第27項に規定されている。

・軽自動車税の賦課に必要な各種情報につ
いては、地方税法第463条の19及び番号法第
19条第8号に基づく主務省令第2条の表48の
項に規定されている。

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

309 令和6年7月29日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要 ２．
基本情報 ③対象とな
る本人の範囲

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

２．基本情報
③対象となる本
人の範囲

変更 個人住民税、軽自動車税の納税義務者
個人住民税・森林環境税、軽自動車税の納
税義務者

事後

法改正による形式的な修
正。
特定個人情報の漏えいその
他の事態を発生させるリス
クを相当程度変動させるも
のではないため、重要な変
更に当たらない。

310 令和6年7月29日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要 ２．
基本情報 ③対象とな
る本人の範囲　その
必要性

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

２．基本情報
③対象となる本
人の範囲　その
必要性

変更
個人住民税、軽自動車税の適正な収納管理
を行うにあたり、特定個人情報が必要なた
め

個人住民税・森林環境税、軽自動車税の適
正な収納管理を行うにあたり、特定個人情
報が必要なため

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

311 令和6年7月29日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要 ２．
基本情報 ④記録され
る項目　その妥当性

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

２．基本情報
④記録される項
目　その妥当性

変更
○業務関係情報：個人住民税及び軽自動車
税の算出税額を把握するために記録

○業務関係情報：個人住民税・森林環境税
及び軽自動車税の算出税額を把握するため
に記録

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

312 令和6年7月29日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要 ３．
特定個人情報の入
手・使用 ⑤本人への
明示

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

３．特定個人情
報の入手・使用

⑤本人への明示 変更

個人住民税及び軽自動車税の収納管理に必
要な各種情報については、番号法別表第二
第27項に規定されている。

個人住民税・森林環境税及び軽自動車税の
収納管理に必要な各種情報については、番
号法第19条第8号に基づく主務省令第2条の
表48の項に規定されている。

事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

313 令和6年7月29日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要 ３．
特定個人情報の入
手・使用 ⑥使用目的

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

３．特定個人情
報の入手・使用

⑥使用目的 変更
個人住民税・軽自動車税の適正な収納管理
及び公金受取口座への還付事務

個人住民税・森林環境税・軽自動車税の適
正な収納管理及び公金受取口座への還付事
務

事後

法改正による形式的な修
正。
特定個人情報の漏えいその
他の事態を発生させるリス
クを相当程度変動させるも
のではないため、重要な変
更に当たらない。

314 令和6年7月29日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要 ３．
特定個人情報の入
手・使用 ⑧使用方法

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

３．特定個人情
報の入手・使用

⑧使用方法 変更

１  収納管理に関する事務
　　個人住民税及び軽自動車税の賦課情報
及び収納情報から収納、督促、還付、充当
等の収納管理を行う。必要に応じて、住民
基本台帳ネットワークシステムに照会をす
る。
２  税証明に関する事務
　　個人住民税及び軽自動車税の収納情報
に基づき、申請に応じて納税証明書を発行
する。

１  収納管理に関する事務
　　個人住民税・森林環境税及び軽自動車
税の賦課情報及び収納情報から収納、督
促、還付、充当等の収納管理を行う。必要
に応じて、住民基本台帳ネットワークシス
テムに照会をする。
２  税証明に関する事務
　　個人住民税・森林環境税及び軽自動車
税の収納情報に基づき、申請に応じて納税
証明書を発行する。

事後

法改正による形式的な修
正。
特定個人情報の漏えいその
他の事態を発生させるリス
クを相当程度変動させるも
のではないため、重要な変
更に当たらない。

315 令和6年7月29日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要 ４．
特定個人情報ファイル
の取扱いの委託 ②取
扱いを委託する特定
個人情報ファイルの範
囲
対象となる本人の範
囲

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

４．特定個人情
報ファイルの取
扱いの委託

②取扱いを委託
する特定個人情
報ファイルの範
囲
対象となる本人
の範囲

変更 個人住民税、軽自動車税の納税義務者
個人住民税・森林環境税、軽自動車税の納
税義務者

事後

法改正による形式的な修
正。
特定個人情報の漏えいその
他の事態を発生させるリス
クを相当程度変動させるも
のではないため、重要な変
更に当たらない。

316 令和6年7月29日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要 ２．
基本情報 ③対象とな
る本人の範囲

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

２．基本情報
③対象となる本
人の範囲

変更 個人住民税及び軽自動車税の納税義務者
個人住民税・森林環境税及び軽自動車税の
納税義務者

事後

法改正による形式的な修
正。
特定個人情報の漏えいその
他の事態を発生させるリス
クを相当程度変動させるも
のではないため、重要な変
更に当たらない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

318 令和6年7月29日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要 ３．
特定個人情報の入
手・使用 ⑥使用目的

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

３．特定個人情
報の入手・使用

⑥使用目的 変更
個人住民税及び軽自動車税の適正な滞納処
分を行うため

個人住民税・森林環境税及び軽自動車税の
適正な滞納処分を行うため

事後

法改正による形式的な修
正。
特定個人情報の漏えいその
他の事態を発生させるリス
クを相当程度変動させるも
のではないため、重要な変
更に当たらない。

319 令和6年7月29日

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要 ３．
特定個人情報の入
手・使用 ⑧使用方法

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

３．特定個人情
報の入手・使用

⑧使用方法 変更

１  滞納管理に関する事務
　・個人住民税及び軽自動車税の滞納情報
から、納税催告・滞納処分等の滞納整理を
行う。
　・墨田区に住民登録がなく住所地が特定
できない場合は、住民票関連情報を住民基
本台帳ネットワークシステム経由で取得す
る。

１  滞納管理に関する事務
　・個人住民税・森林環境税及び軽自動車
税の滞納情報から、納税催告・滞納処分等
の滞納整理を行う。
　・墨田区に住民登録がなく住所地が特定
できない場合は、住民票関連情報を住民基
本台帳ネットワークシステム経由で取得す
る。

事後

法改正による形式的な修
正。
特定個人情報の漏えいその
他の事態を発生させるリス
クを相当程度変動させるも
のではないため、重要な変
更に当たらない。

320 令和6年7月29日

 Ⅱ　特定個人情報
ファイルの概要 （別添
２）ファイル記録項目
（住民税） １　個人住
民税の賦課情報ファイ
ル

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

（別添２）ファ
イル記録項目
（住民税）

１　個人住民税
の賦課情報ファ
イル

変更 別添５のとおり 別添６のとおり 事後
その他の項目の変更であ
り事前の提出・公表が義
務付けられない。

321 令和6年7月29日

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅲ　特定個
人情報ファイルの取扱
いプロセスにおけるリ
スク対策 ３．特定個人
情報ファイルの取扱い
の委託 特定個人情報
ファイルの取扱いの委
託におけるその他のリ
スクに対する措置

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

３．特定個人情
報ファイルの取
扱いの委託

特定個人情報
ファイルの取扱
いの委託におけ
るその他のリス
クに対する措置

変更

・特別区民税・都民税申告書、納税通知書
等各種帳票の封入・封緘においては、封入
漏れや封入誤りがないように、委託事業者
に件数・品質管理についての注意喚起を
行ったうえ、封入物に破損等がないか職員
による確認を行っている。

・特別区民税・都民税・森林環境税申告
書、納税通知書等各種帳票の封入・封緘に
おいては、封入漏れや封入誤りがないよう
に、委託事業者に件数・品質管理について
の注意喚起を行ったうえ、封入物に破損等
がないか職員による確認を行っている。

事後

法改正による形式的な修
正。
特定個人情報の漏えいその
他の事態を発生させるリス
クを相当程度変動させるも
のではないため、重要な変
更に当たらない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

322 令和6年7月29日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 ２．特定個人情
報の入手　リスク１：目
的外の入手が行われ
るリスク 対象者以外
の情報の入手を防止
するための措置の内
容

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

２．特定個人情
報の入手　リス
ク１：目的外の
入手が行われる
リスク

対象者以外の情
報の入手を防止
するための措置
の内容

変更

個人住民税及び軽自動車税の賦課情報を各
システムから取得する方法に限定されるた
め、対象者以外の情報を入手することはな
い。

個人住民税・森林環境税及び軽自動車税の
賦課情報を各システムから取得する方法に
限定されるため、対象者以外の情報を入手
することはない。

事後

法改正による形式的な修
正。
特定個人情報の漏えいその
他の事態を発生させるリス
クを相当程度変動させるも
のではないため、重要な変
更に当たらない。

323 令和6年7月29日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 ２．特定個人情
報の入手　リスク１：目
的外の入手が行われ
るリスク 必要な情報
以外を入手することを
防止するための措置
の内容

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

２．特定個人情
報の入手　リス
ク１：目的外の
入手が行われる
リスク

必要な情報以外
を入手すること
を防止するため
の措置の内容

変更

個人住民税及び軽自動車税の賦課情報・収
納情報を各システムから取得する際は、収
納管理業務に必要な情報のみ取得するよう
に制限しているため、必要な情報以外を入
手することはない。

個人住民税・森林環境税及び軽自動車税の
賦課情報・収納情報を各システムから取得
する際は、収納管理業務に必要な情報のみ
取得するように制限しているため、必要な
情報以外を入手することはない。

事後

法改正による形式的な修
正。
特定個人情報の漏えいその
他の事態を発生させるリス
クを相当程度変動させるも
のではないため、重要な変
更に当たらない。

324 令和6年7月29日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 ２．特定個人情
報の入手　リスク２：不
適切な方法で入手が
行われるリスク リスク
に対する措置の内容

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

２．特定個人情
報の入手　リス
ク２：不適切な
方法で入手が行
われるリスク

リスクに対する
措置の内容

変更

個人住民税及び軽自動車税の各システムか
ら入手する賦課情報は、専用線を経由した
入手に限定することで安全を担保してい
る。

個人住民税・森林環境税及び軽自動車税の
各システムから入手する賦課情報は、専用
線を経由した入手に限定することで安全を
担保している。

事後

法改正による形式的な修
正。
特定個人情報の漏えいその
他の事態を発生させるリス
クを相当程度変動させるも
のではないため、重要な変
更に当たらない。

325 令和6年7月29日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 ２．特定個人情
報の入手　リスク３：入
手した特定個人情報
が不正確であるリスク
入手の際の本人確認
の措置の内容

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

２．特定個人情
報の入手　リス
ク３：入手した
特定個人情報が
不正確であるリ
スク

入手の際の本人
確認の措置の内
容

変更
個人住民税及び軽自動車税の各システム等
から入手する情報のため、入手元の各業務
で本人確認を行っている。

個人住民税・森林環境税及び軽自動車税の
各システム等から入手する情報のため、入
手元の各業務で本人確認を行っている。

事後

法改正による形式的な修
正。
特定個人情報の漏えいその
他の事態を発生させるリス
クを相当程度変動させるも
のではないため、重要な変
更に当たらない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

326 令和6年7月29日

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 ２．特定個人情
報の入手　リスク４：入
手の際に特定個人情
報が漏えい・紛失する
リスク リスクに対する
措置の内容

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

２．特定個人情
報の入手　リス
ク４：入手の際
に特定個人情報
が漏えい・紛失
するリスク

リスクに対する
措置の内容

変更

・個人住民税及び軽自動車税の賦課情報を
各システムから取得する際は、専用線を経
由することにより情報漏えい・紛失等を防
止できる。

・個人住民税・森林環境税及び軽自動車税
の賦課情報を各システムから取得する際
は、専用線を経由することにより情報漏え
い・紛失等を防止できる。

事後

法改正による形式的な修
正。
特定個人情報の漏えいその
他の事態を発生させるリス
クを相当程度変動させるも
のではないため、重要な変
更に当たらない。

327

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
６．特定個人情報の保
管・消去 ①保管場所

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

６．特定個人情
報の保管・消去

①保管場所 追加

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理
する環境に設置し、設置場所のセキュリ
ティ対策はクラウド事業者が実施する。な
お、クラウド事業者はISMAPのリストに登録
されたクラウドサービス事業者であり、セ
キュリティ管理策が適切に実施されている
ほか、次を満たすものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受
けていること。
・日本国内でのデータ保管を条件としてい
ること。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理
するデータセンター内のデータベースに保
存され、バックアップも日本国内に設置さ
れた複数のデータセンターのうち本番環境
とは別のデータセンター内に保存される。

事前 重要な変更

328

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
６．特定個人情報の保
管・消去 ③消去方法

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

６．特定個人情
報の保管・消去

③消去方法 追加

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①特定個人情報の消去は地方公共団体から
の操作によって実施される。地方公共団体
の業務データは国及びガバメントクラウド
のクラウド事業者にはアクセスが制御され
ているため特定個人情報を消去することは
ない。
②クラウド事業者がHDDやSSDなどの記録装
置等を障害やメンテナンス等により交換す
る際にデータの復元がなされないよう、ク
ラウド事業者において、NIST 800-88、
ISO/IEC27001等にしたがって確実にデータ
を消去する。
③既存システムについては、地方公共団体
が委託した開発事業者が既存の環境からガ
バメントクラウドへ移行することになる
が、移行に際しては、データ抽出及びクラ
ウド環境へのデータ投入、並びに利用しな
くなった環境の破棄等を実施する。

事前 重要な変更
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

329

【２　軽自動車税賦課
情報ファイル】 Ⅱ　特
定個人情報ファイルの
概要 ６．特定個人情
報の保管・消去 ①保
管場所

【２　軽自動車
税賦課情報ファ
イル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

６．特定個人情
報の保管・消去

①保管場所 追加

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理
する環境に設置し、設置場所のセキュリ
ティ対策はクラウド事業者が実施する。な
お、クラウド事業者はISMAPのリストに登録
されたクラウドサービス事業者であり、セ
キュリティ管理策が適切に実施されている
ほか、次を満たすものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受
けていること。
・日本国内でのデータ保管を条件としてい
ること。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理
するデータセンター内のデータベースに保
存され、バックアップも日本国内に設置さ
れた複数のデータセンターのうち本番環境
とは別のデータセンター内に保存される。

事前 重要な変更

330

【２　軽自動車税賦課
情報ファイル】 Ⅱ　特
定個人情報ファイルの
概要 ６．特定個人情
報の保管・消去 ③消
去方法

【２　軽自動車
税賦課情報ファ
イル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

６．特定個人情
報の保管・消去

③消去方法 追加

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①特定個人情報の消去は地方公共団体から
の操作によって実施される。地方公共団体
の業務データは国及びガバメントクラウド
のクラウド事業者にはアクセスが制御され
ているため特定個人情報を消去することは
ない。
②クラウド事業者がHDDやSSDなどの記録装
置等を障害やメンテナンス等により交換す
る際にデータの復元がなされないよう、ク
ラウド事業者において、NIST 800-88、
ISO/IEC27001等にしたがって確実にデータ
を消去する。
③既存システムについては、地方公共団体
が委託した開発事業者が既存の環境からガ
バメントクラウドへ移行することになる
が、移行に際しては、データ抽出及びクラ
ウド環境へのデータ投入、並びに利用しな
くなった環境の破棄等を実施する。

事前 重要な変更

331

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要 ６．
特定個人情報の保
管・消去 ①保管場所

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

６．特定個人情
報の保管・消去

①保管場所 追加

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理
する環境に設置し、設置場所のセキュリ
ティ対策はクラウド事業者が実施する。な
お、クラウド事業者はISMAPのリストに登録
されたクラウドサービス事業者であり、セ
キュリティ管理策が適切に実施されている
ほか、次を満たすものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受
けていること。
・日本国内でのデータ保管を条件としてい
ること。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理
するデータセンター内のデータベースに保
存され、バックアップも日本国内に設置さ
れた複数のデータセンターのうち本番環境
とは別のデータセンター内に保存される。

事前 重要な変更
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

332

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要 ６．
特定個人情報の保
管・消去 ③消去方法

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

６．特定個人情
報の保管・消去

③消去方法 追加

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①特定個人情報の消去は地方公共団体から
の操作によって実施される。地方公共団体
の業務データは国及びガバメントクラウド
のクラウド事業者にはアクセスが制御され
ているため特定個人情報を消去することは
ない。
②クラウド事業者がHDDやSSDなどの記録装
置等を障害やメンテナンス等により交換す
る際にデータの復元がなされないよう、ク
ラウド事業者において、NIST 800-88、
ISO/IEC27001等にしたがって確実にデータ
を消去する。
③既存システムについては、地方公共団体
が委託した開発事業者が既存の環境からガ
バメントクラウドへ移行することになる
が、移行に際しては、データ抽出及びクラ
ウド環境へのデータ投入、並びに利用しな
くなった環境の破棄等を実施する。

事前 重要な変更

333

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅲ　特定個
人情報ファイルの取扱
いプロセスにおけるリ
スク対策 ７．特定個人
情報の保管・消去 リ
スク１：　特定個人情
報の漏えい・滅失・毀
損リスク　⑤物理的対
策　具体的な対策の
内容

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

リスク１：　特
定個人情報の漏
えい・滅失・毀
損リスク　⑤物
理的対策　具体
的な対策の内容

追加

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①ガバメントクラウドについては政府情報
システムのセキュリティ制度（ISMAP）のリ
ストに登録されたクラウドサービスから調
達することとしており、システムのサー
バー等は、クラウド事業者が保有・管理す
る環境に構築し、その環境には認可された
者だけがアクセスできるよう適切な入退室
管理策を行っている。
②事前に許可されていない装置等に関して
は、外部に持出できないこととしている。

事前 重要な変更

334

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅲ　特定個
人情報ファイルの取扱
いプロセスにおけるリ
スク対策 ７．特定個人
情報の保管・消去 リ
スク１：　特定個人情
報の漏えい・滅失・毀
損リスク　⑥技術的対
策　具体的な対策の
内容

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

リスク１：　特
定個人情報の漏
えい・滅失・毀
損リスク　⑥技
術的対策　具体
的な対策の内容

追加

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①国及びクラウド事業者は利用者のデータにアクセ
スしない契約等となっている。
②地方公共団体が委託したASP(「地方公共団体情報
システムのガバメントクラウドの利用に関する基準
【第1.0版】」（令和４年１０月　デジタル庁。以下
「利用基準」という。）に規定する「ASP」をいう。
以下同じ。)又はガバメントクラウド運用管理補助者
（利用基準に規定する「ガバメントクラウド運用管
理補助者」をいう。以下同じ。）は、ガバメントク
ラウドが提供するマネージドサービスにより、ネッ
トワークアクティビティ、データアクセスパター
ン、アカウント動作等について継続的にモニタリン
グを行うとともに、ログ管理を行う。
③クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対する
セキュリティの脅威に対し、脅威検出やDDos対策を
24時間365日講じる。
④クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対し、
ウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイルの
更新を行う。
⑤地方公共団体が委託したASP又はガバメントクラウ
ド運用管理補助者は、導入しているOS及びミドルウ
エアについて、必要に応じてセキュリティパッチの
適用を行う。
⑥ガバメントクラウドの特定個人情報を保有するシ
ステムを構築する環境は、インターネットとは切り
離された閉域ネットワークで構成する。
⑦地方公共団体やASP又はガバメントクラウド運用管
理補助者の運用保守地点からガバメントクラウドへ
の接続については、閉域ネットワークで構成する。
⑧地方公共団体が管理する業務データは、国及びク
ラウド事業者がアクセスできないよう制御を講じ
る。

事前 重要な変更
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

335

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅲ　特定個
人情報ファイルの取扱
いプロセスにおけるリ
スク対策 ７．特定個人
情報の保管・消去 リ
スク３：　特定個人情
報が消去されずいつ
までも存在するリスク
消去手順　手順の内
容

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

リスク３：　特
定個人情報が消
去されずいつま
でも存在するリ
スク　消去手順
手順の内容

追加

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
データの復元がなされないよう、クラウド
事業者において、NIST 800-88、
ISO/IEC27001等に準拠したプロセスにした
がって確実にデータを消去する。

事前 重要な変更

336

【２　軽自動車税賦課
情報ファイル】 Ⅲ　特
定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけ
るリスク対策 ７．特定
個人情報の保管・消
去 リスク１：　特定個
人情報の漏えい・滅
失・毀損リスク　⑤物
理的対策　具体的な
対策の内容

【２　軽自動車
税賦課情報ファ
イル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

リスク１：　特
定個人情報の漏
えい・滅失・毀
損リスク　⑤物
理的対策　具体
的な対策の内容

追加

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①ガバメントクラウドについては政府情報
システムのセキュリティ制度（ISMAP）のリ
ストに登録されたクラウドサービスから調
達することとしており、システムのサー
バー等は、クラウド事業者が保有・管理す
る環境に構築し、その環境には認可された
者だけがアクセスできるよう適切な入退室
管理策を行っている。
②事前に許可されていない装置等に関して
は、外部に持出できないこととしている。

事前 重要な変更

337

【２　軽自動車税賦課
情報ファイル】 Ⅲ　特
定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけ
るリスク対策 ７．特定
個人情報の保管・消
去 リスク１：　特定個
人情報の漏えい・滅
失・毀損リスク　⑥技
術的対策　具体的な
対策の内容

【２　軽自動車
税賦課情報ファ
イル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

リスク１：　特
定個人情報の漏
えい・滅失・毀
損リスク　⑥技
術的対策　具体
的な対策の内容

追加

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①国及びクラウド事業者は利用者のデータにアクセ
スしない契約等となっている。
②地方公共団体が委託したASP(「地方公共団体情報
システムのガバメントクラウドの利用に関する基準
【第1.0版】」（令和４年１０月　デジタル庁。以下
「利用基準」という。）に規定する「ASP」をいう。
以下同じ。)又はガバメントクラウド運用管理補助者
（利用基準に規定する「ガバメントクラウド運用管
理補助者」をいう。以下同じ。）は、ガバメントク
ラウドが提供するマネージドサービスにより、ネッ
トワークアクティビティ、データアクセスパター
ン、アカウント動作等について継続的にモニタリン
グを行うとともに、ログ管理を行う。
③クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対する
セキュリティの脅威に対し、脅威検出やDDos対策を
24時間365日講じる。
④クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対し、
ウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイルの
更新を行う。
⑤地方公共団体が委託したASP又はガバメントクラウ
ド運用管理補助者は、導入しているOS及びミドルウ
エアについて、必要に応じてセキュリティパッチの
適用を行う。
⑥ガバメントクラウドの特定個人情報を保有するシ
ステムを構築する環境は、インターネットとは切り
離された閉域ネットワークで構成する。
⑦地方公共団体やASP又はガバメントクラウド運用管
理補助者の運用保守地点からガバメントクラウドへ
の接続については、閉域ネットワークで構成する。
⑧地方公共団体が管理する業務データは、国及びク
ラウド事業者がアクセスできないよう制御を講じ
る。

事前 重要な変更
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

338

【２　軽自動車税賦課
情報ファイル】 Ⅲ　特
定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけ
るリスク対策 ７．特定
個人情報の保管・消
去 リスク３：　特定個
人情報が消去されず
いつまでも存在するリ
スク　消去手順　手順
の内容

【２　軽自動車
税賦課情報ファ
イル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

リスク３：　特
定個人情報が消
去されずいつま
でも存在するリ
スク　消去手順
手順の内容

追加

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
データの復元がなされないよう、クラウド
事業者において、NIST 800-88、
ISO/IEC27001等に準拠したプロセスにした
がって確実にデータを消去する。

事前 重要な変更

339

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 ７．特定個人情
報の保管・消去 リスク
１：　特定個人情報の
漏えい・滅失・毀損リ
スク　⑤物理的対策
具体的な対策の内容

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

リスク１：　特
定個人情報の漏
えい・滅失・毀
損リスク　⑤物
理的対策　具体
的な対策の内容

追加

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①ガバメントクラウドについては政府情報
システムのセキュリティ制度（ISMAP）のリ
ストに登録されたクラウドサービスから調
達することとしており、システムのサー
バー等は、クラウド事業者が保有・管理す
る環境に構築し、その環境には認可された
者だけがアクセスできるよう適切な入退室
管理策を行っている。
②事前に許可されていない装置等に関して
は、外部に持出できないこととしている。

事前 重要な変更

340

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 ７．特定個人情
報の保管・消去 リスク
１：　特定個人情報の
漏えい・滅失・毀損リ
スク　⑥技術的対策
具体的な対策の内容

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

リスク１：　特
定個人情報の漏
えい・滅失・毀
損リスク　⑥技
術的対策　具体
的な対策の内容

追加

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①国及びクラウド事業者は利用者のデータにアクセ
スしない契約等となっている。
②地方公共団体が委託したASP(「地方公共団体情報
システムのガバメントクラウドの利用に関する基準
【第1.0版】」（令和４年１０月　デジタル庁。以下
「利用基準」という。）に規定する「ASP」をいう。
以下同じ。)又はガバメントクラウド運用管理補助者
（利用基準に規定する「ガバメントクラウド運用管
理補助者」をいう。以下同じ。）は、ガバメントク
ラウドが提供するマネージドサービスにより、ネッ
トワークアクティビティ、データアクセスパター
ン、アカウント動作等について継続的にモニタリン
グを行うとともに、ログ管理を行う。
③クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対する
セキュリティの脅威に対し、脅威検出やDDos対策を
24時間365日講じる。
④クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対し、
ウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイルの
更新を行う。
⑤地方公共団体が委託したASP又はガバメントクラウ
ド運用管理補助者は、導入しているOS及びミドルウ
エアについて、必要に応じてセキュリティパッチの
適用を行う。
⑥ガバメントクラウドの特定個人情報を保有するシ
ステムを構築する環境は、インターネットとは切り
離された閉域ネットワークで構成する。
⑦地方公共団体やASP又はガバメントクラウド運用管
理補助者の運用保守地点からガバメントクラウドへ
の接続については、閉域ネットワークで構成する。
⑧地方公共団体が管理する業務データは、国及びク
ラウド事業者がアクセスできないよう制御を講じ
る。

事前 重要な変更
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

341

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 ７．特定個人情
報の保管・消去 リスク
３：　特定個人情報が
消去されずいつまでも
存在するリスク　消去
手順　手順の内容

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

リスク３：　特
定個人情報が消
去されずいつま
でも存在するリ
スク　消去手順
手順の内容

追加

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
データの復元がなされないよう、クラウド
事業者において、NIST 800-88、
ISO/IEC27001等に準拠したプロセスにした
がって確実にデータを消去する。

事前 重要な変更

342
 Ⅳ　その他のリスク対
策 １．監査 ②監査
具体的な内容

Ⅳ　その他のリ
スク対策

１．監査
②監査　具体的
な内容

追加

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
ガバメントクラウドについては政府情報シ
ステムのセキュリティ制度（ISMAP）のリス
トに登録されたクラウドサービスから調達
することとしており、ISMAPにおいて、クラ
ウドサービス事業者は定期的にISMAP監査機
関リストに登録された監査機関による監査
を行うこととしている。

事前 重要な変更

343

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） ②提供
先における用途（提供
先38）

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

②提供先におけ
る用途（提供先
38）

変更
児童手当法による児童手当又は特例給付の
支給に関する事務

児童手当法による児童手当又は旧特例給付
の支給に関する事務

事後

法改正による形式的な修
正。
特定個人情報の漏えいその
他の事態を発生させるリス
クを相当程度変動させるも
のではないため、重要な変
更に当たらない。

344

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） ②提供
先における用途（移転
先7）

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

②提供先におけ
る用途（移転先
7）

変更
児童手当法による児童手当又は特例給付の
支給に関する事務

児童手当法による児童手当又は旧特例給付
の支給に関する事務

事後

法改正による形式的な修
正。
特定個人情報の漏えいその
他の事態を発生させるリス
クを相当程度変動させるも
のではないため、重要な変
更に当たらない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

345

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
40

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先40 変更

提供先40：厚生労働大臣
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第84項）
②移転先における用途：昭和60年法律第34
号附則第87条第2項の規定により厚生年金保
険の実施者たる政府が支給するものとされ
た年金である保険給付の支給に関する事務
③移転する情報：個人住民税関係情報
④移転する情報の対象となる本人の数：10
万人以上100万人未満
⑤移転する情報の対象となる本人の範囲：
個人住民税の課税対象者
⑥移転方法：情報提供ネットワークシステ
ム
⑦時期・頻度：照会を受けた都度

提供先40：削除 事後

法改正による形式的な修
正。
特定個人情報の漏えいその
他の事態を発生させるリス
クを相当程度変動させるも
のではないため、重要な変
更に当たらない。

346

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
48

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先48 変更

提供先48：農林漁業団体職員共済組合
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第102項）
②移転先における用途：厚生年金保険制度
及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合
を図るための農林漁業団体職員共済組合法
等を廃止する等の法律による年金である給
付（同法附則第16条第3項の規定により厚生
年金保険の実施者たる政府が支給するもの
とされた年金である給付を除く。）若しく
は一時金の支給又は特例業務負担金の徴収
に関する事務
③移転する情報：個人住民税関係情報
④移転する情報の対象となる本人の数：10
万人以上100万人未満
⑤移転する情報の対象となる本人の範囲：
個人住民税の課税対象者
⑥移転方法：情報提供ネットワークシステ
ム
⑦時期・頻度：照会を受けた都度

提供先48：削除 事後

法改正による形式的な修
正。
特定個人情報の漏えいその
他の事態を発生させるリス
クを相当程度変動させるも
のではないため、重要な変
更に当たらない。

347

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
55

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先55 変更

提供先55：平成23年法律第56号附則第23条
第1項第3号に規定する存続共済会
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第115項）
②移転先における用途：平成23年法律第56
号による年金である給付の支給に関する事
務
③移転する情報：個人住民税関係情報
④移転する情報の対象となる本人の数：10
万人以上100万人未満
⑤移転する情報の対象となる本人の範囲：
個人住民税の課税対象者
⑥移転方法：情報提供ネットワークシステ
ム
⑦時期・頻度：照会を受けた都度

提供先55：削除 事後

法改正による形式的な修
正。
特定個人情報の漏えいその
他の事態を発生させるリス
クを相当程度変動させるも
のではないため、重要な変
更に当たらない。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

348

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
68

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先68 変更

提供先68：社会福祉協議会
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第30項）
②移転先における用途：社会福祉法による
生計困難者に対して無利子又は低利で資金
を融通する事業の実施に関する事務
③移転する情報：個人住民税関係情報
④移転する情報の対象となる本人の数：10
万人以上100万人未満
⑤移転する情報の対象となる本人の範囲：
個人住民税の課税対象者
⑥移転方法：情報提供ネットワークシステ
ム
⑦時期・頻度：照会を受けた都度

提供先68：削除 事後

法改正による形式的な修
正。
特定個人情報の漏えいその
他の事態を発生させるリス
クを相当程度変動させるも
のではないため、重要な変
更に当たらない。

349

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴う
ものを除く。） 提供先
15

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

５．特定個人情
報の提供・移転
（委託に伴うも
のを除く。）

提供先15 変更

提供先15：厚生労働大臣又は共済組合等
①法令上の根拠：番号法第19条第8号   別
表第二（第29項）
②移転先における用途：地方税法その他の
地方税に関する法律及びこれらの法律に基
づく条例による地方税の賦課徴収に関する
事務
③移転する情報：個人住民税関係情報
④移転する情報の対象となる本人の数：10
万人以上100万人未満
⑤移転する情報の対象となる本人の範囲：
個人住民税の課税対象者
⑥移転方法：情報提供ネットワークシステ
ム
⑦時期・頻度：照会を受けた都度

提供先15：削除 事後

法改正による形式的な修
正。
特定個人情報の漏えいその
他の事態を発生させるリス
クを相当程度変動させるも
のではないため、重要な変
更に当たらない。

350

 Ⅰ　基本情報  １．特
定個人情報ファイルを
取り扱う事務 ②事務
の内容
２ 軽自動車税賦課関
連業務

Ⅰ　基本情報
 １．特定個人情
報ファイルを取
り扱う事務

②事務の内容
２ 軽自動車税賦
課関連業務

変更

【処理の流れ】
①住民や全国軽自動車協会連合会からの軽
自動車税（種別割）申告（報告）書兼標識
交付申請書等の提出（四輪の新車登録は電
子申告（地方税共同機構から軽OSS連携シス
テム経由も選択可））を受け、それを基に
課税情報を入力・管理する。また、住民か
らの申告書の提出に対し、標識交付証明書
を交付する。地方公共団体情報システム機
構から軽自動車検査情報市区町村提供シス
テム経由で軽自動車検査情報を取得する。

【処理の流れ】
①住民や全国軽自動車協会連合会からの軽
自動車税（種別割）申告（報告）書兼標識
交付申請書等の提出（四輪等の申告は電子
申告（地方税共同機構から軽OSS連携システ
ム経由も選択可））を受け、それを基に課
税情報を入力・管理する。また、住民から
の申告書の提出に対し、標識交付証明書を
交付する。地方公共団体情報システム機構
から軽自動車検査情報市区町村提供システ
ム経由で軽自動車検査情報を取得する。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させる
リスクを相当程度変動さ
せるものではないため、
重要な変更に当たらな
い。

351

 Ⅰ　基本情報 ２．特
定個人情報ファイルを
取り扱う事務において
使用するシステム シ
ステム8  (P.7)

Ⅰ　基本情報

２．特定個人情
報ファイルを取
り扱う事務にお
いて使用するシ
ステム

システム8
(P.7)

変更

システムで作成したシナリオにより、個人
住民税・森林環境税の賦課業務の内、単
純・反復的な入力をパソコンに代替させる
ことで、業務改善の実現を図る。

システムで作成したシナリオにより、個人
住民税・森林環境税の賦課業務、軽自動車
税賦課関連業務、収納関連業務の内、単
純・反復的な入力をパソコンに代替させる
ことで、業務改善の実現を図る。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させる
リスクを相当程度変動さ
せるものではないため、
重要な変更に当たらな
い。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

352
 Ⅰ　基本情報 （別添
１）事務の内容 １　個
人住民税の賦課業務

Ⅰ　基本情報
（別添１）事務
の内容

１　個人住民税
の賦課業務

変更 (図の変更） 事前 重要な変更

353

 Ⅰ　基本情報 （別添
１）事務の内容 ２　軽
自動車税賦課関連業
務

Ⅰ　基本情報
（別添１）事務
の内容

２　軽自動車税
賦課関連業務

変更 (図の変更） 事前 重要な変更

354
 Ⅰ　基本情報 （別添
１）事務の内容 ３　収
納関連業務

Ⅰ　基本情報
（別添１）事務
の内容

３　収納関連業
務

変更 (図の変更） 事前 重要な変更
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

355

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要 ６．
特定個人情報の保
管・消去 ①保管場所

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

６．特定個人情
報の保管・消去

①保管場所 変更

・セキュリティゲートにて入退館管理を
行っている建物内のうち、さらに厳格な入
退室管理を行っている区画（指紋認証、監
視カメラの設置、記録簿に氏名や入退室時
間等を記帳）に設置したサーバー内に保管
・サーバーへのアクセスは、全庁的に管理
しているＩＤ及びパスワードによる認証が
必要

＜墨田区における措置＞
①住民記録管理システムにおいてはサービス利用方式を導入して
いる。システム本体は外部データセンターで稼働しており、厳格
な入退室管理(IDカード、生体認証、監視カメラ、赤外線セン
サー)が行われている。
※　「住民記録管理システム」は、住民基本台帳、国民健康保
険、住民税等の情報が包含されているパッケージシステムである
ため、当区の評価書内の当該情報に係るデータの保管場所につい
ては「住民記録管理システム」という表記で統一する。
②課税原票管理システムにおいてはセキュリティゲートにて入退
館管理を行っている建物内のうち、さらに厳格な入退室管理を
行っている区画（指紋認証、監視カメラの設置、記録簿に氏名や
入退室時間等を記帳）に設置したサーバー内に保管している。
・サーバーへのアクセスは、全庁的に管理しているＩＤ及びパス
ワードによる認証が必要

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバー・プラットフォームはデータセンターに設置して
おり、データセンターへの入館及びサーバー室への入室を行う際
は、警備員などにより顔写真入りの身分証明書と事前申請との照
合を行う。
・特定個人情報は、サーバー室に設置された中間サーバーのデー
タベース内に保存され、バックアップもデータベース上に保存さ
れる。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する環境に設置し、設
置場所のセキュリティ対策はクラウド事業者が実施する。なお、
クラウド事業者はISMAPのリストに登録されたクラウドサービス事
業者であり、セキュリティ管理策が適切に実施されているほか、
次を満たすものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受けていること。
・日本国内でのデータ保管を条件としていること。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理するデータセンター内
のデータベースに保存され、バックアップも日本国内に設置され
た複数のデータセンターのうち本番環境とは別のデータセンター
内に保存される。

事前 重要な変更

356

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概要 ６．
特定個人情報の保
管・消去 ③消去方法

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

６．特定個人情
報の保管・消去

③消去方法 追加

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①特定個人情報の消去は地方公共団体から
の操作によって実施される。地方公共団体
の業務データは国及びガバメントクラウド
のクラウド事業者にはアクセスが制御され
ているため特定個人情報を消去することは
ない。
②クラウド事業者がHDDやSSDなどの記録装
置等を障害やメンテナンス等により交換す
る際にデータの復元がなされないよう、ク
ラウド事業者において、NIST 800-88、
ISO/IEC27001等にしたがって確実にデータ
を消去する。
③既存システムについては、地方公共団体
が委託した開発事業者が既存の環境からガ
バメントクラウドへ移行することになる
が、移行に際しては、データ抽出及びクラ
ウド環境へのデータ投入、並びに利用しな
くなった環境の破棄等を実施する。

事前 重要な変更
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

357

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 ７．特定個人情
報の保管・消去 リスク
１：　特定個人情報の
漏えい・滅失・毀損リ
スク　⑤物理的対策
具体的な対策の内容

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

リスク１：　特
定個人情報の漏
えい・滅失・毀
損リスク　⑤物
理的対策　具体
的な対策の内容

変更
特定個人情報を保管するサーバの設置場所
では、入退室管理を行っている。

＜課税原票管理システム及び住民基本台帳ネット
ワークシステムにおける措置＞
・サーバー設置個所については、入退室管理を行っ
ている。
・業務用パソコン（ノート）については、盗難防止
用ワイヤーを設置している。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバー・プラットフォームをデータセン
ターに構築し、設置場所への入退室管理、有人監視
及び施錠管理をすることとしている。また、設置場
所はデータセンター内の専用の領域とし、他テナン
トとの混在によるリスクを回避する。
・事前に申請し承認されてない物品、記憶媒体、通
信機器などを不正に所持し、持出持込することがな
いよう、警備員などにより確認している。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①ガバメントクラウドについては政府情報システム
のセキュリティ制度（ISMAP）のリストに登録された
クラウドサービスから調達することとしており、シ
ステムのサーバー等は、クラウド事業者が保有・管
理する環境に構築し、その環境には認可された者だ
けがアクセスできるよう適切な入退室管理策を行っ
ている。
②事前に許可されていない装置等に関しては、外部
に持出できないこととしている。

事前 重要な変更

358

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 ７．特定個人情
報の保管・消去 リスク
１：　特定個人情報の
漏えい・滅失・毀損リ
スク　⑥技術的対策
具体的な対策の内容

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

リスク１：　特
定個人情報の漏
えい・滅失・毀
損リスク　⑥技
術的対策　具体
的な対策の内容

変更
課税原票管理システム及び住民基本台帳
ネットワークシステムは閲覧のみに制限し
ている。

＜課税原票管理システム及び住民基本台帳ネットワークシステムにおける措置
＞
・課税原票管理システム及び住民基本台帳ネットワークシステムは閲覧のみに
制限している。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバー・プラットフォームでは、UTM（コンピューターウィルスや
ハッキングなどの脅威からネットワークを効率的かつ包括的に保護する装置）
等を導入し、アクセス制限、侵入検知及び侵入防止を図るとともに、ログの解
析を行う。
・中間サーバー・プラットフォームでは、ウィルス対策ソフトを導入し、パ
ターンファイルの更新を行う。
・導入しているOS及びミドルウェアについて、必要に応じてセキュリティパッ
チの適用を行う。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①国及びクラウド事業者は利用者のデータにアクセスしない契約等となってい
る。
②地方公共団体が委託したASP(「地方公共団体情報システムのガバメントクラ
ウドの利用に関する基準【第1.0版】」（令和４年１０月　デジタル庁。以下
「利用基準」という。）に規定する「ASP」をいう。以下同じ。)又はガバメン
トクラウド運用管理補助者（利用基準に規定する「ガバメントクラウド運用管
理補助者」をいう。以下同じ。）は、ガバメントクラウドが提供するマネージ
ドサービスにより、ネットワークアクティビティ、データアクセスパターン、
アカウント動作等について継続的にモニタリングを行うとともに、ログ管理を
行う。
③クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対するセキュリティの脅威に対
し、脅威検出やDDos対策を24時間365日講じる。
④クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対し、ウイルス対策ソフトを導入
し、パターンファイルの更新を行う。
⑤地方公共団体が委託したASP又はガバメントクラウド運用管理補助者は、導
入しているOS及びミドルウエアについて、必要に応じてセキュリティパッチの
適用を行う。
⑥ガバメントクラウドの特定個人情報を保有するシステムを構築する環境は、
インターネットとは切り離された閉域ネットワークで構成する。
⑦地方公共団体やASP又はガバメントクラウド運用管理補助者の運用保守地点
からガバメントクラウドへの接続については、閉域ネットワークで構成する。
⑧地方公共団体が管理する業務データは、国及びクラウド事業者がアクセスで
きないよう制御を講じる。

事前 重要な変更
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

359

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策 ７．特定個人情
報の保管・消去 リスク
３：　特定個人情報が
消去されずいつまでも
存在するリスク　消去
手順　手順の内容

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

７．特定個人情
報の保管・消去

リスク３：　特
定個人情報が消
去されずいつま
でも存在するリ
スク　消去手順
手順の内容

追加

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
データの復元がなされないよう、クラウド
事業者において、NIST 800-88、
ISO/IEC27001等に準拠したプロセスにした
がって確実にデータを消去する。

事前 重要な変更

360
 Ⅰ　基本情報 （別添
１）事務の内容 ４　滞
納整理関連業務

Ⅰ　基本情報
（別添１）事務
の内容

４　滞納整理関
連業務

変更 (図の変更） 事前 重要な変更

361

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅱ　特定個
人情報ファイルの概要
２．基本情報 ④記録さ
れる項目　全ての記録
項目（別添２）特定個
人情報ファイル記録項
目

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅱ　特定個人情
報ファイルの概
要

 ２．基本情報

④記録される項
目　全ての記録
項目（別添２）
特定個人情報
ファイル記録項
目

変更

１　個人住民税賦課情報ファイル
（１）識別情報
   個人番号、宛名番号
（２）連絡先等情報
   氏名、生年月日、性別、住所、電話番
号、世帯番号、続柄、世帯主氏名
（３）業務関連情報
　（略）、所得金額調整控除

１　個人住民税賦課情報ファイル
（１）識別情報
   個人番号、宛名番号
（２）連絡先等情報
   氏名、生年月日、性別、住所、電話番
号、世帯番号、続柄、世帯主氏名
（３）業務関連情報
　（略）、所得金額調整控除、国外
（配）、国外（扶）、定額減税額（区）、
定額減税額（都）

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させる
リスクを相当程度変動さ
せるものではないため、
重要な変更に当たらな
い。

362

【１　住民税賦課情報
ファイル】 Ⅲ　特定個
人情報ファイルの取扱
いプロセスにおけるリ
スク対策  ７．特定個
人情報の保管・消去
⑤物理的対策　具体
的な対策の内容

【１　住民税賦
課情報ファイ
ル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

 ７．特定個人情
報の保管・消去

⑤物理的対策
具体的な対策の
内容

変更

＜住民税システムにおける措置＞
・サーバ設置箇所については、入退室管理
を行っている。
・業務用パソコン（ノート）については、
盗難防止用ワイヤーを設置している。

＜住民税システムにおける措置＞
・サーバ設置箇所については、入退室管理
を行っている。
・業務用パソコンについては、盗難防止用
ワイヤーを設置している。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させる
リスクを相当程度変動さ
せるものではないため、
重要な変更に当たらな
い。

363

【２　軽自動車税賦課
情報ファイル】 Ⅲ　特
定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけ
るリスク対策  ７．特定
個人情報の保管・消
去 ⑤物理的対策　具
体的な対策の内容

【２　軽自動車
税賦課情報ファ
イル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

 ７．特定個人情
報の保管・消去

⑤物理的対策
具体的な対策の
内容

変更

＜住民税システムにおける措置＞
・サーバ設置箇所については、入退室管理
を行っている。
・業務用パソコン（ノート）については、
盗難防止用ワイヤーを設置している。

＜住民税システムにおける措置＞
・サーバ設置箇所については、入退室管理
を行っている。
・業務用パソコンについては、盗難防止用
ワイヤーを設置している。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させる
リスクを相当程度変動さ
せるものではないため、
重要な変更に当たらな
い。
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別紙４　変更箇所
項番 変更日 項目 項目① 項目② 項目③ 項目④ 変更区分 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

364

【３　収納管理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策  ７．特定個人情
報の保管・消去 ⑤物
理的対策　具体的な
対策の内容

【３　収納管理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

 ７．特定個人情
報の保管・消去

⑤物理的対策
具体的な対策の
内容

変更

＜住民税システムにおける措置＞
・サーバ設置箇所については、入退室管理
を行っている。
・業務用パソコン（ノート）については、
盗難防止用ワイヤーを設置している。

＜住民税システムにおける措置＞
・サーバ設置箇所については、入退室管理
を行っている。
・業務用パソコンについては、盗難防止用
ワイヤーを設置している。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させる
リスクを相当程度変動さ
せるものではないため、
重要な変更に当たらな
い。

365

【４　滞納整理情報ファ
イル】 Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取扱いプ
ロセスにおけるリスク
対策  ７．特定個人情
報の保管・消去 ⑤物
理的対策　具体的な
対策の内容

【４　滞納整理
情報ファイル】

Ⅲ　特定個人情
報ファイルの取
扱いプロセスに
おけるリスク対
策

 ７．特定個人情
報の保管・消去

⑤物理的対策
具体的な対策の
内容

変更

＜住民税システムにおける措置＞
・サーバ設置箇所については、入退室管理
を行っている。
・業務用パソコン（ノート）については、
盗難防止用ワイヤーを設置している。

＜住民税システムにおける措置＞
・サーバ設置箇所については、入退室管理
を行っている。
・業務用パソコンについては、盗難防止用
ワイヤーを設置している。

事後

特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させる
リスクを相当程度変動さ
せるものではないため、
重要な変更に当たらな
い。

366
 Ⅳ　その他のリスク対
策 ３．その他のリスク
対策

Ⅳ　その他のリ
スク対策

３．その他のリ
スク対策

追加

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
ガバメントクラウド上での業務データの取
扱いについては、当該業務データを保有す
る地方公共団体及びその業務データの取扱
いについて委託を受けるASP又はガバメント
クラウド運用管理補助者が責任を有する。
ガバメントクラウド上での業務アプリケー
ションの運用等に障害が発生する場合等の
対応については、原則としてガバメントク
ラウドに起因する事象の場合は、国はクラ
ウド事業者と契約する立場から、その契約
を履行させることで対応する。また、ガバ
メントクラウドに起因しない事象の場合
は、地方公共団体に業務アプリケーション
サービスを提供するASP又はガバメントクラ
ウド運用管理補助者が対応するものとす
る。
具体的な取り扱いについて、疑義が生じる
場合は、地方公共団体とデジタル庁及び関
係者で協議を行う。

事前 重要な変更

105
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Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
 １．特定個人情報ファイル名

４　滞納整理情報ファイル

 ２．基本情報

 ①ファイルの種類　※

＜選択肢＞

[ システム用ファイル ]

2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ③対象となる本人の範囲　※ 個人住民税、軽自動車税の納税義務者

1） システム用ファイル
2） その他の電子ファイル（表計算ファイル等）

 ②対象となる本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ]

[ ] 個人番号対応符号 [ ○ ] その他識別情報（内部番号）

2） 10項目以上50項目未満
3） 50項目以上100項目未満 4） 100項目以上

 主な記録項目　※

・識別情報

[ ○ ] 個人番号

 その必要性 個人住民税、軽自動車税の適正な滞納処分を行うにあたり、特定個人情報が必要なため。

 ④記録される項目

＜選択肢＞

[ 100項目以上 ]
1） 10項目未満

[ ○ ] その他住民票関係情報

・業務関係情報

[ ○ ] 国税関係情報 [ ○ ] 地方税関係情報

・連絡先等情報

[ ○ ] 4情報（氏名、性別、生年月日、住所） [ ○ ] 連絡先（電話番号等）

] 障害者福祉関係情報

[ ○ ] 生活保護・社会福祉関係情報 [ ] 介護・高齢者福祉関係情報

[ ] 健康・医療関係情報

[ ] 医療保険関係情報 [ ] 児童福祉・子育て関係情報 [

 その妥当性

○識別情報：対象者を正確に特定するために記録
○連絡先等情報：納税催告書等の発送に際し送付先確認のため、本人への連絡等のために記録
○業務関係情報：個人住民税及び軽自動車税の滞納整理事務において、滞納者の実態を正確に把握
するために記録

 全ての記録項目 別添２を参照。

 ⑤保有開始日 平成27年10月

[ ○ ] その他 （ 滞納者の財産情報等 ）

[ ] 学校・教育関係情報

[ ] 災害関係情報

[ ] 雇用・労働関係情報 [ ○ ] 年金関係情報

 ⑥事務担当部署 区民部税務課
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（ 窓口課、生活福祉課、国保年金課 ）

[ ○ ] 行政機関・独立行政法人等 （ 国税庁（税務署） ）

 ３．特定個人情報の入手・使用

 ①入手元　※

[ ○ ] 本人又は本人の代理人

[ ○ ] 評価実施機関内の他部署

[ ] その他 （ ）

[ ○ ] 民間事業者 （ 公的年金等支払者、給与支払者 ）

[ ○ ] 地方公共団体・地方独立行政法人 （ 他自治体 ）

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。） [ ] フラッシュメモリ

[ ] 電子メール [ ] 専用線
 ②入手方法

[ ○ ] 紙 [

[ ] その他 （

 ⑤本人への明示
個人住民税及び軽自動車税の滞納処分に必要な各種情報については、番号法第19条第14号に規定さ
れている。

 ⑥使用目的　※ 個人住民税及び軽自動車税の適正な滞納管理

 変更の妥当性

）

 ③入手の時期・頻度 住基法第７条に規定する事項：住民基本台帳更新の都度、随時入手

 ④入手に係る妥当性
住基法第７条に規定する事項については、本人情報確認等の事務効率化のため、団体内統合宛名シス
テムを利用して入手する。

[ ○ ] 庁内連携システム

[ ] 情報提供ネットワークシステム

 ⑧使用方法　※

１  滞納管理に関する事務
　　個人住民税及び軽自動車税の滞納情報から、納税催告・滞納処分等の滞納整理を行う。

 情報の突合　※
滞納情報と住基法第７条に規定する事項を突合して、納税催告書及び差押・配当等の通知の発送に必
要な情報を作成する。

 情報の統計分析
※

税の滞納整理に関する集計等は行っているが、特定の個人を判別するような情報の統計や分析は行っ
ていない。

 権利利益に影響を
与え得る決定　※

2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ⑦使用の主体

 使用部署
※

区民部税務課

 使用者数

＜選択肢＞

[ 50人以上100人未満 ]
1） 10人未満

滞納情報に基づき、財産調査等の結果に応じて滞納処分を行う。

 ⑨使用開始日 平成28年1月1日
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 ①委託内容
・滞納管理システムの運用・保守業務
・法制度改正に伴う滞納管理システムの改修作業

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

＜選択肢＞

[ 特定個人情報ファイルの全体 ]
1） 特定個人情報ファイルの全体
2） 特定個人情報ファイルの一部

2） 委託しない

（ 2 ）　件

 委託事項1 滞納管理システムの運用管理

 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

 委託の有無　※
[ 委託する ]

＜選択肢＞
1） 委託する

 その妥当性
システムの運用・保守及び法制度改正に伴うシステム改修等を行った場合、システム本番稼働前に正し
く動作することを確認する必要がある。

 ③委託先における取扱者数

＜選択肢＞

[ 10人以上50人未満 ]
1） 10人未満 2） 10人以上50人未満

3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 対象となる本人の
範囲　※

個人住民税、軽自動車税の納税義務者

 対象となる本人の
数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[
] フラッシュメモ
リ

[

3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ ○ ] 専用線 [

 ⑤委託先名の確認方法 全項目評価書の公表による。

 ⑥委託先名 北日本コンピューターサービス　株式会社

再
委
託

 ⑦再委託の有無　※

＜選択肢＞

[ 再委託しない

] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑨再委託事項

]
1） 再委託する 2） 再委託しない

 ⑧再委託の許諾方法



別添１

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

＜選択肢＞

[ 特定個人情報ファイルの全体 ]
1） 特定個人情報ファイルの全体
2） 特定個人情報ファイルの一部

 委託事項2 税務システムの運用管理

 ①委託内容
・税務システムの運用・保守業務
・法制度改正に伴う税務システムの改修作業
・納税催告書等各種帳票の印字及び封入・封緘

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 対象となる本人の
範囲　※

個人住民税、軽自動車税の納税義務者

 その妥当性
システムの運用、保守及び法制度改正に伴うシステム改修等を行った場合、システム本番稼働前に正し
く動作することを確認する必要がある。

 対象となる本人の
数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ ○ ] 専用線 [ ] 電子メール

 ③委託先における取扱者数

＜選択肢＞

[ 10人以上50人未満 ]
1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満

 ⑤委託先名の確認方法 全項目評価書の公表による。

 ⑥委託先名 株式会社  ジーシーシー

再
委
託

 ⑦再委託の有無　※

＜選択肢＞

[ 再委託しない

[ ] その他 （ ）

[ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[
] フラッシュメモ
リ

[ ] 紙

 ⑨再委託事項

]
1） 再委託する 2） 再委託しない

 ⑧再委託の許諾方法



別添１

[ ] 行っていない

 提供先1 都知事

 ①法令上の根拠 番号法第19条第9号

[ ] 移転を行っている （ ） 件

 ５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）

 提供・移転の有無
[ ○ ] 提供を行っている （ 4 ） 件

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税、軽自動車税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 地方税法に基づく徴収に関する事務

 ③提供する情報 納税情報・滞納整理関係情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

 提供先2 市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第19条第14号　番号法施行令第26条、別表8号

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ○ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税、軽自動車税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途
租税に関する法律又はこれに基づく条例の規定による質問、検査、提示、若しくは提出の求め又は協力
の要請

 ③提供する情報 納税情報・滞納整理関係情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ○
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 提供先3 都道府県知事

 ①法令上の根拠 番号法第19条第14号　番号法施行令第26条、別表8号

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税、軽自動車税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途
租税に関する法律又はこれに基づく条例の規定による質問、検査、提示、若しくは提出の求め又は協力
の要請

 ③提供する情報 納税情報・滞納整理関係情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

 提供先4 税務署長

 ①法令上の根拠 番号法第19条第14号　番号法施行令第26条、別表8号

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ○

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税、軽自動車税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途
租税に関する法律又はこれに基づく条例の規定による質問、検査、提示、若しくは提出の求め又は協力
の要請

 ③提供する情報 納税情報・滞納整理関係情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ○
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 ６．特定個人情報の保管・消去

 ①保管場所　※

・セキュリティゲートにて入退館管理を行っている建物内のうち、さらに厳格な入退室管理を行っている
区画（指紋認証、監視カメラの設置、記録簿に氏名や入退室時間等を記帳）に設置したサーバー内に保
管
・サーバーへのアクセスは、全庁的に管理しているＩＤ及びパスワードによる認証が必要

 ②保管期間

 期間

＜選択肢＞
1） 1年未満

 ③消去方法 帳票等の紙媒体については、外部事業者による溶解処理にて廃棄する。

 ７．備考

9） 20年以上
10） 定められていない

 その妥当性 財産調査、滞納処分などの滞納整理を行うため、過去の記録を保存する必要がある。

2） 1年 3） 2年

[ 定められていない ]
4） 3年 5） 4年 6） 5年
7） 6年以上10年未満 8） 10年以上20年未満
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Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
 １．特定個人情報ファイル名

４　滞納整理情報ファイル

 ２．基本情報

 ①ファイルの種類　※

＜選択肢＞

[ システム用ファイル ]

2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ③対象となる本人の範囲　※ 個人住民税、軽自動車税の納税義務者

1） システム用ファイル
2） その他の電子ファイル（表計算ファイル等）

 ②対象となる本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ]

[ ] 個人番号対応符号 [ ○ ] その他識別情報（内部番号）

2） 10項目以上50項目未満
3） 50項目以上100項目未満 4） 100項目以上

 主な記録項目　※

・識別情報

[ ] 個人番号

 その必要性 個人住民税、軽自動車税の適正な滞納処分を行うにあたり、特定個人情報が必要なため。

 ④記録される項目

＜選択肢＞

[ 100項目以上 ]
1） 10項目未満

[ ○ ] その他住民票関係情報

・業務関係情報

[ ○ ] 国税関係情報 [ ○ ] 地方税関係情報

・連絡先等情報

[ ○ ] 4情報（氏名、性別、生年月日、住所） [ ○ ] 連絡先（電話番号等）

] 障害者福祉関係情報

[ ○ ] 生活保護・社会福祉関係情報 [ ] 介護・高齢者福祉関係情報

[ ] 健康・医療関係情報

[ ] 医療保険関係情報 [ ] 児童福祉・子育て関係情報 [

 その妥当性

○識別情報：対象者を正確に特定するために記録
○連絡先等情報：納税催告書等の発送に際し送付先確認のため、本人への連絡等のために記録
○業務関係情報：個人住民税及び軽自動車税の滞納整理事務において、滞納者の実態を正確に把握
するために記録

 全ての記録項目 別添２を参照。

 ⑤保有開始日 平成27年10月

[ ○ ] その他 （ 滞納者の財産情報等 ）

[ ] 学校・教育関係情報

[ ] 災害関係情報

[ ] 雇用・労働関係情報 [ ○ ] 年金関係情報

 ⑥事務担当部署 区民部税務課
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（ ）

[ ] 行政機関・独立行政法人等 （ ）

 ３．特定個人情報の入手・使用

 ①入手元　※

[ ] 本人又は本人の代理人

[ ] 評価実施機関内の他部署

[ ○ ] その他 （ 課税原票管理システム ）

[ ] 民間事業者 （ ）

[ ] 地方公共団体・地方独立行政法人 （ ）

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。） [ ] フラッシュメモリ

[ ] 電子メール [ ] 専用線
 ②入手方法

[ ] 紙 [

[ ○ ] その他 （

 ⑤本人への明示
個人住民税及び軽自動車税の滞納処分に必要な各種情報については、番号法第19条第14号に規定さ
れている。

 ⑥使用目的　※ 個人住民税及び軽自動車税の適正な滞納管理

 変更の妥当性

課税原票管理システムの閲覧のみ。 ）

 ③入手の時期・頻度
課税原票管理システムにて課税状況や納付状況等の確認を行うに当たり、個人番号が当該システムの
画面に表示されるが、閲覧のみである。

 ④入手に係る妥当性
課税原票管理システムにて課税状況や納付状況等の確認を行うに当たり、個人番号が当該システムの
画面に表示されるが、閲覧のみである。

[ ] 庁内連携システム

[ ] 情報提供ネットワークシステム

 ⑧使用方法　※

１  滞納管理に関する事務
　　個人住民税及び軽自動車税の滞納情報から、納税催告・滞納処分等の滞納整理を行う。

 情報の突合　※
滞納情報と住基法第７条に規定する事項を突合するものの、個人番号は課税原票管理システムに表示
されるものの閲覧のみである。

 情報の統計分析
※

税の滞納整理に関する集計等は行っているが、特定の個人を判別するような情報の統計や分析は行っ
ていない。

 権利利益に影響を
与え得る決定　※

2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ⑦使用の主体

 使用部署
※

区民部税務課

 使用者数

＜選択肢＞

[ 50人以上100人未満 ]
1） 10人未満

滞納情報に基づき、財産調査等の結果に応じて滞納処分を行う。

 ⑨使用開始日 平成28年1月1日
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 ①委託内容

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

＜選択肢＞

[ ]
1） 特定個人情報ファイルの全体
2） 特定個人情報ファイルの一部

2） 委託しない

（ ）　件

 委託事項1

 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

 委託の有無　※
[ 委託しない ]

＜選択肢＞
1） 委託する

 その妥当性

 ③委託先における取扱者数

＜選択肢＞

[ ]
1） 10人未満 2） 10人以上50人未満

3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 対象となる本人の
範囲　※

 対象となる本人の
数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ ]
2） 1万人以上10万人未満

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[
] フラッシュメモ
リ

[

3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ ] 専用線 [

 ⑤委託先名の確認方法

 ⑥委託先名

再
委
託

 ⑦再委託の有無　※

＜選択肢＞

[

] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑨再委託事項

]
1） 再委託する 2） 再委託しない

 ⑧再委託の許諾方法
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 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

＜選択肢＞

[ ]
1） 特定個人情報ファイルの全体
2） 特定個人情報ファイルの一部

 委託事項2

 ①委託内容

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 対象となる本人の
範囲　※

 その妥当性

 対象となる本人の
数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ ]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ ] 専用線 [ ] 電子メール

 ③委託先における取扱者数

＜選択肢＞

[ ]
1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満

 ⑤委託先名の確認方法

 ⑥委託先名

再
委
託

 ⑦再委託の有無　※

＜選択肢＞

[

[ ] その他 （ ）

[ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[
] フラッシュメモ
リ

[ ] 紙

 ⑨再委託事項

]
1） 再委託する 2） 再委託しない

 ⑧再委託の許諾方法
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[ ○ ] 行っていない

 提供先1

 ①法令上の根拠

[ ] 移転を行っている （ ） 件

 ５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）

 提供・移転の有無
[ ] 提供を行っている （ ） 件

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途

 ③提供する情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[

 ⑦時期・頻度

 提供先2

 ①法令上の根拠

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途

 ③提供する情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[

 ⑦時期・頻度

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [
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 提供先3

 ①法令上の根拠

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途

 ③提供する情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[

 ⑦時期・頻度

 提供先4

 ①法令上の根拠

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途

 ③提供する情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[

 ⑦時期・頻度

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [
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 ６．特定個人情報の保管・消去

 ①保管場所　※

課税原票管理システムの閲覧のみであるが、当該システムは以下のような保管場所にある。
・セキュリティゲートにて入退館管理を行っている建物内のうち、さらに厳格な入退室管理を行っている
区画（指紋認証、監視カメラの設置、記録簿に氏名や入退室時間等を記帳）に設置したサーバー内に保
管
・サーバーへのアクセスは、全庁的に管理しているＩＤ及びパスワードによる認証が必要

 ②保管期間

 期間

＜選択肢＞
1） 1年未満

 ③消去方法 上記のとおり、当該事務において特定個人情報を保管していないため、消去するものがない。

 ７．備考

9） 20年以上
10） 定められていない

 その妥当性 課税原票管理システムの閲覧のみであるため、滞納整理事務では特定個人情報を保管していない。

2） 1年 3） 2年

[ 定められていない ]
4） 3年 5） 4年 6） 5年
7） 6年以上10年未満 8） 10年以上20年未満
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Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策 ※（７．リスク１⑨を除く。）

 １．特定個人情報ファイル名

４　滞納整理情報ファイル

 ２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 対象者以外の情報の入手を
防止するための措置の内容

個人住民税及び軽自動車税の賦課情報・収納情報を各システムから取得する方法に限定されるため、
対象者以外の情報を入手することはない。

2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　不適切な方法で入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容
個人住民税及び軽自動車税の各システムから入手する賦課情報・収納情報は、専用線を経由した入手
に限定することで安全を担保している。

 必要な情報以外を入手するこ
とを防止するための措置の内
容

個人住民税及び軽自動車税の賦課情報・収納情報を各システムから取得する際は、滞納整理業務に
必要な情報のみ取得するように制限しているため、必要な情報以外を入手することはない。

 その他の措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている

 リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク

 入手の際の本人確認の措置
の内容

個人住民税及び軽自動車税の各システムから入手する情報のため、入手元の各業務で本人確認を
行っている。

 個人番号の真正性確認の措
置の内容

入手元の各業務で個人番号の真正性確認を行っている。

 特定個人情報の正確性確保
の措置の内容

入手元の各業務で特定個人情報の正確性を確保している。

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 その他の措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク

 リスクに対する措置の内容
個人住民税及び軽自動車税の賦課情報を各システムから取得する際は、専用線を経由することにより
情報漏えい・紛失等を防止できる。

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の入手（情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置
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 ３．特定個人情報の使用

 リスク１：　目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行われるリスク

 宛名システム等における措置
の内容

団体内統合宛名システム内に税情報を保持しないため、紐付けは行われない。

 事務で使用するその他のシ
ステムにおける措置の内容

滞納管理システムから他システムへの特定個人情報の連携は、情報照会に必要となる情報のみに制
限する。

 その他の措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって不正に使用されるリスク

 ユーザ認証の管理 [ 行っている ]
＜選択肢＞
1） 行っている 2） 行っていない

 具体的な管理方法
滞納管理システムにおいて、ＩＤ及びパスワードにより利用権限を付しているため、権限のない機能は利
用できない。

 アクセス権限の発効・失効の
管理

[ 行っている ]
＜選択肢＞
1） 行っている 2） 行っていない

 具体的な管理方法

・滞納管理システム及び課税原票システムのＩＤの発効及び失効は、主管課で管理を行い、団体内統合
宛名システムについては、業務主管課からの申請に基づき、情報システム担当が行い、一元管理す
る。
・滞納管理システム及び課税原票システムのアクセス権限については主管課が管理を行い、団体内統
合宛名システムについては、情報システム担当が個別に管理する。

 その他の措置の内容
・端末操作を一定時間行わない場合は、スクリーンセーバーを表示させるとともに、滞納管理システムを
自動的にログオフさせる。
・画面の盗み見対策として、モニターに覗き見防止フィルタを貼付している。

2） 行っていない

 具体的な管理方法

・滞納管理システム、課税原票システム及び団体内統合宛名システムにおいては、共有ＩＤは発行せ
ず、個人に対して発行している。
・アクセス権限を失効した場合は、滞納管理システム及び課税原票システムについては主管課が、団体
内統合宛名システムについては情報システム担当が速やかにアクセス権限を削除する。
・操作者単位で権限を設定しており、必要な業務以外のアクセスができないように制御している。

 特定個人情報の使用の記録 [ 記録を残している ]
＜選択肢＞
1） 記録を残している

 アクセス権限の管理 [ 行っている ]
＜選択肢＞
1） 行っている

2) 記録を残していない

 具体的な方法
特定個人情報を直接保有していない滞納管理システムには、現状ログを管理する機能はないが、特定
個人情報にアクセスする際は必ず団体内統合宛名システム又は課税原票システムにより行うため、こ
れらのログ機能をもって特定個人情報の使用の記録とする。

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク３：　従業者が事務外で使用するリスク

 リスクに対する措置の内容

・不適切なアクセスの監視及びアクセスログの種類に応じた定期的な管理を行っている。また、業務外
利用した場合には特定可能であることを税務課職員に周知し、事務外での利用を抑止している。
・毎年全職員に対し、ｅ－ラーニング等のセキュリティ教育を行っている。
・他自治体や行政機関において、住民等の情報の目的外利用や情報漏えいが発生した際の新聞報道
等を課内にて情報共有している。
・非正規職員には、業務上知り得た情報の業務外利用の禁止に関する条項を含む誓約書を書かせて
いる。

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク４：　特定個人情報ファイルが不正に複製されるリスク

 リスクに対する措置の内容

・バックアップファイルの取得は、入退室管理をしているサーバー室での作業に限定されている。
・特定個人情報ファイルの外部媒体への出力は、特定のアクセス権限を持った職員のみが特定の端末
で行うことに限定している。
・外部媒体へデータを出力する際は、記録簿への記載及びアクセスログの記録・管理を行っている。

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている

 特定個人情報の使用におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置
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 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託 [ ] 委託しない

 委託先による特定個人情報の不正入手・不正な使用に関するリスク
 委託先による特定個人情報の不正な提供に関するリスク
 委託先による特定個人情報の保管・消去に関するリスク
 委託契約終了後の不正な使用等のリスク
 再委託に関するリスク

 情報保護管理体制の確認

・委託仕様書に、墨田区個人情報保護条例に基づいた「個人情報保護に関する条項」を設け、個人情
報の適正な管理及び保護について万全の対策措置を講ずるよう明記している。
・委託先の職員に情報セキュリティ及び個人情報保護に関する教育を実施、報告させている。
・委託先を選定する際に、プライバシーマークの認定取得又はＩＳＭＳ認証の取得を要件としている。

 特定個人情報ファイルの閲覧
者・更新者の制限

[ 制限している ]
＜選択肢＞
1） 制限している 2） 制限していない

 具体的な制限方法

・庁内にて、委託事業者が特定個人情報の閲覧、更新等を行う場合は、委託事業者向けのＩＤを発行
し、閲覧、更新等の処理を行える担当者を限定している。また、事前に担当者名簿を提出するよう義務
付けている。
・委託先での作業については、定期的に視察を行い、管理体制を確認している。

 特定個人情報ファイルの取扱
いの記録

[ 記録を残している ]
＜選択肢＞
1） 記録を残している 2） 記録を残していない

 具体的な方法
庁内及び委託先での作業については、特定個人情報ファイルを使用した業務について定期的に報告さ
せている。

 特定個人情報の提供ルール [ 定めている ]
＜選択肢＞

 特定個人情報の消去ルール [ 定めている ]
＜選択肢＞
1） 定めている 2） 定めていない

1） 定めている 2） 定めていない

 委託先から他者への
提供に関するルールの
内容及びルール遵守
の確認方法

委託先から他者への特定個人情報の提供、再委託は原則認めていない。

 委託元と委託先間の
提供に関するルールの
内容及びルール遵守
の確認方法

委託事業者へ特定個人情報を提供する際は、データを暗号化したうえで施錠可能なケースに電子媒体
を格納し、搬送することを義務付けている。

2） 定めていない

 規定の内容

機密保持契約として以下のことを定めている。
・個人情報漏えいの防止及び秘密保持
・再委託承諾のない再委託の禁止
・個人情報の第三者への提供の禁止
・個人情報の委託目的以外の使用の禁止
・個人情報の適正な保管・廃棄・返還
・個人情報の複写・複製の禁止
・調査及び検査に応じる義務
・事故発生の報告義務

 ルールの内容及び
ルール遵守の確認方
法

委託事業者は、当該委託契約により行う業務の終了後、墨田区と協議のうえ個人情報が記録された媒
体を直ちに区へ返却するか、又はデータの完全消去及び消去証明書の提出を義務付ける旨を契約書
に明記している。

 委託契約書中の特定個人情
報ファイルの取扱いに関する
規定

＜選択肢＞

[ 定めている ]
1） 定めている

 具体的な方法

 その他の措置の内容

 再委託先による特定個人情
報ファイルの適切な取扱いの
確保

＜選択肢＞

[ 再委託していない ]
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない 4） 再委託していない

 特定個人情報ファイルの取扱いの委託におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

・納税催告書等各種帳票の封入・封緘にあたっては、封入漏れや封入誤りがないように、委託事業者に件数・品質管理についての注
意喚起を行ったうえ、封入物に破損等がないか職員による確認を行っている。

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている
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 ５．特定個人情報の提供・移転 （委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。） [ ] 提供・移転しない

 リスク１：　不正な提供・移転が行われるリスク

 特定個人情報の提供・移転
の記録

[ 記録を残している ]
＜選択肢＞
1） 記録を残している 2） 記録を残していない

 ルールの内容及び
ルール遵守の確認方
法

・他自治体への回答書等の送付の際には、複数職員による確認を行い、提供データを保管している。
・提供を行ったものについて記録票を作成する。

 その他の措置の内容
・保有する特定個人情報の適正な管理及び安全保護を図るため、個人情報管理責任者を設置してい
る。

 具体的な方法
・他自治体への回答書等の送付では、情報提供した回答書等のデータを保管している。
・特定個人情報の提供を行う際に、操作者・処理日等をシステム上で記録及び管理している。

 特定個人情報の提供・移転
に関するルール

[ 定めている ]
＜選択肢＞
1） 定めている 2） 定めていない

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　不適切な方法で提供・移転が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

・他自治体への回答書等の送付は、地方税法第20条の11及び同法第48条第2項に基づき適切な方法
で実施している。
・情報照会・情報提供の記録が保存される仕組みが確立した庁内連携システムを通してやり取りするこ
とにより、不適切な方法で特定個人情報がやり取りされることを防止している。

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の提供・移転（委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対
する措置

3） 課題が残されている

 リスク３：　誤った情報を提供・移転してしまうリスク、誤った相手に提供・移転してしまうリスク

 リスクに対する措置の内容
・他自治体への回答書等の送付は、複数職員による確認を義務付けており、誤った情報を提供してしま
うリスクを防止している。

 リスクへの対策は十分か
[ 十分である ]

＜選択肢＞
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 ６．情報提供ネットワークシステムとの接続 [ ○ ] 接続しない（入手） [ ○ ] 接続しない（提供）

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク

 リスクに対する措置の内容

3） 課題が残されている

 リスク２：　安全が保たれない方法によって入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク６：　不適切な方法で提供されるリスク

 リスクに対する措置の内容

3） 課題が残されている

 リスク５：　不正な提供が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

3） 課題が残されている

 情報提供ネットワークシステムとの接続に伴うその他のリスク及びそのリスクに対する措置

 リスク７：　誤った情報を提供してしまうリスク、誤った相手に提供してしまうリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
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 ７．特定個人情報の保管・消去

 リスク１：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク

 ①NISC政府機関統一基準群
[ 政府機関ではない ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れて遵守している 2） 十分に遵守している
3） 十分に遵守していない 4） 政府機関ではない

 ②安全管理体制
[ 特に力を入れて整備している ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れて整備している 2） 十分に整備している
3） 十分に整備していない

 ③安全管理規程
[ 特に力を入れて整備している ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れて整備している 2） 十分に整備している
3） 十分に整備していない

 ④安全管理体制・規程の職
員への周知

[ 特に力を入れて周知している ]
＜選択肢＞
1） 特に力を入れて周知している 2） 十分に周知している
3） 十分に周知していない

 ⑤物理的対策
[ 特に力を入れて行っている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 具体的な対策の内容
＜滞納管理システムにおける措置＞
・サーバー設置個所については、入退室管理を行っている。
・業務用パソコン（ノート）については、盗難防止用ワイヤーを設置している。

 ⑥技術的対策
[ 特に力を入れて行っている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 具体的な対策の内容
＜滞納管理システムにおける措置＞
・滞納管理システムは、庁内のみの独立したネットワークに搭載されており外部接続はしていない。
・ウィルス対策ソフトのパターンファイルの更新を定期的に行っている。

 ⑦バックアップ
[ 特に力を入れて行っている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 ⑧事故発生時手順の策定・
周知

[ 特に力を入れて行っている ]
＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 ⑨過去３年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関
する重大事故が発生したか

[ 発生なし ]
＜選択肢＞
1） 発生あり

 ⑩死者の個人番号 [ 保管している ]
＜選択肢＞
1） 保管している 2） 保管していない

2） 発生なし

 その内容

 再発防止策の内容

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 具体的な保管方法 生存者の個人番号と同様の方法で安全管理措置を講じている。

 その他の措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
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 リスク２：　特定個人情報が古い情報のまま保管され続けるリスク

 リスクに対する措置の内容
滞納者の情報は、滞納整理・処分結果に基づき、更新を行ったうえで住民等に催告を行い、住民等の
側でも確認しているため古い情報のまま保管され続けることはない。

 リスク３：　特定個人情報が消去されずいつまでも存在するリスク

 消去手順 [ 定めている ]
＜選択肢＞
1） 定めている 2） 定めていない

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の保管・消去におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

 手順の内容
地方税法に基づき保存年限を7年間とし、保存年限を経過した帳票等については、外部事業者による溶
解処理を行い廃棄している。

 その他の措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
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Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策 ※（７．リスク１⑨を除く。）

 １．特定個人情報ファイル名

４　滞納整理情報ファイル

 ２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 対象者以外の情報の入手を
防止するための措置の内容

印刷ができないよう、課税原票管理システムの閲覧のみに限定されている。

2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　不適切な方法で入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容 課税原票管理システムの管理者がログを保存しており、入手できないようにしている。

 必要な情報以外を入手するこ
とを防止するための措置の内
容

閲覧のみのため、必要な情報以外を入手することはない。

 その他の措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている

 リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク

 入手の際の本人確認の措置
の内容

閲覧のみのため、存在しない。

 個人番号の真正性確認の措
置の内容

閲覧のみのため、存在しない。

 特定個人情報の正確性確保
の措置の内容

閲覧のみのため、存在しない。

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 その他の措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク

 リスクに対する措置の内容 閲覧のみであり、メモを取らないようにしている。

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の入手（情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置
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 ３．特定個人情報の使用

 リスク１：　目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行われるリスク

 宛名システム等における措置
の内容

団体内統合宛名システム内に税情報を保持しないため、紐付けは行われない。

 事務で使用するその他のシス
テムにおける措置の内容

特定個人情報は課税原票管理システムの閲覧のみである。

 その他の措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって不正に使用されるリスク

 ユーザ認証の管理 [ 行っている ]
＜選択肢＞
1） 行っている 2） 行っていない

 具体的な管理方法 課税原票管理システムの管理者が管理している。

 アクセス権限の発効・失効の
管理

[ 行っている ]
＜選択肢＞
1） 行っている 2） 行っていない

 具体的な管理方法 課税原票管理システムの管理者が管理している。

 その他の措置の内容

2） 行っていない

 具体的な管理方法 課税原票管理システムの管理者が管理している。

 特定個人情報の使用の記録 [ 記録を残している ]
＜選択肢＞
1） 記録を残している

 アクセス権限の管理 [ 行っている ]
＜選択肢＞
1） 行っている

2) 記録を残していない

 具体的な方法 課税原票管理システムの管理者が管理している。

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク３：　従業者が事務外で使用するリスク

 リスクに対する措置の内容

・不適切なアクセスの監視及びアクセスログの種類に応じた定期的な管理を行っている。また、業務外利
用した場合には特定可能であることを税務課職員に周知し、事務外での利用を抑止している。
・毎年全職員に対し、ｅ－ラーニング等のセキュリティ教育を行っている。
・他自治体や行政機関において、住民等の情報の目的外利用や情報漏えいが発生した際の新聞報道等
を課内にて情報共有している。
・非正規職員には、業務上知り得た情報の業務外利用の禁止に関する条項を含む誓約書を書かせてい
る。

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク４：　特定個人情報ファイルが不正に複製されるリスク

 リスクに対する措置の内容 閲覧時にメモ等の記録を取らないよう、教育・指導している。

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の使用におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置
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 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託 [ ○ ] 委託しない

 委託先による特定個人情報の不正入手・不正な使用に関するリスク
 委託先による特定個人情報の不正な提供に関するリスク
 委託先による特定個人情報の保管・消去に関するリスク
 委託契約終了後の不正な使用等のリスク
 再委託に関するリスク

 情報保護管理体制の確認

 特定個人情報ファイルの閲覧
者・更新者の制限

[ ]
＜選択肢＞
1） 制限している 2） 制限していない

 具体的な制限方法

 特定個人情報ファイルの取扱
いの記録

[ ]
＜選択肢＞
1） 記録を残している 2） 記録を残していない

 具体的な方法

 特定個人情報の提供ルール [ ]
＜選択肢＞

 特定個人情報の消去ルール [ ]
＜選択肢＞
1） 定めている 2） 定めていない

1） 定めている 2） 定めていない

 委託先から他者への
提供に関するルールの
内容及びルール遵守の
確認方法

 委託元と委託先間の
提供に関するルールの
内容及びルール遵守の
確認方法

2） 定めていない

 規定の内容

 ルールの内容及び
ルール遵守の確認方法

 委託契約書中の特定個人情
報ファイルの取扱いに関する
規定

＜選択肢＞

[ ]
1） 定めている

 具体的な方法

 その他の措置の内容

 再委託先による特定個人情
報ファイルの適切な取扱いの
確保

＜選択肢＞

[ ]
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない 4） 再委託していない

 特定個人情報ファイルの取扱いの委託におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている
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 ５．特定個人情報の提供・移転 （委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。） [ ○ ] 提供・移転しない

 リスク１：　不正な提供・移転が行われるリスク

 特定個人情報の提供・移転の
記録

[ ]
＜選択肢＞
1） 記録を残している 2） 記録を残していない

 ルールの内容及び
ルール遵守の確認方法

 その他の措置の内容

 具体的な方法

 特定個人情報の提供・移転に
関するルール

[ ]
＜選択肢＞
1） 定めている 2） 定めていない

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　不適切な方法で提供・移転が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の提供・移転（委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対す
る措置

3） 課題が残されている

 リスク３：　誤った情報を提供・移転してしまうリスク、誤った相手に提供・移転してしまうリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞
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 ６．情報提供ネットワークシステムとの接続 [ ○ ] 接続しない（入手） [ ○ ] 接続しない（提供）

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク

 リスクに対する措置の内容

3） 課題が残されている

 リスク２：　安全が保たれない方法によって入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク６：　不適切な方法で提供されるリスク

 リスクに対する措置の内容

3） 課題が残されている

 リスク５：　不正な提供が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

3） 課題が残されている

 情報提供ネットワークシステムとの接続に伴うその他のリスク及びそのリスクに対する措置

 リスク７：　誤った情報を提供してしまうリスク、誤った相手に提供してしまうリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
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 ７．特定個人情報の保管・消去

 リスク１：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク

 ①NISC政府機関統一基準群
[ 政府機関ではない ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れて遵守している 2） 十分に遵守している
3） 十分に遵守していない 4） 政府機関ではない

 ②安全管理体制
[ 特に力を入れて整備している ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れて整備している 2） 十分に整備している
3） 十分に整備していない

 ③安全管理規程
[ 特に力を入れて整備している ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れて整備している 2） 十分に整備している
3） 十分に整備していない

 ④安全管理体制・規程の職員
への周知

[ 特に力を入れて周知している ]
＜選択肢＞
1） 特に力を入れて周知している 2） 十分に周知している
3） 十分に周知していない

 ⑤物理的対策
[ 特に力を入れて行っている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 具体的な対策の内容 特定個人情報は所持しない。

 ⑥技術的対策
[ 特に力を入れて行っている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 具体的な対策の内容 課税原票管理システムの閲覧のみに制限している。

 ⑦バックアップ
[ ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 ⑧事故発生時手順の策定・周
知

[ 特に力を入れて行っている ]
＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 ⑨過去３年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関
する重大事故が発生したか

[ 発生なし ]
＜選択肢＞
1） 発生あり

 ⑩死者の個人番号 [ 保管している ]
＜選択肢＞
1） 保管している 2） 保管していない

2） 発生なし

 その内容

 再発防止策の内容

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 具体的な保管方法

 その他の措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
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 リスク２：　特定個人情報が古い情報のまま保管され続けるリスク

 リスクに対する措置の内容 保管していない。

 リスク３：　特定個人情報が消去されずいつまでも存在するリスク

 消去手順 [ ]
＜選択肢＞
1） 定めている 2） 定めていない

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の保管・消去におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

 手順の内容 保管していないため、存在しない。

 その他の措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ 特に力を入れている ]

＜選択肢＞



 （別添２） 特定個人情報ファイル記録項目

１　個人住民税賦課情報ファイル
（１）識別情報
   個人番号、宛名番号
（２）連絡先等情報
   氏名、生年月日、性別、住所、電話番号、世帯番号、続柄、世帯主氏名
（３）業務関連情報
 　自治体コード、賦課年度、宛名番号、徴収区分、履歴Ｎｏ、課税番号・指定番号、生年月日、性別、受給者番号、非課税区分、
 　徴収開始・終了期（月）、更正開始期（月）、異動区分、異動事由、異動処理日、併徴該当区分、営業所得、農業所得、
 　その他事業所得、不動産所得、利子所得、配当所得、私募証券外貨建以外、私募証券外貨建、信託配当所得、給与収入、
 　専従給与収入、給与所得、年金収入、雑所得、（総合課税）短期譲渡所得、（総合課税）長期譲渡所得、一時所得、
 　一時所得特別控除額、（総合課税）退職所得、特定支出控除、総合分所得合計、変動当年所得、変動前年所得、
 　変動前々年所得、臨時所得、（分離課税）退職所得、肉用牛免税所得、肉用牛免税対象外売却額、土地等の事業雑所得、
 　短期譲渡所得（一般）、短期譲渡所得（軽減）、短期特別控除額、長期譲渡所得（一般）、長期譲渡所得（特定）、
 　長期譲渡所得（軽課）、分離譲渡特定損失、繰越損失居住用財産、長期譲渡所得・特別控除額、株式譲渡所得、
 　上場株式等譲渡所得、上場株式等の配当所得、先物取引所得、山林所得、山林特別控除額、合計所得金額、繰越損失、
 　純損失、繰越損失株式等譲渡、繰越株式等（配当分）、繰越損失先物取引、老年者、寡婦、寡婦特別、寡夫、勤労学生、
 　控除対象配偶者、老人控除対象配偶者、同一生計配偶者、同居老親等扶養親族数、老人扶養親族数、特定扶養親族数、一般扶養
者数、
 　年少扶養控除、同居特別障害者数、扶養特別障害者数、扶養親族中の普通障害者数、雑損控除、医療費控除、
 　社会保険料控除、小規模企業共済掛金控除、所得税・寄附金控除、生命保険・個人年金支払額、生命保険・住民税控除額、
 　地震保険支払額、地震保険・旧長期支払額、地震保険・住民税控除額、控除対象配偶者の控除額、配偶者所得、
 　配偶者特別控除、特定扶養分控除額、同居老人扶養控除額、老人扶養控除額、一般扶養分控除額、
 　同居特別障害者にかかる控除額、（扶養）特別障害者にかかる控除額、（扶養）普通障害者にかかる控除額、
 　（本人）障害（特障）にかかる控除額、（本人）障害（普障）にかかる控除額、（本人）老年者にかかる控除額、
 　（本人）寡婦にかかる控除額、（本人）寡婦特別にかかる控除額、（本人）寡夫にかかる控除額、（本人）勤労学生控除、
 　基礎控除額、控除額合計、（税額控除）災害減免額、（税額控除）外国税額控除、政党寄附金控除、夫有区分、未成年、
 　生活保護、租税条約、確定申告書区分、均等割区分、家屋敷区分、専従青白区分、専従配偶者、
 　配偶者以外の事業専従者の人数、専従者控除額、配当割額控除、株式等譲渡所得割額控除、住宅借入金控除可能額、
 　調整控除額（区）※平成１９年度改正対応、調整控除額（都）※平成１９年度改正対応、税額控除_配当控除（区）、
 　税額控除_配当控除（都）、住宅借入金控除（区）、住宅借入金控除（都）、寄附金税額控除（区）、寄附金税額控除（都）、
 　税額控除_外国税額控除（区）、税額控除_外国税額控除（都）、税額調整（区）、税額調整（都）、税源移譲に伴う減額措置（区）、
 　税源移譲に伴う減額措置（都）、配当割額控除額・株式等譲渡所得割額控除額（区）、
 　配当割額控除額・株式等譲渡所得割額控除額（都）、配当割・株式所得割控除不足額、所得割額（区）、均等割額（区）、
 　所得割額（都）、均等割額（都）、年税額、還付額、充当額、業務雑所得、ひとり親、ひとり親控除にかかる控除額、
　 新生命支払額、旧生命支払額、介護医療支払額、新個人生命支払額、旧個人支払額、妻有区分、医療費支払額、スイッチOTC支払
額、
　 特例寄附額、特例以外寄附額、都条例寄附額、区条例寄附額、所得割減免額（区）、所得割減免額（都）、均等割減免額（区）、
　 均等割減免額（都）、居住開始年月日、障害種別、障害等級、所得金額調整控除



 （別添２） 特定個人情報ファイル記録項目

１　個人住民税等賦課情報ファイル
（１）識別情報
   個人番号、宛名番号
（２）連絡先等情報
   氏名、生年月日、性別、住所、電話番号、世帯番号、続柄、世帯主氏名
（３）業務関連情報
 　自治体コード、賦課年度、宛名番号、徴収区分、履歴Ｎｏ、課税番号・指定番号、生年月日、性別、受給者番号、非課税区分、
 　徴収開始・終了期（月）、更正開始期（月）、異動区分、異動事由、異動処理日、併徴該当区分、営業所得、農業所得、
 　その他事業所得、不動産所得、利子所得、配当所得、私募証券外貨建以外、私募証券外貨建、信託配当所得、給与収入、
 　専従給与収入、給与所得、年金収入、雑所得、（総合課税）短期譲渡所得、（総合課税）長期譲渡所得、一時所得、
 　一時所得特別控除額、（総合課税）退職所得、特定支出控除、総合分所得合計、変動当年所得、変動前年所得、
 　変動前々年所得、臨時所得、（分離課税）退職所得、肉用牛免税所得、肉用牛免税対象外売却額、土地等の事業雑所得、
 　短期譲渡所得（一般）、短期譲渡所得（軽減）、短期特別控除額、長期譲渡所得（一般）、長期譲渡所得（特定）、
 　長期譲渡所得（軽課）、分離譲渡特定損失、繰越損失居住用財産、長期譲渡所得・特別控除額、株式譲渡所得、
 　上場株式等譲渡所得、上場株式等の配当所得、先物取引所得、山林所得、山林特別控除額、合計所得金額、繰越損失、
 　純損失、繰越損失株式等譲渡、繰越株式等（配当分）、繰越損失先物取引、老年者、寡婦、寡婦特別、寡夫、勤労学生、
 　控除対象配偶者、老人控除対象配偶者、同一生計配偶者、同居老親等扶養親族数、老人扶養親族数、特定扶養親族数、一般扶養
者数、
 　年少扶養控除、同居特別障害者数、扶養特別障害者数、扶養親族中の普通障害者数、雑損控除、医療費控除、
 　社会保険料控除、小規模企業共済掛金控除、所得税・寄附金控除、生命保険・個人年金支払額、生命保険・住民税控除額、
 　地震保険支払額、地震保険・旧長期支払額、地震保険・住民税控除額、控除対象配偶者の控除額、配偶者所得、
 　配偶者特別控除、特定扶養分控除額、同居老人扶養控除額、老人扶養控除額、一般扶養分控除額、
 　同居特別障害者にかかる控除額、（扶養）特別障害者にかかる控除額、（扶養）普通障害者にかかる控除額、
 　（本人）障害（特障）にかかる控除額、（本人）障害（普障）にかかる控除額、（本人）老年者にかかる控除額、
 　（本人）寡婦にかかる控除額、（本人）寡婦特別にかかる控除額、（本人）寡夫にかかる控除額、（本人）勤労学生控除、
 　基礎控除額、控除額合計、（税額控除）災害減免額、（税額控除）外国税額控除、政党寄附金控除、夫有区分、未成年、
 　生活保護、租税条約、確定申告書区分、均等割区分、家屋敷区分、専従青白区分、専従配偶者、
 　配偶者以外の事業専従者の人数、専従者控除額、配当割額控除、株式等譲渡所得割額控除、住宅借入金控除可能額、
 　調整控除額（区）※平成１９年度改正対応、調整控除額（都）※平成１９年度改正対応、税額控除_配当控除（区）、
 　税額控除_配当控除（都）、住宅借入金控除（区）、住宅借入金控除（都）、寄附金税額控除（区）、寄附金税額控除（都）、
 　税額控除_外国税額控除（区）、税額控除_外国税額控除（都）、税額調整（区）、税額調整（都）、税源移譲に伴う減額措置（区）、
 　税源移譲に伴う減額措置（都）、配当割額控除額・株式等譲渡所得割額控除額（区）、
 　配当割額控除額・株式等譲渡所得割額控除額（都）、配当割・株式所得割控除不足額、所得割額（区）、均等割額（区）、
 　所得割額（都）、均等割額（都）、森林環境税額、年税額、還付額、充当額、業務雑所得、ひとり親、ひとり親控除にかかる控除額、
　 新生命支払額、旧生命支払額、介護医療支払額、新個人生命支払額、旧個人支払額、妻有区分、医療費支払額、スイッチOTC支払
額、
　 特例寄附額、特例以外寄附額、都条例寄附額、区条例寄附額、所得割減免額（区）、所得割減免額（都）、均等割減免額（区）、
　 均等割減免額（都）、森林環境税減免額、居住開始年月日、障害種別、障害等級、所得金額調整控除




